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序

　

説

　

最近の地方財政の状況

一

　

昭和36年度のわが国経済は、当初、需給の均衡を保ちつつ順調な上昇過程

　

を歩み、名目で9.8 %(実質9.2%)の成長を達成できるものと見込まれた。

　

この経済見通しにのつとつて編成された国の一般会計予算は、減税、社会保

　

障および公共投資の拡充を柱として前年度当初予算（1兆5,697億円）に比べ

　

24.4%増加の１だ9,528億円の規模となり、地方財政計画も前年度（１兆

　

5,381億円）に比べ24.3%増加の１兆9,126億円の規模で策定された。

　　

しかし、実際のわが国経済の動きは、前年度に対し一層その規模を拡大

　

し、国民総生産では約14％の増加となり、昭和34年度から昭和36年度に至る

　

３ヵ年平均の経済成長率は15％以上に達している。

　　

このように昭和36年度のわが国経済は、前２ヵ年に引き続く高度成長をと

　

げたが、年度間を通じて一様な拡大傾向を示したわけでなく、年度前半の景

　

気の行き過ぎと後半における景気調整策の進行という対礁的な推移を画い

　

た。

　　

昭和36年度の地方財政は、全般としては堅実な歩みをたどることができた

　

が、これには、経済の好況と国民所得倍増計画のもとにおける公共投資の拡

　

充が寄与しているほか、最近数力年間の国、地方を通ずる財政健全化の努力

　

も看過することはできない。

二

　

昭和36年度の地方財政（普通会計）の状況を通観すると、つぎのような特

　

徴を指摘できる。

　

１

　

最近にない財政規模の拡大（財政規模の増加率は24.2%である｡）

　

２

　

引き続く財政収支の好転（単年度の収支は16億円の黒字である｡）

　

３

　

各財源の堅実な伸び（歳入の増加率は24.0%である｡）

　

４

　

財政構造の漸進的な改善（前年度と比べると一般財源の増加率は3.6%

　　

上昇し、歳出の構成比では義務的経費の構成比が1.6%低下した反面、投

　　　　　　　　　　　　　　　　

－１－



　　

資的経費の構成比が1.7%上昇した｡）

　　

このうち、財政規模の拡大について国民総生産等の増加と比較すると第１

　

図のとおりで、地方財政の規模は国民総生産とほぼ平行して増加している。

　　

また、財政規模の増加に果した歳入歳出各科目の寄与率をみると、歳入で

　

は地方税の33.4%を筆頭に、国庫支出金21.3%、地方交付税18.1%の順とな

　

って計り、歳出では普通建設事業費37.4%と人件費27.5%で全体の３分の２

　

を占めている。

　　

第二の収支状況についてみると、全般として堅実な歩みをたどっていると

　

いえるが、個々の団体においては、人件費等の義務的経費の増嵩、行政水準

　

の引き上げ等のため単年度赤字を生じた団体もある。

　　

第三の各財源の増加状況をみると、年度後半における景気調整策の影響は

　

ほとんどあらわれてからず、一般財源を中心に前年度に引き続く堅実な沖び

　

を示している。

　　

第四の財政構造については、都道府県、市町村とも漸進的に改善されてい

　

るが、これは一般財源の堅実な呻びと公共投資の拡充によるところが大き

　

い。

三

　

昭和37年度および昭和38年度においては健全財政の方針を堅持しつつ、つ

　

ぎの事項に重点をおいて地方財政計画が策定された。

　

１

　

地方財源の充実

　

２

　

公共投資の拡充と行政水準の引き上げ

　

３

　

地方開発の推進と地域格差の是正

　

４

　

財政秩序の確立

　　

このうち、地方財源の充実については、税負担の軽減を行なうとともに

　

国、地方間の税源の再配分を実施し、地方交付税の率を引き上げる等の措置

　

を講じている。

　　

第二の公共投資の拡大と行政水準の引き上げについては、国、地方を通じ

　

各種の長期整備計画を樹立する等その推進に努めているが産業活動や国民生

　

活の向上に歩調をあわせ、なお一層推進する必要がある。例えば、主要地方

　

道の舗装率は、昭和36年度で16％程度であり、生活環境施設の整備について

　　　　　　　　　　　　　　　　

－２－



　

も、し尿の収集率は75％程度で、このうち、衛生処理率は32％程度といった

　

状況である。

　　

第三の地方開発の推進と地域格差の是正については、引き続き地方交付税

　

の傾斜的配分にっとめるとともに、昭和36年度から後進地域の開発に関する

　

公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律に基づく国庫負担率の引き

　

上げ措置（昭和36年度分170億円）を実施することとし、昭和37年度におい

　

ては、辺地の公共的施設の整備のため新たに辺地対策事業債（計画額10億

　

円）を設け、さらに、昭和38年度においては、地域開発の推進と都市再開発

　

等のために地域開発事業債（計画額429億円）を設けることとしている。

　　

第四の財政秩序の確立については、地方公共団体間の負担関係の適正化が

　

進められるとともに、地方財政計画において従来の税外負担の一部を解消す

　

るための財源措置を講じている。

四

　

昭和36年度の地方公営企業の状況については、つぎのような特徴を指摘で

　

きる｡

　

1

　

年度末における地方公営企業の総数は、前年度末に比べ、384事業(8.0

　　

％）増加し、5,155事業に達した。決算規模は収入で4,990億円、支出

　

で4,904億円であり、前年度に比べそれぞれ1,400億円(39.0%)、1,344

　　

億円(37.8%)増加した。特に建設改良費の総額は2,304億円に達し、前

　　

年度より828億円(35. 9%)増加した。

　

２

　

地方公営企業法を適用する事業は前年度末より240事業(59. 7%)増加

　　

し、642事業に達した。

　

３

　

地方公営企業の経営状況については、事務量の増加、建設改良の促進に

　　

より、支払利息および諸経費の増加がみられたが、一方収入の増加もあ

　　

り、その経営成績は全事業を通じてみた場合はおおむね横ばいの状態にあ

　　

る。しかしながら、一部の交通事業においては経営成績が悪化しているも

　　

のもみられる。

五

　

このように最近の地方財政は、国および地方の財政健全化の努力と経済の

　

好況に支えられて健全な歩みをたどっているが、今後とも行政水準の引き上

　

げ、地域格差の是正、地方公営企業等の合理化等なお一層の努力が必要でも

　　　　　　　　　　　　　　　　

－３－



る。このためには、健全財政の堅持、財政構造の改善について引き続き十分

の配慮をしなければならない。

第１図

　

地方財政規模等の推移
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第一

　

昭和36年度の地方財政の状況

一

　

地方公共団体の概況

　

（－）地方公共団体の数

　　　

昭和37年３月31日現在における地方公共団体（財産区を除く｡）の数は46

　　

都道府県、3,466市町村、23特別区および1,280一部事務組合である。その

　　

内訳はっぎのとおりで、前年同期と比べると38町村減少し（うち合併して

　　

新たに市となったもの４団体、市に編入されたもの23団体、町村への編入

　　

等ｎ団体）、１市（長野県佐久市）、88一部事務組合増加した。

　

区

　　　　

分
一
普通地方公共団体

都

　　

道

　　

府

市

　　　　

町

合

大

　
　

町

都
市

特別地方公共団体

特

一部

合
総

別

県
村
市

　

村
計

　

区

事務組合（普通会計のみ｡）

計
計

37年３月31日現在

　　

36年３月31日現在

　　　　　　　

団体

　　　　　　　　

団体

　　　　　　　　

46

　　　　　　　　　

46

　　　　　　　

3,466

　　　　　　　　

3,503

　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　

551

　　　　　　　　

550

　　　　　　　

2,910

　　　　　　　　

2,948

　　　　　　　

3,512

　　　　　　　　

3.549

　　　

23

1,280

1,303

4,815

　　　

23

1.192

1,215

4,764

　　

一部事務組合をその設置目的別に分けると保健衛生関係450、教育関係

　

241、産業経済関係］｡40、財産関係127、土木関係96、その他226の順となつ

　

ている。

　　

市町村数の推移は第２図のとおりで、町村合併促進法の施行前の昭和28

　

年９月30日現在と比べると6,429団体減少した（町村の減少6, 700、市の増

　

加271)。

（二）人

　　

ロ

　　

昭和36年10月１日現在の推計人口は9,428万人である。前年同期（国勢

　

調査人口9,341万人）と比べると87万人、0.9%増加した。
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これを都道府県別にみると、人口が増加したのは20都道府県（東京都。

　

大阪府、神奈川県、愛知県、兵庫県、埼玉県、千葉県、北海道、静岡県、

　

京都府、岐阜県、広島県、三重県、茨城県、石川県、和歌山県、青森県、

　

滋賀県、奈良県および福井県）、その増加人口は109万人で、人口が減少し

　

たのは26県、その減少人口は22万人である。

　

決算規模

　

昭和36年度における地方公共団体の普通会計決算額を単純に合計するとつ

ぎのと力りで、前年度と比べると歳人|､991億円、23.8%、歳出4, 795億円、

21］％増加した

　

区

　　

分

人
出

歳
歳

都道府県

　　　

億円

　　

15.939

　　

15.139

市

　

町

　

村

　　

億円

　　

9.989

　　

9.584

計
一

　

億円
25,928

24,723

前年度計

　　　

億円

　　

20,937

　　

19, 928

　

この単純合計決算額から地方公共団体間の相互重複額812億円を控除した

純計決算額は、

　　　　　　　　　　　　　　　

－６－

１

１



　

歳

　

入

　　

２兆5,116億円（前年度

　

２兆

　

258億円）

　

歳

　

出

　　

２兆3,911億円（前年度

　

１兆9,249億円）

で、前年度と比べると歳入4,858億円、24.0％、歳出↓､662億円、24.2%増加

したっ

　

決算規模の増加率の推移はつぎのとおりで、昭和36年度の増加率は最近の

最高であり、歳出の増加率が歳入の増加率を上回っている。

区

　　

分

歳

　　

入

　

地

　　

方

　　　

国

歳

　　

出

　

地

　　

方

　　　

国

31年度

　　

32年度

　　

33年度

　　

34年度

　　

35年度

　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　

11.3

　　　

12.5

　　　

6.9

　　　

12.3

　　　

19.9

　　

9.4

　　　

13.6

　　　

3.8

　　　

9.9

　　　

22.8

6.0

5.0

H3

11.1

8.4

12.1

116

12.3

18 5

16.6

36年度

　　

％

　

24.0

　

28.3

24 2

18.4

　

この純計決算額を人口１人当り額でみるとつぎのとおりで、前年度と比べ

ると歳入4,953円、22.8%、歳出4, 7o5円、23.1%増加した。

区分

　　

31年度

　　

32年度

　　

33年度

　　

34年度

　　

35年度

　　

36年度

　

入
出

歳
歳

-
-

-

　　　　

円

13,874

13,376

　　　　

円

15,485

14.766

　　

円

16,393

15,863

　　　

円

18､237

17,530

　　　　

円

21,685

20,605

　　　

円

26,638

25,360

　　　

円

26,684

21,886

　

決算規模の推移は第３図のとおりである。これを昭和31～33年度平均規模

を100とする指数でみると歳入181 {前年度146)、歳出179 (前年度1封）で、

年率16％程度の増加となっている。

　

決算収支

（－）実質収支

　　

地方公共団体の歳入歳出差引残額（形式収支）は1,205億円（うち都道

　

府県800億円、市町村405億円）である。この額から予算繰越等に伴い翌年

　

度に繰り越すべき財源541億円（うち都道府県352億円、市町村189億円）

　

を控除した実質収支は664億円（うち都道府県448億円、市町村216億円）

　

の黒字で、前年度(648億円、うち都道府県465億円、市町村183億円）よ

　

㈲6億円（うち都道府県＾17億円、市町村33億円）黒字が増加した。

- ７
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第３図

　

決算規模の推移
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この実質収支を黒字団体と赤字団体とに分けるとつぎのとおりで、地方

公共団体の90.0％（前年度89.1%)に相当する3,!83団体（前年度3,186団

体）が黒字で、地方公共団体の10.0％（前年度10.9％）に相当する352団

体（前年度386団体）が赤字である、

区

　　

分

黒字団体

赤字団体

合

　　

計

都道府県 市町村

団体数

　

収支額

　

団体数

団体

　　

億円

　

45

　　

449

(1

　
　
　

１
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１
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ｊ
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Ｔ
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／
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１

　
　

ｒ
ｎ
）

　
　
　
　

４

計
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団体数

　

収支額

本
ｊ
３

　

ｊ
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ｊ
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仁
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8
5
0
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団
1
1

　

C
O
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２
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ぐ

　

　

２
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１

　
　
　
　
　

１

　
　

ぐ

　
　
　
　

ぐ
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４
３
４

　

ｊ
ｏ

円
９
９

　
　

８
６
１

億
ぐ
２
乙
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）は、一部事務組合分外書きである。
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黒字額が減少したため、全体では17億円黒字が減少した。

区

　　

分

黒字団体

赤字団体

　　

36

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

団体

　　　

億円

　　

45

　　　

449

　　　

1

　　

△

　

1

　

35

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

団体

　　　

億円

　　

44

　　　

467

　　　

2

　　

乙

　

２

　

比

団体敷
一

　

団体

△

Ｉ
Ｉ

較

収支額

△

円
1
8
1

億

（注）１

　

赤字団体は36年度は和歌山県，35年度は青森県および和歌山県である。

　　　

2

　

36年度末の財政再建債等の未償還額は91億円で，これを赤字とみなした実

　　　　

質収支は357億円の黒字である。

　

市町村ではつぎのとおりで，前年度より赤字団体数およびその赤字額が

減少するとともに，黒字団体数およびその黒字額が増加したため，全体で

は33億円黒字が増加した。

区

黒

　

字

　

団

　

大

　

都

　　　　

市

　

町

分

体

市

　
　

村

特

　

別

　

区

　

36

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

団体

　　　

億円

　　　

4

　

455

2,656

　　

23

一部事務組合

　

1.212

赤

　

字

　

団

都
市

　

別

大

　

町
特

体
市

　

村
区

一部事務組合

1
2
2
0
3
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Ｃ
O
９

1
5
1
3
3

　

一

△

　

＜

0

1
9
6
5
4

　

一

68 ゛｀

　

３

　

35

　

年

　

度

団体数

　　

収支額

　

団体

　　　

億円

5
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8
5
6
2
3
3
4
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■
^
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ｏ
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V
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2

　

一
5
8
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C
V
J

O

C
O
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ｏ

１

　

Ｃ
Ｓ
ｌ

Ｃ
V
J

１

　

１

a 52

゛42

一

　

２

　
　

〈

比 較

億円

６

　

８

　

９

　

１

　

３

　
　
　
　
　

１

△

１

　

１
Ｑ
Ｊ

△

】

　

１

　
　

△

（注）１

　

大都市の36年度赤字団体は名古屋市である。

　　　

2

　

36年度末の財政再建債等の未償還額は45億円で、これを赤字とみなした実

　　　

質収支は171億円の黒字である。

　

地方財政再建促進特別措置法の基準年次である昭和29年度以降の実質収

支の推移は第４図のとおりで、赤字団体の赤字額（財政再建債等を考慮し

た場合）は、昭和29年度末の649億円から519億円減少して130億円となつ

配
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（二）単年度収支

　　　

昭和36年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は

　　

16億円の黒字で、前年度の単年度収支(278億円）より262億円黒字が減少

　　

した。

　　　

この単年度収支に昭和36年度中の積立金の積立額144億円および地方債

　　

の繰上償還分58億円を黒字とみなし、積立金のとりくずし額90億円を赤字

　　

とみなして調整を加えた実質単年度収支は128億円の黒字で、前年度より

　　

265億円黒字が減少した（なお、特別措置債および災害復旧債の繰上償還分(147

　　

億円）が別途に措置されている｡）。

四

　

歳入の状況

　

（－）概

　　

況

　　　

昭和36年度の歳入純計決算額は２兆5,116億円（前年度２兆258億円）

　　

で、前年度と比べると1, 858億円、24.0%増加した。その内訳は、つぎの

　　

とおりである。
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区 分

税
税
税

　

与
付

方
譲
交

　

方
方

地
地
地

小計(一般財源)

国庫支出金

使用料、手数料

金
金
債
他

入
越
方
の

繰
繰
地
そ

合 計

　　

決

　

36年度

　

億円

　

9,065

　　

454

　

4,017

13,536

　

5,808

　　

738

　　

431

　

1,077

　

1,150

　

2,376

25,116

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

増減率

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

億円

　　

％　　％　　％　　％　　％

　　

％

7,442

　

1,623

　

36.1

　

36.7

　

33.4

　

39.6

　

21.8

　

21.8

　　

362

　

3,110

10,914

　

4,771

　　

675

　　

284

　　

744

92

　

1.8

　

1.8

　

1.9

　

1.0

　

25.7

　

10.7

　　

907

　

16.0

　

15.4

　

18.7

　

15.4
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56.0
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18.9

　　

63
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3.3

　

1.3

　

19
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1.7

　

1.4

　

3.0

　

09

　　

333

　

4.3

　

3.7

　

6.9

　

4.9

　　　

960

　　

190

　

4.6

　

4.7

　

3.9

　

51

　

1,910

　　

466

　

9.5

　

9.4

　

9.6

　

12.3

20,258

　

4,858 100.0 100.0 100.0 100.0

29.2

　

20.0

24 0　20.9

21.7

　

15.4

　

9.3

　

10.3

51.9

　

12.6

44.7

　

28.1

19.8

　

21.8

243

　

277

24.0

　

19.9

歳入決算額の構成比をみると、つぎの点が指摘できる。

（1）一般財源の構成比は前年度と変らない（昭和31～33年度平均52. 8%)。

（2）一般財源のうち地方税の構成比は前年度を下回り（昭和31～33年度平均

　

36.5%)、地方交付税の構成比は逐年上昇している（昭和31～33年度平均

　

14.2%)。

（3）国庫支出金の構成比はわずかながら前年度を下回っている（昭和31～33

　

年度平均23.2%)。

（4）使用料、手数料の構成比は逐年低下している（昭和31～33年度平均3.8

　

％）。

（5）繰越金の構成比は前年度の好況を反映して上昇している（昭和31～33年

　

度平均3.8%)。

（6）地方債の構成比は前年度を下回っている（昭和31～33年度平均5.8%)

歳入決算額の構成比は、第５図のとおりである。
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第５図歳入決算額の構成

歳入決算増減額の構成比をみると、つぎの点が指摘できる。

（1）一般財源の構成比は前年度より低下している。

（2）一般財源のうち地方税の構成比は前年度を下回り、地方交付税の構成比

　

は前年度を上回っている。

（3）国庫支出金の構成比は前年度を上回っている。
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（4）繰越金および地方債の構成比は比較的に安定していない。

歳入決算の増減率をみると、つぎの点が指摘できる。

（1）一般財源の増加率は前年度を上回っている。

（2）一般財源のうち地方税の増加率は前年度と変らないが、地方交付税の増

　

加率は逐年上昇している。

　

（3）国庫支出金の増加率は前年度を上回っている。

　

（4）使用料、手数料の増加率は如％前後で安定している、

　

（5）繰入金、繰越金および地方債の増減率は変動が大きい。

　

歳決算各科弾性値（驚ぶ欝認讐）

点が指摘できる。

　

（1）一般財源の弾性値は1.00（前年度1.05)で、最近はほぼ1.00前後であ

　　

る。

　

（2）地方税の弾性値は0.91 (前年度1.10）で、好況時を除き1.00を下回って

　　

いる、

　

（3）地方交付税の弾性値は1.22 (前年度1.01）で、最近は1.00を上回ってい

　　

る。

　　　　　　　　

第６図

　

歳入決算額の増減状況
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毎）その他の財源の弾性匯は年度間の変動が大きい。

　

歳入決算額の増減状況は、第６図のとおりである。

　

歳入のうち主なものの推移を昭和31～33年度平均規模を100とする指数でみ

るとつぎのとおりで、繰越金および地方交付税の呻びが著しい。
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地方交付税

小計(一般財源)

国庫支出金

使用料，手数料

繰

　　

入

　　

金

繰

　　

越

　　

金

地

　　

方

　　

債

そ

　　

の

　　

他

歳

　

入

　

合

　

計

31～33年度平均規模

　

34年度

　

35年度

　

36年度

　　

億円

　

5,070

　　

284

　

1,975

　

7,329

　

3,218

　　　

524

　　　

223

　　　

527

　　　

803

　

1,250

13,874

数

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　
　
　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

じ
日

　

１

　

１

　

１

　

１

　

－

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

ま
指数

　

120

５

　

１

　

３

　

８

　

７

　

３

　

０

　

８

　

０

　

２

１

　

３

　

２

　

２

　

１

　

１

　

１

　

９

　

２

　

２

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　
　
　

１

　

１

数

　

７

　

７

　

８

　

９

　

８

　

９

　

７

　

１

　

０

　

３

　

６

．
、

　

４

　

２

　

５

　

４

　

４

　

２

　

２

　

４

　

２

　

５

　

４

じ
日

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

ま 指数

7
9

　

6
0

１

　

１

2
0
3
1
8
5 8

0

　

4
1

１

　

１

1
9
3
2
0
4 4

3

　

9
1

１

　

１

181

（二）一般財源

　

１

　

概

　　

況

　　　

一般財源（地方税、地方譲与税および地方交付税の合算額）の総額は

　　

１兆3,536億円（前年度１兆914億円）で、前年度と比べると2,622億円、

　　

2毛〇％増加したっ

　　　

一般財源の内訳はつぎのとおりで、都道府県においては地方税の伸び

　　

が鈍化したが地方交付税が伸びたので前年度の増加率を上回り、市町村

　　

､においては地方税、地方交付税とも前年度を上回る増加率を示した。
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24.3
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22.4

　　

16.6

　

一般財源の推移を昭和31～33年度平均規模を100とする指数および珊

減率でみるとっぎのとおりで、都道府県では地方税、市町村では地方交

付税が、それぞれ一般財源増加の中心となっている。
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地方税

　

（1）収入状況

　　　

地方税の収入額は9,065億円（前年度7バ42億円）で、前年度と比

　　

べると1,623億円、21.8%増加したが、その内訳はつぎのとおりであ

　　

る。
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21.8

23､7

　

31.3

　

地方税の収入状況を国税(専売納付金および特別会計分を含む｡)の

収入状況と比べると、(ア)増加率においては地方税は前年度と同様21.｡8

％であるのに対し、国税は23.7%で、前年度(31.3%)を下回ったとは

いえ、地方税の増加率を上回っている。吋)景気の鈍化に伴い、国税、

地方税とも法人関係諸税の増加率および増加額の構成比は前年度を下

回ったが、決算額の構成比はわずかだが上昇している。
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区

　　

分

住民税法人分

事業税法人分

法人税（国税）

　　

増

　

減

　

率

　　　　

増減額構成比

36年度

　　

35年度

　　

36年度

　　

35年度

　

％

25.1

27.7

24.6

　　

％

42 7

42.5

46.8

　　

％

12.5

29.6

33.1

　

％

18 1

38.9

45.1

　

決算額構成比

36年度

　　

35年度

　　

％

ｎ.0
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32.1

　　

％

10.8

23 3

31.8

（参考）法人所得

　　　

18.8

　　　

39.1

　　　

16.5

　　　

29.4

　　

(16. 4)　(16. 4)

　　

（注）法人所得については，経済企画庁調の国民所得による。

（ウ）個人の住民税および事業税は増加率、増加額および決算額構成比の

　

いずれ屯前年度を上回ったが、所得税は決算額構成比のみ前年度を上

　

回り、増加率および増加額構成比は前年度を下回っている。
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65.5　　(86.0)　(88. 5)

(注) １

　

個人所得については、経済企画庁調の国民所得による。
２

　

所得税および個人所得については､地方税との比較上一年前の計数である。

（2）道府県税の収入状況

　　

道府県税の収入額は4,442億円（前年度3パ89億円）で、前年度と

　

比べると953億円、27.3%増加した。道府県税の税目別内訳はつぎの

　

とおりであるが、法人関係の増加が鈍化している。
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区

（3）市町村税の収入状況

　　

市町村税の収入額は4, 623億円（前年度3,953億円）で、前年度と比

　

べると670億円、17.0％増加し旭市町村税の内訳はつぎのとおりで

　

あるが、前年度に引き続き市町村民税の構成比が上昇し、固定資産税

　

の構成比が低下している。
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（4）徴収成績

　　

地方税の徴収成績は、年度前半の経済界の好況と地方公共団体の徴

　

税努力とを反映して、前年度（道府県税、市町村税とも2.0%向上）

　

に引き続き、わずかながら向上した。その内訳は、つぎのとおりであ

　

･る。。
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分

道府県税

市町村税

現年度分

　

過年度分

　　

滞納繰越分

　　　　

計
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85.4 40 ４ 40.8

　　

93.1 91 ７

（5）超過課税等の状況

　　

道府県における超過課税の状況はつぎのとおりであるが、このうち

　

三重県の法人にかかる県民税、事業税および不動産取得税ならびに群

　

馬県の不動産取得税にかかる超過課税は年度中途でとりやめた。
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市町村における超過課税等の状況はつぎのとおりで、団体数は若干

減少している。
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（6）法定外普通税

　　

道府県における法定外普通税の状況はっぎのとおりで、前年度と比

　

べると家畜税の廃止（北海道および宮城県）と、自動車取得税（和歌

　

山県）およびガス引取税（新潟県）の新設があった。
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路譲与税については地方道路税の税率の引き上げ（１キロリットルにつ

　

き3,500円を4,000円に引き上げた｡）が行なわれたためその伸びが著し

　

い。

　　　　　　　　　　　　　　

－23－

　　　　　　　　　　　　　　

団体

　　　　　

団体

　　　　　

億円

　　　　　

億円
犬

　　　　　　

税

　　　　　

260

　　　　　

329

　　　　　　

1

　　　　　　

1

　　　　　　　　　

団体

　　

団体

　　

億円

　　

億円
家

　

畜

　

税

　　　　　

１

　　　

３

　　　

０

　　　

１

　

岩手



区 分

入場譲与税

地方道路譲与税

特別とん譲与税

　

合

　　　

計

36年

決
度

Ｏ

　

C
M

-
^

L
O

ｒ
Ｈ

L
O

C
＼
]

Ｘ
t
*

　　

算

　　　　

額

35年度

　

増減

９

　

０

　

２

８

　

１

　

６

１

　
　
　

m

［
コ
Ｑ
-
1

1
-
1

M

N

口
卜
C
＼
]

C
T
)

Ｏ
^

　

増

　　

減

　　

率

36年度

　　　

35年度

18.2

32.6

16.2

25.7

゜0.1

213

22.1

10.7

　

入場譲与税および地方道路譲与税については、地方交付税の不交付団

体に対して譲与制限の措置がとられているが、その制限額はつぎのとお

りである。
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地方交付税の決算額は、4, 017億円（前年度3,110億円）で、前年度と

　

比べると907億円、29.2%増加した。

　　

地方交付税の積算基礎はつぎのとおりで、前年度より207億円の繰り

　

越しが行なわれるとともに、第２次補正予算に伴うもののうちから99億

　

円を翌年度に繰り越した。
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一

　

0
8

　
　
　

１

4.017

　

地方交付税の交付状況はつぎのとおりで、普通交付税の不交付団体は

道府県分は変らないが、市町村分においては11団体減少した。

区 分

普

　　

通

　　

交

　　

付

　　

税

特

　　

別

　　

交

　　

付

　　

税

　

(臨時地方特別交付金を含む｡)

　　

合

　　　　　　　

計

普通交付税交付団体数

普通交付税不交付団体数

　　　

36

　

年

　

度

　　　　　　　

35

　

年

　

度

道府県

　

市町村

　　

計

　　

道府県

　

市町村

　　

計

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

2,542

　

1,196

　

3,738

　

1,982

　　

875

　

2.857

　　

135

　　

144

　　

279

　　

130

　　

123

　　

253

2,677

一
団体

　

42

　

4

1,340

一

　

団体

3,324

　

167

4,017

一
団体

3,366

　

171

2.112

一
団体

　

42

　

4

　

998

-
団体

3.349

　

178

3,110

一

　

団体

3,391

　

182

５

　

団体別にみた一般財源の状況

　　

一般財源および地方税の人口１人当り額を団体別にみると地方税にお

　

いては相当の格差があるが、地方交付税および地方譲与税によってその

　

格差が是正され、都道府県についてはこのほか義務教育費国庫負担金に

　

よって調整が加えられている。

　　

その是正状況をみるため、道府県について不交付団体（大阪府、神奈
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川県および愛知県の３団体）、財政力指数Dl湊討§2鸞lal器

　

）の上位の

団体（過去３ヵ年の財政力指数の平均が50％以上100％未満である静岡

県、兵庫県、福岡県、京都府、広島県、埼玉県および山口県の７団体）

および財政力指数の下位の団体（過去３ヵ年の財政力指数の平均が30％

未満である大分県、青森県、佐賀県、宮崎県、岩手県、山形県、高知県

島根県、山梨県、徳島県、鳥取県、鹿児島県および秋田県の13団体）に

おける地方税および一般財源の人口jL人当り額を比較すると、つぎのと

おりである。

区 分

不交付団体（Ａ）

財政力上位団体（Ｂ）

財政力下位団体（Ｃ）

　　

（Ａ）－（Ｃ）

　　

（Ｂ）－（Ｃ）

　

地

　

方

　

税

36年度

　

35年度

　　　

円

8,594

4,843

1､794

6,800

3,049

　　　

円

6,767

3,851

1,495

5,272

2,356

　

～般財源

36年度

　

35年度

　　　

円

8,698

6,754

8､538

　　　

円

6,902

5,536

6,555

　　

160

　　

147

町784

　

吋,019

　

道府県税の人口工人当り額を都道府県別にみると、第９図のとおりで

ある。
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第９図

　

道府県税人口１人当り額
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義

生

普

災

－
－
－

　

１

区

　

その他の歳入

　

国県支出金

　

国庫支出金の決算額は5,808億円（前年度4,771億円）で，前年度と比

べると1,037億円，21.7％増加した，

　

国庫支出金の内訳はつぎのとおりで，普通建設事業費および生活保護

費に伴うものの増加が著しい。

分

務

活

通

害

教

保

建

復

育

護

設

旧

策

　

託

　

他

　

計

対

　
　
　
　
　

の

業失

　

委

　

そ

　

合

都

　

道

　

府

　

県

市

　　

町

　　

村

　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

増減率

36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

1.418

　

601

1.871

１

　

９

　

６

　

２

　

８

８

　

５

　

２

　

５

　

０

８

　

２

　

１

　

６

　

８

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

［
ａ

4.534

1.274

　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

1.228

　　

190

　

24,4　25,7　18.3　27.6　15.4　16.6

　　

494

　　

107

　

10.3

　

10.4

　

10.3

　

7.9

　

21.7

　

11.4

1.353

　　

518

　

32,2

　

28.4

　

49.9

　

27.1

　

38.3

　

14.5

　　

850

　　　

31

　

15.2

　

17.8

　

2.9

　

29.7

　

3.6

　

28.5

　　

228

　　　

31

　

4.5

　

4.8

　

3.0

　

2.3

　

13.6

　

6.9

　　

141

　　

°15　2.2　29　△1.4　5.6 A10.3　34.0

　　

477

　　

175

　

11.2

　

10.0

　

17.0

　

°0.2

　

36.8

　

40.3

4,771

　

1,037 100.0 100.0 100.0 100.0　21.7　15.3

3.751

1,020

783

　

78.1

　

78.6

　

75.5

　

78.5

　

20.9

　

15.3

254

　

21.9

　

21.4

　

24.5

　

21.5

　

24.9

　

15.4

　　

市町村の歳入決算における都道府県支出金は491億円（前年度429億

　

円）で、前年度と比べると62億円、14.3%増加した。

　　

都道府県支出金の内訳はその46.1% (前年度45.1%)に相当する226

　

億円（前年度193億円）が普通建設事業に伴うもので、24.3% (前年度

　

25バ％）に相当する119億円（前年度109億円）が災害復旧事業に伴うも

　

のである。

２

　

使用料、手数料

　　

使用料、手数料の決算額は738億円（前年度675億円）で、前年度と比

　

べると63億円、9.3%増加した、

　　

使用料、手数料の内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

使

　　

用

　　

料

　

高校授業料

　

その他授業料

　

公営住宅使用料

　

発電水利使用料

　

保育所使用料

　

そ

　　

の

　　

他

手
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料
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そ
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計

もの

他

　　

決
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15

　

％

67.9

19 6

　

23

14 6

　

6.4

　

4.6

20.4

32.1

14 2

17.9

　

％

68 1

21.7

　

2.2

14.0

　

6.6

　

4.1

19.5

319

14 7

17.2

　

％

66.6

°21

　

35

21.4

　

35

　

96

30.7

33.4

　

8.1

25.3

　

％

57.3

　

43

　

3.3

214

　

50

　

51

18.2

42.7

29 2

13.5

増減率

36

　　

35

％

　

５

％

　

１

゜0.9

15 3

14.3

　

5.0

21.7

14 7

　

9.8

　

52

13.7

１ ９

16 7

16 8

　

7.5

12 9

　

9.5
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22.8

　

7.9
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府
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4
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2
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村

57.2

42.8

59.8

40,2

29.8

70.2

56.1

43.9

　

4.7

　

9.6

16.3

　

n.4

３

　

繰入金

　　

繰入金の決算額は431億円（前年度284億円）で、前年度と比べると

　

147億円、51.9%増加した。

　　

繰入金の内訳はつぎのとおりで、積立金のとりくずしおよび市町村に

　

ぷヽける収益事業会計よりの繰入金の増加が著しい。

-
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区 分

積立金とりくずし額

　

都

　

道

　

府

　

県

　

市
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村
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４

　

繰越金

　　

繰越金の決算額は1,077億円（前年度744億円）で、前年度と比べると

　

333億円、44. 7%増加した。

　　

繰越金の増加が著しいのは、前年度決算における歳計剰余金（純繰越）

　

の増加によるものと予算繰越等の増加によるものであるが、参考までに

　

歳出決算における予算繰越等の状況をみると、つぎのとおりである。
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５

　

地方債

　　

地方債の決算額は1,150億円（前年度960億円）で、前年度と比べると

　

190億円、19.8％増加した。

　　

昭和36年度における普通会計分の地方債の許可状況は、一般補助事業

　

債159億円､災害復旧事業債299億円、義務教育施設整備事業債188億円、

　

高校施設整備事業債53億円、清掃事業債39億円、一般単独事業債136億

　

円、オリンピック施設整備事業債10億円、直轄事業債148億円、固定資

　

産税減収補てん債３億円、退職手当債３億円、特別地方債75億円のほか

　

枠外債120億円かあり計1,233億円である。

　　

昭和36年度における地方債の発行状況および年度末の現在高をその発

　

行目的別および借入先別にみるとつぎのとおりで、都道府県では土木債

　

および災害復旧債、市町村では教育債および災害復旧債がその中心をな

　

している。
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ｒ
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!
Ｏ
　
t
-
Ｈ

（注）発行額の合計から歳入決算とならない交付公債10億円および都道府県を通じて市町

　　

村に貸し付けられる転貸債２億円を差し引いた額が歳入決算額(1,150庶円）である。
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第10図

　

地方債の現在高等の状況

６

　

その他の収入

　　

その他の収入の決算頷け、2,376億円（前年度1,910億円）で、前年度

　

と比べると466億円、24.3%増加した。

　　

その他の収入の内訳はつぎのとおりで、貸付金回収金の増加が著し

　

い、

区 分

財

　

産

　

収

　

入

分担金，負担金

寄

　　

附

　　

金

雑

　　

収

　　

入

　

納

　　

付

　　

金

　

物品売払代金

　

貸付金回収金

　

預金利子収入

　

延滞金加算金

　

受託事業収入

　

過年度収入

　

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

　

決

36年度
一

　

億円
7
7
8
4
2
8
0
8
0
0
5
1

5
4
1
5
0
8
8
7
8
2
1
9

5
1
2
4
1

　

６

　
　

１

　

２

　
　
　

１

算

　

額

35年度

暫
摺
眉
廠
偏
に
ぷ

2,376

　

1 910

　　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

円
7
9
2
5
2
9

億

333

　

12

　

1

206

　

％　　％　　％　　％

23.4

　

25.0

　

17.0

　

26.3

　

6.2

　

6.4

　

5.4

　

6.5

92
612
43
37
28.6

3
4
0
6
3

3
3
5
0
2

　
　
　
　
　

1

8
6
6
4
8

1
1
2

　

5

　
　
　

△

466
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100

-

０

　

9.9

　

6.1

　

4.7

58.7

　

71.5

　

62.5

　

4.7

　

2.5

　

2.0
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24.8

　

３２

　

３３
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１．0

　

12 2
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゛０８
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100.0

　

3.0
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100.
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16 5

20 7

14 9

29 7
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0､8

43.4
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6

　

26.3
6
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4乙19 9
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25.0
0

　

24.3

率
3
5

％

29 5
28 4
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30.0
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16 6
36.1
34 6
11 7

60 5
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五

　

歳出の状況

　

（－）目的別歳出の概況

　　　

昭和36年度の歳出純計決算額は２兆3,911億円（前年度１兆9,249億円）

　　

で、前年度と比べると、4,662億円、24.2%増加した。その目的別内訳は、

　　

つぎのとおりである。

区 分

庁

　　　　　

費

警察消防費

費

　

費

木

　

育

土

　

教

　　

決

36年度

　

億円

3,219

1,322

4,488

6,401

社会及び労働施設費2,347

保健衛生費

産業経済費

諸

　

支

　

出

　

金

公

　　

債

　　

費

前年度繰上充用金

そ

　

合

の 他

　

計

　

613

2,547

　

459

　

算

　

額

　　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

2,569

1,132

3,331

5,285

1,886

　　

448

2,062

　　

443

L
Ｏ

O

Ｏ
Ｏ

０
１

０

　

１

　

７

　

４

０

　

１
ａ
ｉ

Ｃ
Ｍ

Ｉ

　
　
　
　
　

Ｑ
１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

3 6

　

8 9

　

9 0

　

1 1
-
I

C
M

i
-
Ｈ

ａ
>

１

　
　
　

１

　

ｍ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｎ
乙

　

億円

　　

650

　　

190

1,157

1,116

　　

461

　　

165

　　

485

増減率

36

　

35

　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

13.4 13.4 13.9　9.6 253

　

5.5

　

5.9

　

4.0

　

5.0

　

16.8

18.8

　

17.3

　

24.8

　

23.6

　

34.8

26.8

　

27.5

　

23.9

　

26､8

　

21.1

　

9.8

　

9.8

　

9.9

　

5.1

　

24.4

　

2.6

　

2.3

　

3.5

　

1.9

　

36.8

10.7

　

10.7

　

10.4

　

12.7

　

23.5

　　

16

　

1.9

　

2.3

　

0.3

　

1.9

　

3.7

　

231

　

5.2

　

5.2

　

5.2

　

0.5

　

23.0

　

°21

　

0.4

　

0.6

　

ごj0.4

　

0.1二18,6

　

212

　

4.9

　

5.0

　

4.5

　

12.8

　

21.7

4,662 100.0 100.0 100.0 100.0 24.2

　

％

12.7

15.2

27.1

18.0

　

88

14 5

22.8

13､7

　

14

　

1.9

45.2

18.5

　

決算額の構成比は第11図のとおりで、教育費、土木費、庁費および産業

経済費が上位を占め、その順位も前年度と変らない。昭和31～33年度平

均（総計）の構成比と比較すると、教育費（昭和31～33年度平均28.1%)

の構成比が低下し、土木費（昭和31～33年度平均工4.1%)の構成比が上昇

したほかは、庁費（昭和31～33年度平均13バ％）､産業経済費（昭和31～33

年度平均iO.6%)、社会及び労働施設費（昭和31～33年度平均10.3%)等

大差ない。
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第11図

　

目的別歳出決算額の構成

　　　　　　　　

匹下下

　

決算額の増減状況は第12図のとおりである。増減額の構成比においては

庁費、社会及び労働施設費、公債費等が前年度を上回っている。増減率に

おいては諸支出金と前年度繰上充用金を除き各科目とも前年度の増加率を

上回ったが、特に、保健衛生費、社会及び労働施設費、土木費および公債

費の増加が著しい。

第12図

　

目的別歳出決算額の増減状況

　　　　　　　　　　　　　　　

凡例
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庁

　

歳出のうち主なものの推移を昭和31～33年度平均規模を100とする指数

でみるとつぎのとおりで、繰出金、土木費および産業経済費の増加が著し

い。

区 分 31～33年度平均規模34年度

　

35年度

　

36年度

費

費

　

費

　

費

防消

　

木

　

育

察警

　

土

　

教

社会及び労働施設費

保

　

健

　

衛

　

生

　

費

産

　

業

　

経

　

済

　

費

諸

　

支

　

出

　

金

公

　

繰

　

そ

　

歳

債

　

出

　

の

費

　

金

　

他

出

　

合

　

計

　

億円

1,835

　　

854

1,933

3,859

1,419

　　

378

1,457

２

　

７

　

６

　

５

　

５

４

　

４

　

５

　

６

　

４

５

　

８

　
　
　

５

　

７
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3
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4
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5
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１

　

５
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１
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０

　

８

　

５

　

０

　

８

　
　
　

７

　

２
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２
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２
４

　

１

　

４

　

１

　

２

　

１

　

２

　

８
８

　

１

　

２

　

０

　

２
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1

　

1

　

1

　

1

　

1

　

1

　

1

　
　
　

1

　

3

　

1

　

1

　
　
　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

0
0

　

8

　

0
0

　

0
0

皿

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

　

１

（注）都道府県決算額と市町村決算額との単純合計額による。
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道府県の目的別歳出の人口１人当り額を財政力指数のグループ別に比較

するとつぎのとおりで、増加率では不交付団体の土木費および産業経済費

ならびに財政力下位団体の土木費および保健衛生費の伸びが著しく、構成

比では各グループとも土木費および産業経済費の構成比が上昇し、教育費

および警察消防費の構成比が低下している。
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区

　　　

分

　

庁

　

費‰講土リ回宍2詰‰講

人口ｌ人当り額

　　

円

　　

円

　

36年度（Ａ）

　　

ｊ

不交付団体1,043 1,286

財政力上位団体1.031

　　

956

財政力下位団体1,447

　　

745

　

31～33年度平均（Ｂ）

不交付団体

　

666

　

885

財政力上位団体

　

571

　　

619

財政力下位団体

　

840

　　

468

　　

（Ａ）/（Ｂ）

　　

％

　　

％

不交付団体56.6

　

45.3

財政力上位団体

　

80.6

　

54.4

財政力下位団体

　

72.3

　

59.2

人口１人当り額構成比

　

36年度

　　　　　

％

　　

％

不交付団体

　

7.6

　

9.4

財政力上位団体

　

8.0

　　

7.4

財政力下位団体

　

8.7

　　

4.5

　

31～33年度平均

不交付団体

　

8.8

　

1L7

財政力上位団体

　

7.5

　　

8.1

財政力下位団体

　

9.0

　　

5.0

　　

円

2,658

2,597

3,728

1,063

1,250

1.575

　　

％

150 0

107.8

136.7

　

％

19.3

20 1

22.3

14.1

16.4

170

　　

円

3,872

4,419

5,281

2,556

2,857

3,163

-

　

％

51.5

54 7

67.0

　

％

28.1

34 2

31.6

33.8

37 5

34.1

　　

円

1,176

　

960

　

972

706

501

538

-

　

％

66.6

916

80.7

　

％

86

74

5.8

９４

６,6

5.8

　

円

209

247

354

　

138

　

136

　

157

-

　

％

51.4

81.6

125.5

　

％

15

19

2.1

18

1.8

1.7

円

　　　

円

1,641

1,637

2､573

　

702

　

904

1,332

-

　

％

133.8

811

93.2

円

1.867 13,752

1.076 12､923

1.590 16,690

　

838

　

787

1.209

-

　

％

122 8

36 7

31､5

　　

％

　　　

％

11.9

　

13.6

12.7

　　

8.3

15.4

　　

9.6

　

9.3

11.8

14.4

111

10.3

13.0

7,554

7,625

9,282

　

％

82.0

69 5

79.8

　　　

％

100.0

100 0

100.0

100.0

100.0

100.0

（注）

　

１

　

団体区分は歳入の一般財源における区分（25頁参照）と同一である。

　　　

2

　

36年度の公債費のうち基準財政需要額に算入された繰上償還分は除いてあ

　　　　

ろ。

(二)

　

１

　

目的別歳出の内容

　

警察費

（1）警察費の内容と財源

　　

警察費の決算額は959億円（前年度818億円）で、全額都道府県の経

　

費である。前年度と比べると141億円、］7.3%増加した。

　　

警察費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、増加一般財

-

36－



区

源等の83.2% (前年度93.3%)が人件費の増加に充てられているが、

普通建設事業費の増加も著しい。

分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

物

　　

件

　　

費

　

普通建設事業費
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の

　　

他

　

合

　　　　　

計

財源内訳

　

国庫支出金

　

使用料、手数料

　

その他特定財源

　

一般財源等

　

合

　　　　　

計

　　

決

　　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

増減率

36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

億円

　

772

　

114

９

　

４

　

９

　
　
　

８

　

２

　

８

　

１

　

９

４

　

２

　

５

　
　
　

３

　

３

　

１

　

７

　

５

　
　
　
　
　

９

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

８

　

９

億円

　

658

　

104

　

35

　

21

　

818

37

30

16

735

818

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

114

　

80.5

　

80.5

　

80,3

　

83.6

　

17.3

　

17.4

　

10

　

11.9

　

12.7

　

7.6

　

8.2

　

10.4

　

101

　

14

　

5.1

　

4.3

　

9.8

　

7.4

　

39.8

　

34.0

　　

3

　

2.5

　

2.5

　

2.3

　

0.8

　

15.0

　

4.9

　

141 100.0 100.0 100.0 100.0　17.3　16,6

　　

1

　

4.0

　

4.5

　

1.1

　

0.9

　

4.4

　

3.0

　　

2

　

3.3

　

3.7

　

0.8

　

9.9

　

3.8

　

60,9

　　

2

　

1.9

　

1.9

　

2.4

　

°0.9

　

21.9

　

二6.6

137

　

90.8

　

89.9

　

95.7

　

90.1

　

18.4

　

16.6

141 100.0 100.0 100.0 100.0　17,3　16.6

　

（2）警察職員

　　　

都道府県の警察職員のうち。警視正以上の階級にある地方警察官

　　

（定員280人）は国家公務員であるが、それ以外の地方警察職員のうち

　　

警察官については政令で定員(131,930人、前年度と変らない｡）およ

　　

び階級別定員の基準が定められている。昭和36年５月31日現在の地方

　　

警察職員は14万９千人（前年同期14万６千人）で、うち警察官は12万

　　

９千人（前年同期12万６千人）である。

２

　

消防費

　

（1）消防費の内容と財源

　　　

消防費の決算額は363億円（前年度314億円）で、その大部分が市町

　　

村の経費である。前年度と比べると49億円、15.5%増加した。
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区

　

消防費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、人件費の増

加がその大半を占めている。

分

性質別内訳

　

人

　　

件

　　

費

　

物

　　

肺

　　

費
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額
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増減率
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増減額
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3
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1

　

5.1
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19. 0･

ふ1

　

5.8

　

6.9

　

△1.5

　

14.0

　

°3.5

　

26.9

　

48

　

87.3

　

85.7

　

97.7

　

78.3

　

17.7

　

10.7

　

49 100.0 100.0 100.0 100.0　15.5　11.8

　

（2）消防職員

　　　

昭和36年５月31日現在の消防職員は３万９千人（前年同期３万８千

　　

人）である。

　

（3）消防施設の状況

　　　

昭和36年度末の消防ポンプ等の保有台数は83, 906台である。前年度

　　

末と比べると消防ポンプ自動車、可搬動力ポンプ、救急車、化学車等

　　

が増加し、手引動力ポンプ、腕用ポンプ等が減少し、機動力が強化さ

　　

れた。

３

　

土木費

　

（1）土木費の内容と財源

　　　

土木費の決算額は4,』88億円（前年度3,331億円）で、前年度と比べ
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区

ると1,157億円、34.8%増加した。

　

土木費の目的別内訳はつぎのとおりで、道路橋りよう費および都市

計画費の増加が著しい。

分
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額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36
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区

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

467 35 3 33.5 40.3 28.5
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19 1　15 5　29.5　19.4

　　

82
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57

　

5.9
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1,157 100.0 100.0 100.0 100.0
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34.8

　　

％

22 1

56.4

23 4

38.3

36 4

14,8

42.3

27.1

　

土木費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別内訳

では普通建設事業費、財源内訳では地方債を除いた各財源の増加が著

しい。

性質別内訳
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増減率
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（2）道路橋りよう費（街路事業費を除く。）

　

（ア）道路橋りよう費の内容

　　　

道路橋りよう費の決算額は1,584億円［前年度1,］ユ7億円）で、前

　　

年度と比べると467億円、41.8％増加した。

　　　

道路橋りよう費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費

　　

の補助分の増加が著しい。

分

普通建設事業費

補
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補
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そ
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274

　

51 9　49.1　58.8　45.3
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3.8

　

3.1

　

5.2

　

3.0
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9.4

　

11.8

　　

49

　　

企

　

1

　

3.0

　

4.4

　

°0.2

　

5.4

1.117

　　

467 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率
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24.3

°2.0

41.8

　　

％

23 5

20.:

30.0

20.7

15.1

26.0

22.1

（ｲ）道路の現況

　　

昭和37年３月31日現在の道路の現況はつぎのとおりで、逐年わず

　

かずつではあるが整備されてきている。しかし、国内貨物輸送実績

　

の増加率（36年度トラック、トン・キロ27.9%)、国内旅客輸送実

　

績の増加率（36年度バス、人・キロ12.0％）等の状況よりみると、

　

まだ、極めて低い水準にとどまつている、

区 分
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36
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合

　

計

（ウ）橋りようの現況

　　

昭和37年３月31日現在の橋りようの現況は、つぎのとおりであ

　

る。

36年度末の現況

　　　

永久橋の比率 重量制限橋の比率

分
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17,854
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持管理しているものｏ）

主要地方道23,579

　

342,042 80.4 77,2 81.0 75.6 13.2 13J 12.3 133

一般都道府県道

　

78.133
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一般市町村道441.519 3,161,829 48,6 46.4 38.3 35.9 18.1 21.7 19.9 23.8

八

口 計

　

561,085 4,750,436 53.6 51.1 49.5 48.8 17.9 21.0 19.0 21.8

岡

　

道路橋りようの整備状況

　　

昭和36年度においては1,584億円の資金を投じて道路橋りようの

　

整備が行なわれたが、その整備状況はつぎのとおりである。
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区 分

国道（地方公共団体が維持

管理しているもの｡）
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河川費

　

図

　

河川費の内容

　　　

河川費の決算額は422億円（前年度331億円）で、前年度と比べる

　　

と91億円、27.7%増加した。

　　　

河川費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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剛

　

河川施設の整備状況

　　

昭和36年度における河川施設の整備状況は、つぎのと訃りであ

　

る。
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11,729

（4）砂防費

　　

砂防費の決算額は135億円（前年度103億円）で、前年度と比べると

　

32億円、31.1％増加した。

　　

砂防費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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。
。
。
。
。
。
。1

0
3

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

増減率

36

　　

35

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

32

　

97.5

　

97.0

　

98.9

　

99.2

　

31.7

　

24.0

　

32

　

94.5

　

93.5

　

97.9

　

92.8

　

32.6

　

230

　　

0

　

2.6

　

2.7

　

2.1

　

3.1

　

24.6

　

27.7

　　

0

　

0.4

　

0.8

　

町.1

　

3,3 ^42. 0 266.7

　　

0

　

25

　

3.0

　

1.1

　

0.8

　

n.1

　

52

　

32 100.0 100.0 100.0 100.0　31.1　23.4

（5）港湾費

　

Cア）港湾費の内容

　　　

港湾費の決算額は310億円（前年度224億円）で、前年度と比べる

　　

と86億円、38.7%増加した。

　　　

港湾費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

43－



区 分

普通建設事業費

補

　

単

　

受

のそ

　

合

助

　

独

　

託

　

他

　

計

　　

決

　

算

　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

増減率

36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

５

　

６

　

４

　

５

　

５

　

０

７

　

８

　

６

　

２

　

３

　

１

２

　

１

　
　
　
　
　
　
　

３

189

125

　

51

　

13

　

35

224

86

　

88,8

　

84.6

　

99.8

　

90.9

　

45.7

　

40.3

61

　

60.0

　

55.9

　

70.9

　

62.3

　

49.2

　

41.5

13

　

20.8

　

22.7

　

15.8

　

24.1

　

27.0

　

41.5

12

　

8.0

　

6.0

　

13,1

　

4.5

　

83.8

　

25.8

　

0

　

11.2

　

15.4

　

0.2

　

9.1

　

0.5

　

28.1

86 100.0 100.0 100.0 100.0　38.7　38､3

（ｲ）港湾施設の現況とその整備状況

　　

昭和36年度末における港湾総数（管理者数）は1,085港で、うち

　

特定重要港湾13港、重要港湾72港、地方港湾1,000港である。

　　

これらのうち地方公共団体の管理する施設の昭和36年度末の現況

　

および昭和36年度中の整備状況は、つぎのとおりである。

区 分

防波堤等外かく施設の延長

小型船けい船岸の延長

大型船けい船岸の延長

臨港道路の延長

臨港軌道の延長

役務提供用船舶（隻）

36

　

年

　

度

　

末

　　

km

3,405

　　

623

　　

111

5
5
3
ｍ
174

36年度の新設改良

」

　

9
7

O
Ｏ

Ｃ
Ｔ
>

１

-

（6）都市計画費（街路事業費および都市下水路費を含む｡）

　

（アj

　

都市計画費の内容

　　　

都市計画費の決算額は857億円（前年度515億円）で、前年度と比

　　

べると342億円、66. 4%増加した。
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区 分

都市計画費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

　

決

36年度

一

　

億円

普通建設事業費

補
単
受

のそ
合

助
独
託
他
計

５

　

５
７

　

３
２

　

７

０
７

　

１

　

１
５

　

5

8
5
2

　
　
　
　

８

　

算

35年度

円
６
９

　

８
９
９

　

５

億
4
8
3
1
1
5

　

２
5
1

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

億円

　　

％　　％　　％　　％

　

319

　

93,9

　

94.4

　

93.2

　

95.8

　

256

　

67.1

　

62.0

　

78.4

　

61.0

　

59

　

25.4

　

30.7

　

17.3

　

34.1

　　

4

　

1.4

　

1.7

　

1.1

　

0.7

　

23

　

6.1

　

5.6

　

6.8

　

4.2

　

342 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　　

35

　　

％

65.5

80.2

37.4

39.5

81.3

66.4

　　

％

37.2

35.7

42.1

12.2

25.1

36.4

剛

　

都市計画事業の整備状況

　　

昭和36年度末の都市計画法適用市町村は557市（前年度末556市）、

　

727町村（町村総数の25. 0%)合計1,284団体（前年度末1,262団体）

　

である。

　　

昭和36年度における都市計画事業の整備状況は、つぎのとおりで

　

ある。

区 分

区画整理面積(ha)

街路新設改良延長(km)

都市下水路延長(km)

　　　

実

　　

施

36年度(Ａ)

　

12,884

　　　

621

　　　

156

　

事

　　

業

35年度(Ｂ)

　

16,062

　　　

708

　　　

126

　

量

差引(Ａ)－(Ｂ)

一一

　

゜3,178

　

２

　　

87

　　　

30

４

　

教育費

　

（1）教育費の内容と財源

　　　

教育費の決算額は6,401億円（前年度5,285億円）で、前年度と比べ

　　

ると1,116億円、21.1%増加した。

　　　

教育費の目的別内訳はっぎのとおりで、全日制高等学校費の増加が

　　

著しく、中学校費は決算額構成比では前年度を上回ったが、増減状況

　　

では前年度を下回った。

　　　　　　　　　　　　　　　

＿
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区 分

小･中学校

　

小学校

　

中学校

高等学校

日
時
学

全
定

　
　

大

社
そ
合

会教

　

の

区

育

費
費
費
費
制
制
費
費
他
計

　

決

36年度

一

　

億円

4,500

2,572

８
６

　

０

　

６
４

　

６

　

５
１

２

　

０

　

３

　

７
９
３

　

６
０

９

　

１

　

９

　

１

　
　

１

　

５

　

４

１

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

６

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

3,804

　　

696

　

70.3

　

72.0

　

62.4

　

70.1

2,318

8
6
7
3
1
7
5
6
8
5
1
2
H

　
4
゛
８

　

７

　

１

　
　

１

　

４

１

5,285

254

　

40､2

　

43.9

　

22.8

　

26.3

442

　

30.1

　

28.1

　

39.6

　

43.8

233

213

2
0
9
2
　
1
5
4

　
　
　

－

17.3

　

16.5

　

20.9

　

17.1

14.5

　

13.6

　

19.1

　

14.2

　

2.8

　

2.9

　

1.8

　

2.9

　

1.5

　

1.6

　

0.8

　

2.0

　

2.1

　

2.1

　

2.1

　

2.8

　

9.8

　

7.8

　

13.8

　

8.0

1､116 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　

35

　

％

18 3

10 9

29 8

26 8

29 7

13 1

10 2

213

375

21.1

　

％

17.5

10 1

312

18 8

19 1

17 5

17 1

25.1

18.5

18.0

　

教育費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、普通建設事

業費の増加が著しいが、増加一般財源(710億円）の64.1％（454億

円）が人件費の増加に充てられた。

訳
件
件

内

分

維持補修

費
費
費

　

普通建設事業費

　

災害復旧事業費

　

そ

　　

の

　　

他

　

合

　　　　　

計

財源内訳

　

国庫支出金

　　

義務教育費国

　　

庫負担金

　　

そ

　

の

　

他

　

使用料、手数料

　

地

　　

方

　　

債

　

その他特定財源

　

一般財源等

　

合

　　　　　

計

　　

決

36年度

　

億円

4,336

　

533

　　

79

5
7
1

3
5
6

2

　
　

１

１

6,401

1,617

1.418
Ｑ
^

i
-
Ｈ

O

C
D

9
8
9
6

1
1
C
＾

C
Ｏ

3,947

6,401

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

億円

2
6
7
7
3
0

9
5
6
0
4
2

6
4

　
　

９

　
　

１

m

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

5,285

　

1

1,365

1,228
7
1
5
7
7

C
O

Ｏ
Ｏ

O

C
D

1
1
2
2
2
3

　
　
　
　
　
　
　

Q
り

5,285

4
7
2
8
4
1

4
7
1
2
1
4

6

　
　
　

Ｃ
Ｏ

116

67 7 69.9 57.7 66.1

　

8.3

　

8.6

　

6.9

　

5.4

　

1.3

　

1.3

　

1､1

　

0.6

　

19.3

　

17.2

　

29.4

　

24.4

　

0.9

　

0.8

　

1.3

　

1.2

　

2.5

　

2.2

　

3.6

　

2.3

100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　

35

　

％

　　

％

17.4

　

16.9

16.8

　

10.5

19.4

　

7.6

36.1

　

27.4

33.4

　

28.6

33.7

　

15.5

21.1

　

18.0

252

　

25.3

　

25.8

　

22.6

　

27.5

　

18.5

　

19」

9
0
6
2
0
8
5
6
9

1

710

116

　

22.4

　

23.2

　

17.0

　

21.7

　

3.1

　

2.6

　

5.6

　

5.8

　

28

　

3.4

　

゛0.0

　

0.7

　

4.5

　

3.9

　

7.6

　

3.8

　

57

　

5.6

　

6.2

　

7.9

　

61.7

　

61.3

　

63.6

　

60.1

100.0 100.0 100.0 100.0

15.4

46 1

ニ02

412

23 5

21.9

21／!

16 6

52 2

　

37

17_7

27.3

　

7.8

18.0

　

１

－
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区

（2）小・中学校費

　

（ア）小・中学校費の内容

　　　

小・中学校費の決算額は4,500億円（前年度3,804億円）で、前年

　　

度と比べると696億円（うち小学校費254億円、中学校費豺2億円）、

　　

18.3% (うち小学校費10.9%中学校費29.8%)増加した。

　　　

小・中学校費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の

　　

単独分の増加が著しい。

分

　　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

人

　　

件

　　

費

物

　　

件

　　

費

普通建設事業費

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

3,194

　

2,747　　417　71.0

　

72.2

　

64.3

　

67.7

337

　　

292

819

　　

647

補
単

助
独

災害復旧事業費

助
独
他
計

　
　

の

補
単

　
　

そ
合

区

　

分

０
９
１

　

１

　

０
Ｑ
″

４
７
４

　

２

　

２
０

１
０

Ｏ
Ｏ

T
-
Ｈ

4,500

　

451

　

196

　　

32

　　

18

　　

14

　　

86

3,804

　

45

　

7.5

　

77

　

65

　

5.1

172

　

18 2　17 0　24.7　24.8

　

89

　

12.0

　

11 8　12.8　18.9

　

83

　

6.2

　

5.2

　

11.9

　

5.9

　

9

　

0.9

　

0.8

　

1.4

　

0.9

　

3

　

0.5

　

0.5

　

0.4

　

0.4

　

6

　

0.4

　

0.3

　

10

　

1.0

　

23

　

2.4

　

2.3

　

31

　

31

696 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　

35

　

％

　　

％

163

　

162

15.6

　

11.1

26.6

　

27.7

19.7

　

31.3

42.5

　

20.3･

30.1

　

19.4

14.4

　

14.1

51.2

　

27.4

24.7

　

10.5

18.3

　

17.5

（ｲ）教員数等の推移

　　

昭和36年５月１日現在の小・中学校の教員数等の状況はっぎのと

　

分りで、前年同期と比べると小学校においては児童78万人、教員１

　

万２千人の減少、中学校においては生徒99万人、教員２万５千人の･

　

増加となっている。

教

　　

員

　　

数
(本務のみ)(Ａ)

　

36

　　　

35

u生ｕ

　

ｙ

　

４

　

ｔ疆畿

　

（Ｂ）

　　　　

（Ｃ）

　　

（Ａ）／（Ｃ）

36 35 36 35

　　

36

　　

35

　　　　　

人

　　　

人

　

千人

　

千人

　　

学級

　　

学級

小学校345,391 357,154 11,717 12,496 285,296 296,286

中学校222,554 197,589 6,643 5,657 144,810 126,511
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人

121

1.54

　

人

1.21

1.56

１学級当り
児童生徒数
(Ｂ)/(Ｃ)

　

36

　　

35

　

人

41.4

45.9

　　

人

42.2

44.7

一



　

また、最近の小・中学校における教員数および児童生徒数の推移

は、第]↓図のとおりである。

弓人）

児

郵

」
一

　

に

トン⊃

凹り

第14図

　

小・中学校教員数等の推移

小学校児童寂

　　

小学願昨Ｅｇ

　　　

べ]ﾖ

　　　

呼一輿､ヨ

　

゛

言ゾ
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二Ｊｚ
つ、つけ？言肘;／

　　

｀’ぺこり’縁／

Ｄ

31

　

32

　

a3

　

34 35 36　3｢7 38　39 40

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(ギ度)

(注)昭和丿与七丿ごぶﾄ･中学核児蚕重徒訟琵鱈てあ３、

刈
０

　
　
　
　
　

教

君

　　

員

30 0

100

０

潤

　

学校施設の現況とその整備状況

　　

昭和37年５月１日現在の小・中学校の施設の現況および昭和36年

　

度中の施設の整備状況はっぎのとおりで、不足面積の割合は小学校

　

LO％（前年同期1.5%)、中学校6.1% (前年同期7.0%)、危険校舎

　

の割合は小学校10.7％（前年同期10.7％）、中学校3.1% (前年同期

　

3.1%)となった。

48－

　

1,3401.328
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ー

　

レら
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｜



区 分

施設の現況

　

学校数(本校のみ)

　

校

　

舎

　

面

　

積

　　

うち鉄筋コンクリート構造

　　　　

(比

　　

。率)｡

　　　　

危険校舎

　　　　

(比

　　　

率)

　

不

　

足

　

面

　

積

施設整備状況

　　　　　　

取

　　

得

　

土

　

地

　　

処

　　

分

　　　　　　

取

　　

得

　

建

　

物

　　

処

　　

分

　　

小

　　

学

　　

校

36年度

　

35年度

　

千m9

22,488

46,684

　

6,134

　　　

千m2

(校)22,478(校)

　　

46,391

　　

5,558

13.1(%)

4,978

　

10.7(%)

　

477

3,016

　　

927

1,594

　　

967

　

13.0(％)

4,961

　

10.7(％)

　

707

4,018

　

407

1,801

　

892

　　

中

　　

学

　　

校

36年度

　

35年度

　

千m2

　　　

千ｍ２

11,307 (校) 11,437(校)

25,894

　　　

24,328

　

4,711

　　　

3,558

　

18.2(%)

　

14.6(%)

　　

810

　　　　　

762

　　

3.1(％)

　　

3.1(％)

　

1,577

　　　

1,714

6,448

1,238

2,927

　　

521

6,313

　

640

2.532

　

321

（注）施設の現況のうち35年度は36年５月１日，36年度は37年５月１日現在による。

区

（3）高等学校費

　

（ア）高等学校費の内容

　　　　　　　　　　　

レ

　　　

高等学校費の決算額は1,106億円（前年度873億円）ｔ、前年度と

　　

比べると233億円、26.8%増加した、

　　　

高等学校費の性質別内訳はつぎのとおりで､､普通建設事業費の増

　　

加が著しい。

　　　　　　　　　　　　　　　

・
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36
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35
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％
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％
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67.8
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45.4
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20.4
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教員数等の推移

　　

中学校卒業者の高等学校への入学率は逐年上昇の傾向を示し、昭

　

和31～33年度平均の53.6%から昭和36年度は66.3%にまで達してい

　

る。昭和36年５月１日現在の教員数等の状況は、つぎのとおりであ

　

る。

分

　　

教員数（本務のみ）

　

生

31～33年度平均

　　　

34

　　　

35

　　　

36

　　　　

人

　

94,822

　

98,904

100,875

102,948

徒

　

数

　　

学

　

校

　

数

　

千人

　　　　　　

校

2,183

　　　　　

2,435

2,299

　　　　　

2,499

2,301

　　　　　

2,514

2,536

　　　　　

2,543

（注）入学率の（

　

）は公立高校分のみである。

入学率
-

　　

％

53.6(39.2)

56.8(39.4)

59.9(42.4)

66.3(49.1)

　

また、最近の高等学校における教員数および生徒数の推移は、第15

図のとおりである。

　　　　　　　

第15図

　

高等学校教員数等の推移
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分

（ウ）学校施設の現況とその整備状況

　　

昭和37年５月１日現在の高等学校の施設の現況およびその整備状

　

況は、つぎのとおりである。

施

　

設

　

の

　　　　　　

校

　

千m2

36年度

　

2.619

　

12,112

35年度

　

2.543

　

11,611

　

現

　

況

　　

う

　　

ち

鉄筋コン危

　

険
クリード校

　

舎

　

（比率）（比率）

　

千m2

　

千m2

　

2,675

　　

855

　　　　　　

施設整備状況

水

　

産

　　

土

　　

地

　　　　

建

　　

物

実習船

　

取

　

得

　

処

　

分

　

取

　

得

　

処

　

分

隻

　

千m2

59

　

4.673

(22.1%) (7.1%)/ 7,303＼

2,225

　　

855 55

　

3.141

(19.2%) (7.4%)/ 6ﾌﾟ?)

千ｍ2

　

370

千㎡

　

832

千ｍ2

　

294

494

　　

782

　　

244

（注）施設の現況のうち35年度は36年５月１日現在，36年度は37年５月１日現在によ

　　

る。

（4）社会教育費

　

Cア）社会教育費の内容

　　　

社会教育費の決算額は136億円（前年度112億円）で、前年度と比

　　

べると24億円、21.3%増加した。

　　　

社会教育費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分
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件

　　

費
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費

　

等
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決算額構成比増減額構成比
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３

　

３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
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33

　

18

　

37
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Ｈ2

億円

　　

％　　％　　％　　％　　％　　％

　　

5

　

28.3

　

29.6

　

22.2

　

10.5

　

16.0

　

77

　　

2

　

14.8

　

16.2

　

8.2

　

9.6

　

10.8

　

13.4

　　

7

　

32.1

　

32.8

　

28.9

　

46.6

　

18.7

　

39.8
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21.4

　

40.7

　

33.3

　

40.5

　

312
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社会教育施設の現況

　　

昭和36年度末の地方公共団体が管理する社会教育施設の現況（箇

　

所数）はつぎのとおりで、体育施設の増加が著しい。
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５

　

社会及び労働施設費

　

（1）社会及び労働施設費の内容と財源

　　　　

社会及び労働施設費の決算額は2,347億円（前年度1,886億円）

　　　

で、前年度と比べると461億円、24.4%増加した。

　　　　

社会及び労働施設費の目的別内訳はつぎのとおりで、生活保護費

　　　

および住宅費の増加が著しい。

区 分

　　

決
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社会及び労働施設費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおり

で、扶助費、普通建設事業費および貸付金の増加が著しい｡
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（2）生活保護費

　

（ア）生活保護費の内容

　　　

生活保護費の決算額は779億円（前年度644億円）で、前年度と比

　　

べると135億円、21.0%増加した。

　　　

生活保護費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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被保護者等の推移

　　

昭和36年度における被保護人員は１ヵ月平均164万人（前年度163

　

万人）で、保護率は人口千人につ引｡7.4人（前年度17.4人）となつ

　

たが、被保護人員および保護率の推移は、第16図のとおりである。

　　　　　　　　

第16図生活保護の推移
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生活扶助の支給基礎となる生活保護基準は、昭和36年４月に18.0

％引き上げられ、従来の東京都標準５人世帯当り9,621円か11, 352

円に引き上げられたが、その推移はつぎのとおりである。

分

前
後
率

定
定
上

改
改
引

第15次改定

(34年４月)

　　

9,071円

　　

9,346円

　　　

3.0％

第16次改定

(35年７月)

9,346円

9,621円

　

2.9%

第17次改定

(36年４月)

　　

9,621円

　

11.352円

　　

18.0％

第17次補正

(36年10月)

　

11,352円

　

11,920円

　　

5.0%

第18次改定

(37年４月)

11,920円

13,469円

　

13.0％

（3）児童福祉費

　　

児童福祉費の決算額は225億円（前年度181億円）で、前年度と比

　

べると44億円、24.5%増加した。

　　

児童福祉費の性質別内訳はつぎのとおりで、扶助費、補助費等お

　

よび普通建設事業費の増加が著しい。
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11

　

15.5

　

13.2

　

24.9

　

23.4

　

46.4

°8

　

7.5 13.7吋7.8 15.0 °31.8

　

44 100.0 100.0 100.0 100.0　24.5

　　

％

13.1

12.9

32.3

15.0

15.9

　

昭和36年度末の児童福祉施設の状況はつぎのとおりで、保育所の

増加が著しい。

区 分

保

　

母

育

　

子

所

　

寮

36

　　

年

　　

度

55－

6,076

　

522

35

　　

年

　　

度

5.807

　

516



区

（4）住宅費

　

例

　

住宅費の内容

　　　

住宅費の決算額け549億円（前年度413億円）で、前年度と比べる

　　

と136億円、32.8%増加した、住宅費の性質別内訳は、つぎのとお

　　

りである。

分

普通建設事業費

神
単

助
独

災害復旧事業費

貸

　　

付

そ

　　

の

合

金

他
計

　

決

36年度

一

　

億円

　

442

　

335

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

336

　　

106

　

80.5

　

81.2

　

78.4

　

46.8

243

３

　

８

　

０
９

　

３

９

　

１

　

３

　

２

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　

４

７

　

２

　

３

　

２

　

９

０

　

２

　

５
３

　

４

１

　
　
　
　
　
　

L
Ｄ

　

92

　

62.4

　

60.5

　

68.2

　

22.0

　

14

　

18.1

　

20.7

　

10.2

　

24.8

　

4

　

3.9

　

45

　

23

　

8.0

　

23

　

9.7

　

72

　

173

　

19.1

　

3

　

5.9

　

71

　

20

　

261

136 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　　

35

　　

％

31.7

37.0

16 2

17.0

78 8

　

92

32､8

　

％

　

51

　

32

H.3

15,3

29.0

31.3

　

9.3

剛

　

公営住宅等の現況と整備状況

　　

昭和33年10月の住宅統計調査によると全国の住宅難世帯は227万

　

世帯に達しているが、その後の公営住宅の建設状況は昭和33～35年

　

度（第３期）において14万４千戸を建設し、昭和36～38年度（第４

　

期）において17万１千戸の建設を予定している。

　　

昭和36年度における公営住宅等の整備状況は、つぎのとおりであ

　

る。

区

公

　

営

第
第

住
１
２

のそ
合

分

宅
砥
種
他
計

　　　

建

　　

設

36

　

年

　

度

　　　

－

　　　

月

51.666

20. 962

30.704

　

1.351

53,017

- 56－

一
戸

35

　

数

年

　

度

　　　

H

48, 232

20. 941

27.291

　

1.982

50､214

36年度末管理戸数

　　　　

一一

　　　　

戸

605,178

346.477

258,701

　

45,745

650.923

-



区

（5）災害救助費

　

図

　

災害救助費の内容

　　　

災害救助費の決算額は31億円（前年度９億円ﾌで、前年度と比べ

　　

ると22億円、233.0%増加した。

　　　

災害救助費の性質別内訳はつぎのとおりである、

分

物

　　

件

　　

費

扶助費、補助費等

積

　　

立

　　

金

そ
合

の 他
計

　　

決

36年度

億円

　

15

　

13
Ｏ
Ｃ
Ｏ

i
-
l

　
　
　
　
　

C
Ｏ

　

算

35年度

億円

　　

２

　　

４

　　

２

　　

１

　　

９

額

　　

決算額構成比増減額構成比

　

増減率

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

％　　％　　％　　％　　％　　％

　　

13 48.4 22.1 59.7 A53.1 628.5 °93.2

　　

9 42.0 45.5 40.6 ^･29.5 208.0 °78.6

　

°2

　

0.0

　

18.9

　

△8.1

　

3.1

　　

－

　

34.1

　　

2

　

9.6 13.5　7. 8 -20. 5 135.7乙88.5

　　

22 100.0 100.0 100.0 100.0 233.0乙85.0

（ｲ）災害救助法の適用状況

　　

昭和36年度中の災害救助法の発動都道府県数は延58道府県（前年

　

度延34道府県）、適用市町村数は延512市町村（前年度延87市町村）

　

である、

　　

昭和36年度中の主な災害としては、つぎのような災害があった。

月 日

６月24日～30日

７月24日

８月20日

９月16日

10月６日

10月26ロ

災

　　

害

　　

名

36年梅雨前線豪雨

豪雨水害

豪雨水害

台風第18号風水害

豪雨水害

豪雨水害

救助法発動（適用）団体

13県

　

１道

　

１県

19府県

１道

６府県

115

　

29

　

4

308

　

2

　

21

市町村

市町村

市町村

市町村

市町

市町村

（6）失業対策費

　

（ア）失業対策費の内容

　　　

失業対策費の決算額は457億円（前年度391億円）で、前年度と比

　　　　　　　　　　　　　

－57－



区

べると66億円、16.9%増加した。

　

失業対策事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

分

失業対策事業費

補
単

のそ
合

助
独
他
計

　

決

36年度

一

　

億円
４

　

２

　

２

　

３

　

７

一
-
Ｏ

o

l
-
Ｏ

i
ｎ

４

　

４

　
　
　
　

４

　

算

35年度

億円

　

389

　

352

　

37

　　

2

391

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

65

　

99.5

　

99.6

　

99.0 100.0

　　

50

　

88.1

　

90.2

　

75.2

　

79.1

　　

15

　

11.4

　

9.4

　

23.8

　

20.9

　　

1

　

0.5

　

0.4

　

1.0

　

°0.0

　

66 100.0 100.0 100.0 100.0

剛

　

日雇登録者等の推移

　　

日雇登録者等の推移は、つぎのとおりである。

増減率

36

　　

35

　

％

16 8

14 1

42 7

412

16.9

　

％

12.7

10.9

33.1

A0 6

12.6

区 分

日雇登録者（月平均）

失対吸収人員（一日平均）

　

（うち一般失対）

平

　　

均

　　

賃

　　

金

べ
月平均就労日数

31～33年度平均34年度

　

35年度

　

36年度

人
4
5
4
0
0
0

干
５
２
２

大
3
5
5
8
1
8

千
l
O

C
M

Ｏ
]

大
8
5
1
0
2

千
4
2
4
2

297円

-

21日

306円

-

21.5日

334円

-

21.5日

千人
６

　

３

　

８

Ｉ
Ｄ

C
O

O
l

［
Ｏ

C
M

T
-
(

386円

-

21.5日

６

　

保健衛生費

　

（1）保健衛生費の内容と財源

　　　

保健衛生費の決算額は613億円（前年度輿8億円）で、前年度と比べ

　　

ると165億円、36.8%増加した。

　　　

保健衛生費の目的別内訳はつぎのとおりで、結核予防費の増加が著

　　

し叫

－58－



区 分

結核予防費

環境衛生費

　

清掃事業費
の

　

の

．
．
そ
合

他
他
計

　　

決

36年度

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

円
7
5
8
9
5
2
3
7
8
4
4
8

億

　

１
１

　
　

１
４

　
　

９

　

２

　

４

　

８

　

２
３

円
３

　

４
９

　

４

　

３

　

１

億
１

　

ｎ
乙

　

１

　
　

ｎ
乙

　

ａ
）

億円

　　

％　　％　　％　　％

　　

64

　

22 7　16.6　38.9　11.5

　　

53

　

39 5　42.2　32.2　863

　　

42

　

31.7

　

340

　

256

　

763

　　

11

　

7.8

　

8.2

　

6.6

　

10.0

　　

48

　

37.8

　

41.2

　

28.9

　

2.2

　

165 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　

35

　

％

86 0

28 1

27.7

29.6

25 9

36.8

　

％

9.6

35.0

39.7

18 3

　

0.7

14.5

　

保健衛生費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別

では扶助費、補助費等および普通建設事業費、財源では国庫支出金お

よび地方債の増加が著しい。

Ｘ

性質別内訳

　

物

　　

件

　　

費

　

普通建設事業費

扶助費、補助

そ

　　

の

合

等
他
計

費

財源内訳

　

国庫支出金

　

使用料、手数料

　

地

　　

方

　　

債

　

その他特定財源

一

合

般財源 等
計

　　

決

36年度

億円

249
１
６

　

７

　

３

５
８

　

２

　

１

１
１

　
　

６

０

　

０
５

　

０

　

８

　

Ｑ
り

1
5
1
0
4
5
2
6
6
1

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

円
8
8
0
7
9
7
5
6
4
8

億
１
１

　
　
　

４

7
1
9
1
2
　
1
4
1
2
2
1
4
4
8

増減率

36

　　

35

億円

　　

％　　％　　％　　％　　％

　　

61

　

40.7

　

42.1

　

36.9

　

42,4

　

323

　　

44

　

24.7

　

23.9

　

26. 9 -7. 5　41,5

　　

89

　

30 3　21.7　53.4　22.4　PO. 6

°29

　

4.3

　

12.3 °17.2　42.7 °51 6

　

165 100.0 100.0 100.0 100.0　36.8

　

％

15.7

弓.8

15.0

79.3

14.5

79

　

9

21

24.5

　

16.0

　

47.6

　

3.6 109.6　3.0

16.4

　

20.3

　

5.8

　

7.6

　

10.5

　

5.0

　

7.3

　

5.4 12.5 ^16. 5 85.2乙27.9

　

9

　

8.0

　

9.0

　

5.4

　

28.5

47 43.8 49.3 28.7　76.8

165 100.0 100.0 100.0 100.0

22.1

　

665

21.4

　

24.6

36.8

　

14.5

（2）保健衛生施設等の状況

　　

保健衛生行政については終戦後著しく改革が行なわれ、各種の施設

　

が整備され、国民の保健衛生の水準も著しい改善をみたが、その状況

　

はつぎのとおりである。
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区 分 25

　　

年 30

　

年 35

　　

年 36

　　

年

保健衛生施設

保

　　　

健

　　　

所

　　　　　

704箇所

　　　

783箇所

　　　

795箇所

　　　

803箇所

公営病院病床数

　　　　　　

－

　　

116,984床

　　

161.636床

　　

169,092床

公営診療所病床数

　　　　　　　

－

　　　

9,151床

　　　

9,725床

　　　

9.340床

公営隔離病舎病床数

　　　　　　　

－

　　　

5.952床

　　　

4,703床

　　　

4.240床

保健衛生水準

　　　　　　　

男

　　　　　

58 0才　　　　63.6才　　　　65 4才　　　　66 0才
平均寿命（才）女

　　　　　

61.5才‘

　　　　

67.8才

　　　　

70.3才

　　　　

70.8才

出生率（人口千人対比）

　　　

28.1‰

　　　　

19.4‰

　　　　

17.2‰

　　　　

16.8‰

死亡率（人口千人対比）

　　　

10.9

　　　　　

7.8

　　　　　

7.6

　　　　　

7.4

　

伝染病死亡率

　　　　　　

３､９

　　　　　

１６

　　　　　

１．２

　　　　　

１､０

　

結核死亡率

　　　　　　

1.464

　　　　

0,523

　　　　

0.341

　　　　

0 295

　

乳児死亡率

　　　　　

60バ

　　　　

39.8

　　　　

30.7

　　　　

28.6

　　

皿1生千人対比）

　

は）１

　

保健衛生施設は年末の計数，保健衛生水準は年平均の計数である。

　　　　

２

　

公営病院病床数のうち病院事業（20床以上）として経営されているものの

　　　　　

病床数は36年度末157.461床である。

C3）結核予防費

　　

結咳予防費の決算額は139億円（前年度75億円）で、前年竃と比べ

　

ると64億円、8氏O％増加したが、これは命令入所患者につき令額公費

　

負担とされ、従来の生活保護法の医療扶助による入院患者のうち該当

　

者の費用が結核予防法に移管されたことが増加の主因となっている。

　　

結核予防費の性質別内訳はっぎのとおりで、扶助費、哺助費等の増

　

加が著しい、

べ

． 分

扶助費、補助費等

物

　　

吽

　　

費

そ
乙

の 他
計

　　

決

36年度

億円

　

109

　

27

　　

3

　

139

　

算

35年度

一

　

億円

　　

52

　　

20

　　

3

　　

75

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

増減斗1

36

　

35

億円

　　

％　　％　　％　　％　　％

　

57

　

78 5　69 2　89.2　73. 2 no. 8

　　

7

　

19 8　27 4　11 0　20.8　347

　　

0

　

1.7

　

3.4

　

z10.2

　

6.0

　

ふ6.3

　

64 100.0 100.0 100.0 100.0　86.0

-

60－

　

％

10.2

　

71

18 1

　

9.6 1

-



（4）環境衛生費

　

（ア）環境衛生費の内容

　　　

環境衛生費の決算額は242億円（前年度189億円）で、前年度と比

　　

べると53億円、28.1%増加したが、その大半は清掃事業費の増加で

　　

ある、

　　　

環境衛生費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費の増

　　

加が著しい。

区 分

物

　　

件

　　

費

普通建設事業費

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

区

　　

決

36年度

億円

　

103

　

112

　

27

　

242

　

算

35年度

億円

　

85

　

71

　

33

　

189

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

増減率

36

　　

35

億円

　　

％　　％　　％　　％　　％

　

18

　

42.8

　

44.8

　

35.6

　

16.8

　

22.3

　

41

　

46.2

　

37.5

　

77.2

　

51 3　57. 9

.2

　

6

　

11 0　17. 7△128　319ム20 3

　

53 100.0 100.0 100.0 100.0　28.1

　

％

10.8

54 8

87.6

35.0

剛

　

し尿処理施設およびごみ処理施設の状況

　　

昭和36年度末のし尿処理施設およびごみの処理施設の状況は、つ

　

ぎのとおりである。

分

特別清掃地域人口（Ａ）

収

　

集

　

人

　　

口（Ｂ）

収

　

集

　　

率（Ｂ）／（Ａ）

衛

　　

生

　　

処

　　

理

　　

率

バキューム車または特殊運搬車

運

　

搬

　　

ト

　　

ラ

　　

ッ

　　

ク

　

し尿処理施設

36年度

　

35年度

53,438千人

43,038千人

　　

75.3%

　　

31.9％

　

2,760台

　　　

614台

51,115千人

39.788千人

　　

71､5％

　　

28.8%

　

2.226台

　　

6U台

　

ごみ処理施設

　

36年度

　

35年度

53.438千人

　

51.115千人

47,525千人

　

43,862千人

　　

83.0%　　　78.0%

　　

41.8%

　　　

41.6%

　

1.294台

　　　

916台

　

4.332台

　　

2,831台

（注）

　

１

　

収集人口には，地方公共団体直営分のほか許可事業分も含ひ。

　　　

２

　

衛生処理率は，つぎの式により算出してある。

し尿衛生処理率＝

　

下水道７ンホ爵ル貫入晟十這尿皇理施設処理量

ごみ衛生処理率＝僚却施設響な警1巴ｲぎ設処理量
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産業経済費

　

（1）産業経済費の内容と財源

　　　

産業経済費の決算額は2,547億円（前年度2,061億円）で、前年度と

　　

比べると486億円、23.5%増加した。

　　　

産業経済費の目的別内訳はつぎのとおりで、畜産業費および商工業

　　

費の増加が著しい。
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17 8
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15.4

35.1

22.8

　

産業経済費の性質別内訳および財源内訳はつぎのとおりで、性質別

では貸付金、財源では一般財源等の増加が著しい。

分

性質別内訳

　

投資的経費

　　

普通建設
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財源内訳

　

国庫支出金
分担金、負担金
および寄附金

その他特定財源

一般財源等

合

　　　　　

計

876
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2,547
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０

　

５
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31.3
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198 30.8 28.4 40.8 17.6

486 100.0 100.0 100.0 100.0

32 1

24 7

33 7

23.5

64.9

30,3

13.0

22.8

（2）農

　　

業

　　

費

　　

農業費の決算額は469億円（うち農業費449億円、蚕業費20億円）で、

　

前年度（農業費385億円、蚕業費20億円、合計405億円）と比べると64

　

億円、15.9%増加した。

　　

農業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。

区 分
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17.8

（3）耕地事業費

　　

耕地事業費の決算額は643億円（前年度561億円）で、前年度と比べ

　

ると82億円、14.6%増加した。

　　

耕地事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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増減率
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23.4
-



（4）開拓事業費

　　

開拓事業費の決算額は90億円（前年度70億円）で、前年度と比べる

　

と20億円、28.7％増加した。

　　

開拓事業費の性質別内訳は、つぎのとおりである、
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（5）畜産業費

　　

畜産業費の決算額け98億円（前年度68億円）で、前年度と比べると

　

30億円、43.1%増加した。

　　

畜産業費の性質別内訳はつぎのとおりで、普通建設事業費および貸

　

付金の増加が著しい。
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（6）洽山費

　　

治山費の決算額は113億円（前年度88億円）で、前年度と比べると

　

25億円、27.9%増加した。

　　

洽山費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

普通建設事業費
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（7）林業費

　　

林業費の決算額は240億円（うち造林費80億円、林道費107億円、そ

　

の他53億円）で、前年度（造林費72億円、林道費84億円、その他50億

　

円、合計206億円）と比べると34億円、16.4%増加した。

　　

林業費の性質別内訳はつぎのとおりで、林道関係の普通建設事業費

　

の増加が著しい。
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区

普通

　

補

（8）水産業費

　

（ア）水産業費の内容

　　　

水産業費の決算額は工86億円（うち漁港費n6億円、その他70億

　　

円）で、前年度（漁港費96億円、その他74億円、合計170億円）と

　　

比べると拓億円、9.4%増加した。

　　　

水産業費の性質別内訳は、つぎのとおりである。
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（ｲ）漁港の現況とその整備状況

　　

昭和37年３月31日現在の漁港数は2,748港で、うち第１種漁港

　

2,212港、第２種漁港402港、第３種漁港78港、第４種漁港56港であ

　

る、前年同期と比べると13港増加（うち第１種85港減少、第２種98

　

港増加）した。

　　

昭和36年度末の漁港施設の現況および昭和36年度中の整備状況

　

は、つぎのとおりである。

66－



区 分

防波堤等外かく施設の延長

　　

(うち改良済延長)

けい船岸の延長

浚

　　

せ

　　

つ

　　

量

区

年度末の現況年度中新設・改良分

　

浚せつ量

36年度

　

35年度

　

36年度

　

35年度

　

36年度

　

35年度

　　

km

　

2,609

(1,175)

　　

743

　

km

2,226

(841)

　

691

ｍ

　

５

　
　
　

３

km

　

68

20

千km3

　

千kmS

1,725

　

1,635

（9）商工業費
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と215億円、43.6%増加した。

　　

商工業費の性質別内訳はつぎのとおりで、貸付金の増加が著しい。
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（三）性質別歳出の概況

　　

昭和36年度の歳出純計決額２兆3,911億円（前年度１兆9,249億円）の性

　

質別内訳は，つぎのとおりである。
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歳出決算額の構成比は第17図のとおりで、人件費、普通建設事業費の両

者で全体の６割を占め、各費目とも前年度と大差ない。また、昭和31～33

年度平均（純計）の構成比と比較すると、人件費（昭和31～33年度平均

40.1％）､物件費（昭和31～33年度平均9. 1 %)等の構成比が低下し、普通

建設事業費（昭和31～33年度平均22. i%)､出資金、貸付金（昭和31～33年

度平均2.2%)等の構成比が上昇している。

　

決算額の増減状況は第18図のとおりで、増減額の構成比にがいては普通

建設事業費、公債費、扶助費等の構成比が前年度を上回り、人件費、災害

復旧事業費、繰出金等の構成比が前年度を下回っている。

　

増減率においては災害復旧事業費、繰出金、積立金および前年度繰上充

用金を除き各費目とも前年度の増加率を上回ったが、特に、維持仙修費、

扶助費、普通建設事業費、出資金、貸付金および公債費の増加が著しい。
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性質別歳出決算額の増減状況
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歳出のうち主なものの推移を昭和31～33年度平均規模を100とする指数

でみるとつぎのとおりで、出資金、貸付金、積立金、災害復旧事業費およ

び普通建設事業費の増加が著しい。
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１

　

性質別歳出の内容

　

人件費

（1）人件費の内容と財源

　　

性質別にみた人件費の決算額は8,326億円（前年度7,046億円）で，前

　

年度と比べると1,280億円，18.2％増加した。これに事業費支弁の人

　

件費153億円（前年度125億円）を加えた人件費の総額は8,479億円（前

　

年度7,171億円）で，前年度と比べると1,308億円，18.3％増加した。

　

その内訳は，つぎのとおりである。
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人件費の増加の主な原因は、定期昇給、給与改定［昭和35年度10月

実施の平年度化分と昭和36年］｡0月実施の初年度分）および職員の増加

等である。

　

性質別にみた人件費の細目および財源内訳は、つぎのとおりであ

る。
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（2）職員給

　　

性質別人件費中の職員給(7,194億円）と事業費支弁の職員給(149

　

億円）との合算額7,343億円（前年度6,173億円）の細目および職種別

　

内訳は，つぎのとおりである。
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また、基本給(5,236億円）の職種別の詳細は、つぎのとおりであ

る。
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（3）地方公務員の数

　　

地方公共団体の普通会計で給与を支弁する職員数は昭和36年５月31

　

日現在170万４千人（前年同期112万２千人）であり、前年同期と比

　

べると４万６千人増加した。

　　

職員数の職種別内訳は、つぎのと求ヽりである。
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これを職種別に昭和37年５月31日現在の職員数と比べると、つぎの

とおりである。
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物件費

　　

物件費の決算額は1,917億円（前年度1,647億円）で、前年度と比べる

　

と270億円、16.4%増加した。

　

この増加率を総合物価指数（昭和35年度

　

350.5、昭和36年度371.8)でデフレートして、前年度と比べると実質で

　

は9.7% (前年度7.3%)増加した。

　　

物件費の細目はつぎのとおりで、備品費および印刷製本費の増加が著

　

しい。

― 78 ―

べ



第22図

　

一般職員の部門別職員数
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維持補修費

　　

維持補修費の決算額は442億円（前年度354億円）で、前年度と比べる

　

と88億円、24.9%増加した。

　　

維持補修費の内訳は、つぎのとおりである。
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234億円、31.6%増加した。
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扶助費の内訳はつぎのとおりで、生活保護費の増加が著しいが、これ

は保護基準の改定および保護人員の増加による。
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普通建設事業費

　

（1）概

　　

況

　　　

普通建設事業費の決算額は6,513億円（前年度4, 770億円）で、前年

　　

度と比べると1,743億円、36.5%増加した。

　　　

普通建設事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりであ

　　

る。
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（2）普通建設事業費の目的別内訳

　　

普通建設事業費の目的別内訳はつぎのとおりで、道路橋りよう費、

　

港湾費、都市計画費、中学校費および高等学校費の増加が著しい。
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普通建設事業費の目的別構成

（3）単独事業費の内訳

　　

受託事業費を除いた単独事業費の決算額2,277億円（前年度1,678億

　

円）の目的別内訳はつぎのとおりで，道路橋りよう費および高等学校

　

費の増加が著しい。
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（4）団体別にみた普通建設事業費の状況

　　

道府県の普通建設事業費の人口工人当り額を財政力指数のグループ

　

別に比較するとつぎのとおりである。増加率ではいずれのグループと

　

屯教育費の増加が著しく、構成比では各グループとも産業経済費の構

　

成比が低下し、土木費および教育費の構成比が上昇している。
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災害復旧事業費

　

（1）概

　　

況

　　　

災害復旧事業費の決算額は1, 340億円（前年度1ユ92億円）で、前年

　　

度と比べるとn8億円、12.4%増加した。
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区

　

災害復旧事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりであ

る。
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（2）災害復旧事業費の目的別内訳

　　

災害復旧事業費の目的別内訳は、つぎのとおりである。
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（3）公共土木施設災害の推移

　　

公共土木施設にかかる災害復旧事業費工事決定額の年災別の推移

　

は、第24図のとおりである。
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公共土木施設災害の推移
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失業対策事業費

　　

失業対策事業費の決算額は508億円（前年度442億円）で、前年度と比べ

　

ると66億円、15.0%増加した。

　　

失業対策事業費の事業別内訳および財源内訳は、つぎのとおりである。

区 分

事業別内訳

　

補助事業費

　

特

単独

合

般
別

事業費

　　

計

財源内訳

　

国庫支出金

　

そ大厄特定財源

　

一般財源等

　

合

　　　　　

計

　

決

36年度

一

　

億円

L
ｏ

　
ａ
>

;
ｄ

Ｃ
Ｏ

　
　
Ｃ
Ｏ

５
７

　

７

　

５
０

４
Ｃ
Ｏ

L
Ｏ

258

　

20

230

508

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

億円

　

405

　

350

　

55

　

37

　

442

227

　

15

200

442

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

50

　

89.5

　

91.7

　

74.8

　

782

　

29

　

74 6　79.3　43.6　847

　

21

　

14.9

　

12.4

　

31.2

　

咀5

　

16

　

10.5

　

8.3

　

25.2

　

21.8

　

66 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

36

　　

35

　

％

12.2

　

8.2

37 6

45.4

15.0

31

　

50.8

　

51.3

　

46.9

　

32 6　13.7

　

5

　

40

　

3.5

　

7.7

　

ム2.3

　

330

30

　

45 2　45.2　45.4　69.7 150.0

66 100.0 100.0 100.0 100.0　15.0

- 86－

　

％

8.6

11 1

゛4 7’

32 4

10.3

　

６３

弓7

16.8

10.3

）

　　　　　　

1203

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1,158

　　　　　　　　

ツ8:

　　　　　　　　　　　　　　　　

イ

　　　　　

1,019

　　　　

U

　　　　　　　　

ニ

　　　　　　　　　　　

Å

　

〔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

･-こ

　　　

市田

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‥’;

　　　

事

j

　　　

975

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

劣

　　　　　

829

　　　

谷

　　

463

　　　

･，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

416
n .133　　　　　　　　　　　　　　　　　　　霞3こ　　　　344

　　

‥‘

　　　　　

ダ

　　

314

　　　　　　　　　　　　　　　

･50

　　　　　

268

　　　　

｡6乙･

〕。。

　　

｛5Z

　　　　　　　　　　　　　　　　

拓7

　

253

　

／

　　

294

　　

330

　

21G

　　　　

こ52

　

ﾊﾟ2乖,川9

ﾔﾔ｝

_

|］j

_

／

。

　　

ブッ
ゴ

127

　

多



８

　

繰出金

　　

繰出金の決算額は415億円（前年度323億円）で、前年度と比べると92億

　

円、28.3%増加した。

　　

繰出金の繰出先別内訳および繰出目的別内訳はつぎのとおりで、繰出先

　

別では準公営企業会計に対するものが、繰出目的別では建設費財源充当分

　

がそれぞれ過半を占めている。
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積立金

　　

積立金の決算額は254億円（前年度197億円）で、前年度と比べると

　

57億円、28.6%増加した。

　　

これに歳計剰余金の積み立てを加え、積立金のとりくずしを差し引

　

いた昭和36年度における積立金の純積立額は、131億円（前年度174億

　

円）で、その内訳はつぎのとおりである。
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昭和36年度末の積立金の現在高は624億円（前年度末493億円）で

その目的別内訳は、つぎのとおりである。
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この積立金の現在高を歳出規模等と比べると、つぎのとおりであ

　　

る。
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積立金の現在高の推移は、第25図のとおりである。
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積立金現在高の推移
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出資金、貸付金

　

（1）出資金

　　　

出資金の決算額は86億円（前年度58億円）で、前年度と比べると28

　　

億円、48.5%増加した。

　　　

出資金の目的別内訳はつぎのとおりで、産業経済費関係の増加が著

　　

しい。
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昭和36年度末の出資金の現在高はつぎのとおりで、前年度末と比べ

ると68億円増加した。
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（2）貸付金

　　

貸付金の決算額は918億円（前年度590億円）で、前年度と比べると

　

328億円、55.8%増加した。

　　

貸付金の態様別および目的別内訳は、つぎのとおりである。
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昭和36年度末の貸付金の現在高はつぎのとおりで、前年度末と比べ

ると260億円増加した。
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公債費

　

（1）概

　　

況

　　　

公債費の決算額は1,236億円（前年度1,005億円）で、前年度と比べ

　　

ると231億円、23.0%増加した。

　　　

公債費の細目および財源内訳は、つぎのとおりである。
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公債費のうちには昭和36年度において特別措置債および災害復旧債

　

の繰上償還分として特別に措置された147億円（計画額、前掲の細目

　

では通常債分に含まれている｡）が合まれているので、これを差し引く

　

と前年度と比べて84億円、8.3%の増加となる。

（2）公債費と一般財源等との比較
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方債償還額）に対する割合等は、つぎのとおりである。
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（3）地方債現在高の推移

　　　　　

地方債現在高の推移は、第26図のとおりである。
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地方債現在高の推移
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1,041

　　　

U58

　　

1,350



　

昭和36年度純計決算額と地方財政計画額とを科目別に比べると、つぎのと

おりである。

科 目

　

歳

　　　　　

入

純

　

計地方財政

　　　

、
決算額計画額比較

億円

　　

億円

　　

億円

地

　　

方

　　

税

　

9,065

　

7,620

　

1,445

地方譲与税

　

454

　　

424

　　

30

地方交付税4,017

　

3,773

　　

244

国庫支出金

　

5,808

　

4,974

　　

834

使用料、手数料

金
金
債
他

入
越
方
の

繰
繰
地
そ

738

　　

489

　　

249

　

431

　　　

－

1,077

　　　

－

1,150

　　

770

2,376

　

1,076

　

431

1,077

　

380

1,300

科

　　　

目
‰轟賃曹駱Jニロ宍

億円

　　

億円

　　

億円

給与関係経費8,326

一般行政経費4,788

　

物

　　

件

　　

費1,917

　

扶

　　

助

　　

費

　

975

　

補

　

助

　

費

　

等

　

892

　

出資金,貸付金1,004

公

維持

投資

債
補
的

7,227

　

1,099

3,859

　　

929

　

費1,236

　

1,060

修費442

　

514

経費8,361

　

6,247
直轄事業負担金

　

289

普通建設事業費6,239

災害復旧事業費1,325

失業対策事業費

　

508

に
準
経

体
水
要

団
均
必
出

付
平
る

交
る
え

不
け
こ
繰
繰

　　

出

積

　　

立

繰上充用

　
　

一

　

l
O

-
ｒ
ｆ

n
'
t

　
　
　
　
　

１

　

Ｌ
Ｏ

０
０

　
　
　
　
　

４
Ｏ
Ｊ

お
４
　
費
金
金
金

　

290

4,799

　

758

　

400

歳入合計25,116 19,126　5,990歳出合計23.911 19，

　

176

　

a 72

2,114

　

°1

1,440

　

567

　

108

219

　　

△219

-

　

－

126

５

　

４
９

１

　

５

　

８

４
２

4,785

（注）

　

不交付団体における平均水準をこえる必要経費については，純計決算額では

　　　

各科目に含まれている。

七

　

資金収支の状況

　　

昭和36年度における一般会計（総計）の４半期別収支状況は、つぎのと訃

　

りである。
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区 分

収

　　

入

　　

額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

皮

　　

出

計
額

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

収

　

入

　

割

　

合

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

友

　

出

　

割

　

合

　

第１・４半期

　

第２・４半期

　

第３・４半期

　

第４・４半期

　

出納整理期

　

合

　　　　

計

　　

36

都道府県

　　

億円

　　

3,133

　　

2,831

　　

4､001

　　

3,946

　　

1,824

　

15,735

　

2,328

　

2,783

　

4,432

　

3,774

　

2,276

15,593

　　　

％

　　

19 9

　　

18.0

　　

25.4

　　

25.1

　　

11.6

　

100.0

14 9

17 9

28.4

24.2

14.6

100.0

　

年

市町村

　　　

億円

　　

2,068

　　

2,144

　　

2,858

　　

2,675

　　

1,740

　

11,485

　

1,671

　

2,095

　

2,925

　

2,762

　

1,949

11,402

　　　

％

　　

18.0

　　

18 7

　　

24.9

　　

23.3

　　

15.1

　

100.0

　

14.6

　

18.4

　

25.7

　

24.2

　

17,1

100.0

度

計

　　

億円

　

5,201

　

4,975

　

6,859

　

6,621

　

3,564

27.220

　

3.999

　

4,878

　

7,357

　

6,536

　

4,225

26,995

　　　

％

　　

19.1

　　

18.3

　　

25 2

　　

24.3

　　

13.1

　

100.0

　

14.8

　

18.1

　

27.3

　

24.2

　

15.6

100.0

　

35

都道府県

　　　

億円

　　

2,484

　　

2,341

　　

3,429

　　

2,940

　　

1,412

　

12,606

　

1,911

　

2,214

　

3,630

　

2,872

　

1,736

12,363

　　　

％

　　

19.7

　　

18.6

　　

27.2

　　

23.3

　　

n,2

　

100.0

　

15.5

　

17 9

　

29.4

　

23.2

　

14.0

100.0

年

　　　

度

市町村

　

億円

1,734

1,734

2,392

2,163

1,332

9,355

1,381

1,733

2,356

2,229

1,542

9,241

　　　

％

　

18.5

　

18.5

　

25.6

　

23.1

　

14.3

100.0

　

14.9

　

18.8

　

25.5

　

24.1

　

16.7

100.0

計

一

　

億円

4,218

4,075

5,821

5,103

2,744

21,961

　

3,292

　

3,947

　

5,986

　

5,101

　

3,278

21,604

　　　

％

　　

19.2

　　

18.6

　　

26.5

　　

23.2

　　

12.5

　

100.0

　

15.2

　

18.3

　

27.7

　

23.6

　

15 2

100.0

　

この４半期別収支状況と一時借入金についてみると、第27図のとおりであ

る。
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第27図

　

資金収支の状況

その１

　

総括

ぐの２石道府阜

- 97－

　　　　　　　

川

　

川川ﾘ

　

|」］

　

ヽヽ

　　

ﾐﾄﾞ

　　

言

　　

⑤

　　　

。

　　　　　

｀

　　　　　　

，－

　　

｀く＼

　

．

　　　

Ｎ

　　

一

１

　

第1･4半期

　　

第2･4半期

　

第3一斗半斯

　

痢よこ半期

　

出納監理期

寸寸

VU

ﾋﾟﾋﾞﾔ1ｿﾞﾗﾓｻﾞ:

半期

万万

4牛期

ﾋﾞ]j

4半期出納整理期



（
俺
巳

4,000

3,00 0

2,000

1,000

　　　

0

1,00 c

その３

　

市田T村

　

また、収支のうち、歳計現金の運用にかかるものおよび一時借入金にかか

るものを除いた歳入歳出の４半期別の収支割合は、つぎのとおりである。

区 分

第１

　

４半

　

期

第２

　

４半

　

期

第３

　

４半

　

期

第４

　

４半

　

期

出納整理期

合

　　　　　

計

　　　　

歳

　　　　

入

　　　　　　　　　　

歳

　　　　

出

36年度

　　

35年度

　　

34年度

　　　

36年度

　　

35年度

　　

34年度

　　　

％

　

19 1

　

18.8

　

25.0

　

23 7

　

13.4

100.0

　　

％

18.7

18 7

26.5

23.0

13 1

100.0

　

％

19.1

19 3

25.9

22 5

13 2

100.0

　

％

14 9

18 7

28.5

22 8

15 1

100.0

　　

％

　

15.2

　

18 5

　

28.8

　

22 7

　

14.8

100.0

　

％

16.3

19.6

28 2

22.0

13 9

100.01

　

昭和36年度中における一時借入金の借入および返済の状況（一般会計）は

つぎのとおりで、前年度より借入額が増加した。
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区 分

第１・４半期

第２・４半期

第３・４半期

第４

　

４半期

出納整理期

合

　　　　

計

　

36

都道
府県

　

借

　

年

　

度

節計

入

35
年度

34
年度

億円

　

億円

　

億円

　

億円

　

億円

　

48

　

373

　

421

　

452

　

382

　

35

　

246

　

281

　

307

　

323

　

113

　

476

　

589

　

498

　

624

　

145

　

500

　

645

　

439

　

552

　　

－

　　

26

　　

26

　　

24

　　

72

　

341 1,621 1,962 1,720 1,953

　

36

都道
府県

一
億円

　

39

　

25

　

29

返

年

　

度

箭お

億円

　

億円

　

140

　

179

　

204

　

229

　

267

　

296

　
　

５
度

済

　

３
年

35
年度

億円

　

億円

　

203

　

153

　

254

　

277

　

295

　

301

224

　

610

　

834

　

614

　

741

　

24

　

399

　

423

　

350

　

454

341 1,620 1,961 1,716 1,926

八

　

地方財政と国民経済

　

（－）地方財政と国家財政

　　

１

　

純計規模

　　　　

昭和36年度における国の一般会計（交付税および譲与税配付金特別会

　　　

計を含む｡）と地方の普通会計との純計規模は３兆4,730億円（前年度２

　　　

兆8,520億円）で，前年度と比べると6,210億円, 21.8%増加した。

区 分

国の一般会計（歳出）

地方普通会計（歳出）

総

　　

計（Ａ十Ｂ）

重

　

へ

　

へ

額
方
国

　

地
ら

　

ら
か

複

　

ゝ

　

ｊ

36

　

年

　

度

(Ａ)

(Ｂ)

(Ｃ)

(Ｄ)

純計規模（Ｃ）－（Ｄ）

　　

億円

21,200

23,911

45,111

10,381

10,282

　　　

99

34,730

35

　

年

　

度

　　

億円

17,586

19,249

36,835

　

8,315

　

8.242

　　　

73

28,520

34

　

年

　

度

　　

億円

15,277

16,239

31,516

　

7,117

　

7,054

　　　

63

24,399

　

この純計規模を最終支出者としての国と地方とに分けるとつぎのとお

りで、前年度と比べると国は1,574億円、16.8%、地方は4,636億円、

24.2%増加した。
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区 分

純

　

計

　

規

　

模

　　　

国

　

(構成比

　

％)

　

地

　　　　

方

　

(構成比

　

％)

36年度

　

35年度

　

34年度

　

憶円

34. 730

10.918

　

31.4

23.812

　

68.6

　

億円

28,520

　

9､344

　

32.8

19,176

　

67.2

　　

億円

24.399

　

8.223

　

33 7

16,176

　

66.3

31-33年度平均規模
＝100

36

一
指数

7
1
5
7

　

一
7
9

１

　

１

　
　

１

35 34

　
　

Ｏ
Ｒ
）
一

　

１

歎
9
1

i
-
Ｈ

(
Ｍ

指
１
１

　

１

歎
4
1
3
4

　

一
4
4

指
１
１

　

１

　

また、純計規模の国民所得に対する割合はつぎのとおりで、前年度よ

り若干上昇した。

純

国

区 分

計規模ぐＡ）

民所得（Ｂ）

(A) / (B) {%)

36

　

年

　

度

　　

億円

　

34,730

141,177

　　

24.6

35

　

年

　

度

　　

憶円

　

28､520

n9､037

　　

24.0

34

　

年

　

度

　　

億円

　

24､399

10〔〕.372

　　

24 3

２

　

国民の租税負担

　　

昭和36年度の租税総額は３兆1,342億円（前年度２兆5,457億円）で、

　

前年度と比べると5,885億円、23.1%増加した．

　　

これを国税と地方税とに分けるとつぎのとおりで、前年度と比べると

　

国税は4, 262億円、23.7％、地方税は1,623億円、21.8%増加し仁

区 分

税
税
税
税
計

　
　

県
村

　

方
府
町

　
　

、
道
市

国
地

　
　
　

合

　　　

決

36年度

　　

億円

22,277

　

9.065

　

4,↓12

　

4.623

31.342

　

算

　　

額

　　

決算額構成比増減額構成比

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

18.015

　

4,262

　

71.1

　

70.8

　

72.4

　

76.3

　

7.442

　

1,623

　

28.9

　

29､2

　

27.6

　

23.7

　

3.489

　　

953

　

14.2

　

13.7

　

162

　

150

　

3.953

　　

670

　

14.7

　

15.5

　

11.4

　

8.7

25､457

　

5､885 100.0 100.0 100.0 100.0

－100－

増減率

36

　

35

　

％

23 7

21.8

27 3

17.0

23.1

　

％

313

21.8

32 2

13.9

28.4

’ ｀

　

「 ～ -



　

租税総額の国民所得に対する割合（租税負担率）は、つぎのとおりで

ある。

区 分
36

租

　

年

税

　

度

負

　

担

35

　

率

年 度

国

　

地

合

方

県

　

村

府

　

町

道

　

市

税
税
税
税
計

８

　

４

　

１

　

３

　

２

５

　

６

　

Ｃ
Ｏ

　
　
　
m

i
M

１

　
　
　
　
　
　
　

C
Ｍ

15.1

C
Ｏ

Ｏ
>

６
　

　

２
　

　

34

21.4

　

３

　

租税の実質的分配

　　　

租税総額中に占める国税と地方税との割分は71.1%対28.9% (前年度

　　

70.8%対29.2%)である。

　

しかし、国は国税として徴収した額の一部を

　　

地方交付税、国庫支出金等の形で地方公共団体に交付し、地方公共団体

　　

は地方税として徴収したものより直轄事業負担金等の形で国に納付して

　　

いる。

　

このような関係を調整して租税の実質的な配分状況をみると、収

　　

入の割合とは逆転して地方公共団体60.9%対国39.1% (前年度62.1%対

　　

37.9%)となる。

（二）地方財政と国民総支出

　

１

　

地方財政の財貨サービス購入額

　　　

昭和36年度の純計規模より地方公共団体が最終需要者として購入しな

　　

い各経費（国と地方との重複額、扶助費、公債費、繰出金、出資金、貸

　　

付金、積立金等）を控除した普通会計の財貨サービス購入額は］｡兆4,168

　　

億円（前年度１兆1,496億円）で、前年度と比べると2,672億円、23.2%

　　

増加した。

　　　

普通会計の財貨サービス購入額の内訳はつぎのとおりで、資本形成の

　　

増加が著しい。

－101－

_．

　　　　　　　　　

．．

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％



　

区

　　　

分

純計規模（歳出）

　　　　　　

（Ａ）

控除項目(Ｂ)

差引財貨サービス
購入額(Ａ)－(Ｂ)

　

経常支出

　

資本形成

　

決

36年度

一

　

億円

23.911

9､743

14,168

8.680

5,488

　

算

35年度

一

　

億円

19.249

　

7.753

11.496

7.373

4.123

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

増減率

36

　

35

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

4,662

　　

－

　　

－

　　

－

1.990

　　

－

　　

－

　　

－

-

2.672 100.0 100.0 100.0 100.0 23.2 17.1

1.307

1,365

613

38.7

64 1

35.9

48.9

51.1

60.2

39.8

17 7

33.1

15 9

19.3

　

普通会計のほか事業会計および収益会計を加え九地方財政全体の財貨

サービス購入額の内訳はつぎのとおりで、資本形成の増加が著しい。

区 分

計
計
計
計

会
会
会

通
業
益

普
事
収
合

経

資

常

本

支

形

出

成

　　

決

36年度

一

　

億円

14.168

!.345

　

237

15.750

8,917

6.833

　

算

35年度

一

　

億円

11.496

　

955

　

215

12,666

-

7,588

5.078

額

　　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

％　　％　　％　　％

2.672

　

90.0

　

90.8

　

86.7

　

82.3

　　

390

　

8.5

　

7.5

　

12.6

　

16.5

　　

22

　

1.5

　

1.7

　

0.7

　

1.2

3.084 100.0 100.0 100.0 100.0

1.329

1.755

56.6

43.4

59.9

40.1

43.1

56.9

50.7

49.3

増減率

36

　

35

　

％

23,2

40.8

10.2

24.3

17.5

34.6

　

％

17 1

54 5

12 6

19.2

15 8

24.7

２

　

国民総支出と地方財政の財貨サービス購入額

　　

昭和36年度の国民総支出は17兆7,015億円（前年度14兆6,649億円）

　

で、前年度と比べると３兆366億円、20.7% (実質では14.0%)増加し

　

た。この国民総支出中に占める国、地方をあわせた政府の財貨サービス

　

購入額の内訳はつぎのとおりで、国民総支出の増加額（３兆366億円）中

　

に占める政府の財貨サービス購入額の寄与率は国10.7% (前年度8.9

　

％）、地方10.2％（前年度9.7%)である。
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区 分

国民総支出

うち

　

政府財貨
サービス購入額

地

国

　　

決

　

算

　

額

　　

決算額構成比増減額構成比増減率

36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

177,015 146,649　30,366 100.0 100.0 100.0 100.0　20.7　16.6

33,177

　

26,830

　

6,347

　

18.8

　

18.4

　

20.9

　

18.6

　

23.7

　

17.0

　　　　

17,427

　

14,164

方

　　

15,750

　

12,666

3,263

3,084
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9.0

9.7

　

10.7

8.7

　

10.2

8.9

　

23.0

　

15.2

9.7

　

24.3

　

19.2



第二 昭和37年度の地方財政の状況

一

　

昭和37年度の地方財政計画

　

（－）昭和37年度地方財政の運用方針

　　　

昭和37年度の国の予算編成に当っては、「昭和37年度の経済見通しと経

　　

済運営の基本的態度」にのっとり、国際収支の均衡を速やかに回復するこ

　　

とを主眼とし、

　　

（1）健全財政を堅持し、経済情勢の推移に即応してその弾力的運用に配意

　　　

すること。

　　

（2）長期にわたる国力発展の基盤を充実するため、引き続き既定の重要施

　　　

策を重点的に実施し、新規の施策は特に緊急なものに限定すること。

　　

をもって財政運営の基本方針とされた。

　　　

このような国の財政運営に関する基本方針を背景として、昭和37年度の

　　

地方財政計画の策定にあたっては、つぎのような基本方針がとられた。

　　

（1）地方財政の健全化を一層促進するため、地方交付税の繰入率の引き上

　　　

げを行なうとともに、国、地方公共団体間の税源再配分を行ない地方独

　　　

立財源の強化を図る反面､国税、地方税を通ずる減税措置の一環として、

　　　

地方税においても負担の軽減合理化を行なうこと。

　　

（2）国民経済の発展に比べ立ち遅れを示している産業関連施設、交通施

　　　

設、文教施設、環境衛生施設等の地方行政施設の整備を促進するため、

　　　

投資的事業にかかる経費の財源を充実するとともに地方公営企業の拡充

　　　

を期し、地方債についてもその資金を増額すること。

　　

（3）地域格差の是正を図るため、財政力の貧弱な地方公共団体の財源を充

　　　

実して、その行政水準の向上を期することができるように地方交付税制

　　　

度を改正するとともに、辺地にかかる公共施設の総合的かっ計画的な整

　　　

備を促進すること。

　　

（4）地方財政の秩序を確立するため、地方公共団体間の負担関係の適正化

　　　

および税外負担の解消の促進を期し、所要の財源措置を講ずること。
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(二)地方行財政制度の改正

　　

このような運用方針に基づいて地方交付税法等の一部が改正されたほ

　

か、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す

　

る法律等が新たに制定されたが、その概要はつぎのとおりである。

　

(1)地方交付税法の改正……Cア)地方交付税の繰入率を引き上げること。剛

　　

道路費をはじめとする投資的経費の充実を図り、地方行政水準の向上を

　　

期すること。(ウ)地域格差の是正を図るため、財政力の貧弱な団体の基準

　　

財政需要額を増額して、これらの団体の財政基盤を強化すること。(エ)地

　　

方財政の健全化と財政秩序の確立のため、基準財政需要額に所要の増額

　　

を行ない、税外負担の解消の促進を期すること、剛高等学校生徒急増に

　　

対処するため特別措置を講じ、高等学校施設設備の整備を促進するこ

　　

と。

　

(2)辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関す

　　

る法律の制定……(ア)辺地公共施設の総合的な整備計画を市町村が中心と

　　

なって樹立すること。(イ)辺地公共施設の整備に充てるため辺地対策事業

　　

債(昭和37年度10億円)を許可するとともに、その償還については元利

　　

償還金の57％相当額を基準財政需要額に算入することっ(ウ)国、県、公益

　　

事業者三位一体の協力態勢を確立すること、

　

(3)し公営企業金融公庫法の改正……資本金を３億円増額し、2↓億円とする

　　

こと。

　

(4)地方税法等の改正……(ア)地方独立財源の一層の強化を図る税源再配分

　　

措置の一環として所得税の一部を道府県民税所得割に移譲することと

　　

し、現行の累進税率を改めて、二段階の比例税率とすること(180億円

　　

の増収)｡(ｲ)地方の自主財源の一層の充実を図るため、道府県たばこ消費

　　

税および市町村たばこ消費税の税率をそれぞれ｡1％引き上げること(71

　　

億円の増収)｡(ウ)上記の措置と対応して、入場税の地方譲与の制度を廃止

　　

すること(170億円の減収)。岡個人の市町村民税について低額所得者に

　　

対する税率を緩和し(昭和38年度より適用、96億円の減収)、ただし

　　

書方式採用市町村における扶養親族の数に応ずる税額控除を法定するこ
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と(60億円の減収)｡圀個人の住民税について障害者等の税額控除の引き

　　

上げ等の措置を講ずること(６億円の減収)｡團事業税について個人事業

　　

税の標準税率を引き下げる(34億円の減収)とともに中小法人の軽減税

　　

率の引き下げ等の措置を講ずること(27億円の減収)｡㈲料理飲食等消費

　　

税について負担の軽減と課税の合理化を図ること(69億円の減収)｡汐)自

　　

動車税について小型乗用車の税率を合理化すること(11億円の減収)｡㈹

　　

電気ガス税の税率を１％引き下げるとともに非課税品目の整理合理化を

　　

図ること(57億円の減収)｡(コ)その他不動産取得税、娯楽施設利用税、固

　　

定資産税および鉱産税の軽減を図ること(７億円の減収)｡朗国税の改正

　　　

(企業年金制度の創設に伴う軽減)に伴い法人事業税の軽減を図ること

　　　

(２億円の減収)。……(合計

　

税源配分による増収81億円、一般的減税

　　

273億円、差引192億円の減収)、

　

(5)地方公務員共済組合法等の制定……地方公務員共済組合の組織、組合

　　

員、組合員期間の通算、長期給付、短期給付および組合の給付に要する

　　

費用等に関し必要な規定を設けるとともに、新共済組合法施行前の地方

　　

公務員としての在職期間を新法の長期給付の適用を受ける組合員期間に

　　

通算することのほか必要な経過規定を設けること(第41国会)。

　

このほか、地方財政に関連する行財政制度の主な改正は、つぎのとおりで

ある。

　

(1)文教関係

　　　

Cア)市町村立学校職員給与負担法の改正……者S道府県が負担する市町

　　

村立の小・中学校等の職員の給与に初任給調整手当を加えること。(ｲ)盲

　　

学校、聾学校及び養護学校への就学奨励に関する法律の改正……者5道府

　　

県は盲学校等の高等部の生徒の修学旅行費を支弁するものとすろこと

　　　

(２分の１国庫負担)。

　

(2)農林関係

　　　

森林法の改正……従来の森林基本計画、森林区施業計画および森林区

　　

実施計画の制度を廃止し、これにかえて全国森林計画および地域森林の

　　

制度をとるものとされたほか、民有林の伐採については許可制度を改め
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て届出のみとし、保安林の管理等について必要な規定を設けること。

（3）公営競技関係

　

（ア）競馬法の改正……競馬を行なうことができる市町村、入場料、勝馬

　　

投票券、勝馬投票法、地方競馬全国協会および収益の使途等について

　　

必要な規定を整備すること。

　

剛

　

自転車競技法、小型自動車競走法およびモーターボート競走法の改

　　

正……競馬法の改正と同一趣旨の改正を行なうこと。

（4）災害関係

　

（ア）災害対策基本法の改正……災害緊急事態に関する規定を加えるこ

　　

とっ

　

剛

　

激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律の制定‥･

　　

…激甚災害が発生したとき、応急措置および災害復旧が迅速かつ適切

　　

に行なわれるよう措置するとともに、激甚災害を受けた地方公共団体

　　

等の経費の負担の適正化を図るため、激甚災害等の指定、公共土木施

　　

設の災害復旧事業等に関する特別の財政援助、農林水産業に関する特

　　

別の助成および中小企業に関する特別の助成等に関し必要な規定を設

　　

けること（第41国会）。

（5）その他

　

図

　

地方自治法の改正……選挙管理委員の資格要件、地方公共団体が出

　　

資等をしている法人等に対する地方公共団体の関与方法等を定めるほ

　　

か、職員の退職手当の基礎となる勤務期間の計算について、在職期間

　　

通算の措置を講ずるよう努めなければならないものとすること。

　

剛

　

住居表示に関する法律の制定……住居の表示については街区方式ま

　　

たは道路方式によるものとし、これに関し必要な規定を設けること。

　

（ウ）新産業都市建設促進法の制定……大都市における人口および産業の

　　

過度の集中を防止し、地域格差の是正と雇用の安定を図るため、地方

　　

開発の中核となるべき新産業都市の建設を促進するため必要な規定を

　　

設けること。

　

（エ）国家公務員等の旅費に関する法律の改正……内国旅費を引き上げる
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こと。

　　

け）国民健康保険法の改正……国の療養費に対する負担割合を100分の

　　　

20から100分の25に引き上げること。

　　

剛

　

建築物用地下水の採取の規制に関する法律の制定……特定地域内の･

　　　

地盤沈下を防止するため建築物用地下水の汲み上げについて必要な規

　　　

制を行なうこと｡

　　

㈲

　

駐車場法の改正……駐車場整備地区の指定、路外駐車場の設置およ

　　　

びその資金の融通あっせん等について必要な規定を設けること。

　　

（ク）公立学校施設災害復旧費国庫負担法の改正……公立学校の建物災害

　　　

復旧について木造等のものを鉄筋等に改良復旧した場合、これを原形

　　　

復旧とみなして国がその経費の一部を負担すること（第41国会）。

　　

㈹

　

行政不服審査法の制定……行政庁の違法または不当な処分等に関

　　　

し、不服の申し立てをする場合の一般法として必要な規定を整備する

　　　

こと（第41国会）。

　　

回

　

各種審議会等の設置……地方産業開発審議会、豪雪地帯対策審議

　　　

会、補助金等合理化審議会、財政制度審議会、臨時義務教育教科用団

　　　

書無償制度調査会等が設置されたこと。

（三）地方財政計画の内容

　

１

　

地方財政計画の概要

　　　

昭和37年度の地方財政計画の規模は、２兆2,850億円（前年度１兆

　　

9,126億円）で、前年度と比べると3,724億円、19.5%増加した。これは

　　

国の一般会計の規模の増加(4, 740億円、24.3%)を下回っている。

　　　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

給与関係経費

一般行政経費

公

　　

債

　　

費

維持補修費

　　

計

　　

画

　　

額

37年度

　

36年度

　

増減額

　

億円

　　

億円

　　

億円

8,440

4,661

　

953

　

574

7,944

歳

　

出

　

合

　

計

　　

22，

地

　　

方

　　

税

地方譲与税

地方交付税

国庫支出金

債

　

入

　

計

　
　
　
　
　

合

方

　

収

　
　
　
　
　

入

地

　

雑

　

歳

『
一

8
5
0

　

9,309

　　

312

　

4,581

　

6ユ85

　　

879

　

1,584

22,850

7,228

　

1,212

3,859

　　

802

　

％

36.9

20.4

　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

37.8

　

32.5

　

32.7

　

16.8

　

20.4

20.2

　

21.5

　

18.2

　

20.8

　

21.4

1,059

　

｡106

　

4.2

　

5.5△2.8

　

5.8 d0.0　26.1

　　

514

　　　

60

　

2.5

　

2.7

　

1.6

　

1.5

　

11.7

　

11.9

6,247

　

1,697

　

34.8

　

32.7

　

45.6

　

40.3

　

27.2

　

31.8

　　

219

　　　

59

　

1.2

　

1.1

　

1.6

　

1.5

　

26.9

　

33.5

19,126

　

3,724 100.0 100.0 100.0 100.0 19.5 24.3

7,620

　

1,689

　　

424

　

△

　

112

3,773

　　

808

4,975

　

1,210

40.7

　

14

20.1

39.8

　

45.4

　

37.1

　

22.2

　

2.2△3.0

　

2.8△26.4

19.7

　

21.7

　

24.3

　

21.4

27.1

　

26.0

　

32.5

　

25.3

　

24.3

　　

770

　

1,564

19,126

　　

109

　

3.8

　

4.0

　

2.9

　

1.3

　　　

20

　

6.9

　

8.3

　

0.5

　

9.2

3.724 100.0 100,0 100.0 100.0

14.2

　

12

19.5

22.3

33.4

317

23 6

　

69

28 0

24.3

２

　

地方税の収入見込

　　

昭和37年度の地方税の収入見込額は、9,309億円（前年度7,620億円）

　

で、前年度と比べると1,689億円、22.2%増加した、

　　

昭和37年度においては、税制調査会の答申を尊重して、税源再配分の

　

ための税制改革（所得税の一部を道府県民税所得割に移譲することおよ

　

び道府県たばこ消費税の税率を引き上げることのかわりに入場税の地ﾂﾌﾞ

　

譲与制度を廃止すること｡）および一般的減税（個人住民税、事業税、料

　

理飲食等消費税および電気ガス税等）が行なわれたが、その概況はつぎ

　

のとおりである。
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投資的経費

不交付団体にお
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区 分

昭和36年度当初収入見込額

自

　　

然
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収
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９

　
　
　
　
　
　
　

ツ

ｎ
乙

　
　
　
　
　
　

４

ぐ

市町村税

一

　

億円

　

3.973

　

808

　

20.3

(17.7)

8
8
3
6

乙

　　

124

4.693

　　

720

昭和37年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。

府
府

　

動

道
道
事
不

普
目
合

　　　　

収入見込額

分

　　

37年度

　

36年度

　　　　

億円

　　

億円

　　

県

　

県

　

民

　

業

産取得

税
税
税
税

道府県たばこ消費税

料理飲食等消費税

動
他
税

　

の
通

白
ｉ
そ

税
税
計

的税(軽油引取税)

　　　　　　　　

計

　

919

2,257

　

174

　

343

　

291

　

200

　

122

4､306

　

310

4,616

　

9
9
6
1

　

3
　
9

　

1
1

税
税
税

　

民
産

村

　

村
資

町
町
定

　

市
固

市

市町村たばこ消費税

　

電

　

そ

普

　

都

　

そ

目

合

税
税
計
税
税
計
計

ス
通
f
画
的
卜

　

普
″

　

目
／

が
他
税
計
他
税

気
の
通
市
の
的

458

438

107
6
3
2
1
9
3
0
9
3

1
j
O
i
-
Ｈ

i
―
f
t
ｏ

４

　
　
　
　
　

４

　

550

1,900

　

138

　

264

　

273

　

164

　

103

3,392

　

255

3,647

1,234

1,752

　

363

　

416

　　

92

3,857

『
。
ｍ
と

　

一

増
制
分

　
　

正

　

税
改

乙

　

△

△

　

△

億円

7
6
6
2
2
3
5
6
9
f
1
1
1
1
　
　

　

一
6
7
一
6
7

１

1
4
5
8

　

一
８

６

　
　

３
５

　
　

８

△

　

△

　
　

△

　
　

△
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一
億円

193
9
8
4
7
7

1
3
4
8
4

4

9
7
5
2

1
4
5
0

　
　

８

　
　

９

額

合 計

　
　
　

9
7
6
9
8
6
9
4
5
9

匹

　

3
6
3
5
3
7
1
3
1
9
1
5
9
6

5
9
5
2
5
6
3
1

6
0
9
2
1
0
1

3
2

　
　
　
　
　

7

6
3
0
0
5
4
3
1

2
1
6
8
1
9
1

4
2

　
　
　
　
　

７

　

14

808

　

14

720

乙

乙

合

　　

計

　

億円

7,620'

1.710

　

22.4

　

273

9,309

1.689

率
3
6

減増
3
7

％

67.1

18.8

25.9

30 0

　

66

22.2

18 9

27.0

214

26.6

29 5

n.9

26.3

　

5.4

15.5

18 3

12.4

13.3

12 5

18.1

　

％

27.2

31.9

21.8

U.3

17.4

27.1

22.1

27.1

71.4

29.4

26.1

12.3

n3

12.8

14.1

16.4

19.9

17 7

19,7

16.5



３

　

地方譲与税の収入見込

　　

昭和37年度の地方譲与税の収入見込額は312億円（前年度424億円）

　

で、前年度と比べるとn2億円、26.4%減少したが、これは入場税の地

　

方譲与制度が廃止されたためである。

　　

地方譲与税の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

入

　

場

　

譲

　

与

　

税

地方道路譲与税

特別とん譲与

合

税
計

国
地

　

収入見込額

37年度

　　　

36年度

円
一
〇
２
２

　

－

　
　

０
１
１

億

　
　

３

　
　

３

円
2
1
1

　

6
5
1
2
4

億
１
２

　

４

増減額

億円
O
Ｏ

ｅ
ｎ

r
H

Ｃ
Ｍ

ｃ
０
４

　
　

１

１

　
　
　
　

１

△

　
　
　
　

〈

増

37

-

　

％

　

19.5
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^ 26.4

減 率
36
-

　

％

19.6

44 3

32 9

33.4

４

　

地方交付税の積算基礎

　　

昭和37年度の地方交付税は4,581億円（前年度3,773億円）で、前年度

　

と比べると808億円、21.4%増加した。

　　

昭和37年度においては臨時地方特別交付金（国税三税の0.3%相当

　

額）を廃止して、地方交付税の繰入率を0.4%引き上げることとなった

　

が、その積算基礎は、つぎのとおりである。

区

　　　　　　　　

分

　　

税

　　

三

　　

税（Ａ）

　

方

　

交

　

付

　

税（Ｂ）

バＡ）×28.5%または28.9%
才精算分および返還分

37年度

一

　

億円

14,903

4,480

4,307

臨時地方特別交付金(Ｃ)

　　

(Ａ)×0.3％

　

{・

　　

χ

　　

分

前年度からの繰越分(Ｄ)

合

　　　

計(Ｂ)十(Ｃ)十(Ｄ)

　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　

特

　

別

　

交

　

付

　

税

7
3
2
一

　

2
9
9
8
1

1

　
　
　
　
　
　
　

　
５

36年度

一

　

億円

12ユ87

3.529

3,473

4,304

　　

277

6
7
7

5
3
3

　

207

3.773
-
3,512

　

261

△

　

ム

増減額

一

　

億円

2,716

　

951

　

834

　

117

3
5
3
7２

８
８

　
　

０
０

　
　

１
８

792

　

16

（注）昭和36年度の地方交伺税の最終計画額はも0171億円､である･。
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区

５

　

地方債計画

　　

昭和37年度の地方債計画の総額は2,450億円（前年度2,000億円）で、

　

前年度と比べると450億円、22.5%増加した。

　　

昭和37年度地方債計画の内訳はつぎのとおりで、このうち地方財政計

　

画の歳入に見込まれるものは、一般会計債、直轄事業債および特別地方

　

債の一部をあわせた879億円である。

分

一般会計債

直轄事業債

準公営企業債

公営企業債

特別地方債

合

　　　　

計

資f政府資金

金決別地方
内

　

債資金

訳1公募資金

　　

計

　　

画

　　

額

37年度36年度増減額

億円

　

億円

　

億円

720

　　

585

　　

135

130

　

160△

　

30

額
比
3
6

画
成

計
構
3
7

　

％

29.4

　

％

29.3

増減額構成比

　

37

　　

36

増減率

37

　　

36

　

％

　　

％

　　

％

30.0

　

5.6

　

23.1

5.3

　　

8.0

　

A 6. 7 - △18.7

　

％

４５

　

－

464

　　

340

　　

124

　

18.9

　

17,0

　

27.6

　

｡30.3

　

36.5

　

65.9

961

　　

775

　　

186

　

39.2

　

38.7

　

41.3

　

45.0

　

24.0

　

34.8

175

　　

140

　　

35

　　

7.2

　　

7.0

　　

7.8

　

19.1

　

25.0

　

154.5

2,450

　

2,000

1,604

　

1,410

　

175

　　

140

　

671

　　

450

450

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

22.5

　

28.6

194

　

35

221

65.5

　

72

27.3

70 5

　

7.0

22.5

43.1

　

7.8

49.1

（注）昭和36年度の地方債の最終計両額は2,194億円である。

６

56.2

19.1

24.7

13 8　21.6

25.0

　

154.5

49.1

　

32.4

　

歳出の増減状況

　

昭和37年度の地方財政計画の規模は前年度と比べると3,724億円増加

したが、歳出の主なものの増減状況は、つぎのとおりである。
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科 目

給与関係経費

　

給

　　

与

　　

費

　

恩給および退隠料

一般行政経費

公

国庫補助負担金に
伴うもの

国庫補助負担金を
伴わないもの

税外負担の解消に
要する経費

債

増

　

減

　

額

。

　　

一

　

般総

　

額

　

財源等

　

億円

　　

億円

1.213

　

L 008

1.071

　　

896

増 減

人事院勧告に基づく増
人員増に基づく増
昇給等による増
そ

　　

の

　

他

142

　　　

112

　

退職年金制度実施に伴う増

　　　　　　　　

そ

　　

の

　　

他

802

428

費

　

乙

274

100

107

　

と

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

60

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　

1,697

　

直轄事業負担金

　　　

63

513

139

274

100

114

　

60

990

　

63

生活保護費

児童保護費
中小企業近
代化促進費

75(15)

43(10)

35(17)

事 由

億円

ｊ
j
j
j

2
8
2
4

4
9
4
0
0

5

　

2
1

ぐ
ぐ
ぐ
ぐ

L
O

I
―
(
　
i
n
0

7
5
2
2

6

　

２
１

　　

147(120)

△

　

5(△8)

結核医療費

　

88(16)

精神衛生費

　

53 ( 7)

そ

　

の

　

他134(74)

繰上償還分△160(△160)そ

　

の

　

他

　

53(46)

驚背戸台

　

951

　　

244 II則詐言　災害復旧279(57)

問鸚賢台

　

683

　　

683普通建設595(595)

　

災害復旧

　

88(88)

不交付団体における
平均水準をこえる必
要経費

合

　　　　　　　

計

　　

59

　　　

59

3.724

　

2,516

　

一般財源等内訳（地方税

　　　　　　　　　

d12、地方交付税808、地

　　　　　　　　　

その他２）

1､689、地方譲与税
方債109、雑収入20、

　

（注）増減事由欄の（

　

）は，一般財源等の増減額を示す。

二

　

財政運営の状況

　

（－）予算の状況

　　

１

　

予算規模

　　　　

昭和37年９月末現在における地方公共団体の普通会計予算総額は２兆

　　　

9,463億円（前年同期２兆4,150億円）で，前年同期と比べると5,313億
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区

円、22.0%の増加である。

　

これを都道府県および市町村に分けるとっぎのとおりで、市町村の増

加率が都道府県の増加率を上回っている。

分

都道府県

市

　

町

　

村

合

　　　　

計

　　

予

　　

算

　　

額

　　

予算額構成比

　

増減額構成比

37年度

　

36年度

　

増減額

　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　

億円

　　

億円

17,911

　

14,818

11,552

　

9,332

29,463

　

24,150

　

増減率

37

　　

36

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

3,093

　

60.8

　

61.4

　

58.2

　

66.7

　

20,9

　

27.6

2.220

　

39.2

　

38.6

　

41.8

　

33.3

　

23.8

　

20.7

5,313

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

22.0

　

24.9

毎年度の９月末現計予算額の推移は、第28図のとおりである。

第28図

　

現計予算額の推移

35 ３６
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歳入の内容

　　

歳人予算の内訳はっぎのとおりで、前年度の９月末現計予算と比べる

　

と一般財源の増加が鈍化し、地方債の増加が目立っている。
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区 分

地

　

方

　

税

区

　　

予

37年度

-

　

億円

9,605

　

317

4,362

14, 284

　　

算

　　

額

36年度

　

増減額

　

億円

　　

億円

　

8,130

　

1,475

　　

414

　

4

　

97

　

3,519

　　

843

12,063

　

2,221

０

　

２

　

１

　

７

　

６

　

１

８

　

０

　

７

　

３

　

５

　

４

６

　

７

　

３
９

　

２

　

１

ｉ
ｎ

ｒ
-
i
　
　
　
C
Ｏ

２

　

４

　

９

　

７

　

５

　

２

３

　

７

　

２

　

８

　

８

　

７

１

　

７

　

５

　

０

　

７

　

８

７

　
　
　
　

１

　

１

　

３

29， 463 24， 150

２

　

２

　

８

　

０
９

　

１
３

５

　

７

　

５

　

５

　

２

　

３
１

４

　
　

１

　

１

　

５

　

７
３

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

i
n

予算額構成比

　

37

　　

36

　

％

32,6

　

1.1

14.8

48 5

24.2

６

　

８

　

７

　

１

　

１
０

２

　

１
３

　

６
３
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増減額構成比

　

37

　　

36

　

％

　　

％

33.7

　

27.7

　

1.7△l.8

14,6

　

15.9

50.0

　

41.8

23,5

　

27.3
４

　

０
只
）
０

１

　

Ｃ
Ｏ

Ｃ
<
i

C
>

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

Ｏ
>
　
　
　
l
o

　
　
e
n
　
　
　
Ｃ
Ｍ

Ｃ
Ｏ
　
　
　
1
-
I
　
　
　
C
O
　
　
　
i
ｎ

　

13.0

100.0

　

13.7

100.0

増減率

37

　　

36

　

％

　　

％

33.9

　

18.1

　

1.8△23.5

16.8

　

24.0

52.5

　

18.4

　

20.0

　　

14

　　

2.7

　　

6.7

　　

3.7

　

13.0

100.0

25.6

10.3

42.6

16 0

42.1

23.3

22.0

　　

％

25.1

27 2

29 8

26 5

20 4

10.6

54 0

52.3

16.6

24.7

24.9

３

　

歳出の内容

　

（1）目的別歳出の内容

　　　

目的別歳出予算の内訳はつぎのとおりで、前年度の９月末現計予算

　　

と比べると庁費、保健衛生費および産業経済費の増加が著しい。

庁

警察消防

土

　

木

分

費
費
費

教

　

育

　

費

社会及び労働
施設費

保健衛生費

産業経済費

　　　

予

　　

算

37年度

　

36年度

　

億円

3,586

1,473

5,810

7,640

3,061

1,171

3,420

　

億円

2,816

1,255

4,600

6,336

2,601

　　

733

2,683

諸支出金

　　

787

　　

631

公

　

債

　

費

　

1,113

　

1,252
度繰上充年

金
前
用
そ
合 他

計
の

　　

91

　

1,311

29,463

　

1

24

　

額

増減額

一

　

億円

　　

770

　　

218

　

1,210

　

1,304

　　

460

　　

438

　　

737

　　

156

△

　

139

101

　

ａ

142

予算額構成比

　

37

　　

36

150

　　

％

　

12.1

　

5.0

19,7

25.9

10 4

　

4.0

11.6

　

2.7

　

3.8

　

３

　

５

０

　

4

1
0
6
9

　

１

5.313 100.0
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増減額構成比

　

37

　　

36

増減率

37

　　

36

　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

ｎ.7

　

14.5

　　

8.７　27.3

　

17.6

　

5.2

　　

4.1

　　

4.0

　

17.3

　

18.2

19.0

　

22.8

　

23.1

　

26.3

　

31.9

26.2

　

24.5

　

24.5

　

20.6

　

22.8

10.8

　　

8．7　13.0

　

17.7

　

31.8

　

3.0

　

8.2

　

3.9 59.7 34.0

n.1

　

13.9

　

9.5 27.5 205

2.6

　

2.9

　

2.8 24.7 270

5.2△

　

2.6

　　

3.8△Ｈ.1

　

173

0.4△

　

0.2ム

　

0.4△9.3△15 2

4.8

　　

3.2

　　

7.1

　

14.6

　

42.0

100.0 100.0

　

100.0

　

22.0

　

24.9

地方譲与税

地方交付税

小

　　　　

計

国庫支出金

使用料、手数
料

繰

　

入

　

金

繰

　

越

　

金

地

　

方

　

債

そ

　

の

　

他

合

　　　　

計



区

（2）性質別歳出の内容

　　

性質別歳出予算の内訳はつぎのとおりで、前年度の９月末現計予算

　

と比べると災害復旧事業費、出資金および貸付金の増加が著しい。

分

人

　　

件

　　

費

物

　　

件

　　

費

維持補修費

扶助費､補助費等

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費

費
金
金
金
金

債
立
資
付
出

公
積
出
貸
繰

前年度繰上充用
金

　　

予

37年度

一

　

億円

　

9,370

　

2,217

　

527

2,608

9,599

1,619

　

565

1,113

　

142

　

122

　

985

　

454

　

91

　

算

　　

額

36年度

　

増減額

　　

億円

　　

億円

　

7,856

　

1,514

　

1,937

　　

280

　　

433

　　　

94

　

2,127

　　

481

　

7,385

　

2,214

　

1,246

　　

373

　　

499

　　　

66

　

1,252

　

△

　

139

　　

144

　

△

　　

2

予

　　

備

　　

費

　　　

51

合

　　　　　

計

　

29,463

6
2
7
0
4
3
6
0
1
0
1
4
6

24,150

(二)

　

１

乙

6
2
2
8
1
9
4
1
0

調

　

収

　　

5

5,313

予算額構成比増減額構成比増減率

　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　

37

　　

36

　　

％

　　

％

31.8

　

32.5

　

7.5

　

8.0

　

1.8

　

1.8

　

8.9

　

8.8

32.6

　

30.6

　

5.5

　

5.2

　

1.9

　

2.1

　

3.8

　

5.2

　

0.5

　

0.6

　

0.4

　

0.2

　

3.3

　

2.9

　

1.5

　

1.5

　

0.3

　

0.4

　

0.2

　

0.2

100.0 100.0

　　

％

　　

％

　　

％

28.5

　

26.6

　

19.3

　

5.3

　

6.8

　

14.5

　

!.8

　

1.8

　

21.7

　

90

　

9.4

　

22.7

41.7

　

41.5

　

30.0

　

7.0

　

12

a 2.6
a00

　

12

　

5.3

　

1.7

△0.2

　

0.1

100.0

　

％

19.4

20.4

25.6

27.0･

37.0･

　

0.2

　

29.9

　

0.8

　

1.2

　

13.1

　

13.4

　

3.8△11.1 17.3'

　

13△16

　

72.9'

　

0.5 104.9　58. 3'

　

4.3

　

40.0

　

41.5

　

2.9

　

25.9

　

63.6

△0.4△9.3 a15.2

　

0.1

　

10.9

　

12.9'

100.0

　

22.0

　

24.9

　

歳入の状況

　

地方税の収入状況

（1）道府県税

　　

昭和37年度の道府県税の収入見込額は4,616億円（前年度対比26.6-

　

％増加）であるが、12月末現在の徴収状況はつぎのとおりで、収入済

　

額について前年同期と比べると577億円、18.2%増加している。

区 分

　　　　　

定

　　　　　　

額(Ａ)

(対前年同期比増減率

　

％)

　　　

入

　　　　

済

　　　　

額(Ｂ)

(対前年同期比増減率

　

％)

　　　

(Ｂ)／(Ａ)

　　　　　

(％)

財政計画(国当初予算)収入見込額(Ｃ)
(Ｂ)/(Ｃ) (％)

　

道府

37

　

年
12月末

~

　

億円

4.665

　

19 3
3,739

　

18 2

　

80 2

4.616

　

81.0

県税

36

　

年
12月末

　

億円

　

3､918

　

26 4

　

3.162

　

25 5

　

811

　

3.646

　

86.7

国

‰淫

一

　

億円

15,896

　　

81

　　　　

－

20,733

　　

76.7

税
該

　

６
２

　

Ｃ
Ｏ
ｒ
Ｈ

億円

14,700

　

25.2

　　　　

－

17,073

　

86.1

－118－



調

　
　

収

　

道府県税のうち法人関係分（道府県民税法人分および事業税法人

分）徴収状況はつぎのとおりで、収入済額において268億円、14.2%

増加している。

区 分

　　　　　

定

　　　　　　

額

(対前年同期比増減率

　　　

入

　　　

済

　　　　

額

　

(対前年同期比増減率

　　　　

(Ｂ)／(Ａ)

財政計画(国当初予算)収入見込額

　　　　

(Ｂ)／(Ｃ)

道府県税法人関係分

37

　

年

　　

36

　

年
12月末

　　

12月末

億円

　　　

億円

川
勾
引
ハ
の
殉
ｏ
伺

く
％
ぐ
％
ぐ
ぐ
ぐ

2,570

　

12.9

2,149

　

14.2

　

83.6

2,488

　

86.4

2,277

　

28.3

1,881

　

25.7

　

82.6

2,053

　

91.6

　

法

　

人

37

　

年
12月末

　

億円

5,914

　

118

　　

－

7,000

　

84.5

　

税

36

　

年
12月末

　

億円

調

　
　

収

5,290

　

25.4

　　　

－

5,782

　

91.5

（2）市町村税

　　

昭和37年度の市町村税の収入見込額は4,693億円（前年度対比18.1

　

％増加）であるが、９月末現在の徴収状況はつぎのとおりで、前年同

　

期と比べると調定額において630億円、15.3%、収入済額において292

　

億円、13.9%増加している。

区

定

分

額

(対前年同期比増減率

入 済

ｊは
一
殉

額（

(対前年同期比増減率

　　　

(Ｂ)／(Ａ)

Ｂ）

殉
殉

　

ぐ

財政計画(国当初予算)収入見込額(Ｃ)

(Ｂ)/(Ｃ) (％)

市 町

年
末

‰

　

億円

4,741

　

15.3

2､393

　

13.9

　

50.5

4,693

　

51.0
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村税

36

　

年

　

9月末

　

億円

　　　

億円

4,111

　　　　

－

　

13.5

　　　　

－

2,101

　　

10,543

　

15.8

　

51.1

3,973

　

52.9

9.1

20,733

　

50.9

億円

　　　

－

9,668

　

27.6

17,073

　　

56.6



区

　

市町村税のうち市町村民税個人所得割については、課税方式が従来

の５方式（第１課税方式、第２課税方式本文、第２課税方式但書、第３課税方

式本文および第３課税方式但書）から２方式（本文方式およびただし書方式）

に統一されたが、昭和37年度の課税状況を課税方式別に前年度と比べ

ると、つぎのとおりである。

分

第１課税方式

　　

(構成比

　

％)

第２課税方式本文

　　

(構成比

　

％)

第２課税方式但書

　　

(構成比

　

％)

第３課税方式本文

　　

(構成比

　

％)

第３課税方式但書

　　

(構成比

　

％)

　

採用市町村数

37年度

　　

36年度

一

　

団体

　　　

団体

　　

－

　　　

476

　　

－

　

(13. 7)

　

628

　　　　

65

(18. 2)　(1.9)

2,831

　　

2,798

(81. 8) (80. 6)

　　

－

　　　　

10

　　

－

　　

（0.3）

　　

－

　　　

118

　　

－

　

(3,4)

　　　

－

　　　　

5

　　　　　　　

(0.1)

　

3,459

　　

3,472
（100.0）（100.0）

　　

納税義務者

37年度

　　

36年度

千人

9,855

(58.4)

7,008

(41. 6)

　　　　

－

　　　　

－

16,863

(100.0)

　

千人

　

7,659

(49, 4)

　　

581

　

(3.8)

　

6,986

(45.1)

　　

50

　

(0.3)

　

219

(1.4)

15,495
(100.0)

調

　

定

37年度

一

億円

ヽ759

(64.4)

・

　

420

(35. 6)

　　　

－

　

額

36年度

-

　

'億円

　

461

(53.1)

　　

40･

(4.7)

　

351

(40.4)

　　

4

(0.5)

　

ｎ

(1.3)

　

1,179

　　　

867
(100.0)(10().0)

２

　

地方交付税の交付状況

　　

昭和37年度の地方交付税の総額は臨時地方特別交付金の精算分を含め

　

て4,581億円で、このうち普通交付税は4,304億円(94. 0%)、特別交付

　

税は臨時地方特別交付金を含めて277億円(6.0%)である。

　　

普通交付税の算定に当ってば前年度に引き続き投資的経費の充実かよ

　

び財政力の貧困な団体における基準財政需要額の引き上げに重点をお

　

き、公共投資の拡充と地域格差の是正に意を用いたほか、地方財政の一

　

層の健全化と財政秩序の確立を図るため税外負担の解消の促進および高

　

等学校生徒急増対策にも重点がおかれた。

　　

その後、人事院勧告に基づく給与改定等の財源措置として再度（第1

　　　　　　　　　　　　　　

－120－

不均一課税

　

(構成比

　

％)

合

　　　　　

計



区

次156億円，第２次237億円，合計393億円）にわたり国の補正予算が組

まれ，地方交付税の総額は4,974億円となったが，このうち］｡00億円を

昭和38年度に繰り越すことが予定されているので，昭和37年度中に交付

される地方交付税の額は4,874億円（うち普通交付税4,559億円，特別交付税

315億円）と見込まれる。

　

普通交付税の配分結果は，つぎのとおりである。

分

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　

うち財源不足団体分

基

　

準

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　

うち財源不足団体分

財

　　

源

　　

超

　　

過

　　

額

　　

(不交

　

付団体数)

財

　　

源

　　

不

　　

足

　　

額

　　

(交

　

付

　

団

　

体

　

数)

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　

額

道府県

　

億円

7,016

5,444

4,431

７

　

２

　

χ
ノ

　

７

　

ｊ

　

７

２

　

３

　

４

　

１

　

２

　

１

３

　

５

　

ぐ

　

１

　

４

　

１

２

　
　
　
　
　

３

　
　
　

３

市町村

　

億円

　

4,568

　

3,329

　

3,231

　

1,887

　　

105

　

(172)

　

1.442

(3,289)

　

1.442

合

　

計

　　

億円

11.584

　

8,773

　

7,662

　

4,214

　　　

637

　　

(176)

　

4.559

(3,331)

　

4.559

３

　

地方債の許可状況

　　

昭和37年度の地方債は当初計画では一般会計債720億円、直轄事業債

　

130億円、準公営企業債464億円、公営企業債961億円、特別地方債175億

　

円、合計2,450億円（うち普通会計分879億円）であった。このうち一般

　

会計債については新たに辺地の公共的施設の整備のため辺地対策事業債

　　

（10億円）の枠が設けられた。

　　

その後高等学校施設整備事業のために60億円、災害復旧事業のために

　

63億円、固定資産税減収補てん債２億円の修正計画が組まれ､総額2,575

　

億円となった。

　　

昭和38年１月末現在の地方債の許可状況は、つぎのとおりである。
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-

直
準
公
特
合

区

般
轄
公
営
別

営

計
業

会
事

企 業

業
方

企
地

分

債
債
債
債
債
計

(枠

　　　　　　　　

外)

公有林整備事業債

高校整備用地債

消防施設整備事業

電

　

力

　

出

　

資

　

金

母

　

子

　

福

　

祉

　

資

　

金

　

合

総

(三)

　

１

計

　

計

計画額

円
5
3
0
6
4
6
1
7
5
7
5

　

c
＾
　
　
ｏ
ｏ
"

億
8
　
1
1
4
9
1
2
　
５

　

Ｇ
Ｇ

　　　

－

　　　

一

瑠ﾑ

許可額

　
　

０
７

　

６

　

５

　

５
３

円
５
１

　

６

　

５

　

７

　

６

億
７
１

　

４

　

９

　

１

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
　

1
2

　

一

2
3
3
6
３
7
4

2,537

　　

資

　

金

　

内

　

訳

政府資金

　　

公募資金

　

８
７

　

４

　

２

円
7
1
0
2

億
6
1
2
5

　

175

1,696

-

-

　　　

－

1.696

億円

　

72

回
一

７

　
　

り
乙

　

一

６

　
　

１

７

2
3
3
3
３
7
4

841

　

歳出の状況

　

給与改定の状況

　

昭和37年度においては昭和36年12月14日の人事院勧告（暫定手当の引

き上げ）および昭和37年８月10日の人事院勧告（初任給の引き上げ、中

位の等級以下の俸給の合理的改善および期末、勤勉手当の0.3ヵ月分増

加等）に基づいて、地方公務員についても10月１日より給与改訂が行な

われることとなった。

　

このための所要額は410億円（うち国庫支出金

82億円、一般財源328億円）と見込まれるが、一般財源については補正

予算に伴う地方交付税の増加(230億円）のほか、退職年金制度実施の

２ヵ月延伸に伴う不用額（41億円）および税収入の増加等をもって充て

られることとされた。

２

　

現年発生災害の状況

　　

昭和37年度においては比較的災害の発生が少なく主なものとしては７

　

月の豪雨水害、台風７号および台風９号のほか、38年１月の豪雪災害が
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あった。

３

　

高等学校生徒急増対策

　　

高等学校の生徒については、中学校卒業者の増加および入学率の上昇

　

により昭和40年度においてピークに達し、校舎の不足が予想されるの

　

で、この計画的整備のため、つぎのような高等学校（公立）生徒急増対

　

策（昭和37年１月26日閣議了解）が定められた。その後、入学率見込み

　

の増加および建築単価、構造比率のアップによってこの計画も改定され

　

たが、その状況はっぎのとおりである（昭和38年１月22日閣議了解）。

区 分

総

　　

事

　　

業

　　

量

　

一般校舎および屋体

　

工業高校産業教育施設

　

合

　　　　　　　　　

計

総

　　

事

　　　

業

　　　

費

　

一般校舎および屋体

　

一

　　

般

　　

設

　　

備

　

工業高校産業教育施設

　

工業高校産業教育設備

　

合

　　　　　　　　　

計

年

　　　

次

　　　

計

　　　

画
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年

　

度

3
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3
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3
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4
0

当初計画

坪

　

6
7
1
8
8
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万

　
　
　
　
　

Ｑ
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Ｃ
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O
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Ｃ
Ｏ

ｈ
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3
6
3
8
6
5
5

円

　

4
8
5
4
7
4
4
6
3
1

億

　
　
　

１
１
１

改定計画

坪

　

7
0
2
0
9
0

万

匹

　

4
5
4
3
8
1
0
4
8
6
6
8
2

円

　

4
8
1
2
1
2
7
2
3
8

億

　
　
　

２
２
１

比

　

較
一

万坪

e
ｎ

　
<
M

一
億円

85

　

6

2
1
1
7129

一

億円

0
5
8

3
8
2
6７

　

このうち、昭和37年度においては一般校舎24万坪、屋体１万坪および

産業教育施設３万坪の整備のため212億円（財源は国庫支出金13億円、

地方債108億円および地方交付税91億円を見込んでいる｡）を支出する計

　　　　　　　　　　　　　

―123 ―



　　　

画であるが、このほか用地費分として48億円の枠外債を予定している。

三

　

財政再建団体の状況

　

（－）財政再建団体の数

　　

昭和29年度の赤字団体（34府県、2,247市町村）のうち、財政再建団体と

　

たったものは18府県、570市町村であった。その後、財政再建の完了および

　

町村合併の進行により再建団体数が減少する反面、昭和30年度以降の赤字団

　

体で財政の再建を行なう準用団体が加わった結果、昭和37年４月１日現在の

　

団体数および昭和37年度中の再建完了団体等の見込は、つぎのとおりとなっ

　

札

区 分

37年４月
１日現在

　　　　　　　　　　　　

県

　

市町村

　

県

　

市町村

　　　　　　　　　　　　

団体

　　

団体

　

団体

　　

団体

再建法

　

全部適用団体

　　

8

　　

196

　　

5

　　

64

一部適用団体

　

準

合

用

　

団

　

体

　　　　

計

２

1
2
2
3
2
0

1

　

９

-

Ｉ

　

｛
０

-

2
3
8
7

38年４月１日
現在（見込）

団体

-

o
i
　
　
　
ａ
i

　

県

　

市町村

団体

　　

団体

　　

3

　　

132

　　

－

　　　

2

一

　

３

1
0
8
2
4
2

（注）37年度中完了見込の県は宮城県、福島県、新潟県、山梨県、鹿児島県（以上全部

　

適用団体）および和歌山県（準用団体）で、38年４月１日現在の県は秋田県（38年度

　

完了）､佐賀県（39年度完了）および徳島県（40年度完了）である。

（二）財政再建債等の状況

　　

昭和37年度中の歳入欠かん補てん債の償還見込額は県分７億円、市町村

　

分25億円、合計32億円である。この結果、昭和37年度末の未償還額は県分

　

15億円、市町村分18億円、合計33億円となり、当初借入額423億円に対し

　

92ユ％、390億円を償還したことになる。

　　

また、昭和37年度における財政再建債の利子補給金交付金は２億円であ

　

る。
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四

　

地方財務会計制度の改革に関する答申および地方制度調査会の答申

　

１

　

地方財務会計制度の改革に関する答申

　　　

地方財務会計制度の改革については昭和34年４月自治庁の附属機関とし

　　

て地方財務会計制度調査会が設けられ、以後２年有半にわたり慎重に調査

　　

審議を重ねた結果、昭和37年３月23日｢地方財務会計制度の改革に関する

　　

答申｣が調査会より自治大臣あて提出された。

　　　

この答申は、(1)公会計の特質を考慮しつつ、地方公共団体の財務会計制

　　

度を一般に納得されやすい会計制度として確立すること。(2)財務会計制度

　　

の合理化をはかること。(3)地方公共団体の自主性、自律制を尊重するこ

　　

と。(4)地方公共団体の実態に応じて、漸進的に改革を行なうこと。(5)国の

　　

財務会計制度と地方公共団体の財務会計制度との間に合理的な関係が樹立

　　

されるよう、双方の制度に必要な調整を行なうことをもって基本的な考え

　　

方とし、具体的には、(1)予算、決算および会計(2)財産(3)組織(4)監督の各部

　　

門別に改正の大綱を記している。

　

２

　

地方制度調査会の答申

　　　

昭和36年10月18日に発足した第８次地方制度調査会は約１年間にわたり

　　

慎重審議の結果、昭和37年10月１日にっぎの答申を内閣総理大臣あて提出

　　

した。

　　　　

｢地方財政に関する当面の措置についての答申｣

　　　　

｢地方開発都市に関する答申｣

　　　　

｢首都制度当面の改革に関する答申｣

　　　

このうち｢地方財政に関する当面の措置についての答申｣は､特に国､地方

　　

公共団体間の行政事務の合理的な配分と、これに対応した適正な経費負担

　　

区分の制度について検討の結果と、これに基づく今後の検討の方向を示し、

　　

当面､地方財政の健全な運営を確保するため、(1)国､地方公共団体間の財政

　　

秩序の適正化(2)国庫負担基本額の改善(3)公共施設の近代化のための改善措

　　

置(4)大規模公共事業にかかる国庫負担金の継続費的運用(5)地方公共団体相

　　

互間の財政秩序の適正化について、それぞれ措置すべき点を記している。
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第三 昭和38年度の地方財政計画

昭和38年度地方財政の運用方針

昭和38年度の国の予算編成に当っては、「昭和38年度の経済見通しと経済

運営の基本的態度」にのっとり、通貨価値の安定と国際収支の均衡に留意し

つつ、経済の正常な発展に資することを目途とし、

（1）健全均衡是正の方針を堅持するとともに、財政投融資においては、政府

　

資金・民間資金を通じ、その活用について積極的に配意すること。

（2）将来にわたる国力発展の基盤を充実するため、輸出力の増大を第一義と

　

し、社会資本の充実、産業基盤の強化に努める等、引き続き重要施策を着

　

実に推進することに重点をおき、経費および資金を効率的に配分、運用す

　

ること。

をもって財政運営の基本方針とされた。

　

このような国の財政運営に関する基本方針を背景として、昭和38年度の地。

方財政計画の策定に当っては、つぎのような基本方針がとられた。

（1）地方税負担の軽減合理化を図るとともに、電気ガス税の減税に伴う地方

　

の減収を補てんするため、たばこ専売益金の委譲により市町村たばこ消費

　

税の税率を引き上げること。

（2）国民生活水準の向上と産業経済の発達に即応し得るよう環境衛生施設、

　

文教施設、産業関連施設および国土保全施設等の整備を促進するため、公

　

共投資にかかる財源を充実するとともに地方債資金の増額を行なうこと。

（3）新産業都市の建設その他の地域開発を促進するとともに、地域格差の是

　

正をさらに進めるため、引き続き財政力の貧弱な地方公共団体の財源を充

　

実して、その行政水準の向上を期するとともに、辺地における公共的施設

　

の整備を促進すること。

（4）地方財政の秩序を確立するため、地方公共団体間の負担関係の適正化を

　

期する。なお、地方公営企業にあっては、その拡充を図るため、地方債資

　

金を増額するとともに、地方の計画的開発と既成都市の再開発を促進する
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ため、新たに地方債計画中に地域開発事業債を設け、所要の資金を確保す

　　

ること。

二

　

地方財政計画の概要

　

（－）地方財政計画の概要

　　　

昭和38年度の地方財政計画の規模は２兆6,336億円（前年度２兆2,850億

　　

円）で、前年度と比べると、3,486億円、15.3%の増加である。

　　　

地方財政計画の内訳は、つぎのとおりである。

区 分
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一般行政経費
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債

　　

費
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地方財政計画額の推移は、第29図のとおりである。
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（二）地方税の収入見込

　　

昭和38年度の地方税の収入見込額は１兆582億円（前年度9,309億円）

　

で、前年度と比べると1,273億円、13.7%の増加である。

　　

昭和38年度においては地方税負担の軽減合理化を図るため、電気ガス税

　

を中心に69億円の減税を行なうとともにたばこ専売益金の地方委譲により

　

市町村たばこ消費税の税率を引き上げる見込みであるが、その概況はつぎ

　

のとおりである。

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　

道府県税

　　　　

市町村税

　　　　

合

　　

計

昭和37年度当初収入見込額(Ａ)

自

　　

然

　

増

　

収

　

額(Ｂ)

　　　　

(Ｂ)／(Ａ)

　　　

(％)

　

(前

　　　　　

年

　　　　　

度)

税制改正による増減額(Ｃ)

昭和38年度収入見込額

　　

(Ａ)十(Ｂ)十(Ｃ)

　　

(Ｄ)

増

　　　

減

　　　

額(Ｄ)－(Ａ)

△

　

億円

4,616

　

635

　

13.8

　

24 7

　　

11

5,240

　　

624

△

区

　

億円

4,693

　

654

　

13.9

　

20 3

　　　

5

5,342

　

649

昭和38年度の税目別収入見込額は、つぎのとおりである。
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税

　

小

　

計

市

　

計

　

画

　

税

の他目的税

的

　

税

　

小

　

計

　　　　　　

計

1,840

2,233

　

538

　

458

　

126

5,195

５

　

２

　

７

1
3

　

Ｉ

　

1
4

5,342

１

１

４

　

O
O

Ｃ
Ｍ

C
M

　
　
　
　
　
　
　

i
n

l
o

　

△

　

△

　
　
　
　

△

９ ９

　

１

　

８

　

８

　
　
　

^

L
O

Ｃ
Ｏ

Ｌ
Ｏ

O
5

"
^

"
＾

　

107

4,563

　

121

△ ６

　　

9

　　　

－

　

130

　　　

－

4,693

　

△

　　

6

2
4
1
2
7
2
8
0
2
0
1
9
6
3
2
1
4
1
-
Ｈ
7
6
4
9

4
5

　

7
4

　

2
8

　

7
2

　

1
9

　

3
8

　

1
4

　

３

　

1
7

　

5
5

15.1

13.9

17.4

　

4.5

17 4

13.9

11.8

26 0

12.9

13.8

29.5

119

26.3

　

5.4

15.5

18 3

12 4

13.3

12.5

18.1

（三）地方譲与税の収入見込

　　

昭和38年度の地方譲与税の収入見込額は358億円（前年度312億円）で、

　

前年度と比べると46億円、几7％の増加である。

　　

地方譲与税の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

地方道路譲与税

特別とん譲与税

合

　　　　　　　

計

収入見込額

38年度

円

　

５

　

３

　
　

８

億

　

3
4

　

Ｉ

　
　

3
5

37年度

匹
3
0
0
1
2

　

3
1
2

増減額

皿
4
5
。

　

4
6

増

38

　　

％

15.0

　

8.3

14.7

減 率

37

　　　

％

　

19.5

　

11.6

(19.3)

△26.4

（注）37年度増減率の（

　

）は、入場譲与税を除いたものである。

（四）地方交付税の積算基礎

　　

昭和38年度の地方交付税は5,503億円（前年度4,581億円）で、前年度と

　

比べると922億円、20.1%の増加である。

　　

昭和38年度の地方交付税の積算基礎は、つぎのとおりである。
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区

国

　　

税

　　

三

地

　

方

　

交

　

付

　　

r(A)x28.9%

　　

L精

　　　　　

算

分

ｊ
ｊ

　

分

Ａ
Ｂ

ぐ
ぐ

税
税

臨時地方特別交付金精算分(Ｃ)

前年度からの繰越分(Ｄ)

合

　　　　

計(Ｂ)十(Ｃ)十(Ｄ)

38年度

一

　

億円

17,006

5,398

５

　

３

　

５
０

　

３

１

　

８

　
　

０

　

０

Ｃ
Ｔ
)

^

T
-
Ｈ

1
０

4

　
　
　
　
　
　

５

37年度

一

　

億円

14,903

4,480

3
0
7
1
7
3
ご

’

5
8
1

増減額

一

　

億円

2.103
８

　

８

　

０

１

　

０

　

１

Ｑ
１

t
Ｄ

Ｃ
Ｏ

３
１

922

（注）昭和37年度の地方交付税の最終計画額は4,875億円である。

（五）地方債計画

　　

昭和38年度の地方債計画の総額は3,150億円（前年度2,450億円）で、前

　

年度と比べると700億円、28.6%の増加である。

　　

昭和38年度の地方債計画の内訳はつぎのとおりであるが、準公営企業

　

債のうちに新たに地域開発事業債(429億円、前年度該当分287億円）の枠

　

を設け、地方の計画的開発と既成都市の再開発を促進することとしてい

　

る。

区

一

　　　　　

分

　　

計

　

画

　

額

　　　　　　　　

38年度

　

37年度

　　　　　　　　　

億円

　　

億円

般会計債

　　

800

　

720

直轄事業債

　　

130

準公営企業債

　　

759

公営企業債

　

1.261

特別地方債

　　

200

合

　　　　　　

計

　

3,150

政

　
　

公

－
、資

金
内
訳

1 3 0
心

　 　 　

　　

961

　　

175

2.450

増減額

　

構成比

　　　　　　

38

　　

37

　　

38

　　

37

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　　

80

　

25.4

　

29.4

　

11.4

　

30.0

　　　

0

　

4.1

　

5.3

　

0.0△6.7

　　

295

　

24.1

　

18.9

　

42.1

　

27.6

　　

300

　

40.0

　

39.2

　

42.9

　

41.3

　　　

25

　

6.4

　

7.2

　

3.6

　

7.8

　　

700 100.0 100.0 100.0 100.0

増減率

38

　

37

　

％

　　

％

11､1 231

0.0△18.7

63.6

　

36.5

31.2

　

24.0

14.3

　

25.0

28.6

　

22.5

府資金

　

2,033

　

1､779

　

254 64.5 72.7 36.3 50.9 14,3 k8

募資金

　

1,117

　

671

　

446 35.5 27.3 63.7 49.1 66.5 49.1

（注）１

　

昭和37年度の地方債の昭和38年１月31日現在における修正計画額は2,530億円

　　　

である。

　　

２

　

昭和38年度には外債分162億円か合まれており，これに対応する昭和37年度の

　　　

外債分として90億円(2,450億円の外）がある。
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このうち、地方財政計画の歳入に掲げられるものは、一般会計債および

　

直轄事業債の930億円（前年度850億円）、特別地方債の一部60億円（前年

　

度29億円）および地域開発事業債７億円（前年度なし）の合計997億円

　　

（前年度879億円）で、前年度と比べると118億円、13.4%の増加である。

（六）歳出の増減状況

　　

昭和38年度の地方財政計画の規模は前年度と比べると3,486億円増加で

　

あるが、歳出の主なものの増減状況は、つぎのとおりである。

科 目

給与関係経費

　

給

　　

与

　　

費

増
額

　

総

　

億円

1,381

1､395

減

　

額

　

一般財源等

　　

億円

　　

1,119

増 減 事 由

億円

1,133 /人事院勧告等に基づく増　　1,118(905)

　　　　

人員増に基づく増

　　　　　　

79( 76)

　　　　

|退職年金制度実施に基づく増

　

194(148)

　　　　

，そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　

4（

　

4）

　

恩給および退隠料

　

△

　

14

　　

△

　

14

一般行政経費

　　

755

　　　

345

　

賢哲門台

　

613

　　　　

203

　

国庫補助負担金を

　

伴わないもの

公

　　　

債

　　　

費

維

　

持

　

補

　

修

　

費

投

　

資

　

的

　

経

　

費

直轄事業負担金
国庫補助負担金を
伴うもの

　

国庫補助負担金を

　

伴わないもの

合

　　　　　　　

計

生活保護費

　　　　　

139( 28)
結核医療費

　　　　　

107( 26)
児童保護費

　　　　　　

39( 9)

精神衛生費

　　　　　　

29( 6)
中小企業近代化促進費

　　　　

34( 17)

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

265(117)

　

142

　　

91

　　

60

1,199

　　

68

　

741

　

390

3,486

　
　
　
　
　

設
旧
策
設
旧

　
　
　
　
　

建
復
対
建
復

　
　
　
　
　

通
害
業
通
害

　
　
　
　
　

普
災
失
普
災

　
　
　
　
　

ｌ
ｆ

4
2

　

8
7
6
0
3
6
6
8
7
8

　
　

9
0

１

　
　
　
　

８

　
　

３

　
　

３

2,447

　

税
税
税
債
等
入

訳

　

与
付

　

｀

四
方
譲
交
方
料
収

源

　

方
方

　

用

七
地
地
地
地
使
雑

（注）増減事由欄の（

　

）は、一般財源等の増減額を示す。
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第四

　

昭和36年度の地方公営事業の状況

　

地方公営企業

（－）地方公営企業の概況

　

１

　

概

　　

要

　　

（1）地方公営企業の種類

　　　　

地方公営企業には、つぎの２種類がある。

　　　

Cア）その企業の経営に伴う収入をもって建設、管理に要する経費をま

　　　　

かなわなければならない事業………上水道事業、工業用水道事業、

　　　　

軌道事業、地方鉄道事業、自動車運送事業、電気事業、ガス事業

　　　　　

（以下、これらをF公営企業）という｡）

　　　

（ｲ）主としてその経費をその事業の経営に伴う収入をもって充てる事

　　　　

業……簡易水道事業、港湾整備事業（埋立事業ならびに荷役磯械、

　　　　

上屋、倉庫および船舶の離着岸を補助するための船舶を使用させる

　　　　

事業に限る｡）、病院事業、市場事業、と畜場事業、観光施設事業、

　　　　

宅地造成事業、下水道事業等（以下、これらを「準公営企業」とい

　　　　

う｡）

　　

（2）事業数

　　　

Cア）総

　　

数

　　　　　

昭和36年度末の地方公営企業の事業総数は5,155で、前年度末に

　　　　

比べると384事業、8.0％増加した。その内訳は、つぎのとおりであ

　　　　

る。

区 分

公

　

営

　

企

　

業

準公営企業

　　

計

36年度

一

　

事業

1,325

3,830

5,155

35年度

一

　

事業

1.246

3,525

4,７７1

増減数

　
　

Q
1

L
O

ｒ
f

業
７
０
８

　
　
　
　

り
Ｏ

C
O

事
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ｊ・≒

　　

増減率

　

％

25 7

74.3

100.0

　　

％

　

26 1

　

73.9

100.0

　

％

63

8.7

8.0



　　

（ｲ）経営主体別内訳

　　　　

経営主体別は、都道府県営181 (3.5%)、大都市営52（1.0％）、

　　　

市営1,834 (35.6%)、町村営:2,854 (55.4%)、一部事務組合営234

　　　

(4.5%)である。

　

（3）法適用状況

　　　

地方公営企業を地方公営企業法（以下F法j

　

という｡）の適用の有無

　　

によって分けると、法の適用をうけている企業（以下「法適用企業」

　　

という｡）は、642 (12.5%)、法の適用をうけていない企業（以下「法

　　

非適用企業」という｡）は4,513 (87.5%)で、前年度末に比べると法

　　　

適用企業は240増加した。

　　　

法適用企業の事業別内訳は、水道事業325、工業用水道事業27、交

　　

通事業84、電気事業31、ガス事業38、病院事業68、下水道事業16、

　　

その他の事業53である。

　

（4）主要な公益事業において地方公営企業の占める地位

　　　

地方公営企業の業種は多岐にわたっており、住民の福祉に密接な関’

　　

係のある公益事業において高い地位を占めているが、その状況は、つ

　　

ぎのとおりである。

　　

（ア）上水道事業は、事業数1,035のうち民営７を除いた1,028が公言

　　　

である。

　　

（ｲ）工業用水道服業は、すべて公営である。

　　

（ウ）電車事業では、公営の乗車人員（23億人）は民営を含めた全乗

　　　

車人員（77億８千万人）の29.6%を占める。

　　

に）バス事業では、公営の乗車人員（19億１千万人）は民営を含めた

　　　

全乗車人員（70億３千万人）の27.2%を占める。

　　

剛

　

病院事業では、病院数(1,096)は全国病院数(6,265)の17.5%

　　　

であり、病床数（15万７干床）は全国病床数（72万３千床）の21.7

　　　

％である。

２

　

財

　　

務

　

（1）決算規棋
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区

図

　

収支総額

　　

地方公営企業の会計は、法を適用して民間企業と同様の発生主義

　

による企業経理方式をとっているものと、現金主義による官公庁方

　

式をとっているものとがある。そこで、条件をほぼ同一にしてこれ

　

ら両者を合算して、地方公営企業の総決算規模をみると、昭和36年

　

度の収入総額は4,990億円（前年度3,590億円）で、支出総額は4,904

　

億円（前年度3,560億円）である。

　

前年度と比べると収入総額は

　

1,400億円、39.0%、支出総額は、1,344億円、37.8%増加した。

困

　

収支の内訳

　　

収支の事業別内訳は、つぎのとおりである。

分

収

　　　　　

入

　

収入総額

　　

公営企業

　　

準公営企業

支

　　　　　

出

　

支出総額

　　

公営企業

　　

準公営企業

　　　　

36

　　

年

　　

度

収益的

　

資本的

　

その他

　

．

収

　

支

　

収

　

支

　　　　　

計

　

億円

　　

億円

　

億円

　　

億円

2,575

　

2,297

　

118

　

4,990

1,471

　　

993

　　

13

　

2,477

1,104

　

1,304

　

105

　

2,513

2,177

1,261

　

916

2,669

1,246

1.423

58

16

42

4,904

2,523

2,381

　　　　

35

　　

年

　　

度

収益的

　

資本的

　

その他

　

．

収

　

支

　

収

　

支

　　　　　

計

　

億円

2,043

1,245

　　

798

1,779

1,048

　

731

億円

1,467

7
4
6
7
2
1

1,729

な
Ｉ

億円

　

80

　

15

　

65

52

18

34

　

億円

3,590

2,006

1,584

3,560

2,042

1,518

区 分

収

　　　　　

入

　

収入総額

　　

公営企業

　　

準公営企業

支

　　　　　

出

　

支出総額

　　

公営企業

　　

準公営企業

訟喧

一
覧

６

　

６

　
　

８

　

３
５

２

　

０

　
　

９

　

１
８

２

　

３

　
　

３

　

２
１

増

　　

減

　　

額

　

農本叟

　

その他

　

計

億円

830

247

３

　
　

0
0
0

8

　
　

４

　

７

　

７

５

　
　

９
２

　

６

億円

　　

億円

　

38

　

1､400

゜2

　

40

　

６

乙２

　

８

4
7
1
9
2
9

1,344
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4
8
1
8
6
3

収益的
収

　

支
-

　　

％

　

26.0

　

18.2

　

38.3

22.4

20 3

25.3

増

　

宸

減

　　

率

琴 その他

　

％

　　

％

56.6

　

47.5

33.1△13.3

80.9

　

61.5

54.4

　

11.5

27.7 '^ll.1

89.0

　

23.5

計

　

％

39.0

23.5

58.6

37.8

23.6

56.9



区

　

事業別では、水道事業が最も規模が大きく、収人1,149億円(23.0

％)、支出1,175億円(24.0) %である。ついで、交通事業が収人797

億円(16.0％)、支出830億円(16.9％)、病院事業が収入7G2億円

　

(15.3%)、支出789億円(16ユ％)、港湾整備事業が収入828 m円

　

(16.6%)、支出7工8億円(14.6%)でも乱

　

収支について法適用の有無によってわけると、つぎのとおりであ

る。

分

収

　　　　　　

入

　

収

　

入

　

総

　

額

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

支

　　　　　　

出

　

支

　

出

　

総

　

額

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

36

　　

年

　　

度

鍵

億円

2,575

1,604

　

971

2,177

1,387

　　

790

伊叟

-
億円

その他

　

茫．

　　　　

剖

35

　　

年

　　

度

収益的

　

資本的

　

その他

　

。
収

　

支

　

収

　

支

　　　　　

計

億円

　　

億円

　　

億円

　　

億円

　

億円

　　

億円

2,297

　

n8

1,246

　　

一

1.051

　

Ｈ8

2,669

　　

58

1.569

　　

－

1,100

　　

58

4,990

2,850

2,140

4,904

2,956

1,948

2,043

1,282

　　

761

1,467

　

761

　

706

80

　

－

80

1,779

　

1,729

　　

52

1,091

　　

688

975

754

3.590

2､043

1.547

3.560

2.066

52

　

1.494

区 分

収

　　　　　　

入

　

収

　

人

　

総

　

額

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

支

　　　　　　

出

　

支

　

出

　

総

　

額

　　

法適用企業

　　

法非適用企業

増

　　

減

　　

額 増

　　

減

　　

率

収益的

　

資本的

　

その他

　

芯。

　　　

収益的

　

資本的

　

その他

　

。
収

　

支

　

収

　

支

　　　　　

計

　　

収

　

支

　

収

　

支

　　　　　

計

億円

　　

億円

　

億円

　　

億円

　　　

％

　　　

％

　　

％

　　　

％

０
５

　

５

　
　

０
４
｛
○

３
８

　

４

　
　

４
９

　

才
咄

Ｏ
Ｕ

"
^

Ｃ
Ｏ

C
D

L
O

C
Ｏ

２
２

　

０

　
　

8
6
2

3
2

　

１

　
　

9
9
0

5
3

　

２

　
　

３
２

　

１

38

　

1,400

　
　
　
　
　

1

3
8

　
　

6

　

一

　

６

807

593

344

890

454

26.〔〕

25 1

27.6

22 4

27.1

14.8

56.6

　

47.5

637

　　

－

48.9

　

47.5

54.4

　

11.5

60.9

　　

－

45.9

　

11.5

39.0

39 5

38.3

37.8

43 1

30.4

－138－

－



盲
度
光

３５

討

〇億円

第30図

　

地方公営企業決算規模の推移
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普通会計との比較

　　　

地方公営企業の総決算規模を地方公共団体の普通会計の純計決算

　　

規模と比較すると、収入総額は、普通会計の歳入総額（２兆5,116

　　

億円）の19,8％（前年度17.7%)、支出総額は、普通会計の歳出総

　　

額（２兆3,911億円）の20.5％（前年度18.5％）に相当するっ

（2）経

　

営

　

状

　

況

　

例

　

法適用企業

　　

（Ｏ

　

概

　　

況

　　　　

法適用企業の収益的収支における総収益は1,604'億円、総費用

　　　

は1,587億円で、その内訳は、つぎのとおりである。
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決算額構成比
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増減率
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25 2
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その結果

　　　

純利益

　　

94億円(397事業）

　　　

純損失

　　

77億円(207事業）

　

で差引17億円の黒字である。純利益を事業別にみると、水道事業

　

53億円(240事業）、工業用水道事業４億円（ｎ事業）、交通事業

　

７億円（24事業）､電気事業17億円（29事業）等であり、純損失は

　

交通事業60億円（60事業）、水道事業８億円（74事業）、病院事業

　

３億円（29事業）等である。

　　

前年度と比較すると、総収益で322億円、25.2%、総費用で350

　

億円、28.3%増加した。総費用の増加が総収益の増加を上回った

　

ので、全体で28億円の黒字額の減少となった。

旧）費

　　

川

　　

総費用1,587億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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決算額構成比

36
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％

38.8

11.8

13.9

35.5

100.0

35

-

　

％

39 8

11.7

12 9

35.6

100.0

増減率

　　

％

22.8

29 4

39.0

28 0

28.3



　　

職員給与費の費用に占める割合は。交通事業(57.3%)が最高

　

で、病院事業(46.2%)がこれにつぎ、最低は電気事業(8.2%)･

　

である。

　　

減価償却費の費用に占める割合は、電気事業(26.6%)が最高

　

で、下水道事業(17.5%)がこれにつぎ、最低は病院事業(3.7%)

　

である。

　　

支払利息の費用に占める割合は、電気事業(52.1%)が最高’

　

で、下水道事業(22.7%)、工業用水道事業(20.7%)、水道事業

　　

（17.3％）のほかは10％以下である。

(iii)経営比率

　　

総収益対総費用比串（｛nB卜×100｝は、101. 1 ％（前年度

　

103.6%)で、前年度より2.5%減少し、また、営業収益対営業費T

用比率（嗇|§芸荒×100）は、114.9% (前年度117.5%)で

　　

前年度より2.6%減少した。

　　　

事業別の総収益対総費用比率は電気事業の113.3%が最高で、

　　

水道事業(108.2%)、工業用水道事業(106.6 %)、ガス事業

　　　

（103.5％）も良好な比率であるが、病院事業（98.9％）および

　　

交通事業(91.4%)は100％を下回っている。

吋）法非適用企業

　

（ｉ）概

　　

況

　　　

法非適用企業の歳入は収益的収入971億円、資本的収入1,051億

　　

円、繰越金n8億円で､歳入総額2,140億円である。前年度(1, 547億

　　

円）と比べると593億円、38.3%増加した。歳出は収益的支出79〇･

　　

億円、資本的支出1,100億円、前年度繰上充用金58億円で、歳出総

　　

額1,948億円である。前年度(1, 494億円）と比べると454億円、

　　

30.4%増加した。全体を通じてみた場合192億円の黒字である。

　

(ii)収益的収支

　　　

収益的収入は前年度より210億円、27.6%増加した。収益的支
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区 分

出は｢掬年度より、102億円、14.8%増加した。収益的収入は収益

的支出を181億円上回っている。その内訳は、つぎのとかりであ

る。

　

36年度

収入

　　

支出

億円

　　

億円

公

　

営

　

企

　

業

準公営企業

　　　

計

区
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35年度

収入

　　

支出

億円

　　

億円

136

　　

118

　

増減額

収入

　　

支出

億円
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5
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8
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゜31
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増減率
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支出

　　

％

゜25.9

　

39.2

　

27.6

　　　

％

゜26.2

　

23.3

　

14.8

　

公営企業のうちでは水道事業が収入81億円、支出7U意円で最も

多く、準公営企業のうちでは病院事業が収入536億円、支出520港

円で最も多い。

　

収益的支出の性質別構成は、つぎのとおりである。
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47 9

100.0
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9.9
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(iii)経営比率

　　

法非適用企業は、現金主義に基づく官公庁会計方式によつてい

　

るので、法適用企業における総収益対総費用比率にほほ相当する

　

比率（収益的万/h｛ｷ?WEJWI償還金×100)を計算すると113.1%

　

である。事業別の比率で100％以上のものは、港湾整備事業287.7

　

％ヽ交通事業110.1%、ガス事業106. 9%、工業用水道事業:105.2

　

％ヽ簡易水道事業102. 9%等であり、100％未満のものは、電気事

　

業96.0％、下水道事業92.6%である。
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３

　

職

　　

員

　　

昭和36年度末において地方公営企業に従事する職員は総数220,221人

　

で、前年度末(201,464人）と比べると18, 757人、9.3%増加した。　これ

　

は事業数の増加、業務量の増大に伴う増加である。

　　

職員のうち公営企業職員は119,240人で、交通事業が67,597人（公営

　

企業職員のうち56.7%)、水道事業44,940人（公営企業職員のうち37.7

　

％）が多く、準公営企業職員は100,981人で、病院事業が81,237人（準

　

公営企業職員のうち80.4%)であってその大部分を占めている。

　　

また、法適用企業職員は130, 971人(59.5 %)、法非適用企業職員は

　

89,250人（40.5％）である。

４

　

地方公営企業にかかる地方債の現在高

　　

地方公営企業にかかる地方債の昭和36年度末の現在高は5,567億円で、

　

その事業別内訳は、つぎのとおりである。
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ｒ
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１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５

(二)

　

１

　

事業別状況

　

水道事業（上水道事業および簡易水道事業）

（1）事業数

　　

昭和36年度末の水道事業の事業数は2,926 (法適用企業325、法非適
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区

　

用企業2, 601)で、前年度末(2,731)より195事業、7.1%増加した。

　　

経営主体別は、都道府県営7、大都市営5、市営771、町村営2,10〇、

　

一部事務組合営43で、事業別では、上水道事業1,028 (法適用企業

　

309)、簡易水道事業1,898 (法適用企業16）である。

（2）経営規模

　

cア）普及状況および利用状況

　　　

昭和36年度末現在給水人口は4,970万人で、前年度末(4,653万人）

　　

より317万人、6.8％増加した。その普及率（|?年1亨万予告jj罹）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

推計人口

　　

は、52.5%である。

　

また、年度中の総配水量は49億4,151万m3で、

　　

前年度（44億1,526万m3）より５億2,625万m3、11. 9%増加し

　　

友

　　　

そのうち、有収水量は、34億9,771万m3で､有収率（jJ訟万回卜）

　　

は、70.8%であるっ有収水星の用途別内訳は、家庭用52.9%、営業

　　

用13.0％、工業用12.9%、官公署学校用等21.2%である。

（3）財

　　

務

　

（ア）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支の概況

　　　　

総収益は596億円、総費用は551億円で、前年度と比べると総収

　　　

益で145億円、32.2%増加し、総費用で141億円、34.2 %増加し

　　　

た、

　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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この結果、純利益53億円(240事業）、損益Ｏ（８事業）、純損

　

失８億円（74事業）である。友加、３事業については、建設中で

　

あるので損益計算書が作成されていない。

(ii)費用構成

　　

費用の551億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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100.0

増減率

　

％

34.0

27.6

44.8

38.2

26.1

32 3

34.2

　

(iii)経営比率

　　　

総収益対総費用比率は108.2%で、前年度(109.6%)より1.4

　　

％減少し、営業収益対営業費用比率も128. 3%で、前年度(129. 9

　　

％）より1.6%減少した。

困

　

法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）収支の概況

　　　

歳入総額は295億円で。前年度(330億円）よ卵5億円、10.6%

　　

減少し、歳出総額も301億円で、前年度(336億円）より35億円、

　　

10.5％減少した。なお、この減少が生じたのは、水道事業のうち

　　

の相当数が法適用企業となったためである。

　

Ui）事業別収益的収支

　　　

収益的収入はn4億円で、前年度(138億円）より24億円、17.0

　　

％減少し、収益的支出も99億円で、前年度(118億円）より19億

　　

円、15.8%減少した。

　

その事業別内訳は、つぎのとおりであ

　　

る。
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71億円

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費25億円(25.4%)、支払利

　　

息30億円（30.5％）、物件費等44億円(44.1%)である。

　

（iｖ）経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入の

　　

比率は、101.0％で、前年度（103.0％）より2.0％減少した。事

　　

業別の比率は、上水道事業100.2 %、簡易水道事業102.9 %でも

　　

る。

（ウ）法適用企業の財政状況

　

Ｏ）資本的収支

　　　

資本的収入は365億円で、前年度(268億円）より97億円、36.2

　　

％増加し、資本的支出は507億円で、前年度(362億円）より145

　　

億円、39.3%増加した。

　

資本的収入が資本的支出に不足する額、

　　

142億円は自己資金等で補てんした。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（ii）財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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（注）35年度には、工業用水道事業を含む。
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第31図

　

法適用水道事業の貸借対照表

　

（単位

　

億円）

　　　

流動貪麿

　　　

繰延勘定

岡

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は169億円で、前年度(179億円）より10億円、5.6%

　

減少し、資本的支出も186億円で、前年度（202億円）より16億円、

　

7.9％減少した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。
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（4）職

　　

員

　　　

昭和36乍度末の水道事業の職員はJ7, 888人で、前年度末（豺､828人）

　　

より3,060人、氏8％増加した、

２

　

工業用水道事業

　

（1）事業数

　　　

昭和36年度末の工業用水道事業の事業数は、40（法適用企業27、法

　　

非適用企業13）で前年度末35より５事業、14. 2%増加した。

　　　

経営1三体別は、都道府県営18、大都巾営４、市営15、一部事務組合

　　

営３となっている、

　

（2）経営規模

　　　

昭和36年度中の総配水量９億8,099万m3で、前年度（６億5, 422万

　　

m3）より３億2,677万m3、50.6％増加した。

　

（3）財

　　

務

　　

例

　

法適用企業の経営状況

　　　

０）収益的収支の概況

　　　　　

総収益は38億円、総費川は35億円で前年度と比べると総収益で

　　　　

24億円、166.1%、総費用で23億円、!87.3%増加した。その内訳

　　　　

は、つぎのとおりである。
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この結果、純利益は４億円（11事業）、純損失は１億円（７事

　

業）である。

(ii)費用構成

　　

費用の35億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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(iii)経営比串

　　　

総収益対総費用比率は106.6%で、前年度(115.1%)より8.5

　　

％減少し、営業収益対営業費用比率は148.5%で、前年度(146.9

　　

％）より1.6%増加した。

剛

　

法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）収支の概況

　　　

歳入総額は36億円で、前年度（44億円）より８億円、18.2%減少
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区

　　

し、歳出総額は33億円で、前年度（40億円）より７億円、17.5%

　　

減少した。

　

(ii)収益的収支

　　　

収益的収入は６億円で、前年度（７億円）より１億円、23.0%

　　

減少し、収益的支出は４億円で、前年度（６億円）より２億円、

　　

23.0%減少した。

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費３千万円(6.5%)、支払利

　　

息２億９千万円(69.7%)、その他１億円(23.8%)である。

　

（iｖ）経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入の

　　

比率は105.2%で、前年度(94.1%)より11.1%増加した。

（ウ）法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　

資本的収入は103億円、資本的支出は106億円で、資本的収入が

　　

資本的支出に不足する額３億円は自己資金等で補てんした。

　　　

その内訳は、つぎのと計りである。
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資

区

(ii)財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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（注）昭和35年度は水道事業に含めて決算されている。
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第32図

　

法適用工業用水道事業の貸借対照表（単位

　

億円）

　　　

流動資産

　　　　　

・

剛

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は26億円で、前年度（34億円）より８億円、25.0%減

　

少し、資本的支出は29億円で、前年度（34億円）より５億円、13.8

　

％減少した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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昭和36年度末の工業用水道事業の職員は1,280人で、前年度末(555

　　

人）より725人、130.6%増加した。

３

　

交通事業

　

（1）事業数

　　　

昭和36年度末の交通事業の数は、162 (法適用企業84、法非適用企

　　

業78）で、前年度末（!56）より６事業、3.8％増加した。

　　　

経営主体別では、都道府県営７、大都市営15、市営72、町村営6〇、

　　

一部事務組合営８で、業種別の内訳は、つぎのとおりである。
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（2）経営規模

　

（ア）施設の規模

　　　

昭和36年度末の交通事業の営業路線は、軌道事業等1,072 km、

　　

自動車運送事業7,623km、船舶運航事業3,047kmである。在籍車

　　

両（船舶）数は軌道事業等5,206両。自動車運送事業8,673両、船舶

　　

運航事業:L75隻である。業種別の内訳は、つぎのとおりである。

区 分 営業路線

　　

車両(船舶)数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

km

軌

　

道

　

事

　

業

　

等

　　

軌道（無軌条電車，地方鉄道を含む｡）

　　

1,022

　　

索

　　　　　　　

道

　　　　　　　　　　　　　

20

　　

地下高速電車，懸垂電車

　　　　　　　　　　

30

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

1.072

自動車運送事業

　　　　　　　　

7,623

船

　

舶

　

運

　

航

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

3,047

両

　　

3,976

　　　

981

　　　

249

　　

5.205

　　

8.673

175 (隻)

剛

　

利用状況

　　

昭和36年度中の運転(航)粁数は、軌道事業等２億ｋｍ、自動車運

　

送事業３億５千万ｋｍ、船舶運航事業２百万ｋｍである。乗車(船)

　

人員は軌道事業等23億１千万人、自動車運送事業19億１千万人およ

　

び船舶運航事業５千万人である。

　　

業種別の利用状況は、つぎのと計りである。

区 分 運転(航)粁数

　

乗車(船)人員数

軌

　

道

　

事

　

業

　

等

　　

軌道（無軌条電車、地方鉄道を含む｡）

　　

索

　　　　　　　

道

　　

地下高速電車、懸垂電車

計
運

　

車

　

動

　

自

船

合

舶 運

送事業

航

　

事

　

業

　　　

計

粁

　

7
8
2
2
1
0
1
4
9
2
5
2

百 百万人

2,002

　　　

6

　　

297

2.305

1.911

　　　

51

4､267



区

（3）財

　　

務

　

Cア）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支の概況

　　　　

総収益は567億円、総費用は620億円で、前年度（総収益507億円、

　　　

総費用520億円）と比べると総収益で60億円、11.8%、総費用で

　　　

100億円、19.3%増加した。

　

その内訳は、つぎのとおりである。

分

総収益（Ａ）

　

営

　

業

　

収

　

益

　

営業外収益

総費用（Ｂ）

　

営

　

業

　

費

　

用

　

一般管理費

　

営業外費用

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

一

　

億円

　

567

　

548

1
9
2
0
3
8
3
8
4
4
5
3

　

算

35年度

　

額

増減額

円
6
0
5
6
4
0
0
8
3
8
9
4
0

　

・

　
　
　
　
　
　

１

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

円
7
2
5
0
5
0
5
3

　

0
9

　

1

　

2

　

5
3
3
1

億
＜
i

決算額構成比

　

36

-

　　

％

100.0

96 7

　

3.3

100.0

86 8

　

61

　

7.1

　

35

-

　　

％

100.0

97.1

　

29

100.0

87 5

　

58

　

6.7

増減率

　

り
８

％

　

゜

　
　

１

　
　

１

11.3

28.4

19.3

18.4

25.6

25.6

　　

その結果、純利益７億円（24事業）、純損失60億円（60事業）で

　

ある。

(ii)事業別収益的収支

　　

事業別収益的収支はつぎのとおりで、船舶運航事業のみが黒字

　

である。

区

軌

　

道

　

事

　

業

　

等

分 総収益総費用

　

庶円

　

億円

軌道（無軌条電車,地方鉄道を含む｡) 235

索 道

地下高速電車，懸垂電車

　　　　　

計

動
舶

自
船
合

車運送

運

　

航

業
業
計

事
事

1
0
6
9
2
7

　
　

５
８
７

　
　

６

　
　
　
　

２
２

　
　

５

4
1
9
4
4
2

6

　
　

5
2
9

2

　
　
　

３
２

620
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億円

゜29

　　

0

ふ

　

9

°38

°15

　　

0

2｀53

　

純利益

　　　

純損失

金額事業数金額事業数

億円

　

事業

　

億円

　

事業

1
0
2
3
4
0
7

4

　

°30

　　

18

5
2
5
4
1
0

　
　
　
　

n
／
｀
り
Ｊ

　
　

″
ｈ
）

0
1
1
9
0
0

　
　

1
4
1

　
　

6

　
　

こ

　

△

　

乙

　
　

△

2
2
8
3
3
4

　
　
　
　
　
　
　

１

　
　

２



区

(iii)費用構成

　　

費用の620億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

分

職員給与費

減価償却費

支

　

払

　

利

　

息

動

　　

力

　　

費

そ

　　

の

　　

他

　　　

計

　

決

36年度

　

算

35年度

　

額

増減額

　
　

２

　

３

　

９

　

５

　

１

　

０

円
５
１

　
　
　

２
０

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

円

　

3

　

4
8

　

2
4

　

4
0

　

0
5

　

2
0

億

　

3
0

　
　
　
　
　
　
　

1

　

5

円

　

5
5

　

6
1

　

3
3

　

4
5

　

2
6

　

2
0

億

　

３

　
　
　
　
　
　
　

１

　

６

決算額構成比

36

　　　

35

　

％

　　　　

％

３

　

８

　

４

　

２

　

３

　

０

７

　

９

　

５

　

７

　

０

　

０

５

　
　
　
　
　
　
　

２

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

　

58.3

　　

9.1

　　

4.6

　　

7.7

　

20.3

100.0

増減率

　

％

17.2

28.5

40.3

116

19.6

19.3

　

（iｖ）経営比率

　　　

総収益対総費用比率は91.4%で、前年度(97.6%)より6.2%

　　

減少し、営業収益対営業費用比率は95.2%で、前年度（101.6％）

　　

より6.4%減少した。

　

事業別総収益対総費用比率は軌道事業

　　

88.3% (うち、軌道88.9%、索道92.0%、その他85. 5%)、自動

　　

車運送事業94.7%および船舶運航事業106.9％である。

困

　

法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）収支の概況

　　　

歳入総額は13億円で、前年度（18億円）より５億円、33.5% a

　　

少し、歳出総額は15億円で、前年度（22億円）より７億円、34.5

　　

％減少した。

　

(ii)事業別収益的収支

　　　

収益的収入は11億円で、前年度（13億円）より２億円、20.3%

　　

減少し、収益的支出は９億円で、前年度（12億円）より３億円、

　　

26.2%減少した。その事業別内訳は、つぎのとおりである。
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区 分

軌道事業等

軌
索

道
道

　　　　

計

自動車運送事業

船舶運航事業

合

　　　　　

計

　

36

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

増

　

減

　

額

　　

増

　

減

　

率

収入支出差引収入支出差引収入支出差引収入支出差引

億円億円億円億円億円億円億円億円億円

　

％

　

％

　

％

１

　

２
３

　

０

　

8

11

Ｉ

　

１
２

　

０
７
９

０
１

１

　

０
１

　

Ｏ
J

-

４

　

１
７
２

　
　
　
　
　
　
　

１

４

　

２
７
３

　
　
　
　
　
　
　

１

０

　

１
０
１

- -

M

i
-
Ｈ

O

Ｃ
Ｏ

<
J

-
a

＜
ｉ

１

　

２
１
２

＜

＜
]

x
]

- - -

　

1°33.8 ^59.6 274 2

吋△840°83.0 °88.6

　

1

　

3.9

　

4.6 °6.3

　

1 ^20.2 ^26.2 44.7

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は。人件費４億４千万円(49.1%)、

　　

支払利息６千万円（7.0％）、物件費等４億円(43.9%)である。、

　

（iｖ）経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入の

　　

比率は、noユ％で、前年度（96ユ％）より14,0％増加した。

（ウ）法適用企業の財政状況

　

（Ｏ

　

資本的収支

　　　

資本的収入は217億円で、前年度(142億円）より75億円、53.2

　　

％増加し、資本的支出は260億円で、前年度（209億円）より51億

　　

円、24.2%増加した。その内訳は、つぎのとおりである。

区

資本的収入

業
助
の

企
補
そ

分

(Ａ)

債
金
他

資本的支出（Ｂ）

　

建設改良費

　

企業債償還金

　

そ

　　

の

　　

他

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

　

算

35年度

　

額

増減額

　
　

5
2
0
3
1
0
1
0
4

円
７
５

　

２
５
４

　

１
２

億円
4
2
2
6
0
1
6
0
9
7
8
2
0
1
1
6
7

億
１
１

　
　
　

ｎ
乙
１

　
　
　

△

　
　

″
／
8
0
9
0
8
1
1
り
Ｉ

円
1
7

　
　

3
6
1
2
2
4

億
ｏ
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決算額構成比

36

　　　　

35

　　

％

100 0

　

81.9

　

0.0

　

18 1

100.0

83 8

　

8.0

　

82

　　

－

　　

％

100.0

　

88.9

　

0.0

　

111

100.0

84 9

　

9.8

　

53

　　

－

増減率

-

　　

％

　

53 2

　

40.9

275 0

152.0

　

24.2

　

22 4

　

0.6

　

97.3
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(ii)財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

分

資

　

産

　

合

　

計

　

固

　

定

　

資

　

産

　

流

　

動

　

資

　

産

　

繰

　

延

　

勘

　

定

　

決

36年度

一

　

億円

1.194

1,124

6
8

　

２

　

算

35年度

一

　

億円

1
7

　

6
2

　

5
3

　

2

J
‘

　

９

１

負債および資本合計

　　

1,194

　　

1.017

固

　

定

　

負

　

債

流

　

動

　

負

　

債

自己資本金

借入資本金

剰

　　

余

　　

金

2
0

　

4
8

　

9
5

　

2
8

　
　

1

　

m

C
Ｄ

３

c
＾

0
0
7
Ｃ
Ｏ
4
4
3
5
1

　

額

増減額

円

　

7
7

　

6
2

　

1
5

　

０

　

7
7

　

２

　

4
1

　

１

　

8
5

　

4
8

決算額構成比

36

-

　

％

100.0

１

　

７

　

２

　

０

　

７

　

４

　

１

　

５

４

　

５

　

０

　

０

　

１

　

２

　

３

　

２

９

　
　
　
　
　

０

　
　
　

１

　

３

　

５

　
　
　
　
　
　
　
　

１

0.3

35

-

　

％

100.0

５

　

３

　

２

　

０

４

　

５

　

０

　

０

ｑ
>

o

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増減率

　　

％

17 7

16.9

26 3

29.2

17.7

　

2.2

　　

゛ 10.0

10.4

　　　

39.1

38.7

　　　

0.4

43 6　　　41.6

　

5.1

　　

4 93.8

第33図

　

法適用交通事業の貸借対照表（単位

　

億円）

流動回度
綾延勘亡
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（エ）法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は２億円で、前年度（５億円）より３億円、68.4%減

　

少し、資本的支出は３億円で、前年度（７億円）より４億円、60.5

　

％減少した。その内訳は、つぎのとおりである。

号

　　

固定資産Ｕ二牟

に8犬釘と‾石白

　

ドメ几ご8

　　　　　　　　

I

　

ll

　

1

　

S･ ！゙

　

二嘩圭

　

に匹

-

-



区 分

資本的収入（Ａ）

債
金
他

方
入
の

地
繰
そ

資本的支出（Ｂ）

　

建設改良費

　

地方債償還金

　

そ

　　

の

　　

他

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

一

　

億円

２

　

1
1
0
3
2
1

　

0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　

算

35年度

　

億円

５

　

３
１
１

　

７
５
１

　

１
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

　

額

増減額

億円

゜３

°２

　　

０

°１

°４

°３

　　

０

°Ｉ

　　

１

決算額構成比

36

　　　

％

100.0

　

43.8

　

30.9

　

25.3

100.0

　

71.0

　

22 2

　

6.8

　

35

-

　　

％

100 0

　

67.2

　

n.7

　

21.1

100.0

66.6

22.8

10.6

増減率

　　　

％

A684

'^ 79.4

°16.7

°62.0

°60.5

a 57.9

A 61.5

・74.7

　

（4）職

　　

員

　　　

昭和36年度末の交通事業の職員数は67, 597人（うち、法適用事業

　　

66, 353人）で、前年度末(64, 981人）より2,616人、4.0％増加した。

４

　

電気事業

　

（I）事業数

　　　

昭和36年度末の電気事業の事業数は48（法適用企業31、法非適用企

　　

業17）である。

　　　

経営主体別は、都道府県営33、市営１、町村営13、一部事務組合営

　　

１である。

　

（2）経営規模

　　

図

　

施設の規模

　　　　

昭和36年度末の発電所数は107 (法適用企業85、法非適用企業22）

　　　

である。発電能力は最大出力98万9, 991KW、常時出力24万8,491KW

　　　

で、前年度と比べると、発電所は25、30.5%、発電能力は最大出力

　　　

11万2, 708KW、12.8%、常時出力7, 471KW、3.1%増加した。

　　

困

　

利用状況

　　　　

昭和36年度中の発生電力量は37億５千万ＫＷＨで、販売電力量は

　　　

36億９千万ＫＷＨである。

　

前年度と比べると、発電能力は最大出

　　　　　　　　　　　　　　

－158－



区

　　

力、常時出力とも増加し、発生電力量および販売電力量において

　　

も、いずれも21.2%増加した。

（3）財

　　

務

　

（ア）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　

総収益は141億円で、前年度（n3億円）より28億円、25.1%増

　　　

加し、総費用は125億円で、前年度(101億円）より24億円、24.1

　　　

％増加した。この結果、純利益は17億円（29事業）、純損失工億円

　　　　

（２事業）である。

　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

分

　

決
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営業外収益
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６
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額
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４
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１

　

４

　
　

２

　

２

　
　

２

　

１

　

１

億

　
　

３

　

９

　

４

　

１

　

６

　

５
ｎ
乙

円
１

　

０

　
　

０
４

　

５
１

億
１
１

　
　

１

決算額構成比

　

36

-

　　

％

100.0

　

96.1

　

3.9

100.0

47.1

52.9

給

償

　

35

-

　　

％

100.0

　

96.1

　

3.9

100.0

45 9

54.1

(ii)費用構成

　　

費用の125億円の性質別構成は、つぎのとおりである。
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決算額構成比
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35

　　　

％

　　

8.2
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％
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－

増減率

　

％

3.3

26.8

21.3

25.2

24.1

-



　

(iii)経営比率

　　　

総収益対総費用比率は113.3% (前年度112.5%)、営業収益対

　　

営業費用比率は231.3% {前年度235.4%)で、前年度に比べる

　　

と。総収益対総費用比率では0.8％増加し、営業収益対営業費用

　　

比率では4.1%減少した。

何）法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　

歳入は、収益的収入２億円、資本的収入７億円、繰越金１億

　　

円、歳入総額10億円で、前年度と比べると５億円、28.3%減少

　　

し、歳出は、収益的支出２億円、資本的支出７億円、歳出総額９

　　

億円で、前年度と比べると４億円、30.8%減少した。

　

Oi）収益的収支

　　　

収益的収入は２億円で、前年度（３億円）より１億円、28.1%

　　

減少し、収益的支出は２億円で、前年度（３億円）より１億円、

　　

40.4%減少した。

　

これら収支の減少の主な理由は、３事業が法適

　　

用企業に移行したためである。

　

但i）費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費４千万円(19.2%)、支払

　　

利息１億円(50.0%)、物件費等６千万円(30.8%)であるっ

　

(iv)経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入の

　　

比率は96.0%で、前年度(81.1%)より14.9%増加した。

例

　

法適用企業の財政状況

　

（Ｏ

　

資本的収支

　　　

資本的収入は163億円で、|狗年度(139億円）より24億円、工氏８

　　

％増加し、資本的支出は207億円で、前年度（180億円）より27億

　　

円、1王8％増加した。資本的収入が資本的支出に不足する額44億

　　

円は自己資金等で補てんした。
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資本的収入

分

(Ａ)

その内訳は、つぎのとおりである。

　

決

36年度

　

算
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額

増減額

債
金
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業
助
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そ

資本的支出（Ｂ）
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の

　　

他
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１
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決算額構成比

　

36

-

　　

％
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88 9

　

0.8

10.3

100.0

73.2

19.5

　

7.3

　　

－
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％

100 0

　

88 4

　

0.4

　

n2

100 0

　

79.9

　

17 8

　

2.3

　　

－

(il)財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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区

第34図

　

法適用電気事業の貸借対照表（単位

　

億円）

　　

片動石炭

　　

繰延勘足

岡

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は７億円で、前年度（IO億円）より３億円、22.2%減

　

少し、資本的支出は７億円で、前年度（10億円）より３億円、QQ Q

　

％減少した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。

分
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０
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１
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０

°１

°２

°３
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０

°１

　　

０

決算額構成比

36

　　　

35
増減率

　　

％

100 0

　

95 9

　

0.0

　

41

100.0

　

89.4

　

7.9
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－

　　

％

　　　　

％

100.0

　　

・22.2

71.7

　　　

4.0

　

3.8

　　

° 91.7

　

24.5

　　

° 88.2

100.0

　　

4 28.2

88.2

　　

° 27.2

　

9.1

　　

° 37.6

　

27

　　

°32.0

　　

－

　　　　

－

５

（4）職

　　

員

　　

昭和36年度末の電気事業の職員数は4,073人で、前年度末(3,937人）

　

より136人、3.5％増加した。

　

ガス事業

（1）事業数

　　

昭和36年度末の事業数は47（法適用企業38、法非適用企業９）で。
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前年度（41）より６事業、14.6%増加した。経営主体別は、市営32、

　

町村営15である。

（2）経営規模

　

例

　

施設の規模

　　　

１日最大生産能力は7工万4,606m3である。導管延長は343万４

　　

千ｍで、前年度(301万６千ｍ）より41万８千ｍ、13.9%増加し

　　

た。

　

困

　

利用状況

　　　

昭和36年度末のガス供給人口は77万９千人で、前年度末（65万８

　　

千人）より12万１千人、18.2%増加した。

　　　

年度中のガス生産および購入量は１億2,855万m8であり、前年度

　　　

（１億139万m3）より2,716万m3、26.8%増加した。ガス供給量は

　　

工億2,001万m8で、前年度(9,421万m3）より2,580万m8、27.4%

　　

増加した。

（3）財

　　

務

　

図

　

法適用企業

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　

総収益は28億円、総費用は27億円で、前年度より総収益で５億

　　　

円、22.7%、総費用で５億円、21.2%増加した。この結果、純利

　　　

益は２億円（20事業）、純損失は１億円（18事業）である。

　　

（ii）資本的収支

　　　　

資本的収入は９億４千万円で前年度（８億７千万円）より７千

　　　

万円、8.6％増加し、資本的支出は13億８予万円で､前年度（11億

　　　

４千万円）より２億４千万円、21.9%増加した。資本的収’入が

　　　

資本的支出に不足する額４億４千万円は自己資金等で補てんし

　　　

た。

　　

(iii)財政状態

　　　　

昭和36年度末の財政状態は、固定資産55億円および流動資産8
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億円で資産総額63億円であり、また、固定負債１億円、流動負債

　　　　

９億円、自己資本金10億円、借入資本金42億円および剰余金１

　　　　

億円で負債および資本合計63億円である。

　　

田

　

法非適用企業

　　　　

歳入は収益的収入９千万円、資本的収入１億４千万円、繰越金１

　　　

千万円、歳入総額２億４千万円で、前年度と比べると１千万円、

　　　

2.9%減少したが、歳出では収益的支出８千万円、資本的支出１億

　　　

６千万円、歳出総額２億４千万円で、前年度と比べると１千万円、

　　　

5.3%増加した。

　

（4）職

　　

員

　　　

ガス事業の職員の数は1,350人で、前年度末(1,221人）より129

　　

人、10.6％増加した。

６

　

病院事業

　

（1）事業数

　　　

昭和36年度末の事業数は841 (法適用企業68、法非適用企業773)

　　

で、経営主体別は、都道府県営46、大都市営５、市営238､町村営386、

　　

一部事務組合営166である。

　

（2）経営規模

　　

Ｍ

　

施設の規模

　　　　

昭和36年度末の病院数は1,096で、前年度末より27病院の増加で

　　　

ある。また病床数は157, 282床である。

　　

困

　

利用状況

　　　　

昭和36年度中の取扱患者数は延TL億541万人で、前年度より793万

　　　

人、8.1%増加した。

　　　　

患者数のうち、外来患者は6,054ﾌﾌﾞ人、入院患者は4,487万人で、

　　　

前年度に比べると外来患者は390万人、入院患者は403万人の増加と

　　　

なっている。

　

（3）財

　　

務

　　

（ア）法適用企業の経営状況
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区

（ｉ）収益的収支

　　

総収益は109億円、総費用nO億円で、前年度より総収益で39億

　

円、55.5%、総費用で38億円、52.1%増加した。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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増減率

　　

％
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62.1

52.1
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51.3

　　

この結果、純利益は２億円（38事業）、純損失は３億円（29事

　

業）である。

(ii)費用構成

　　

費用のUO億円の性質別構成は、つぎのとおりである。

区 分
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決算額構成比

36

-

　　

％

46.2

　

3.7

　

4.3

33.4

12.4

100.0

35

-

　　

％

45.9

　

3.8

　

4.2

32.9

13.2

100.0

増減率

　　

％

53.7

46.3

55.5

54 2

41.1

52.1

(iii)経営比率

　　

総収益対総費用比率は、98.9%で、前年度(96.7%)より2.2

　

％増加し、営業収益対営業費用比率は101.7%で、前年度(99.6
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％）より2.1%増加した。

剛

　

法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　

歳入は、収益的収入536億円、資本的収入88億円、繰越金13億

　　

円、歳入総額637億円で、前年度と比べると110億円、20.9%増

　　

加し、歳出は、収益的支出520億円、資本的支出105億円、前年度

　　

繰上充用金34億円、歳出総額659億円で前年度と比べると108億

　　

円、19.6%増加した。

　

(ii)収益的収支

　　　

収益的収入は536億円で、前年度(437億円）より99億円、22.7

　　

％増加し、収益的支出は520億円で、前年度(435億円）より85億

　　

円、19.6%増加した。

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費251億円(48.2%)、支払利

　　

息17億円（3.3％）、原材料、薬品等252億円(48.5%)である。

　

（iｖ）経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入の

　　

比率は100.3％で、前年度(97.5%)より2.8%増加した。

（ウ）法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　

資本的収入は16億円で、前年度（10億円）より６億円、59.2%

　　

増加し、資本的支出は24億円で、前年度（13億円）よ吋1億円、

　　

84.3%増加した。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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６

　

４

　

４

　

８

　
　

１

　

１

　
　
　
　
　

２

　

１
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心

　

額

増減額

一

　

億円
６

　

５

　

０

　

１

　

１

　

７

　

２

　

２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

_1
－
ａ

決算額構成比

36

　　　

35

　　

％

100.0

　

59 6

　

3.0

　

37 4

100.0

68.9

16.0

15.1

　　

％

100.0

　

47.7

　　

3.9

　

48 4

100.0

　

67.7

　

18.6

　

13,7

(ii)財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

区 分

　

資

　

産

　

合

　

計

　　

固

　

定

　

資
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流

　

動
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定

負債および資本合計
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負

　

ｲ責
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０
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決算額構成比

　

36

-

　　

％

100.0

　

81.3

　

18.4

　

0.3

100.0

　

3.5

28.2

22.3

41.8

　

4.2

　

35

-

　　

％

100.0

　

82.1

　

17.5

　

0.4

100.0

　

1.8

24.1

25.2

43.4

　

5.5

増減率

　　

％

59 2

98 6

25.6

23 4

84.3

87.6

58.0

105.0

増減率

　　

％

　

48.7

　

47.1

　

56.8

　

9.5

　

48.7

185.6

　

73.9

　

31.5

　

43.3

　

13.7

-
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第35図

　

法適用病院事業の貸借対照表（単位

　

億円）

　

流動資産

　

繰延勘定

岡１法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は88億円で、前年度（77億円）よりｎ億円、址5％増

　

加し、資本的支出は105億円で、前年度（90億円）より15億円、

　

16.4%増加している。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。

分

資本的収入（Ａ）

　

地

　　

方

　　

債

　

繰

　　

入

　　

金

　

そ

　　

の

　　

他

資本的支出（Ｂ）

　

建設改良費

　

地方債償還金

　

そ

　　

の

　　

他

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

　

算

35年度

　
　

７
８

　

１
８

　

０
８

　

４
８

　

３

円
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３
３

　
　

９
６
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１

億

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

乙

　
　

８
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５
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５
９

　

７

円
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４

　

３
６
１

　

０
８

　

１

　
　

１

億

　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　

△

　

額

増減額

一

　

億円

△

１
３

　

５
３

　

5
3
1
1

1

　
　
　
　
　
　

１
１

４

決算額構成比

　

36

-

　　

％

100.0

　

46,9

　

41.4

　

n.7

100.0

77.5

14.2

　

8.3

　

35

-

　　

％

100.0

　

49.0

　

39.9

　

11.1

100.0

75.5

15 1

　

9.4

増減率

　

％

14 5

　

9.7

18 7

21.9

16.4

19.4

9.6

3.4

７

（4）職

　　

員

　　

昭和36年度末の病院事業の職員数は8工､237人で、前年度末(72, 728

　

人）より8,509人、11.7%増加した。

　

下水道事業

（1）事業数

　　

昭和36年度末の事業数は155 (法適用企業16、法非適用企業139)で

　

ある。経営上体別は、都道府県営３、大都市営５、市営工39、町村営
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８である。

（2）経営規模

　

Cア）普及状況

　　　

昭和36年度末の現在排水人口は1,059万人で、前年度(942万人）

　　

よりn7万人、12.4%増加した。

　　　

計画排水人口に対する普及率は29.2%で、前年度(29.0%)と比

　　

べると0.2％増加した。

　　　

昭和36年度末の下水道事業の排水面積は13万ヘクタールで、市街

　　

地面積32万ヘクタールの38.8%に相当する。

　

困

　

利用状況

　　　

昭和36年度中の下水道事業の総処理水量は10億1,500万m8で、

　　

前年度（９億3,900万m3）より7,600万m3、8.1%増加した。

（3）財

　　

務

　

Cア）法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　

総収益は51億円、総費用は51億で、前年度より総収益で12億円、

　　　

30.4%、総費用で12億円、30.3%増加した。

　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

分

総収益（Ａ）

　

営

　

業

　

収

　

益

　

営業外収益

総費用（Ｂ）

　

営

　

業

　

費

　

用

　

営業外費用

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

　

算

35年度

　

額

増減額

Ｅ
1
2
7
5
1
2
8
4
0

H
Z
3
9
3
2
7
3
9
3
1
8
0

皿
5
1
3
9
1
2
5
1
3
9
1
2
0

決算額構成比

36

-

　

％

100.0

　

76.2

　

23.8

100.0

　

76.8

　

23.2

　　

－

　

35

-

　　

％

100.0

81.1

18.9

100.0

79 2

20.8

増減率

-

30.4

22.7

63.1

30.3

26.2

46.1

　　

－

　

この結果、純利益２億円（２事業）、純損失２億円（８事業）で

ある。
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（ii）費用の構成

　　

費用の51億円の性質別構成は、つぎのとおりである、

分

職員給与費

減価償却費

支

　

払

　

利

　

息

動力費、材料費等

　　

計

　

決

36年度

　

算

35年度

　

額

増減額

円
C
O

Ｃ
Ｍ
　
５
　
２
　
２

億

　
　
　
　
　
　
　

１

円
1
1
　
　
7
7
1
4
3
9

意ｆ円
４
９

　

２

　

Ｇ

　

１

億
１

　
　

１
１
L
Ｏ

決算額構成比

　

36

-

　　

％

　

28 1

　

17.5

　

22 7

　

31.7

100.0

35

　

％

28 4

17 7

17.4

36 5

100.0

増減率

　

％

29.2

28 8

69.6

13 1

30.3

　

(iii)経営比率

　　　

総収益対総費用比率は100.3％で、前年度（100.2％）より0.1

　　

％増加したが、営業収益対営業費用比率では99.5%で、前年度

　　　

(102.2%)より2.7％減少した。

困

　

法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　

法非適用下水道事業の歳入は、収益的収入35億円、資本的収入

　　

151億円、繰越金３億円、歳入総額189億円で、歳出は収益的支出

　　

35億円、資本的支出150億円、歳出総額185億円である。

　

(ii)収益的収支

　　　

収益的収支は35億５千万円、収益的支出34億７千万円で、収支

　　

差引では収入が支出を８千万円上回った。

　

(iii)費用構成

　　　

収益的支出の性質別構成は、人件費13億円(37.9%)、支払利

　　

息10億円(26.7%)、勣丈1費、材料費等12億円(35.4%)である。

　

(iv)経営比率

　　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入

　　

の比率は92.6%である。

（ウ）法適用企業の財政状況
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0.0

　

29.3

　

930.8

　

17.1

　

13.8
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87.7

区

い）資本的収支

　　

資本的収入は120億円で、前年度（93億円）より27億円、29.8

　

％増加し、資本的支出は141億円で、前年度(102億円）より39億

　

円、38.5%増加した。

　　

資本的収入が資本的支出に不足する額21億円は自己資金等で補

　

てんした。

　　

その内訳は、つぎのとおりである。
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額
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△10.9

4.2

　　

一100.0

(ii)財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。
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決算額構成比
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35

　　

％

100.0

　

93.4
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0.0
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法適用下水道事業の貸借対照表（単位

　

億円）

　　

流打百産

優
者

（エ）法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は151億円であり、資本的支出は150億円である。

　　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

分

資本的収入（Ａ）

地

　　

方

繰

　　

入

そ

　　

の

債
金
他

資本的支出（Ｂ）

　

建設改良費

　

地方債償還金

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

　

算

35年度

　

額

増減額

匹
3
4
1
7
1
-
1
3
3
6
3
5
。
言
。

円
７

　

５

　

１

　

１

　

４

　

１
３
３

　
　

１

　

５

　

４

　

２

　

１
１

億
Ｉ

　
　
　
　

Ｉ
Ｉ

　
　

１

　

２

　

５

　

４

　

０
６
４

　

１

円
５

　

７

　

４
３

　

５
４

億
１

　
　
　
　

１
１

決算額構成比

　

36

-

　　

％

100.0

　

48.0

　

29.8

　

22.2

100.0

　

97.4

　

2.6

　

35

-

　　

％

100.0

46.5

34.8

18.7

100.0

97.4

　

2.6

　　

－

増減率

-

28.8

32.5

10.0

55.2

31.5

32.0

17 7

　　

－

　

（4）職

　　

員

　　　

昭和36年度末の下水道事業の職員数は7,370人である。

８

　

その他の地方公営企業

　

（1）事業数

　　　

地方公共団体は、前述の事業のほか各種の事業を行なっている。そ

　　

の事業数は、昭和36年度末で936 (法適用企業53、法非適用企業883)

　　

であり、前年度末（809）より127事業、15.7%増加した。経営主体別

　　

は、都道府県営67、大都市営18、市営566、町村営272、一部事務組合営
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13である。事業別内訳は、法適用企業では港湾整備事業６、市場事業

　

１．と畜場事業２、観光施設事業16、宅地造成事業６、総合開発事業

　

１、住宅事業１、モーターボート事業４、牛乳処理事業２、酪農セン

　

ター事業１、医薬品製剤事業１、資金運用事業１、縫製事業１、製茶

　

事業１、有線放送事業１、製永事業１、授産場事業１、木工事業２、

　

砕石事業１、機械受託事業３である。

　　

法非適用企業では港湾整備事業109、市場事業61、と畜場事業480、

　

観光施設事業94、宅地造成事業136等である。

（2）財

　　

務

　

例

　

法適用企業の経営状況

　　

（ｉ）収益的収支

　　　　

総収益は74億円、総費用は68億円で、前年度より総収益で10億

　　　

円、16.0%、総費用で８億円、12.9%増加した。

　　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

分

総収益（Ａ）

　

営

　

業

　

収

　

益

　

営業外収益

総費用（Ｂ）

　

営

　

業

　

費

　

用

　

営業外費用

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

　

算

35年度

円
４
２

　

２

　

０

　

７

　

３
４

億
″
ｎ
）
″
ｈ
り

　
　

ｒ
ｏ

　

ｒ
Ｄ

Ｅ
7
4
7
3
1
6
8
6
5
3
6

　

額

増減額

円
1
0
一
１
１

億

１

　

８

　

８

　

０
２

△

決算額構成比

36

-

　

％

100.0

97,9

　

2.1

100.0

　

95.7

　

4.3

　　　

－

35

-

　

％

100.0

96.7

増減率

　

％

16.0

17.3

　

3.3

　　

°23.5

100.0

　　　

12.9

　

94.9

　　　

13.9

　

5.1

　　

°5.2

　　

－

　　　　

－

　　

この結果、純利益７億円（33事業）､純損失１億円（９事業）で

　

ある。

(ii)経営比率

　　

総収益対総費用比率は109.9%で、営業収益対営業費用比率は

　

112.3%である。
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法非適用企業の経営状況

　

（ｉ）概

　　

況

　　　

歳入は収益的収入266億円、資本的収人607億円、繰越金85噫円、

　　

歳入総額958億円で、前年度と比べると492億円、105.8％増加

　　

した。

　

歳出は収益的支出120億円、資本的支出619億円、前年度

　　

繰上充用金５億円、歳出総額744億円で、前年度と比べると354

　　

億円、91.1%増加した。

　

(ii)収益的収支

　　　

収:敲的収入は266億円で、前年度(137億円）より129億円、94.8

　　

％増加し、収益的支出は120億円で、前年度（88億円）より32億

　　

円、36.3%増加したっ

　

(iii)事業別収益的収支

　　　

収益的収支の事業別内訳は、つぎのとおりである。

区 分

収益的収入（Ａ）

　

港湾整備事業

　

市

　

場

　

事

　

業

　

と畜場事業

　

観光施設事業

　

宅地造成事業

　

そ

　　

の

　　

他

収益的支出（Ｂ）

　

港湾整備事業

　

市

　

場

　

事

　

業

　

と畜場事業

　

観光施設事業

　

宅地造成事業

　

そ

　　

の

　　

他

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

　
　

６

　

６
１

　

２

　

９

　

０
８

　

０
９

　

７

　

０

　

７

　

１

　

６

　

６

円
６

　

５
３

　

１

　
　

３

　

２

　

２

　

３

　

２

　

１

　
　

１

　

２

　

４

億
２
１

　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　

１

算

　　

額

35年度

　
　

７

　

３

　

６

　

０
８

　

２

　

８

　

８

　

３

　

３

　

８

　

７

　

６

　

１

　

９

円
３

　

３

　

２

　

１

　
　

２
３

　

８

　

２

　

２

　
　
　
　
　
　

２

　

４

億
１

－174－

増減額

円
2
9
2
3
5
2
1
8
1
0
3
2
1
6
4
2
0
L
O

I
-
O
　
9
7

億
１
１

　
　
　
　
　

°

増減率

　　

％

　

94 8

　

372.3

　

20.5

　

23.7

　

10 9

　

35.8

°26.3

　

36 3

　

72.4

　

18 8

　

20 2

　　

4.3

　

82 1

　

20.2

~

-



区

区

平

（iｖ）経営比率

　　

収益的支出に地方債償還金を加えたものに対する収益的収入の

　

比率は、172.7%で、その事業別比率は、つぎのとおりである。

分

業
業
業
業
業
他

事

　
　

’
事
事

　
　
　

事

備
事

　

設
成

　
　
　

場

　
　
　
　

の

整
Ｉ

　

施
造

均

36

　

年

　

度

　　

35

　

年

　

度

　　

差

　　

％

287.7

101.7

　

98.8

114.5

124.7

109.8

172.7

　　

％

97.3

100.8

　

93 9

108.7

12∠1.3

126.7

116.8

　

引

-

　

％

190.4
９

　

９

０
　

　

４
　

　　

5.8

　　

0.4

°16 9

　

55.9

（ウ）法適用企業の財政状況

　

（ｉ）資本的収支

　　　

資本的収入は252億円、資本的支出は312億円である。

　　　

その内訳は、つぎのとおりである。

資本的収入

　

企

　　

業

　

繰

　　

入

分

(Ａ)

工事負担

そ

　　

の

債
金
金
他

　

決

36年度

　

算

35年度

資本的支出（Ｂ）

　

建設改良費

　

繰

　　

出

　　

金

　

企業債償還金等

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

額

増減額

円
7
9
7
2
2
1
9
3
1
5
0
6
2
　
1
1
5
6
6

億
１

　
　
　

１

　
　

２
４
２

皿
7
3
7
9
2
8
2
9
6
7
4
3
1
7
7
6

匹
2
5
2
一
一
。
3
1
1
4
7
6
0
3
1
2
2
4
9
4
1
2
2
『
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決算額構成比

36

　　　　

35

　

％

　　　　

％

100.0

　

5.7

　

12.1

　

58.3

　

23 9

100.0

　

79 9

　

13.1

　

7.0

　　

－

100.0

　

96

　

12.3

　

37.8

　

40.3

100.0

　

65.0

　

25 4

　

9.6

　　

－

増減率

　　

％

242.7

102 3

238.2

427.9

103.3

368.8

475 9

141.3

245.5

－



区

（ii）財政状態

　　

昭和36年度末の財政状態は、つぎのとおりである。

分

　

資

　

産

　

合

　

計

　　

固

　

定

　

資

　

産

　　

流

　

動

　

資

　

産

　　

繰

　

延

　

勘

　

定

負債および資本合計

預
債
金
金
金

負
負
本
本

　
　

資
資
余

定
動
己
入

固
流
自
借
剰

　

決

36年度

　

算

35年度

皿

2
4
4
1
4
4
1
0
0
。
2
4
4
1
6
9
1
3
0
0
4
6
0
0

円
６

　

５

　

７

　

４

　

６

　

７

　

１

　

２

　

０

　

６

億
5
6
2
5
2
4
6
5
6
2
6
1
9
1
8
1

　

額

増減額

一

　

億円

　

322

ｍ

1
-
1
6
4
作
一
9
8

　

『
一
。
Ｓ
。
。

決算額構成比

　

36

-

　　

％

100.0

　

45.1

　

43.6

　

11.3

100.0

　

47.2

　

33.8

　

21

14.1

　

2.8

35
増減率

　　

％

　　　　

％

100.0

　　

132 1

　

59.0

　　　

77.1

　

41.0

　　

147.6

　

0.0

　

45.657.1

100.0

　　

132.1

　

69.4

　　　

57.9

　

5.4

　

1.343 3

　

3.2

　　　

478

189

　　　

741

　

3.1

　　

111.3

岡

　

法非適用企業の財政状況

　　

資本的収入は607億円、資本的支出は619億円であるっ

　　

収支および事業別内訳は、つぎのとおりであ乱

区

資本的収入

分

(Ａ)

債
金
他

方
入
の

地
繰
そ

資本的支出（Ｂ）

　

建設改良費

　

地方債償還金

　

そ

　　

の

　　

他

差引（Ａ）－（Ｂ）

　

決

36年度

大
器
8
9
こ
ご
ご

　

算

35年度

億円

　

283

　

110

7
2
1
0
1
2
9
7
2
5
6
2
8
1
3
1
4

　

額

増減額

円
2
4
9
8
1
7
0
9
2
2
9
5
6
2
1

億
C
O

T
-
H

ｒ
Ｈ

C
O

C
Ｓ
l

２

決算額構成比

　

36

-

　　

％

100 0

　

50 7

　

14.6

　

34.7

100.0

89.2

　

54

　

5.4

35

-

　　

％

100.0

　

38 9

　

25 3

　

35 8

100.0

86､1

　

914

　

4.5

増減率

-

114 4

179 3

　

23.9

107､9

108 3

115 6

　

17.7

161 9

　　

－
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区 分

資本的収入

　

港湾整備事業

市

　

場

　

事

と畜場事

観光施設事

業
業
業
業
他

　

宅地造成事

　

そ

　　

の

資本的支出

(三)

　

１

港湾整備事業

市

　

場

　

事

　

業

と畜場事業

観光施設事業

宅地造成事業

そ

　　

の

　　

他

詣年．算:

　　

億円

　　

607

　　

414

1
8
1
4
1
8
3
7
6
1
9
2
9
2
1
1
6
2
0
2
7
6

　　　

額
35年度

b
：
2
8
3
2
0
7
1
7
1
0
t
-
｡
3
6
。
2
9
7
1
9
0
2
0
1
2
。
4
3
2
3

増減額

Ｅ

3
2
4
2
0
7
。
。
1
1
1
0
1
0

C
N
J
2
3
9
。
。
1
1
8
4
1
7

増減率

　　

％

114.4

　

99 6

　　

0.7

　

37.2

169.9

286.4

　　

0.9

　

108.3

　

125.8

　　

4.5

　

33.0

　

128.4

　

191.4

°74.3

（3）職

　　

員

　　

昭和36年度末のその他の地方公営企業の職員数は、9,426人である。

昭和37年度の地方公営企業の状況

公営企業金融公庫法の改正

公庫の資本金を21億円から24億円に増額した。

２

　

地方公営企業法適用事業数の増加

　　

地方公営企業は、地方公営企業法に規定する企業会計方式をとること

　

がもつともその事業の経営の実態を示し得る。昭和36年度末において、

　

地方公営企業法の規定の全部または財務規定等を適用している事業は、

　

642事業であり、昭和37年４月１日現在においては、さらに138事業、

　

21.5%増加し、780事業に達した。

３

　

地方公営企業の建設資金としての地方債の増加

　　

地方公営企業の建設資金の大宗をなしている地方債は年年増加し、昭

　

和37年度は1,502億円(ほかに公有林整備事業12億円)で、前年度より322
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-

-

歳

　　

億円、27.3% {ほかに公有林整備事業４億円）増加した。

　　　

友着、地方公営企業にかかる地方債の許可状況は、昭和38年１月末日

　　

現在においては、1,421億円である。

　

その他の事業

（－）収益事業

　

１

　

概

　　

況

　　　

昭和36年度中における収益事業の施行事業数は358で、その内訳は、

　　

つぎのとおりである。

　

区

　　　　　　　

分

競

　　

馬

　　

事

　　

業

競

　　

輪

　　

事

　　

業

モーターボート競走事業

小型自動車競走事業

宝

　　

く

　　

じ

　

事

　

業

　

合

　　　　　　　

計

　　

36

都道府県

5
4
2
3
6

1
1

　
　

４
8
0

年

　　

度

　　　　　　

35

市町村

　

合

　

計

　

都道府県

5
9
5
7
2
8

9
5
4

　
　

５
５

　
　

１

　
　
　
　
　

m

8
0
4
5
4
3
4
6
7
8

　
　

１

　
　
　
　
　

２

7
5
2
3
6
3

1
1

　
　
　

■
^

０
０

　

年

市町村

度

　

合 計

a
>
3
0
ｒ
０
７
［
／
ｑ
ｙ

６

　
　

２

　
　

４
７

　
　

１

　
　
　
　
　

2

5
2
1
5
2
4
4
1
9
6

　
　

１

　
　
　
　
　

１

２

　

経営状況

　　

昭和36年度の歳入決算額は1,984億円（前年度工､544億円）で、前年度

　

と比べると440億円、28.5%増加した。歳出決算額は1, 935億円、（前年

　

度1,511億円）で、前年度と比べると424億円、28.1%増加した。

　　

歳入決算額および歳出決算額の事業別および科目別内訳はつぎのとお

　

りで、競輪事業の増加が著しい。

区 分

入

　

決

　　　

算

　　　

額

　

決算額構成比増減額構成比

　

増減率
36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

競
競

モークーボー
競

馬
輪
ト
走

小型自動車競走

宝

　　

く

　　

じ

合

　　　　　

計

６
３

　

８

　

９

　

８

　

４

４
３

　

６

　

１

　

１

　

０
０

４
０

　

Ｃ
Ｏ
　
　
　
1
-
t

ａ
>

　
　
　

１

　
　
　
　
　
　

１

２

　

０

　

７

　

7

3
1
8
6
2
6
8

　　

18

1,544

　　　

134

　

22.5

　

20.2

　

30.3

　

24.7

　　　

173

　

52.1

　

55,7

　

39.5

　

36.5

　　　

101

　

18.5

　

17.3

　

23.0

　

25.6

　　　　

32

　

6.0

　

5.6

　

7.2

　

13.6

　　　　　

0

　

0.9

　

1.2

　

0.0

　

°0.4

　　　

440 100.0 100.0 100.0 100.0

－178－

42.7

20.2

37.8

36.2

　

0.5

28.5

13.0

　

6.0

16.2

29.3

°3.0

10.4

-

-



歳

競
競

出

モーターボー
競

馬
輪
ト
走

小型自動車競走

宝

　　

く

　　

じ

合

　　　　　

計

435

７

　

１

　

４
８

　

５

０

　

Ｃ
Ｄ

1
-
Ｈ

T
-
Ｈ

Ｃ
Ｏ

ｏ

　

Ｃ
Ｏ

ｒ
Ｈ

０
1

1

　
　
　
　
　
　

１

４

　

０

　

４

　

5
8
1

3
0
8
4
2
6
8
1
5
1

　
　
　
　
　
　
　
　

Ｌ

131

　

22.5

　

20.2

　

30.7

　

24.6

167

　

52,0

　

55.6

　

39.4

　

35.7

　

97

　

18.7

　

17.5

　

22.9

　

26.3

　

29

　

5.9

　

5.6

　

7.0

　

13.9

　

0

　

0.9

　

1.1

　

0.0

　

°0.5

424 100.0 100.0 100.0 100.0

42.8

　

11.9

19.9

　

5.9

36.9

　

15.2

34 9 27.6

　

1.8

　

°3.6

28.1

　

9.6

（注）宝くじの計数は純益金のみで、実際の消化額は36年度43億円、35年度42億円で

　　

ある。

区 分

歳

　　　　　

入

　

入

　　

場

　　

料

　

車馬券等売上金

　

使用料、手数料

繰
そ
合

　

庁
開

　
　
　

歳

金
他
計

　

費
費

　
　
　
　

出

越
の

　
　
　
　

催

建設事業費

繰

　　

出

　　

金

　

普通会計への分

　

その他会計への分

そ

　　

の

　　

他

合

　　　　　

計

決

36年度

一

　

億円

　　　

7

1､901

Ｏ

　

m

　
　
m

1

　

C
O

Ｃ
Ｏ

1.984

　　

15

1,690

t
Ｄ

Ｃ
Ｏ

N

　
　
　

2 2
2
2

１

　

１

1.935

　

算

35年度

１

１

皿

　

。
4
7
9
０
０
2
0
3
1
5
4
4

　
　

1
5

1､328

１

４

　

３
２

　

１

　

１

　

１

　
　
　

t
o

<
Ｏ

1
-
(

　
　
　

１
１

　
　
　
　

L
Ｏ

　

額

　

決算額構成比増減額構成比増減率

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

円

　

1
2
2
2

億

　
　
　
　

４

３

　

２

　

０

１

　
　

４

　
　
　
　
　

４

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

0.4

　

0.4

　

0.0

　

゛I.8

95.8 95.8 95.9 97.9

　

0.5

　

0.5

　

0.1

　

0.7

　

1.7

　

1.3

　

3.0

　

3.3

　

1.6

　

2.0

　

1.0 °0.1

100.0 100.0 100.0 100.0

7.6 °29.0

28.5

　

10.7

39.1

　

15.5

64.9 31.2

　

5.5

　

咀6

28.5

　

10.4

　　

0

　

0.8

　

1.0

　

0.0

　

1.3

　

1.1

362

　

87.3

　

88.0

　

85.3

　

79.8

　

27.3

　　

2

　

0.3

　

0.2

　

0.4

　

0.1

　

38.5

　

60

　

11.6

　

10.8

　

14.3

　

18.6

　

37.3

　

60

　

11.5

　

10.7

　

14.1

　

18.8

　

37.1

　　

0

　

0.1

　

0.1

　

0.2

　

△0.2

　

93.8

　　

0

　

0.0

　

0.0

　

60.0

　

0.2△54.8

424 100.0 100.0 100.0 100.0　28.1

12 4

　

8.6

　

5.0

17.7

18.1

°0.3

40.8

　

9.6

　

収益事業会計から普通会計への繰出金は222億円（前年度162億円）

で、前年度と比べると60億円、37.1%増加したが、その内訳は、つぎの

とおりである。

― 179 ―



区

馬
輪

競
競

分
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事
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小型自動車競走事業

宝
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計
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第37図

　

収益事業における普通会計への繰出金の状況

度

合 計

円
2
6
9
2

億

只
）
（
Ｘ
）

１

1
8
6
2

　

１

　

国民健康保険事業

　

概

　　

況

　

昭和36年度における国民健康保険事業の実施団体は3,477団体（大都

市５、特別区23、市550、町村2,893、一部事務組合６）である。これら

の団体のうち直営の診療所（病院を除く。）を設けている団体は1,227団

体（市240、町村983、一部事務組合４）である。

　

国民健康保険事業の被保険者、受診率および１人当り医療給付費につ

いて、健康保険（政府管掌被保険者分、政府管掌被扶養者分、組合管掌

被保険者分および組合管掌被扶養者分）の状況と比較すると、つぎのと

おりである。
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健

康

保

険

区

　　　

被保険者数

分

　　

36年度

　

32年度

　

増

　

減

政府管掌被
保険者分

政府管掌被
扶養者分

組合管掌被
保険者分

組合管掌被
扶養者分

　

9,755

10.231

　

5,629

　

7,994

6,631

7,843

3,752

6,794

　　

受

36年度

　

診

　

率

　　

１人当り医療給付額

　　　　　　　

36年

　

32年
32年度

　

増減度

　

度

　

増減

3,124 4,725. 8 4,464.1 261.7 8,398 5,856 2,542

2,388 3,310. 8 3,122. 6 188.2 1,818 1,288　530

1,877 5,233. 8 5.326.6 °92 8 7,567 5,640 1,927

1,200 4,087.1 3.793. 9 293.2 2.256 1,465　791

（注）

　

１

　

受診率とは，被保険者（被扶養者数）1,000人当りの受診件数（療養の

　　　　　

給付の体療費のみ）である。

　　　

２

　

１人当り医療給付額とは，保険者負担額である。

　　　

３

　

組合管掌健康保険の被扶養者分１人当り医療給付額には家族療養付加金を

　　　　　

含めていない。

２

　

事業勘定

　　

事業勘定の歳入決算額は、1,012億円（前年度747億円）で前年度と比

　

べると265億円、35.5%増加した。事業勘定の歳出決算額は952億円（前

　

年度709億円）で、前年度と比べると243億円、34.3%増加した。

　　

歳入決算額および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

　

決

36年度

　

算

35年度

　

額

　

決算額構成比増減額構成比

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

増減率

36

　

35

歳

　　　　　

入

　

保険税（料）

　

国庫支出金

　

普通会計繰入金

　

そ

　　

の

　

合

歳 出

他
計

費
費
費
他
計

　

付
設

件
給
施
の

　

険
険

人
保
保
そ
合

(注)

3
3
4
6
6
6

4
4

７
２

　
　

2
1
4
5
2

6
0
1

　

8
7
8
2
6
9
5

　

１

5
9
9
4
7

　
　

4
7
9
9
9

3
　
4
3
0
4
4
7
4

　

6
5
6
1
5
7
0

88

　

42.8

　

46.2

　

33.2

　

47.8

137 44 1 41 4 5L7 38 5

　

17

　

6.5

　

6.5

　

6.4

　

6.5

　

23

　

6.6

　

5.9

　

8.7

　

7.2

2G5 100.0 100.0 100.0 100.0

　

18

　

8.6

　

9.0

　

7．４　Ｓ.7

214

　

82.1

　

80.0

　

88.1

　

79.4

　　

5

　

2.5

　

2.7

　

2.0

　

2.7

　　

6

　

6.8

　

8,3

　

2,5

　

9.2

243 100.0 100.0 100.0 100.0

25.5

44 3

34 7

52.3

35.5

28.1

37 7

26 3

10､2

34.3

27 3

4!.7

32.4

　

7.3

31.7

33.3

29.5

26 7

15 7

28.4

東京都より特別区に対する交付金は比較の都合上，普通会計繰入金に含めてある。
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千人
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千人

　　　

件

　　　

件

　　

件
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円

　　

円

国民健康保険

　

46､798 33,576　13.222 2,564. 2 2,047. 2 517.0 1,674　814　860
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億円

　　

億円
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％

　　

％
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事業勘定の形式収支は60億円の黒字であるが、その額より翌年度に繰

　

り越すべき財源２億円および普通会計繰入金66億円を控除し、直診勘定

　

に対する繰出金６億円を加えた実質上の収支は２億円（前年度６億円）

　

の赤字である。

３

　

直診勘定（直診病院を除く）

　　

直診勘定の歳入決算額は83億円（前年度72億円）で、前年度と比べる

　

とｎ億円、15.5%増加した。直診勘定の歳出決算額は87億円（前年度76

　

億円）で、前年度と比べるとｎ億円、14.3%増加した。

　　

歳入決算額および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

歳

　　　　　

入

　

診

　

療
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入

　

一部負担金

　

繰

　　

入
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合

　

人
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そ
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歳

計

　

費
費
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計

　

出

　
　
　

件
件
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算

36年度

　

35年度

　

億円

　　

億円

６

　

8
1
8
3

　
　

７
９
１

　

７

４

　

１
１

　
　

８

　
　

３

　

２

　

２

　

８

９

　

５
０

　

８

Ｃ
Ｏ

r
-
i
ｒ
Ｈ

72

32

25

19

76

　

額

　

決算額構成比増減額構成比増減率

増減額

　

36

　

35

　

36

　

35

　

36

　

35

　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　

7

　

54.8

　

54.7

　

55.8

　

65.2

　

3

　

21.6

　

21.2

　

24.0

　

n.7

　

1

　

13.8

　

14.1

　

11.5

　

5.7

　

0

　

9.8

　

10.0

　

8.７　１７､4

11 100. 0 100.0 100.0 100.0

15.8 °62.1

17.6 H3. 2

12.6 °35.6

13.4 ゛70.4

15.5 °52.1

5

　

420

　

417

　

44.0

　

34. 15.16 °54.3

4 32.7 32.8 31.9 24.4 13.9 °51.5

2 25.3 25.5 24.1 41.0 13.6 °69.8

n 100.0 100.0 100.0 100.0 14.3弓8.9

（注）増減率の35年度の計数は､34年度分か直診病院を含んでいるため負数となっている ○

　　　

直診勘定の形式収支は４億円の赤字であるが、歳入における普通会計

　　

および事業勘定より繰入金工1億円を除くと15億円の赤字である。

（三）公益質屋事業

　　

昭和36年度末の公益質屋事業の実施団体数は639団体（大都市５、特別

　

区22、市376、町村236)である。前年度末と比べると12団体減少したが、

　

これは町村において事業を廃止したものが13団体あったためである。
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公益質屋事業の歳入決算額は38億円（前年度39億円）で、前年度と比べ

ると１億円、4.0%減少した。公益質屋事業の歳出決算額は35億円（前年

度36億円）で、前年度と比べると１億円、2.9％減少した。

　

歳入決算額および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。

区 分

歳

　　　　　

入

　

貸付金回収金

　

貸付金利子

　

普通会計繰入金

　

そ

　　

の

　　

他

合

　

人
貸
そ
合

　

歳

計

　

費
金
他
計

　

出

　
　
　

件
付
の

　

決

　　

算

　　

額

　

決算額構成比増減額構成比増減率

36年度

　

35年度

　

増減額

　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　　

36

　　

35

　

億円

　　

億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

2
8

　

４

　

２

　

４

　

3
8

　
　
　

４

　

2
8

　

３

　

3
5

８

　

４

　

２

　

５

９
｀

39

４

　

2
8

　

４

　

3
6

　　

0

　

72.8

　

72,0 ゛55.0 ゛69.0　°3.1　°2.4

　　

0

　

9.7

　

9.8町2.7 °23,0　°5.2　°5.6

　　

0

　

4.6

　

4.3

　

5,7町3.0

　

5.4

　

゛7.2

°1

　

12.9

　

13.9 °38.0　5.0 °11.1　9.2

°1 100. 0 100.0 100.0 100.0　°4.0　゛2.5

　

0

　

12.6

　

11.0

　

41.7

　

44.2

　

10.9

　

13-2

　

0 79.0 79,1 °84.4 °83.6 °3.1弓.0

°1

　

8.4

　

9.9 °57.3 °60.6 °16.7町5.1

°1 100.0 100.0 100.0 100.0　°2.9　△2.8

　　

公益質屋事業会計の形式収支は３億円の黒字であるが、この額より翌年

　

度に繰り越すべき財源および普通会計繰入金を控除した実質上の収支は１

　

億円（前年度１億円）の黒字である。

（四）農業共済事業

　　

昭和36年度末の農業共済事業の実施団体数は、408団体（市82、町村326)

　

である。前年度末と比べると、134団体（市53、町村81）増加した。

　　

農業共済事業の歳入決算額は16億円（前年度９億円）で、前年度と比べ

　

ると７億円、73.2%増加した。農業共済事業の歳出決算額は15億円（前年

　

度９億円）で、前年度と比べると６億円、72.9%増加した。

　　

歳入決算額および歳出決算額の内訳は、つぎのとおりである。
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増減額
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35
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増減率
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億円

　　

億円

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

６

　

３

　

３

　

０

　

３

　

０

　

０
″

６

　

２

　

３

　

１

　

３

　

０

　

９

4

1

3

0

2

1

62 2

23 1

36.3

60.1

　

65.2

　

36.0

　

79.5

　

17.7

29.2

　

14.8

　

44.8

　

39.0

　

62.0

27.8

　

47.9 ^10. 9 122.6　°9.0

2.8

　

3.1

　

2.5

　

2.1

　

54.8

　

20.8

33 0 35 0 30.2 53､1 63,3 62.0

4.8

　

4.9

　

4.6 10.9 68.1 123.8

7 100.0 100.0 100.0 100.0 73.2

　

33.6

4

　

64 7　61.9　68.5　34.7　80,7　15.1

1

　

18 6　24.3　10.9　39.6　32.5　60.2

3

　

403

　

31､2

　

52.6 ^12. 4 122.8　°8.4

0

　

5.8

　

6.4

　

5.0

　

8.1

　

58.2

　

65.4

2

　

34.8

　

37.0

　

31.8

　

62.7

　

62.9

　

66.0

0

　

0.5

　

1.1

　

ム0.3

　

2,6△20.0 100.0

6 100.0 100.0 100.0 100.0　72.9　30.5
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表

１

　

本表の記号は、つぎによつた。

　　　　

一

　

皆無（該当数字なし）

　　　　

Ｏ

　

単位未満

　　　　

△

　

負

　　

数

２

　

者IS道府県決算額と、市町村決算額をあわせたも

　

のは単純合計額となるので、純計額とは合致しな

　

い。
・

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｊ

｜

｜



第１表

　

地

　　

方

　　

公

　　

共

　　

団
-

　　

区

　　　　　

分

　　　

昭28. 10.1　　昭31. 3.31　　昭32. 3.31　　昭33. 3.31

　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)

　

普通地方公共団体

　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　　

46

　　　　　

46

　　　　　　

46

　　　　　　

46

　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　

9 868　　　　　4 722　　　　　3 886　　　　　3 720

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

５

　　　　　　　

５

　　　　　　　

５

　　　　　　　

５

　　　　　　

市

　　　　　　　　　　

281

　　　　　　

486

　　　　　　

494

　　　　　　

500

　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　

9 582　　　　　4 231　　　　　3 387　　　　　3 215

　　　　　

計

　　　　　　　　　　

9 914　　　　　4 768　　　　　3 932　　　　　3 766

　

特別地方公共団体

　　

特

　　

別

　　

区

　　　　　　

23

　　　　　

23

　　　　　　

23

　　　　　　

23

　　

一部事務組合

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

(注) １

２

３

大都市とは，大阪市，名古屋市，京都市，横浜市および神戸市をいい，市と

昭和28年10月１日は，町村合併促進法が実施された日である。

特別地方公共団体には，財産区を含まない。

　　　　　　　　　　　　　

第２表

　

団

　　

体

　　

別

その１

　

国勢調査人口および一団体当り面積の推移

人

　

区

　　　　　

分

　　　

昭和25年10月1日

　　

昭和30年10月旧

　

昭和35年10月旧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ぐＡ）

　　　　　　　　

（Ｂ）

　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　

％

　　　　

千人

　　

％

　　　　

千人

　　　

％
特別区（東京都23区）

　　　　

5 385　∂.j　　　　6 969 7.S　　　　　8310　　　＆∂

大

　　

都

　　

市

　　　　

5815

　

7.∂

　　　

7 233　∂.J　　　8 378　　∂.∂

　　　　

市

　　　　　　　　

20013

　

24.0

　　　

36 086　以4　　　42 645　　45.∂

小

　

計（市部人口）

　　　　

31 213　訂.j　　　50 283　5∂.3　　　　59333　　83. .5

町村（郡部人口）

　　　　

51 997　∂2.j　　　38 988　4j. 7　　　34 034　　36. S

合

　　　　

計

　　

83 210 100.0　　89 276 100.0　　93 418　100.0

（注）１

　

昭和35年10月１日の人口には、長野県と岐阜県の境界紛争地域の人口73人お

　　

２

　

特別区および市町村の一団体当りの面積は、境界不明地域を除いた面積を団

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－186－



体

　　

数

　　

の

　　

推

　　

移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

昭34. 3.31　昭35. 3.31　昭36. 3.31　昭37.3.31　1　増　　　減　　増　　　減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）（Ｃ）‾（Ｂ）

|

（Ｃ）‾（Ａ）

　　　　　　

46

　　　　　

46

　　　　　

46

　　　　　

46

　　　　　　　

0

　　　　　　　

0

　　　　　

3 609　　　　3 532　　　　3 503　　　　3 466　　　　心　37　　　　°6 402

　　　　　　　

5

　　　　　　

5

　　　　　　

5

　　　　　　

5

　　　　　　　

0

　　　　　　　

0

　　　　　　

542

　　　　　

550

　　　　　

550

　　　　　

551

　　　　　　　

1

　　　　

°270

　　　　　

3 062　　　　2 977　　　　2 948　　　　2910　　　　乙　38　　　　°6 672

　　　　　

3 655　　　　3 578　　　　3 549　　　　3 512　　　　°　37　　　　°6 402

　　　　　　

23

　　　　　

23

　　　　　

23

　　　　　

23

　　　　　　　

0

　　　　　　　

0

　　　　　　　

－

　　　　

1106

　　　　

1 192　　　　1 280　　　　　　88　　　　　　　－

　　　　　　　

－

　　　　

I 129　　　　1 215　　　　1 303　　　　　　88　　　　　　　－

　　　　　　　

－

　　　　

4 707　　　　4 764　　　　4815　　　　　　51　　　　　　　－

は，大都市以外の市をいう（以下の表について同じ｡）

□ の

　　

推

　　

移

　

比

　　　　

較

　　　　

一団体当り人口(人)

　　　　　　

一団体当り面積(ｋｍ２)

　

ii m　搾わあoa3肖1oh‾う万わｏおﾔゆ5年1o l北　較

(Ｂ)－(Ａ)

|

増減率月旧(Ｃ)

|

月旧(Ｄ)(Ｄ)－(Ｃ)月旧(Ｅ)月１日(Ｆ)

ﾚ

Ｆ)－(Ｅ)

　　　

千人

　　

％

　　　

1 341　j∂.2　　303 005　　361 306　　58 301　　　24.76　　　24.76　　　　　0

　　　

1 145　15.8　1 445 671　1 675 607　　229 936　　　38.10　　　39.89　　　　1.79

　　　

6 559　j＆2　　74 414　　77 537　　　3 123　　130. 53　　142. 84　　　12.31

　　　

9 045　18.0　　98 027　　102 653　　　4 626　　128. 23　　140. 36　　　12. 13

△

　

4 904° 12.6　　　9 021　　　II534　　　2513　　　69. 18　　　96.41　　　27.23

　　　

4 142　4.6　　18 464　　26 442　　　7 978　　　76.46　　104. 63　　　28.17

よび岡山県児島湾干拓第７区の人口1,200人を含まない。

体数で除したものである。
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第２表

　

団体別人口の推移（つづき）

その２

　

都道府県別人口の推移
(単位

　

人)

区

　

り賢押り賢寵U詐寵U

(
泉計ｃ)卜回ぐk)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

北海道

　　

4 773 037　　5 039 206　　5 073 156　　33 950　　∂.7
青

　　

森

　　　　

1 382 523　　　M26 606　　　1 429 027　　　　2 421　　　∂,２
岩

　　　

手

　　　　

1 427 097　　　1 448 517　　　1 445 176　°　3 341　“　θ.2
宮

　　　

城

　　　　

口27 065　　　り43 195　　　り40 620　°　2 575　゛　び.j
秋

　　　

田

　　　　

I 348 871　　　に35 580　　　1 325 493　°10087　°　∂.S
山

　　　

形

　　　　

に353649　　　1 320 664　　　1 309 572　° 11 092　°　θ.S
福

　　　

島

　　　　

2 095 237　　　2 051 137　　　2 036 610　°14 527　°　∂.7
茨

　　　

城

　　　

2 063 944　　　2 047 024　　　2 053 290　　　　6 266　　　∂.J
栃

　　　

木

　　　　

1 544 987　　　1 513 624　　　1 512 250　°　1 374　°　θ.j
群

　　　

馬

　　　　

1 616 142　　　1 578 476　　　15ﾌﾌﾌ16　°　　760　゜　0､0
埼

　　　

玉

　　　

2 260 493　　　2 430 371　　　24つ2 434　　　61 563　　　2. j
千

　　　

葉

　　　

2 205 153　　　2 306 010　　　2 352 681　　　46 671　　　2.θ
東

　　　

京

　　　

8 039 2に　　　9 683 802　　　9 986 198　　302 396　　　3.j
神

　

奈

　

川

　　　　

2 919 497　　　3 443 176　　　3 588 8％　　　145 720　　　そ,２
新

　　　

潟

　　　

2 473 492　　　2 442 037　　　2 431 676　° 10 361　°　∂.４
富

　　　

山

　　　　

1 021 121　　　1 032 614　　　I 032 486　°　　128　^ 0.0
石

　　

川

　　　　

966 187　　　973 418　　　976 148　　　2 730　　　∂.3
福

　　　

＃

　　　　

752 758　　　752 6％　　　753 210　　　　514　　　∂.J
山

　　　

梨

　　　　

807 044　　　　782 062　　　778 888　°　3 174　°　0.4
長

　　　

野

　　　

2 019 860　　　1 981 433　　　1 975 402　°　6 031　°　∂.J
岐

　　　

阜

　　　　

1 586 334　　　1 638 399　　　1 647 988　　　　9 589　　　θ.∂
静

　　　

岡

　　　　

2 650 435　　　2 756 271　　　2 782 568　　　26 297　　　j. θ
愛

　　　

知

　　　

3 769 209　　　4205313　　　4 326 724　　　120 411　　　2．９
三

　　　

重

　　　　

1 485 582　　　1 485 054　　　1 491 637　　　　6 583　　　∂,4
滋

　　　

賀

　　　　

853 734　　　842 695　　　844 617　　　　1 922　　　0．２
京

　　　

都

　　　　

1 933 886　　　1 993 403　　　2007077　　　13 674　　　θ.7
大

　　　

阪

　　　

4 619 583　　　5 504 746　　　5 730 491　　　225 745　　　4.j
兵

　　　

庫

　　　　

3 620 947　　　3 906 487　　　3 979 746　　　73 259　　　j. ∂
奈

　　　

良

　　　　

776 861　　　　781 058　　　781 996　　　　938　　　θ.j
和

　

歌

　

山

　　　　

1 005 819　　　1 002 191　　　1 004 986　　　　2 795　　　∂.J
鳥

　　　

取

　　　　

614 259　　　　599 135　　　595 949　A　3 186　・　∂.j
島

　　　

根

　　　　

929 066　　　888 886　　　879 657　°　9 229　・　j.∂
岡

　　　

山

　　　　

1 689 800　　　1 670 454　　　1 663 332　°　7 122　△　０．４
広

　　　

島

　　　　

2 149 044　　　2 184 043　　　2 193 551　　　　9 508　　　∂.4
山

　　　

口

　　　　

1 609 839　　　1 602 207　　　1 592 950　°　9 257　△　θ.∂
徳

　　　

島

　　　　

878 109　　　　847 274　　　838 178　・　90％　・　1.1
香

　　　

川

　　　　

943 823　　　　918 867　　　912 676　・　6 191　△　θ.7
愛

　　

媛

　　　

1 540 623　　　1 500687　　1 487 398　° 13 289　△　θ,∂
高

　　　

知

　　　　　

882 683　　　　854 595　　　　845 651　　°　8 944　ム　j.∂
福

　　　

岡

　　　　

3 859 7ら4　　　4 006 679　　　4 000 693　・　5 986　△　∂.j
佐

　　　

賀

　　　　

973 749　　　　942 874　　　　929 120　°13 754　A　1.5
長

　　　

崎

　　　

□47 596　　　に60 421　　　1 743 073　° 17 348　△　１．０
熊

　　

本

　　　　

1 895 663　　　1 856 1Q2　　　1 838 286　△　17 906　△　１．０
大

　　

分

　　　　

1 277 199　　　1 239 655　　　1 228 731　゛ 10 924　△　∂.∂
宮

　　

崎

　　　　

1 139 384　　　1 134 590　　　1 128 264　△　6 326　△　θ.∂
鹿児島

　　

2 044 112　　1 963 104　　1 938 361　△24 743　△　1.3

合

　　

計

　　　

89 275 529　　93 418 501　　94 284 629　　866 128　　　0. 9

（注）１

　

昭和35年10月１日現在の国勢調査人口のうち，長野県と岐阜県の境界紛争地

　　　

域の人口73人はそれぞれの県の計数から除いてある。

　　

２

　

昭和36年10月１日現在の人口は，総理府統計局の人口推計による。
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第３表

　

昭和36年度団体別決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円）

区

　

川
歳八）心ヲツニ膠奇卵塔

ドごイ

　

に二に二

　

二

　

二

　

二

　

大

　

都

　

市

　　　

140 943　　　136 286　　　4 657　　　　3 525　　　　1 132

　

。市
お

　　

攬二

　

ぷ二

　　

二

　　

二

　　

二

　

特

　

別

　

区

　　　　

54 026　　　46913　　　7 113　　　4 744　　　2 369

　

一部事務組合

　　　　

10 728　　　10 035　　　　693　　　　　114　　　　579

合

　　　　　

計

　　　

2 597 834　　2 477 363　　　120 471　　　54 118　　　66 353

（注）１

　

一部事務組合については，組合を構成する団体間の相互重複額は控除ｊれて

　　　

いない。

　　

２

　

歳出額には，地方自治法施行令第171条の2第2項の規定により決算上支出さ

　　　

れたものとみなされる予算繰越額は含まない。以下各表とも同じ。

第４表

　

昭和36年度団体別決算額と前年度との比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

１

区

　　

分

　

昭和36年度

　

昭和35年度

|

増

比

減額

姦

率前年度

　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）（Ａ）‾（Ｂ）（Ｃ）

|ぼ
X 100増減率

　

歳

　

入

　

総

　

額

　　　　

2 592 772　　　2 093 701　　　　　499 071　　23で1　　19yt

　　

都道府県

　　　

1 593 910　　1 277 346　　　316 564　24. ∂　2j.∂

　　

市

　

町

　

村

　　　　

993 862　　　816 355　　　　　182 507　　認.4　　j∂.∂

　　　

大都市

　　　

140 943　　1 13 055　　　27 383　討.7　忍丿

　　　　

市

　　　　　　

474 559　　　387 033　　　　　87 47と　　麗.∂　　IS.4

　　　

町

　　

村

　　　　

323 668　　　270 740　　　　　52 928　　w.s　　16.9

　　　

特

　

別

　

区

　　　　　

54Cと

　　　　

41 943　　　　　120コ　　認.召　　認.J

　　　

一部事務組

　　　　　　

5 666　　　　　3 529　　　　　　2 137　　即.∂　　2S.3

　

歳

　

出

　

総

　

額

　　　　

2 472 301　　　1 992 806　　　　　479 495　　24. 1　　18.4

　　

都道府県

　　　

1 513 901　　1 208 935　　　304 966　2S.2　即.j

　　

市

　

町

　

村

　　　　

958 400　　　783 871　　　　　174 529　　22. J　　M.∂

　　　

大

　

都

　

市

　　　　

136 286　　　103 340　　　　　27 946　　25.8　　17.2

　　　　

市

　　　　　　

459 677　　　375 134　　　　　84 543　　認.ｊ　　江了

　　　

町

　　

村

　　　　

310551

　　　

260 687　　　　　49 864　　以j　　15.8

　　　

特

　

別

　

区

　　　　　

46 913　　　　36 608　　　　　10 305　　認.j　　加､７

　　　

一部事務組

　　　　　　

4 973　　　　　3 102　　　　　　1 871　　印.J　　お.j

　　　

ふ

（注）一部事務組合の決算額については，市町村相互間における重複額かあるため，そ

　

の額を便宜上一部事務組合から控除してある。
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第５表

　

昭和36年度純計決算額の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

　　

前年度
ｓ

　　

ｊ

　

ﾄ

ﾌﾟでド尚飛

）（

馴乱罷
）

匿

〕

皺率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

歳入総額（ａ）

　　

2 592 771　　　2 093 701　　　　　499 070　　23.8　　扨.s

団体間重複額（b）

　　　

81 221　　　　67 899　　　　　13 322　　扨.∂　　石４

　　

｛iと担金ヽ負担

　　　　

11 575　　　　　8 955　　　　　　2 620　　3.Ｊ　　13.9

　　

翌道府県支出

　　　　

49 053　　　　42 928　　　　　　6 125　　H. J　　招.7

　　

寄

　

附

　

金

　　　　

3 549　　　　2 355　　　　　1 194　　皿７　　皿8

　　

IPW

f

ljlﾔyj1

　　　　

10519

　　　　　

7 593　　　　　　2 926　　J＆5　　37.5

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

6 525　　　　　6 068　　　　　　　457　　　7.j　° n.5

歳入純計額（ａ）－（b）

　　

2 511 550　　　2 025 802　　　　485 748　　24. 0　　19ツ

歳出総額（ｃ）

　

2 472 301　　1 992 806　　　479 495 24ヨ　　娼.4

団体間重複額（d）

　　　

81 221　　　　67 899　　　　　13 322　　扨.∂　　15.4

　　

碧諮12ﾐ祖霊｀

　　　　　

18 550　　　　16 445　　　　　2 105　　認.s　　1.5

　　

建設事業費

　　　

45 702　　　　41 755　　　　　3 94ﾌ　　∂.j　　S.∂

　　

篇lgllfｷ?翌

　　　　

10519

　　　　　

7 593　　　　　　2 926　　J＆j　　37.5

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　

6 450　　　　　2 106　　　　　　4 344　208.3　△38.７

歳出純計額（ｃ）－（d）

　　

2 391 080　　　1 924 907　　　　　466 173　　24.2　　18.5
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第６表

　

純計決算額の推移

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　

入

　　　　　

歳

　　　　　　　　　

出

区

　　　　

分

　　　

回溥
(

指
(絣四

卜

四回lm(絣四

　

昭和31年度

　　　　　

1 250 979　　　－　　　や　　　I 206 069　　　－　　　そ

　　　　

32

　　　　　　　

1 407 088　　　　－　　12.S　　　I 342 528　　　　－　　11.3

　　　　

33

　　　　　　　

I 504 250　　　－　　∂.∂　　　1 455 579　　　　－　　＆4

　　　

31～33平均

　　　　

1 387 439　　　100　　　－　　　1 334 725　　　100　　　－

　　　　

34

　　　　　　　

1 689 352　　　122　　j2. J　　　1 623 883　　　122　　11、6

　　　　

35

　　　　　　　

2 025 802　　　146　　j∂.∂　　　1924 907　　　144　　認.j

　　　　

36

　　　　　　　

2 511 550　　　181　　24.0　　　2 391 080　　　179　　24.2

第７表

　

決算規模の推移

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

国（一般会計）

　　

地

　　

方

　　　　

国

　

区

　　

分

　　

歳入）

　

い

歳入）

　

ﾊﾟ

歳入|皿

ﾚ

ヽ|詔

昭和31年度

　　

1 250 979　1 206 069　I 232 514　1 069 205　　－　　－　　－　　－

　　　

32

　　　　

1 407 088　1 342 528　1 399 858　1 187 676　　－　　－　　－　　　－

　　　

33

　　　　

1 504 250　1 455 579　1 453 747　1 331 562　　－　　－　　－　　　－

　

31～33平均

　

1 387 439　034 725　1 362 040　096 148　100　100　100　　100

　　　

34

　　　　

1 689 352　1 623 883　1 597 213　1 495 040　　122　　122　　117　　125

　　　

35

　　　　

2 025 802　1 924 907　1 961 025　1 743 148　　146　　144　1斗4　　146

　　　

36

　　　　

2 511 550　2 391 080　2 515 932　2 063４68　　181　　179　185　　173

（注）「地方」の歳入、歳出は純計決算額である。
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第８表

　

昭和36年度黒字、赤字

　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　

和

　　　　　

36

　　

g

　　

j

ﾚ

皿（八）
ト

入03）

ｌａｍ（ｃ）|（払（ｃ⑤

　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　　　

4と

　　　

I 593 910　　　I 513901　　　　80 00･7

　　

黒字団体

　　　　

45

　　

1 574 13B　　ト舅3ﾜﾌ　　　ﾌ97判

　　

赤字団体

　　　　　

1

　　　

19 772　　　19 504　　　2回

　

市

　　　

町

　　

村

　　　　　

宍子

　

言劉（麗ゴ

　　

40 462

　　

Jに≒

　

囃

　

二

　

二丿二

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

5

　　　　

140 943　　　　136 286　　　　4昌ﾌ

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

4

　　　　

113 738　　　　109 963　　　　3 325

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

1

　　　　

27 155　　　　26 323　　　　　832

　

市

　　　　　　　　　　　　　　

5引

　　　　

474 559　　　　459 677　　　　14 332

　　

黒

　

字

　

団

　

体

　　　　　　

45ﾐ

　　　　

394 579　　　　375 627　　　　18つ52

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

呪

　　　　

79 930　　　　34 050　°　　4つ70

丿≒

い

二

　　

二

　

二

　

二

　

二

　　

赤字団体

　　　　

254

　　　

23 581　　　314ﾌ6　△　23巧

　

特

　　

別

　　

区

　　　　　　　

23

　　　　

54 026　　　　46 913　　　　川口

，

　　

；

　

で

　

；

　

ズ

　　　　　　　　

2:

　　　　　

54 02:　　　　町）91:　　　　　フロ:

　　

了二し

　

二

　

⊃

　

二

　

::

　　

赤

　

字

　

団

　

体

　　　　　　　

68

　　　　　

767

　　　　　

1017

　

△

　　　

?Ξ0

　　　　　　

－

　　　　

（3 535) (2 S92 7川　(2 472 3叫
≒

。

バ

　

づ?

　

TT

　

二でで

　

二

１

　　　　

赤字団体

　　　　

≒

　　

156 255　　　　防23ﾌ○　△　　（ぺ卜

（由

　

１

　

団体数欄の（

　

）は，一部事務組合を除いた団体数である。

　　

２

　

歳入および歳出欄の（

　

）は，一部事務組合と一部事務組合を組織する市お
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団体別決算収支の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）

　

年

　　　　　

度

　　　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　

比

　

較

　

増

　

減

1ドブド門ｷ

）

９゛（ｏ）
ド

質ｏ（¨）（回占
引?ﾚ門弟

　　　　

35 230　　　44 779　　　　　46　　　　46 464　　　　　　－　△　　　t 68こ

　　　　

34 879　　　44 862　　　　　44　　　　　46 689　　　　　　1　△　　　1 327

　　　　　　

351

　

4

　　　

83

　　　　　　

2

　

△

　　　　

225

　

°

　　　　

1

　　　　　　

142

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3 526)　　　　　　　（゜37）

　　　　

18 888　　　21 574　　　　4 718　　　　　18 361　　　　　51　　　　　3 2口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3 142)　　　　　　　　　（鯛）

　　　　

16 524　　　30 321　　　　427を　　　　27 977　　　　　74　　　　　23輿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(334)

　　　　　　　

（゜川

　　　　　

2 364　°　　3 747　　　　　442　°　　　9 616　△　　　23　　　　　　369

　　　　　

3 525　　　　1 132　　　　　　5　　　　　1 362　　　　　　－　△　　　　ﾌ3C

　　　　　

2剛5

　　　　

12m

　　　　　　

5

　　　　　

1 362　△　　　　l　△　　　　652

　　　　　　

910

　

°

　　　

78

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

1

　

△

　　　　　

ﾌB

　　　　　

8004

　　　　

6 878　　　　　55C　　　　　6011　　　　　　1　　　　　　8らﾌ

　　　　　

6 982　　　H 970　　　　　458　　　　　U 200　△　　　　3　　　　　　ﾌﾌ0

　　　　　

1 022　△　　5 092　　　　　92　公　　　5 189　　　　　　4　　　　　　97

　　　　　

2 501　　　　10616　　　　2 948　　　　　7 875　△　　　38　　　　　2 741

　　　　　

2 139　　　13 873　　　　2 656　　　　　12 041　　　　　　－　　　　　1つ2

　　　　　　

362

　

△

　　

325ﾌ

　　　　　

292

　

°

　　　

4 166　さ　　　38　　　　　　909

　　　　　

4 744　　　　2 369　　　　　23　　　　　2 276　　　　　　－　　　　　　93

　　　　　

4 744　　　　2 369　　　　　23　　　　　2 276　　　　　　－　　　　　　り3

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　　

114

　　　　　

579

　　　　

1卜2

　　　　　　

377

　　　　　

88

　　　　　　

242

　　　　　　

44

　　　　　

899

　　　　

J 134　　　　　　598　　　　　78　　　　　　301

　　　　　　

70

　

°

　　

320

　　　　　

58

　

△

　　　　

261

　　　　　　

10

　

°

　　　　

59

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3 572)　　　　　　　（゜37）

　　　　

54 118　　　66 353　　　4 764　　　　64 825　　　　　51　　　　1 528

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（31副

　　　　　　　　　　

（勺）

　　　　

51 403　　　75 183　　　　4 320　　　　74 666　　　　　75　　　　　　5□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Sﾖ6）

　　　　　　　　

（べ34）

　　　　　

2 715　A　　8 83C　　　　　444　心　　　り斜1　△　　　24　　　　　10卜

よび町村との相互重複額を除いた額である。
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その１

　

収支額の推移

第9表

　

実 質

　　

収

　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　

黒

　　　　

字

　

区

　

分

　

総

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

総

　　　

額

　　　　　　　

団体数|

　

収支額

　

団体数1

　

収支額

　

ﾚ

体数l

　

収支額

　

団体数|

　

収支額

昭和29年度

　

5 927　° 58 331　　46　° 24 693 5 881- ゜ 33 638　3 646　　　6 550

　　　

30

　　　

4 791　△54 904　　46　△23 608　4 745 " 31 296　3 233　　　9 337

　　　

31

　　　

3 955　　15 708　　４6　　11 352　3 909　　　4 356　3090　　　29 956

　　　

32

　　　

3 789　　39 7４8　　４6　　28 ０1　3 743　　11 577　3215　　　49 048

　　　

33

　　　

3６78　　23 952　　46　　16 731　3 632　　　7 2２1　3 0６2　　　36 655

　　　

3４

　　　

3 601　　36 9６2　　46　　２7 287　3 555　　　9 675　3 046　　　49 685

　　　

35

　　　

3 572　　６４ 825　　46　　４6 ４6４　3 52６　　18 3６1　3 186　　　７４ 666

　　　

36

　　　

3 535　　66 353　　46　　44 779　3 ４89　　21 57４　3 183　　　75 183

（注）団体数欄には一部事務組合を含まない。

その２

　

対前年度増減額の状況

　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　

黒

　　　　

宇

　

区

　

分

　

総

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

総

　　　

額

　　　　　　　

団体数|

　

収支額

　

ﾚ

体数|

　

収支額

　

|

団体数|

　

収支額

　

団体数|

　

収支額

昭和30年度鯛136

　　

3 427　　－　　1 085勺136　　2 342°413　　　　2 787

　　

31

　　　

°836

　　

70 612　　－　　34960A　836　　35 652° 143　　　20 619

　　

32

　　　

△

　

166

　　

24 040　　－　　16 819ﾚ　166　　　7 221　　125　　　19 092

　　

33

　　　

△

　

111

　

°15 796　　－　゜11 440°111　　　4 356△　153　△　12 393

　　

34

　　

A

　

77

　　

13010

　　

－

　　

10 556△　77　　　2 454△　16　　　13030

　　

35

　　　

°

　

29

　　

27 863　　－　　19 177ﾚ　29　　　8 686　　140　　　24 981

　　

36

　　　

°

　

37

　　　

1 528　　－　△　1 685△　37　　　3213　　　3　　　　517

第10表

　

財政再建債等

　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　

額

　　　　　　

歳入欠かん補てん債

　　

区

　　

分

　　　

総

　　

額

　

|都道府県1

　

市町村

　

|

　

総

　　

額

　

|都道府県|

　

市町村

　　

昭和31年度

　　　　

54 140　　29 503　　24 637　　　42 123　　18 100　　24 023

　　　　　

32

　　　　　　

48 271　　27 351　　20 927　　　36 481　　　16 162　　20 319

　　　　　

33

　　　　　　

39 928　　23 691　　　16237　　　28 643　　12 878　　15 765

　　　　　

34

　　　　　　

31 074　　19 395　　11 679　　　21 049　　　97引　　　11 308

　　　　　

35

　　　　　　

22 490　　14 580　　　7 640　　　13 922　　　6 461　　　7 461

　　　　　

36

　　　　　　

13 593　　　9 093　　　4 500　　　　6 545　　　2 183　　　４362
1
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支

　　

の 推

　　

移

(単位 百万円）

　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市町村

　

総

　　　

額

　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

団㈱皿額

し

㈱皿額団緻卜麹

し

㈱収回

し

萌二辰F

　　

12

　　

1 715　3 634　　4 835　2 881　△64 881　　34　° 26 408　2 247　A 38 473

　　

10

　　

19ヴﾌ

　

3 223　　7 340　1 558　° 64 241　　36　° 25 605　1 522　° 38 636

　　

33

　

14 639　3 057　15 30　865　△　14 248　　13　° 3 287　852　° 10 961

　　

41

　

29 622　3 174　19 426　574　△　9 300　　　5　°　I 451　　569　°7 849

　　

38

　

18314

　

3 024　18 341　　616　△　12703　　　8　°　1 583　608　°11 120

　　

42

　

28 402　3 004　21 283　555　心　12 723　　　4　△　1 115　551　△　11 608

　　

44

　

46 68Q　3 142　27 977　386　△　9 841　　　2　た　　225　384　△　9616

　　

451

　

44 862　3 138　30 321　　352　°8 830　　　1　た　　83　351　°8 747

　　　　

｜

(単位 百万円）

　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　　　

赤

　　　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　

都道府県

　　

市町村

　

総

　　　

額

　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

団㈱ａｎ

ﾚ

綱ｕ支額団体ｔ）麹

ﾚ

綱ａ四

ﾚ

㈱は・

　

A

　

2

　　　

282 °゛40　　25O5P　723　　　　640　　2　　　　803△725　°　163

　　

23

　

12 642△166　　7 977△　693　　49 993　△23　　22318 °670　　27 675

　　　

8

　

14 983　　117　　4 109△　291　　　4 948　△　8　　　1836△283　　　3 112

　

°3!M 1 308°1501　°1 085　　42　A　3 403　　　3　°　132　　39　△　3 27!

　　　

4

　

10088 A　20　　2 942△　61　°　　２０　Ａ　４　　　　４６８°S7　△　　488

　　　

2

　

18 287　　138　　6 694△　169　　　2 882　° 2　　　　890 △167　　　1 992

　

°1△

　

1 827△　　41　　2344△　34　　　1011　△　1　　　　142△　331　　　　869

現在高の推移

(単位

　

百万円)

　　

交付公債（昭和27年度以前分）

　　　　　　

借替債（昭和31年度発行分）

‾ｓ

　

（都道府県

　

卜田ｴお

し

　　　

（石ぶ帽市町村

　　　　　

8 367　　　　8 343　　　　　24　　　　　3 650　　　　　3 060　　　　　　590

　　　　　

836ﾌ

　　　　

8 343　　　　　24　　　　　3 430　　　　　2 846　　　　　　584

　　　　　

836

1

　　　

8 3４3　　　　　24　　　　　2 918　　　　　2 ４70　　　　　　４４8

　　　　　

7６77　　　　7６55　　　　　22　　　　　2 348　　　　　1 999　　　　　　3４9

　　　　　

7 093　　　　7073　　　　　20　　　　　1 ４75　　　　　1 316　　　　　　159

　　　　　

6042

1

　　　　

6 024　　　　　18　　　　　1006　　　　　　886　　　　　　120
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その１

　

収支額の推移
第11表

　

財政再建債等を考慮した

　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　

黒

区

　　

分

　　

総

　　　　　

額

　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

総

　　　　　　

呻々回収四団皿レ技額

し

緻ﾚﾍﾞ額

　

団心

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(100.0)　　　　（7卯濁
昭和29年度

　　

5 927　･ヽ53 331　　　46　° 24 693　5 881　° 33 638　　3 646

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(100.の

　　　　　　

ｕoo.ｏ）

　　

30

　　　　

4 791　2 63 975　　　46　乙23 486　　4 745　△35 489　　　3 203

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（J卯湖

　　　　　

{100. 0)　　　　｜

　　

31

　　　　　

3 955　△38 432　　　46　° 18 151　　3 909　°20 231　　　2 686

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１０００）　　　　（j卯洲

　　

32

　　　　

3 789　△　8 530　　　46　　　　320　　3 743　△　9 350　　　2 779

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(100.の

　　　　　

(100.の

　　

33

　　　　

36ﾌB

　

A

　

15 977　　　46　°6 961　　3 632　△　9016　　　2 665

　　　　　　　　　　　　　　　　　

U00.０）

　　　　

(WO.の

　　

34

　　　　

3 601　　　、5381　　　46　　　;7 892　　3 555　°2 011　　　2 72S

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(100､０）

　　　　

［]００湖

　　

35

　　　　

3 572　　42 33う　　　46　　31 614　　3 526　　10 721　　　2 951

　　　　　　　　　　　　　　　　　

皿皿の

　　　　　

（100.０）

　　

36

　　　　

3 535　　52 760　　　46　　356ﾖ6　　3 439　　17 074　　　3 025

（注）１

　

団体数には，一部事務組合を含まない。

　　

２

その２

　

対前年度増減状況

）内は，各団体の黒字，

　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　

黒

　

Ｅ

　

分

　

ﾄ

ｌ

　　　

額

　

都道府県

　

市

　

田丁

　

村

ﾚ

ﾄﾞ‾

　　　　　　　

汗皿卜皿

臨

緻卜皿

じ

皿ﾚ皿
（

団体数

　

昭和30年度

　

4 1 136 △　5 644 ＿　△　3793　△1 136　△　　1851　　　・　443

　　　

31

　　　　

△

　

836

　　

25 543　　　　－　　10 335　△　336　　15 208　　■^ 517

　　　

32

　　　　

△

　

!66

　　

29 902　　　　－　　18971　2　166　　10031　　　　93

　　　

33

　　　　

△

　

1□

　

さ

　

7 447　　　　－　△　7781　A111　　　　　334　　△　114
1

　　　

34

　　　　

△

　

77

　　

21 858　　　　－　　14 S53　°　77　　　7005　　　　60

　　　

35

　　　　

△

　

2つ

　　

36 454　　　　－　　23 722　°　29　　12 732　　　　226

　　　

36

　　　　

△

　

37

　　

10 425　　　　－　　　4072　゛1　37　　　６353　　　　74

第12表

　

昭和36年度単年度

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

し

　

こ

|

≒三ﾄﾞ

市

≒

［

　　

単

　　

年

　　

度

　　

収

　　

支㈲

　　　　　　　

1 528　　　　　△　1685　　　　　3213
づよぬ仁皺

　

灘

　

回

　

］U
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場合の収支の推移
(単位

　

百万円)

　

宇

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

総

　　

額

　　

都府道県

　　

市

　

町

　

村

石涵‾

ﾚ

≠ｕ:額

に

（ｕ額団叫収麹

ﾚ

㈱は額

ﾚ

㈱皿・

　　　

(26. 1)　　{ei.8)　　　　　　　　　　㈹.∂)　　(38､２)

　

6 550　　12　1 715　3 634　　4 835　2 281△64 331　　34△26 408 2 247ム33 473

　

9239
(j∂'町

　

1974
(71191

　　

7 265　1 588△73 214

㈲･か△30460(叩5WIム42

754

　　　

『２６』)

　　

(68.4)

　　　　　　　　　

(73. 9)　　(31　Ｓ)

　

21675㈲jy 9088昌ﾂ;7　12 587 I 269° 60107㈲万+27239(ゐ于jす32 868

　

35％5(認j? 19 541 尚7訂　16 424 1 olo° 44495(Ｍ.宍ず18 721
(27ﾂ3ず25

774

　

26 424
㈲jylo735(品ﾂgy　15

689 1013° 42401㈲ぷず17 696
㈲93ず24705

　

37703(7∂jy8416臨ly

　

19 287　876° 31822㈲づず10524(j78jず21298

　

6o 829
㈲jy

34 675
(品jy　26

154　62戸18 494
(∂にy　3061(jj2ず15433

　

65 798　　43 36 473　2 982　29 325 510｢　13 038　　　3°　787　507°12 251

赤字の構成比（％）である。

(単位

　

百万円)

　　

字

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　

赤

　　　

宇

　　　

団

　　　

体

　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町村

　　

総

　　

額

　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

‾辰

い

回申皿

ﾑ

㈱四額団㈱ａ麹

ぽ

（皿．

に

（大額

　　

2 689　△　3　259△440　　2 430 " 693 ° 8 333　　　3　°4 052△696　°4 281

　

12 436　　　3　7 114△520　　5 322 °319　13 107　△　3　　3 221 ° 316　　9 886

　

14 290　　　3 10 453　　85　　3 837△259　15612　°8　　3513△2引　　7 094
ム9 541　△　7 °8806 △107　°735△　3　　2 094　　　7　　1 025△　4　　1 069

　

11 279　　10　7 681　　50　　3 598 △137　10 579　△10　　7 172 °127　　3 407

　

23 126　　10 16 259　216　　6 867 °255　13 328　° 10　　7 463 △245　　5 865

　　

4 969　　10　1 798　　64　　3 171 △□1　　5 456　△10　　2 274△101　　3 182

収支の状況
(単位

　

百万円)

　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　　　　

額

総

　

額ｌｔｎｓｌ市BT *f

l

ｓ　　・ ｜ 都道府ｓl市百石ド

　　　

27 863　　　19 177　　　　8 686　　　° 26 335　　　° 20 862　　　　j｀5473

　　　

12 505　　　　8807　　　　3 698　　　　　1 906　　　　　1 451　　　　　　455

　　　　

2 080　　　　1 645　　　　　435　　　　　3 739　　　　　3 616　　　　　　123

　　　　

3211

　　　　

1 308　　　　1 903　　　　　5 798　　　　　4 667　　　　　1 131

　　　

39 237　　　28 321　　　　10916　　　△26 488　　　△20 462　　　　°6 026
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区

歳 入

（注）１

　　　

２

　　　

３

分

入
債
金

　

計

　
　
　
　

合

　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

1593 91

％
C
o
　
Ｏ
ｎ
　
０
０
８
４
一
θ
２
θ
６
θ
δ
δ
２

　

０

θ
‘

　

”
”

　
　

４

　

ｆ

　

ふ

　

Ｉ

　

一

　

一

　

一

　

一

　
　

ｌ

　

■
-
l
O
o
C
o
O
O
O

'
-
I
'
^
C
N
J
O
f
-
＾
t
o
C
O
'
＊
　
０

　

Ｊ

　

ｊ
５
２

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

和

第13表

　

昭和36年度歳入

36

市

　

町

　

村

4087

　　

15

133 9

544 2

127 3

ぴ
θ
Ｊ
４
Ｃ
ｍ

･
^

t
~
-
i
L
O
I
-
1 θ

θ
７
２
θ
７
Ｓ
（
χ
）
７

４
４
θ
Ｊ
ｊ
２
Ｊ
ｊ
４

100

年

　

度
一

純

　

計

9
０
６
よ

1353 6

　

5∃∩フ

５
４
３
１
３
５
・
5
7

5
1
フ
2
4
4
1
0

　
　
　
　
　

－
Ｉ
Ｉ

２５Ｈ

　

額

fA）

ｊ
ｉ
）
６
Ｑ
／
ｊ

Ｃ
Ｄ

'
-
^
t
ｏ
３
Ｊ

Ｏ
-
)

i
-
i
　
L
O
Ｃ
ｍ

C
N
J
O
0
d
e
s
'
~
-
i
'
０
'
＾
'
＾

100

軽油引取税交付金，特別区財政平衡交付金および特別区財政調整納付金は雑

国有提供施設等所在市町村助成交付金は国庫支出金に含めてある。

市町村の決算額は，一部事務組合と市および町村の相互重複額を控除した額

第14表

　

歳 入

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　

歳入決算額（億円）

　　　　　　　

決算額構成比（％）

　

区

　　　　

分

　　

．トり．レ

　

地

　　

方

　　

税

　

ｑ065

　

7 442　6 109　5070　昴.j　　お.7　　祗２　　お.j

　

地方譲与税

　

454

　　

362

　　

327

　　

284

　

1.8

　　

1.8

　　

j.∂

　　

２.j

　

地方交付税

　

4017

　

300

　

2 591　1 975 扨.θ　　15.4　　IS. 3　　M. 2

　　

小

　　　　

計

　

13 536　10 914　　9 027　　7 329　53. 9　　53.9　　53.4　　52.8

　

国庫支出金

　

5 308　4 771　4 136　3 222　3. 7　　認.∂　　24.4,　　昂.2

　

使用料、手数料

　　

738

　　

675

　　

612

　　

524

　

2.∂

　　

3.J

　　

3.∂

　　

J.S

　

繰

　　

入

　　

金

　　

431

　　

284

　　

253

　　

233

　

j.7

　　

j.4

　　

7.5

　　

j.∂

　

繰

　　

越

　　

金

　

1077

　　

744

　　

581

　　

527

　

4.3

　　

j.7

　　

3.4

　　

3.S

　

地

　　

方

　　

債

　

円50

　　

％0

　　

738

　　

803

　

4.∂

　　

４.7

　　

4.7

　　

5.8

　

そ

　　

の

　　

他

　

2 376　　1 91C　　四97　　1 246　9.5　　∂.４　　∂.θ　　∂.θ

i

　

合

　　　　

計25 H6　20 258　16 894　13 884 100.0　100.0　100.0　100.0

－198 －

地

　　

方

　　

税
地方譲与税
地方交付税
丿端才聚哩

都道府県支出金
財

　

産

　

収

　

人
分担金、負担金
使用料、手数料
寄

　　

附

　　

金
繰

　　

入

　　

金
雑

　　

収

　　

入
倫

　

這

　

篁

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

．
－

！

－

！

－

｜

－

｜
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決算額の状況

(単位

　

百万円)

昭和35年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　

計

　

額

　　　　　

増

　　

減

　　

額

　　

増減率(Ｃ)/(Ｂ)×100

　　

前年度増減率
純

　

．

　

(Ｂ)

　

二(゛

)

賀門市鯛回額

|

Ｐ府|市鯛ゆ額

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　　　

744 236　お.7　　　162 239　お.4　2∂.7　7∂.∂　21.8　訪.J　刀.４　21.8

　　　　

36 168　　7.S　　　　　9 281　　7.∂　2,5.7　23.4　25.7　11.3　△4.４　刀.7

　　　　

310 987　15.4　　　　90717　認.7　2∂.S　34.2　S9.2　17.8　25. 1　20.0

　　　

I 091 391　53.9　　　　262 237　54.0　26.3　20. 8　24.0　24.8　15.7　20.9

　　　　

477 056　23.6　　　　103 701　21.3　2∂.∂　24.9　27.7　IS. 3　IS 4　15.4

　　　　　　　　

－

　　

－

　　　　　　　

－

　　

－

　　

－

　

14.3

　　

－

　　

一

　

認.7

　　

－

　　　　

47 781　　2.4　　　　　7 386　　7.∂　刀.∂　19.7　16.5　26.6　31.8　29. S

　　　　

12 152　∂.∂　　　　　2 551　　∂.j　33.]　　7.j　27.0　20.3　25.3　2＆j

　　　　

67 503　3.3　　　　　6 305　　1.3　4.7　j∂.3　∂.J　∂.∂　11.4　10.3

　　　　

18 954　θ.∂　　　　　2817　θ.∂　2び.j　17.8　14.9　22.0　7.２　Ｈ.4

　　　　

28 389　　j.4　　　　　14724　J.∂　64.8　45. 0　57.9　゜θ.7　2∂.∂　12.e

　　　　

112 135　5.5　　　　33 232　∂.∂　27.6　32.3　2∂.∂　28.8　23. 1　2∂.7

　　　　

Q6007

　

j.7

　　　　　

19 037　3.∂　U. 5　25.2　j∂.S　3J.∂　n. 1　21.8

　　　　

74 434　J. 7　　　　33 253　∂.∂　55. 1　30.3　U.7　33.2　21. 7　28. 1

　　

2 025 802 100.0　　　　485 748 100.0　24.8　22.4　24.0　21.9　16.6　19.9

収入に含めてある。

である。

額

　

の

　

累

　

年

　

比

　

較

　　

増減額構成比（％）

　　　

増

　

減

　

率（％）

　　　　

弾

　　　

性

　　　

値

　

36

　

1

　

35

　

1

　

34

　

1

　

33

　　

36

　

1

　

35

　

1

　

34

　

1

　

33

　　

36

　

1

　

35

　

1

　

34

　

1

　

3

　

33.4

　

J∂.∂

　

J∂.2

　

j∂.7

　

21.8

　

21.8

　

12.3

　

J.２

　

θ.肘

　

j.刀

　　

1.00

　　

0.48

　　

7.∂

　

j.∂

　

∂.j

　　

J.２

　

25.7

　

10.7

　

θ.召

　

10.7

　

1.07

　

0.54

　　

0.07

　　

1.55

　

認.7

　

15.4

　

19.0

　

21.4

　

29.2

　

20.0

　

15.7

　

刀.3

　

1.22

　

1.01

　　

1.28

　　

1.49

　

54.0

　

56.0

　

55.3

　

41.3

　

24.0

　

20.9

　

12.8

　

5.4

　

1.00

　

1.05

　　

1.04

　　

0.72

　

21.3

　

7＆∂

　

34.2

　

2∂.j

　

27.7

　

IS. 4　18.2　＆∂　0.90　0.77　　1.48　　1.28

　　

7.J

　　

j.∂

　

2.7

　

J.7

　

∂.J

　

刀.J

　

＆∂

　

5.1　0.39　0.52　　0.72　　0. 74

　　

J.θ

　

θ.∂

　

j.２

　

°∂.7

　

31.9

　

12.6

　

∂.j

　

°2.2

　

2.扨

　

0.63

　　

∂.7∂

　

゜0.32

　　

∂.∂

　

４.∂

　

゜7.2

　

7∂.∂

　

44.7

　

28.1 °j＆7　29.1　1.88　1.41　°j､j2　　4.22

　　

J.∂

　

S.1　∂.7　°3.ｊ　扨.召　21.8　27.0　゜j.7　0.83　j.却　　２.2び　゜び.74

　　

∂.∂

　

12.3

　

4.7

　

j2.∂

　

24.3

　

27.7　∂.J　∂.7　1.01　1.39　　0.51　　1.32

100.0 100.0 100.0 100.0　24.0　19. 9　12.3　6.9　1.00　1.00　　1.00　　1.00
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第15表

　

歳

　　

入

　　

決

　　

算

　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　

入

　　　

決

　　　

算

　　　

額

区

　　　　　

分

　

31年度

　

1

　

32年度

　

1

　

33年度

　

1

　

34年度

　

1

　

35年度

　

1

　

36年度

地

　　

方

　

税

　　

44? 924　527 190　543 931　610 937　　744 236　906 475

地方譲与税

　　

23 517　　29 311　　32 438　　32 685　　36 168　　45 449

地方交付税

　　

165 162　203 182　224 011　259 088　310 987　401 704

小計ト般財源）

　　

633 603　　759 633　　800 380　　902刀0　1 091 391　1 353 62B

国庫支出金

　　

295 111　　321 422　　350215　　413 608　　477 056　　580 757

使用料、手数料

　　　

48 433　　52 614　　56 204　　61 198　　67 503　　73 308

繰

　　

入

　　

金

　　　

20127

　　

23 632　　23 161　　25 322　　28 389　　43 113

雑

　

収

　　

人

　　

103 889　　128 944　　i 40 782　　149 603　　191 022　237 508

地

　　

方

　

債

　　

113381

　　

65 403　　62 055　　　78812 96007　　115 044

繰

　　

越

　　

金

　　　

３に75

　　

55 335　　71 453　　58 099　　74 434　　107 692

合

　　　　　

計

　　

1 250 979　1 407 088　1 504 250　1 689 352　2 025 802　2 511 550

第16表

　

一

　　

般

　　

財

　　　　　　　　　　　　　

一

　　　

！

　　

昭

　　

和

　　

託

　　

年

　　

度（Ａ）

　　　　　

昭

　　

和
区

　　　

分

　　

1

地方税|地方譲与税ﾚ山方交付税|合丁地方税

都

　

道

　

府

　

県

　　　

497 725　　　43 939　　267 744　　809 41　　394 592

市

　　

町

　　

村

　　　

4⊃3750　　　　1510　　　133960　　544 220　　349 644

合

　　　　

計

　　　

906 475　　　45 449　　401 704　　1 353 628　　744 236

－200－



額

　　

の

　　

推

　　

移

源

　　

の

　　

状

　　

況

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　　　

S5

　　　　

年

　　　

度

　　

(Ｂ)

　　　　　

増

　　

減

　　

額

　

(Ａ)－(Ｂ)

　　

地方譲与税
|
地方交付税|

　

合

　　

十

　

地

　

方

　

税|地方譲与税|地方交付税|

　

合

　

計

　　　　　　

引７こ

1

　　　

2□L5

1

　　

640 6り7　　103 133　　　　9?]　　56 58｣　168 7□

　　　　　　　

1 221　　　99 830　　　450 694　　59 106　　　　2?0　　34 130　　93 526

　　　　　　

36 161　　　310 98〕　　1 091 391　　162 239　　　9 281　　90 717　　262 237

＿

　　　　　

‘

　　　　　　

l

－201－

　　

瀾欝昌§門尚

　

対

　　　

前

　　　

年

　　

度

　　

比

　　

率

,大卜ｕﾄ,ｎ

　

特則護護ﾚ斜|舞列回譲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　

％

　　　　

％

　　　

j2θ

　　　

j47

　　　　

j7∂

　　　　

117

　　　　

j∂J

　　　　

112

　　　　

j22

　　　　

j22

　　　

U5

　　　

J27

　　　　

扨θ

　　　　

12S

　　　　

Ill

　　　　

j∂j

　　　　

Ill

　　　　

j2∂

　　　

131

　　　

158

　　　　

2∂3

　　　　

j23

　　　　

j刀

　　　　

ｎ∂

　　　　

72∂

　　　　

j2∂

　　　

72J

　　　

召g

　　　　

圃j

　　　　

H∂

　　　　

j∂j

　　　　

j月

　　　　

72j

　　　　

j24

　　　

j2∂

　　　

74S

　　　　

紹∂

　　　　

刀∂

　　　　

刀∂

　　　　

j圃

　　　　

115

　　　　

j22

　　　

777

　　　

認∂

　　　　

7召

　　　　

jθ∂

　　　　

扨7

　　　　

扨∂

　　　　

j扨

　　　　

j∂∂

　　　

113

　　　

727

　　　　

j∂J

　　　　

117

　　　　

∂S

　　　　

刀∂

　　　　

j刀

　　　　

1S2

　　　

72∂

　　　

1S3

　　　　

j沢

　　　　

ｊ２４

　　　　

扨∂

　　　　

j∂∂

　　　　

j28

　　　　

j24

　　　　

∂&

　　　

j2θ

　　　　

皿3

　　　　

j8

　　　　

∂j

　　　　

j27

　　　　

j22

　　　　

j2∂

　　　

j辺

　　　

Jむ

　　　　

2θj

　　　　

j7∂

　　　　

j2∂

　　　　

召j

　　　　

7２8

　　　　

j４5

　　　

122

　　　

146

　　　　

181

　　　　

112　　　　107　　　　1 12　　　　120　　　　124
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その１

　

純計額

第17表

　

一 般

　　

財 源

　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税
ｇ

　　

ｊ

ﾚ

算（ｍ郷u甘菜ご匹（ル郷wｖ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　

％

　

昭和31年度

　　　　　

449 924　　　－　　　－　　　　23 517　　　－　　　－

　　　

32

　　　　　　　　

527 190　　　　－　　17.2　　　　29 311　　　　－　　２４､6

　　　

33

　　　　　　　　

、543931　　　　－　　　J.2　　　　32 438　　　　－　　扨.7

　　

31～33平均

　　　　　

507015

　　　

100

　　　

－ 28 422 1ひ⊃　　　－

　　　

34

　　　　　　　　

610 937　　　120　　]2.3　　　　32 685　　　05　　　θ.S

　　　

35

　　　　　　　　

744 236　　　147　　27. 8　　　　36 168　　　127　　刀7

　　　

36

　　　　　　　　

?06 475　　　179　　2j. 8　　　　J5 449　　　160　　2j. 7

その２

　

都道府県分

　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税
ｇ

　　

ｊ

ﾄ

算（ｍ郷u甘草決算（ｍ郷u甘肇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

昭和31年度

　　　　　

210 274　　　　－　　　　－　　　　　　23050　　　　－　　　－

　　　

32

　　　　　　　　

260 142　　　　－　　23.7　　　　　28 242　　　　－　　22､j

　　　

33

　　　　　　　　

261 041　　　　－　　　∂.J　　　　　31315　　　　－　　10　9

　　

31～33平均

　　　　

243 819　　　100　　　－　　　　27 536　　　100　　　－

　　　

34

　　　　　　　　

302 618　　　124　　7j. ∂　　　　　31409　　　114　　∂.3

　　　

35

　　　　　　　　

394 592　　　162　　30.4　　　　　34 948　　　127　　11.3

　　　

36

　　　　　　　　

497 725　　　204　　2∂リ　　　　　43 939　　　160　　25. 7

その３

　

市町村分

　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税
ｇ

　　

ｊ

　

ik m m ＼m郷u瞥菜し算（ｍ ｔ lAJ甘菜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

昭和31年度

　　　　　

2D 650　　　－　　　－ 467　　　　－　　　　－

　　　

32

　　　　　　　　

267 046　　　　－　　11.4　　　　　1 069　　　　－　　12S.9

　　　

33

　　　　　　　　

282 390　　　　－　　　ｊ.∂　　　　　1123　　　　－　　　j.7

　　

31～33平均

　　　　

263 196　　　100　　　－　　　　　　886　　　1い　　　－

　　　

34

　　　　　　　　

308 319　　　117　　　∂.∂　　　　　1276　　　□唾　　13.6

　　　

35

　　　　　　　　

349 644　　　133　　7J. J　　　　　1 220　　　138‘2　θ.4

　　　

36

　　　　　　　　

408750

　　　

155

　　

j∂.1

　　　　　

1 510　　　170　23.8
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の 推 移

(単位

　

百万円)

　　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　

ａ

　　　　　　　　　　

計

１算額）

　

・nu甘肇

し

算（ｍ

　

（ぶ甘肇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

165 162　　　　　　－　　　　　　－　　　　638 603　　　　　　－　　　　　　　－

　　　　

203 182　　　　　　－　　　　23 0　　　　759 683　　　　　　－　　　　　19.0

　　　　

224 011　　　　　　－　　　　刀.J　　　　B00380　　　　　　－　　　　　　j.4

　　　　

197 452　　　　　100　　　　　　－　　　　732 889　　　　　100　　　　　　　－

　　　　

259 088　　　　　131　　　　　IS. 7　　　　902ﾌ!C　　　　　123　　　　　12. 8＼

　　　　

310 987　　　　　158　　　　20.0　　　1 091 391　　　　　149　　　　　20. 9

　　　　

401 704　　　　　203　　　　29.2　　　1 353 628　　　　　185　　　　　2ｔ

l

(単位

　

百万円)

　　　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　

計

ｓコ!ｓ）

　

・nu賢肇

し

算（ｍ

　

（ju甘肇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

! 14 981　　　　　　－　　　　　　－　　　　343 30）　　　　　一　　　　　　　一

　　　　

!33 366　　　　　　－　　　　20.3　　　　426 7501　　　　　　－　　　　　22. 5

　　　　

ト1 124　　　　　　－　　　　　∂.2　　　　443 480　　　　　　－　　　　　　３．9

　　　　

134 824　　　　　100　　　　　　－　　　　406 179　　　　　100　　　　　　　－

　　　　

179 307　　　　　133 18.∂1　　　513 334　　　　126　　　　15.8

　　　　

211 157　　　　　157　　　　j7.日　　　　640691　　　　　158　　　　　24.8

　　　　

267 744　　　　　199　　　　2∂.1　　　　809 403　　　　　199　　　　　2∂.3

- 203－

(単位

　

百万円)

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　　　

き

　　　　　　　　　　

計

１算・）

　

（ju甘j§

レ

算（ｍ

　

（習Ｖ

　　

麗呪

　　　

二

　　

石

　　

瑞瑞

　　　

）

　　

む

　　

言Uj

　　

臨

　　

ヤ

　　

言言

　　

ぷ

　　　

イ

　　

銘

才

　　

］

　　

よ

j

　　

瀧

　　　

宍

　　

お

　　

133 960　　　　　214　　　　34.2　　　　544220　　　　　167　　　　　20.8



第18表

　

一般財源等の人口

　　　　　　　　　

｜

　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

36

　　　　

年

　　

区

　　　　　　

分

　　　

☆ｻ犬鰯に

(注) ・人口は，35年度は35年10月１日現在国勢調査人口を，36年度は36年10月１日

こ

　

道府県税については，東京都が徴収する市町村税相当額を除き，特別区が徴

３

　

一般財源については，道府県税，地方譲与税，地方交付税を加算した額で，

　

差し引いた額である。なお，抑制額は，昭和35年度は東京都3, 171百万円，神

　

3,934百万円，神奈川県635百万円，愛知県619百万円，大阪府1,538百万円で

-F

　

各グループの編成は昭和34年度から昭和36年度までの財政力指数

　

40%以上5o％未満をＣグループ, 35%以上40％未満をＤグループ, 30%以上35

5

　

全国平均の（

　

）は，東京都を含松平均である。
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１人当り額の状況

　　

度

　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

35

　　　　

年

　　　　

度

　

人当り額(円)人

　

口道府県税一般財源
↓aJ這霖?蛮

　

人口１人当り額(円)

一ＳＨ騎・－(ニ９､)(百万９)(百万ﾄ9)詰詳麟

ﾚ

ｍトａＨ諸・一

{C)/(A) (D)/(A)　　　(Ｅ)　(Ｆ)　　　(Ｇ)‰咀譜(Ｅ)／(Ｅ)ｌ(Ｇ)／(Ｅ)|(素腹)

　

S 698　　s 50011　13 154　89 008　90 788　　　88 744　　6 767　　6 902　　6 747

　

6 754　　6 77』　18 879　72 715　104 526　　　105 014　　3 851　　5 536　　5 562

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

ﾌ486

　　

757

ﾘ

　

11 323　31 244　69 183　　　70 142　　2 758　　6 108　　6 192

　　

7 623　　7 699　19 230　44 114　115 960　　　117 363　2 294　　60301　　6 103

　　

フフ20

　　

7 836　　6 360　11 021　38 777　　　39 495　　1 733　　6 097　　6210

　　

85sら

　　

8 597　14 784　22 102　96 907　　　97716　　1 495　　6 555　　6 610

　　　　　　　

｜

　　

フフ49

　　

7 771　83 735　270 204　516 141　　　518 474　　3 227　　6 164　　6 192

　

(800(7 995)|(93419)(348 948)ﾚ95 053) (594 220) (3 735) (6 370) (6 3釧

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

現在推計人口を用いてある。

収する道府県税相当額を加算してある。

広義の一般財源は，一般財源に発電水利使用料を加え，義務教育費国庫負担金抑制額を

奈川県がO百万円，愛知県451百万円，大阪府1,237百万円，昭和36年度は，東京都

ある。

(萱草||箭§Sぶll)の平均値の100%以上をＡグループ, 50%以上100%未満をＢグループ．

％未満をＥグループ, 30%未満をＦグループとしてある。
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その１

　

道府県税

第19表

　

昭和36年度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

36

　　　　

年

　　

度

　　　

ｌ

△

　

<

一仁‥○言綴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　　　

439 235　　　　丿・回3　　　お濁　　　93.8

　　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　　　　

ﾌI 117　　　　　66 633　　　沢に　　　故∂

　　　

個

　　　　　

人

　　　　　

30 251　　　　　27 245　　卯.j　　　∂.j

　　　

法

　　　　　　

人

　　　　　　

40 866　　　　　39 333　　　96. 4＼　　　8.９

　　

事

　　　

業

　　　

税

　　　　　

251 458　　　　240 7S9　　　貼］　　皿２

　　　

個

　　　　　

人

　　　　　　

21 941　　　　　19 251　　　肘.7　　　4.J

　　　

法

　　　　　

人

　　　　　

229 517　　　　221 538　　　卯.j　　　四.9

　　

不動産取得税

　　　　　

18470

　　　　

170引

　　

∂２.j

　　

3.9

　　

道府県たばこ消費税

　　　　　　

28 137　　　　　28 137　　100.0　　　∂.J

　　

娯楽施設利用税

　　　　　　

4 465　　　　　一卜10　　卵.S　　　7.θ

　　

料理飲食等消費税

　　　　　　

37 399　　　　　34 290　　　卯ｊ　　　７７

　　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　　　

2に）61

　　　　　

!ら司3

　　　

甜召

　　　

4.3

　　

鉱

　　　　

区

　　　

税

　　　　　　　

1 162　　　　　　　735　　　郎.j　　　　∂.２

　　

狩

　　

猟

　　

者

　　

税

　　　　　　　　

540

　　　　　　　

5チ

　　　

卵.S

　　　　

∂リ

　　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　　　

4 926　　　　　　-!926　　　100.0　　　　7.7

　

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　　　

510

　　　　　　

回4

　　　

認∂

　　　

θｊ

　

目的税（軽油引取税）

　　　　　

27 355　　　　　26 984　　　認.∂　　　∂.j

　

旧法による税収入

　　　　　　　

265

　　　　　　

77

　　

29.]　　　∂∂

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

467 365　　　　　444 178　　　95. 0　　　100.0

(注)東京都が徴収した市町村税相当額(60,233百万円)を控除し，特別区が徴収した道

－206－



地方税の状況

府県税相当額(6, 686百万円)を加算してある。

207－

(単位

　

百万円)

　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　

比

　　　　

較

　　　　

前年度

渦定罷

)

ト
Ａ%

)

|留言|敲

ぐ

瓜ぺい雛1閤発

o

゛゛率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　　　

％

　　　

S52 360　　　331 252　　討.∂　　∂ｊ.∂　　85 391　　S∂.7　　25.8　　　　32.2

　　　

56 237　　　52 182　　∂２.∂　　15.0　　14451　　15.2　　27.7　　　　27.6

　　　

23 729　　　20 893　　88.0　　　∂.∂　　　6 352　　∂.7　　30.4　　　　∂.1

　　　

32 508　　　31 289　　∂∂.J　　　∂.∂　　　8 099　　S j　　2j.∂　　　　43.7

　　　

198 557　　　188707　　∂ｊ.θ　　54. 1　　52 082　　54.7　　27.6　　　　40. 1

　　　

18 588　　　15 183　　幻．７　　　４ノ　　　4 068　　4.3　　26.8　　　　17.5

　　　

lﾌ9 969　　　173 524　　∂∂.4　　49.7　　48 014　　50.4　　27.7　　　　42.5

　　　

15 024　　　13 6コ　　沢.∂　　　J.9　　　3410　　3.6　　2ｔ∂　　　　27.3

　　　

24 Q06　　　24 906　　700.0　　　7.j　　　3 231　　　J.4　　13.0　　　　Ｈ.θ

　　　　

3 400　　　　3 332　　∂s.∂　　　∂.∂　　　1078　　　J. 1　　32.4　　　　2∂.j

　　　

32 068　　　28 326　　88. J　　　8.j　　　5 964　　∂.j　　21. 1　　　　24.

　　　

謁与58

　　　　

14 665　　89. 1　　　4.2　　　4 238　　4.4　　2＆∂　　　　20.8

　　　　

！回4

　　　　　

928

　　

7∂.θ

　　　

θ.J

　　　　　

7

　　

θ.θ

　　

∂.7

　　　　

14.6

　　　　　

431

　　　　　

430

　　

99　８＼　　０」

　　　　

109

　　

θ.j

　　

25.3

　　　　

11.1

　　　　

4 105　　　　4 105　　700.0　　　j.2　　　　821　　　∂.∂　　20.0　　　　32.5

　　　　　

-!55

　　　　　

422

　　

∂２.7

　　　

∂.j

　　　　

52

　　

θ.j

　　

12.3

　　　　

∂.

1

　　　

17 533　　　　17 247　　98.3　　　4.∂　　　9 743　　10.2　　56. 5　　　　　おj

　　　　　

246

　　　　　

33

　　

13.4

　　　

θ.θ

　　　　

44

　　

θ.∂

　

133.3

　　　

A∂4.7

　　

370 594　　　348 948　　94. 2　　100.0　　95 230　100. 0　　27.3　　　　32.2



その２

　

市町村税
第19表

　

昭和36年度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　

ｇ

　　

ｊ

ﾄ

定楓
)

トＡ殆

)

ﾄﾞ)ﾄﾞﾄﾞ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

％
法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　　　

481 379　　　　448 724　　　お.２　　　腔.J

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　　　

172 663　　　　160 645　　∂J]　　紆７

　　　

個人均等割

　　　　　

10614

　　　　　

叫29

　　

認.S

　　　

2.∂

　　　

ｲ固人所得割

　　　　　

97819

　　　　

39 325　　∂7.S　　皿丿

　　　

法人均等割

　　　　　

1 656　　　　　i斗ﾌO　　銘.S　　　∂.3

　　　

法

　

人税

　

割

　　　　　

62 574　　　　　59 921　　　∂ｊ７　　　皿θ

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　

2H 577　　　　1Q2兄ﾌ　　∂j.∂　　-n. 7

　　　

純固定資産税

　　　　　

卜8 682　　　　　1ﾌ9 677　　　卯.４　　　銘.∂

　　　　

土

　　　

地

　　　　　

63 228　　　　　56 143　　銘.8　　　爪丿

　　　　

家

　　　

屋

　　　　　

34 787　　　　　75 567　　邱.j　　7∂.j

　　　　

償却資産

　　　　　

50 667　　　　47％ﾌ　　お.7　　皿４

　　　

交付金、納付金

　　　　　　

12 895　　　　　12 890　　100.び　　　２８

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　　　　

6 333　　　　　　沁53　　　お．ｊ　　　　７２

　

市町村たばこ消税費

　　　　　　

38 697　　　　　'ｉ'ｉ　.S97　　100.0　　　＆４

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　　

46 943　　　　　46 919　　卯.∂　　　皿丿

　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　　　　

2613

　　　　　　

2 430　　　卵.θ　　　θ.j

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　　　　

2 553　　　　　　2 03　　　82.8　　　θj

法

　

定

　

外

　

普

　

通

　

税

　　　　　　　

屁3

　　　　　　　

し21

　　　

∂J.7

　　　

りｊ

目

　　　

的

　　　

税

　　　　　　

14 218　　　　　12 Ξ6B　　　卯．Ｊ　　　２Ｓ

　

入

　　　

湯

　　　

税

　　　　　　　　

840

　　　　　　　

≒5

　　　

銘．７

　　　

∂２

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　　

12 982　　　　　コつ3　　卯､S　　　2.δ

　

水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　　　

362

　　　　　　

312

　　　　

∂∂.２

　　　　　

－

　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　　　

34

　　　　　　　

18

　　　

毘､∂

　　　　

－

旧法による税収入

　　　　　　

559

　　　　　　

ﾖ4

　　

15.0 ∂θ

　

ｊ

　　　　　　　

計

　　　　　　　

496 819　　　　　462 297　　　93. 1　　　100,0

(注)東京都が徴収した特別区にかかる市町村税相当額(60, 233百万円)を加算し，特別
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前年度

増減率

較比

地方税の状況（つづき）

　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

綴
収入額
構成比

収入調定
×

Ｕ

　

麗

　

２

月.

　

∂

4J.

７

　

７

ノ

　

タ

７

　

５

　

Ｊ

　

θ

　

７

　

ｊ

　

７

　

２

　

ｏ
ｏ

ｊ

　

２

　
　
　

２

　
　
　

２

　

７

　

７

７
（
χ
）
θ

　

θ

　

θ

　

７

　

θ

　

９

ｏ
:
>

^

C
O

T
-
ｉ

C
Ｏ

Ｏ
v
}

65 17

32 61

２０１

7J

　

j.

７

　

ｊ

Ｊ

　

ｊ

2∂.

δ

　

Ｓ

２

　

ｊ

　
　
　

ｊ

ｊ

　

７

r
-
-
l
T
-
｡

ｊ

^
０
０
^
C
＼
l
C
>
J
"
＾
ｉ
Ｃ
ｃ
>
.
'
~
^
C
O
t
^
C
o
C
i

t
-
-
H
i
-
-
(

■
＾
T
-
s
i
^

y
~
^

y
~
~
t
r
-
~
t
r
~
j

ｆ
^
t

　

∂

11

Ｈ

　

j

２

　

θ
（
χ
）
θ

　

θ

　

θ

　

２

　

θ

　

２

１

^
^
(
＾
J
(
＾
3
＾
^
0
'
Ｍ
'
＾
O
^
ｃ
-
.
O
C
＾
'
-
^
Ｏ
ｏ
^
o
'
o
C
J
O
C
^
^
Ｃ
Ｊ
Ｃ
^
)
Q

<
Ｄ
＼

i
n

>
~
-
(

T
-
i
'
＾
>
:
)
H
i
-
＾
r
-
H
≫
-
H

r
-
i

*
-
(
<
―
i
h
^
Ｏ
s
C
o
'
J
＾
０
１
０
０
t
o

o
s
ｏ
ｉ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
s
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ
ｏ

訂

　

認

383

128

417 287

139 773

　

10 46ﾌ

69

47 91

フフ573

　

1 582

50 151

172 25

160 02

　

51 57

　

６8 ０3

Ｄ２９

180 7

゜夕

　

13

　　

8.

へ４２.

　　

17.

゜θ

100.

△

　

６１

　

θ.

″100:

'
0
^
'
0
'
０
^
≫
-
^
'
-
^
O
i
^
>
.
Ｏ
^
C
＼
^
ｏ
ｏ
Ｃ
ｏ

'
ｏ
Ｏ
Ｏ
'
o
'
ｏ
Ｏ
ｂ
Ｏ
Ｏ
Ｃ
t
ｉ
Ｏ
ｏ
Ｏ
ｏ
Ｏ
ｏ
Ｏ
ｏ
'
O
'
^

1
-
｡

!
-
_
≫
-
-

２

　

４

　

０

　

３

　

８

　

３

　

６

　

２

　

５

　

８

　

３

　

６

　

５

４

　

６

　

９

　

３

　

９

　

６

　

５

　

４

　

３

　

０

　

８

　

１

　

４

２

　

７

　

２

　

９

　

２

　

９

　

５

　

Ｃ

　

６

　

１

　

２

　
　
　

１

２

　

３

　

４

　

０

　

２

　

１

　
　
　

１

　
　
　
　

０

１

　
　
　

３

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　
　

１

12

Ｈ

"'9139543口

区が徴収した道府県税相当額(6, 686百万円）を控除してある。
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その１

　

道府県税

第20表

　

地

　

方

　

税

　

徴

　

収

(単位

　

％)

区

　　

分|現年度分1過年度分l滞納繰越分|

　

合

　　

計

昭和32年度

　　　　　　　

お
づ

　　　　　　

弱り

　　　　　　

おり

　　　　　　

卯.∂

　　

S3

　　　　　　　　　　

∂∂.7

　　　　　　

87.2

　　　　　　

36.6

　　　　　　

90,7

　　

34

　　　　　　　　　　

∂7.

j

　　　　　　

89.0

　　　　　　

J7∃

　　　　　　

92.2

　　

s5

　　　　　　　

97づ

　　　　

お４

　　　　

に

）

　　　　

∂j.2

　　

ニ

　　　　　　　　　　

97.21

　　　　　　

∂２.∂

　　　　　　

49.8　　　　　　9S.0

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　

｜

その１

　

道府県税

第21表

　

昭和36年度超

　　　　　　　　　　　　　　　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　

民

　　　

税

　　

区

　　　

分

　　

|

　

個

　　　　　　

人

　

｜

　

法

　　　　　　

人

　

｜

　

小

　　　　　　　

ｔ

　

青

　　

森

　　

県

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　

秋

　　

田

　　

県

　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　

67

　

山

　　

形

　　

県

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　

群

　　

馬

　　

県

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　

三

　　

重

　　

県

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

52

　　　　　　　　　　

52

　

佐

　　

賀

　　

県

　　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

24

　

鹿

　

児

　

島

　

県

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　

合

　　　

計（Ａ）

　　　　　　

（2県）58

　　　　　　

（3県）85

　　　　　

（3県) 143

　

3s

　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　　

０県）95

　　　　　

（5県）

　

130

　　　　　　　

(5≪) 2251

増減（Ａ）べＢ）

　　　　　　

△37

　　　　　　

ム45

　　　　　　

乙82

（注）合計欄および35年度欄の（

　

）は実施県の数を示す。

－210



率

　

の

　

推

　

移

その２

　

市町村税 (単位

　

％)

区

　　

分
1

現年度分|過年度分|滞納繰越分|

　　

計

昭和32年度

　　　　　　　

∂び.j

　　　　　　

∂２.7

　　　　　　

屁
］

　　　　　　

詐.∂

　　　

33

　　　　　　　　　　

∂ざ.7

　　　　　　

Sj.∂

　　　　　　

3∂.∂

　　　　　　

87.9

　　　

34

　　　　　　　　　　

95.7

　　　　　　

S7.7

　　　　　　

J∂.∂

　　　　　　

89.7

　　　

35

　　　　　　　　　　

∂∂.∂

　　　　　　

86.4

　　　　　　

40.8

　　　　　　

∂j.7

　　　

36

　　　　　　　　　　

97.0

　　　　　　

S∂.7

　　　　　　

40.4:

　　　　　　

∂3.1

過課税等の状況

－211－

(単位

　

百万円)

　　　　

事

　　　　　　

業

　　　　　　

税

　　　　

|

不動産取得税

　

ﾄ

ｊ

個

　　

人ｌ法

　　

人｜小

　　

計

　　　　　　　

11

　　　　　　　　

35

　　　　　　　

46

　　　　　　　　

10

　　　　　　　

56

　　　　　　　

17

　　　　　　　　

73

　　　　　　　

90

　　　　　　　

49

　　　　　　　

206

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

62

　　　　　　　

62

　　　　　　　　

41

　　　　　　　

103

　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

82

　　　　　　　　

82

　　　　　　　

－

　　　　　　　

159

　　　　　　　

159

　　　　　　　　

79

　　　　　　　

290

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

34

　　　　　　　　

58

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

63

　　　　　　　　

63

　　

（2県）28

　　

（4県) 329　　（4県) 357　　（7県) 358　（7県) 858

　　

（3県）

　

25

　　　　　

（４県) 388　　（４県) 413　　（7県) 377　（7県）1015

　　　　　　　

3

　　　　　　

°59

　　　　　　

△

　

56

　　　　　

“

　

19

　　　　　

△

　

157



第21表昭和36年度超

その２

　

市町村民税所得割課税方式別市町村数

　　　　　　　

ｉ

　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　

１

　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　

-

　　　　　　　

｜団体数｜構成比

　

団体数｜構成比

　　　　　　　

・

　　　　

｜

　　　　

劉

　　　　　　　　

％
第１課

　

税

　

方

　

式

　

ｉ

　　　　　

６

　　　　　

100.0

　　　　　

176

　　　　　

32.0
第２課税方式本文｜

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

28

　　　　　　

5.1
第２課税方式但書

　

｜

　　　　　　

‾

　　　　　　　

‾

　　　　　　

337

　　　　　

61.2
第３課税方式本文ｌ

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

４

　　　　

∂．７
第３課税方式但書｀

　　　　

-

　　　　　

一一

　　　　

３

　　　　

∂．ｊ
不や－１則

　　　

一一

　　　

］

　　　

３

　　　　　　

θ．ｊ

　

洽

　　　　　　　

計

　　

i

　　　　　　

6

　　　　　

100.0

　　　　

551t

　　　　　

100.0

（注）東京都の特別区については，23区を１として大都市に計上してある。以下本表中

その３

　

市町村民税個人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

Ｔ

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

|

団体数｜構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％
標準税率未満

　　　　

－

　　　　

－

　　　

19

　　　　

3.5
恥ｍ轟ｓ言言

　　　

ヤ

　　

Ｊで

　　

イ

　　

澗

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

9

　　　　　　

J.∂

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

6

　　　　　

100.0

　　　　　

551

　　　　　

100.0

その４

　

市町村民税法人均等割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

フ

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

|

団体数｜構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

％
標準税率未満

　　　　

－

　　　　

－

　　　

４

　　　

∂．７
‰ｍ轟お言言

　　　

ヤ

　　

尉

　　

昆

　　

訓

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

フ

　　　　　　

ｊ．３

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

6

　　　　　

100.0

　　　　　

551

　　　　　

100.0

（注）条例の制定のみで法人が現存しないものを（

　

）外書してある。以下本表中にお
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過謀税等の状況（つづき）

において同じ。

いて同じ。

213－

　　　　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　

昭和35年7月１日現在

　　

比

　　　　　　

較

町

　　　　　

村

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　　

増減率

団心|皿Jﾆ

]

団心(人)）ｈ
ｌ塵

ﾄﾞ

台(Ａ)づ

ﾘ

訃1。

　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　

－

　　　　

－

　　　　　

４

　　　　

θ.j

　　　　　

1

　　　　

θ.ひ

　　　　　

3

　　　

Jひ.∂

(3)2 138　　73. ざ　(3)2 463　　　71.0　　　2518　　　71.4　　　4　55　°　２.2

　　

771

　　

28.5

　　　　

992

　　　

28.∂

　　　　

994

　　　

28.2

　　　

△

　

2

　

△

　　

θ.2

　　　

3

　　　

∂.j

　　　　

10

　　　　

0.3

　　　　

13

　　　　

∂.4

　　　

a

　

3

　

乙

　

23. 1

3)2 912　　100.0　(3)3 469　　　100.0　　　3 526　　　100. 0　　　°57　°　1.6

　　　　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　

昭和35年7月１日現在

　　

比

　　　　　　

較

町

　　　　　

村

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　　

増減率

ｎ剛四

万

回心(お）む

　

tｌ璧

ﾄ

台(Ａ)‾㈹

|

訃100

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　

－

　　　

－

　　　　

19

　　　　

θ.j

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

19

　　　　　

－

　　

2 186　　7j. ∂　　　2 604　　　75.0　　　2 643　　　7j. S　　△　39　△　　1.5

　　

725

　　

24.∂

　　　　

836

　　　

24.1　　　　B68　　　24.4　　心　32　°　＆7

　　　

4

　　　

θ.j

　　　　

13

　　　　

θ.4

　　　　

15

　　　　

θ.S

　　

△

　　

2

　

°

　

刀.3

　

2 915　　100.0　　　3 472　　　100.0　　　3 526　　　100.0　　A　54　°　1.5

　　　　　

１

　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　

昭和35年7月１日現在

　　

比

　　　　　　

較

　

町

　　　

村

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　　

増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体数

|

構成比（Ａ）－（Ｂ）

ﾚ

Ｃ）100
団体数|構成比団体数(A)|構成比

　　

（Ｂ）

　　　　　　　

（Ｃ）価ド

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

例

　　　　　

1

　　　　

％

　　

294

　　

10.1　　　　4瓦　　　13.7　　　　ぐ91　　　J3.∂I　　　△15　　°3. 1

　　　

37

　　　

j.3

　　　　

65

　　　　

j.∂

　　　　

68

　　　　

j.∂

　　　

乙ぶ

　　

二

　

４.4

　　

2 461　　84.4　　　2 798　　　∂∂.∂　　　2310　　　79.7　　　△12　　°∂.4

　　　　

6

　　　

θ.2

　　　　

10

　　　　

θ.J

　　　　

□

　　　　

θ.4

　　　

△

　

1

　　

2

　

∂.j

　　　

□5

　　　

J.∂

　　　　

□8

　　　　

3.4

　　　　

141

　　　　

j.θ

　　　

△23

　　

- 16.3

　　　　

2

　　　

∂.j

　　　　　

5

　　　　

び.j

　　　　　

5

　　　　

θ.j

　　　　　

O

　　　　　

－

　

2915

　　

100.0

　　　

3 472　　　100.0　　　3 526　　100.0　　　゛54　　°1.5



　　　　　　　　　　　

第21表

　

昭和36年度超

その５

　

市町村民税法人税割税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

フ

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

|

団体数｜構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

－

　　　　　　

碧

　　　　

＿

　　　　

碧

標準税率(8. 1 %)　　　　　6　　　100.0　　　189　　　　お.J

標準税率を超えるもの

　　　　　　

ー

　　　　　　

－

　　　　

359

　　　　　

85.2

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

３

　　　　　　

θ．ｊ

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

6

　　　　　

100.0

　　　　　

511

　　　　　

100.0

その６

　

固定資産税税率別市町村数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

７

　　

月

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　　　

市

　　　　　　　　　　　　

団体数｜構成比

|

団体数｜構成比

標

　

準

　

税

　

率

　

未

　

満

　　　　　　　

－

　　　　　　

サ

　　　

＿

　　　　

碧

標準税率(1.4 %)　　　　　６　　　７卯］　　　362　　　　65.7

標準税率を超えるもの

　　　　　　

ー

　　　　　　

－

　　　　

185

　　　　　

お.∂

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　

４

　　　　　　

∂．７

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

6

　　　　　

100.0

　　　　　

551

　　　　　

100､0

その７

　

市町村民税所得割課税方式別調定額および納税義務者数

区

　　　　　　　　

分

　　

｜

　　　

，卜

　　　　

町

　　　　

村

　　　　

数

第１課

　

税

　

方

　

式

　　　　　　　　　　　　　　　

476

　　　　　　　　　

月
でｻ

第２課税方式本文

　　　　　　　　　　　　

65

　　　　　　　　

j.∂

第２課税方式但書

　　　　　　　　　　　　

2 798　　　　　　　　湧.∂

第３課税方式本文

　　　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

θ.j

第３課税方但式書

　　　　　　　　　　　　

Ｈ８

　　　　　　　　　　　　

Ｊ４

不

　

均

　

一

　

課

　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　　　　　　　　　　

θ．ｊ

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

3 472　　　　　　　100 0

214－



過課税等の状況（つづき）

－215

調

　　　

定

　　　

頷

　　　

｜

　　

納

　

税

　

義

　

務

　

者

　

数

　　　　　　　　

匹９

　　　　　

祠

　　　　　　　　　

Ａ

　　　　　　

％

　　　　　　　

45 982　　　　　j3ヨ　　　　　　　　　フ621 043　　　　　　49.3

　　　　　　　　

4 045　　　　　　j.7　　　　　　　　　　581 141　　　　　　　J.8

　　　　　　　

35051

　　　　　　

40.5

　　　　　　　　　

6 985 624　　　　　　45.2

　　　　　　　　　

408

　　　　　　

θ.5

　　　　　　　　　　

50 465　　　　　　　∂.J

　　　　　　　　

1 117　　　　　　7.2　　　　　　　　　　219 359　　　　　　　7.４

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

86 603　　　　100.0　　　　　　　15 457 632　　　　　100. 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

~

　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　　

昭和35年7月旧現在

　　

比

　　　　　　

較

町

　　　　

村

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　　

増減率

団皿|皿

]

団心(人)）お
でこ

ﾄﾞ

台(Ａ)づ

(

訃100

　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　

４

　　　

∂.2

　　　　　

4

　　　　

θ.j

　　　　　

)

　　　

θ.J

　　　　　

－

　　　　　

－

　

2 021　　∂∂.J　　　2339　　　88.8　　　2 408　　　∂＆3　　　A19　　°θ.∂

　

辰

　　

フ

　　　

∂.２

　　　　

□

　　　　

θ.J

　　　　

17

　　　　

θ.j

　　　

△

　

6

　　

^ 35.3

　

2915

　　

100.0

　　　

3 472　　　100.0　　　3 5261　　100. 0　　　△54　　'' 1.5

　　　

１

　　

日

　　

現

　　

在

　　　　　　　　

昭和35年ﾌ月旧現在

　　

比

　　　　　　

較

　

町

　　　　　

村

　　　　　　

十

　　　　

|

‾

　　　　　　　

増

　

減

　　

増減率

　

団々|皿比

臨

ｕ（・）|皿ＯＩﾏ

ﾄﾞ

台（Ａ）‾副

|

訃100

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　

3

　　　

∂.j

　　　　　

3

　　　　

∂∃

　　　　　

3

　　　　

θ.２

　　　

°5

　　　

∂２.j

　　　　

（3）

　　　　　　　

（3）

　　　

1 957　　er. 2　　　2 152　　　62.0　　　2 203　　　∂2.j　　　j｀51　　1　2.J

　　　

951

　　

32.7

　　　

1310

　　　

37.8

　　　

1306

　　　

37.0

　　　　　

4

　　　　

θ.J

　　　　

1

　　　

∂.θ

　　　　　

４

　　　　

θ.7

　　　　　

つ

　　　　

∂.J

　　　

△

　

5

　　

° jj.∂

　　　　

（3）

　　　　　　

（3）

　　

2912

　

100.0

　　　

3 469　　　100. 0　　　3 526　　　100. 0　　　゛57　　ふ　1.6

-



第22表

　

昭和36年度法定外普通税の状況

その１

　

道府県税 (単位 百万円）

⊇∇ﾌﾟﾄり

果
川彭牡汗水龍|姦背4払駕卜計

　

曜旱もa

　

16

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　

－

　　　

16

　

新潟県

　　　

－

　　

－

　　　

3

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

7

　　

10

　

妄言叉

　　

二

　

1T

　

二

　　　

二

　　

≒

　　

二

　　　

二

　　

言

　

徳島県

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

6o

　　

－

　　

－

　　

60

　

そ
jj他の計

　　　

妬

　　　

11

　　　　

3

　　　　

－

　　　

367

　　　　

－

　　　　

7

　　　

404

（Ｅ

　

４）

　

牡tR

　

二

　　　

二

　　　

二

　　

ワ

　　

ニ

　　

］

　

二

　

2ｽﾞ

　

愛媛県

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

42

　　　

－

　　　

－

　　

42

　

小

　　

計

　　

（1齢（痢（1証（謳（言y（ぷ（翼（8游

　

合

　

計（Ａ）

　　

（3
ｽﾔ

　

11

　

（1県?

　

（I
Jで

　

（j

　

計度（‰ﾄ1j
企

ッ

　

仁２で

　

帽

　

ホ

　

ブ

　

帽

(注) 合計閣および35年度㈲の（

　

）は実施県の該を示す。

そつご市町村税 (単位 百万円）

　　　　　　　　

昭和36年度

　　　　　

昭和35年度

　　　　　

比

　　　　

較

　

『ｌ

　　

ｊ

　

ﾄ

門贅評竹WI
』

卜

門劉収言晋

水

)づｃ畑ト田)

　

商品切手発行紳

　　　　　

11

　　　　

!汗

　　　　

1o

　　　　

154

　　　　　

1

1

35

　

広

　　

告

　　

税

　　　　　

J･

　　

ト3

　　　　

り

　　　　

1ら5

　　　

°11 13

　

文化こ光施没札

　　　　　

ン

　　　

iO:-

　　　　　

2

　　　　

92

　　　　　

－

　　　　

16

　

六、。jｙあ指よ1

　　

ﾆﾉ

　　

づ

　

づ

　　

ﾐﾎﾞ

　

ﾌﾟ

　

∩

　

立不丿取碗

　　　　

パ

　　　　

ｉ

　　　　

り

　　　　

１

　　　　　

一

　　　　　

一

　

ヰ∩］

　　

ゾ

　　

ｉ

　

リ

　　

で

　

し

　

ヤ

　

ドレ几

　　

５

　　

ﾅ|

　

に

　

よ

　

∩

　

に

　　

合

　　　

計

　　　　　

305

　　　

621

　　　

394

　　　

556

　　　

°89　　　　65

-

(注卜税目の七の也こに

　

･ミシン税。接客ﾉ、悦、居畜税等がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一216―



第23表

　

昭和36年度地方税決算額と計画額との比較

その１

　

道府県税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　

比

　

較

　

区

　　　　

分

　　　　

決隅卜示（舛排゛劈ﾄｯ戸使⊇る

法定普通税

　

415 775 338 774　77 001 32Q 837 266 639 63 198　13 803

　

道府県民税

　

66 431　549901　11 491　51 956　43 246　8 710　2 731

　　

個

　　　　　

人

　

27 186　24 201　　2 935　20 793　19 820　　978　2 007

　　

法

　　　　　

人

　　

39 295　30 789　　8 506　31 158　23 426　7 732　　774

　

事

　　

業

　　

税

　

240 431　190030　50 401　188 295　144 121　44 174　6 227

　　

個

　　　　　

人

　　

19 222　15 528　　3 694　15 158　12 627　2 351　　1 163

　　

法

　　　　　

人

　

221 209　174 502　46 707　173 137　131 494　4) 643　5 064

　

不動産取得税

　

16 273　13811　2912　13 293　II 339　1 954　　958

　

誤府県たばこ消費

　　

28 137　26 360　　1 777　24 906　23 675　　1 231　　　546

　

娯楽施設利用税

　　

4410

　

4 395　　　15　3 128　3 023　　105　°90

　

料理飲食等消費税

　　

34 290　27 294　　69％　28 326　23 247　　5 079　　1 917

　

自

　

動

　

車

　

税

　　

18 903　16 365　2 538　14 470　12 874　　1 596　　942

　

鉱

　　

区

　　

税

　　

935

　

1 026　° 91　　928　　874　　54　△145

　

狩

　

猟

　

者

　

税

　　　

539

　　

404

　　

135 ∠130　　　401　　　29　　　106

　

固定資産税

　

4 926　4 099　　827　4 105　3 839　　266　　561

法定外,普通税

　　

475

　　

353

　　

122

　　

423

　　

277

　　

146“

　

24

日的税（軽油引取税）

　　

26 984 25 525　　1 459　17241　14 917　　2 324　° 865

旧法による税収入

　　　

77

　　　

0

　　

77

　　　

33

　　　

0

　　

33

　　

44

　

合

　　　　　

計

　　

443 311　364 652　78 659　347 534　281 833　65 701　12 958

（注）決算額は超過課税分を除いたものである。
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その２

　

市町村税

第23表

　

昭和36年度地方税決算額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

l

　

決

　　

算

　　

額

　　

計

　　

画

　　

額

　　

差

　　　　　

引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)|

　　　　　　　

(Ｂ)|(Ａ)－(Ｂ)(Ｃ)

法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　　　　　

429 137　　　　　　385 098　　　　　　44 039

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　　　　

146 834　　　　　123 415　　　　　　23 419

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　

9 082　　　　　　　8 739　　　　　　　　343

　　

個

　

人

　

所

　

得

　

割

　　　　　　

78 408　　　　　　67800　　　　　　10 608

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　

1 329　　　　　　　1 224　　　　　　　　105

　　

法

　

人

　

税

　

割

　　　　　　

58015

　　　　　　

斗5652　　　　　　12 363

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　　　

187 113　　　　　175 227　　　　　　11 886

　　

純固定資産税

　　　　

174 223　　　　162 431　　　　　1 092

　　　

土

　　　　　　

地

　　　　　　　

54 452　　　　　　　う1527　　　　　　　2 925

　　　

家

　　　　　　

屋

　　　　　　　

73 276　　　　　　　67 419　　　　　　　5 857

　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　　　　　

46 495　　　　　　　43 485　　　　　　　3 010

　　

交付金、納付金

　　　　　

12 890　　　　　　　12 796　　　　　　　　　94

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　　　

5 323 4 651　　　　　　　　672

　

市町村たばこ消費税

　　　　　　

38 697　　　　　　36 246 2 451

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　　　　

46 919　　　　　　　41 594　　　　　　　5 325

　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　　　　

2 345　　　　　　　2 150　　　　　　　　195

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　　　　

I 906　　　　　　　1 815　　　　　　　　　91

法定外普通税

　　　　　

544

　　　　　　　　　　

478

　　　　　　　　　　　

66

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　

12 868　　　　　　1 1 612　　　　　　　1 256

　

入

　　　

湯

　　　

税

　　　　　　　

ﾌ45

　　　　　　　

548

　　　　　　　　

197

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　　　

□793

　　　　　　　　

10 763　　　　　　　　1025

　

水

　

利

　

地

　

益

　

税と

　

共

　

同

　

施

　

設

　

税

i

　　　　　　

330

　　　　　　　　

296

　　　　　　　　　

34

旧法による税収入

　　　　　　

1削

　　　　　　　　　　

i29

　　　　　　　　　　　

32

合

　　　　　　　

計

　　　　　

442 710　　　　397 317　　　　　45 393

（注）決算額は超過課税分を除いたものである。
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と計画額との比較（つづき）

昭

3６5

１１６

8 751

46 351

166 4

15４ 1

377

和 35 年

330 811

７

　

８

　

３

９

　
　
　

５

　

34 761

15６ 10C

34 976

1２223

９

８

－219－

度

６

１

　

０

Ｉ

　

Ｉ

1031

　

176

　

458

　

396

１

４

乙

＆

ｌ

ム

36

(単位

　

百万円)

　

比 較

ヨ

　

孔
・

乙

乙
．
△

″
－
１
‘

　

Ｉ

１

ニ

二

８



第24表

　

昭和36年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

区

　　　　　　

分

　　

レ

・----一一----一一-------一一----

　　　　　

一一

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

l

　

市

　　

町

　　

村

　

1

　　　　

計

　

（Ａ）

入

　

場

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　　

19254　　　　　　　　－　　　　　　19254

地方道路譲与税

　　　　　　

24654　　　　　　342　　　　　24 9?6

特別とん譲与税

　　　　　　　　

31

　　　　　　　　　

I 168　　　　　　　1199

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

43339　　　　　　　1510　　　　　　45449

第25表

　

昭和36年度地方譲与税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入

　　

場

　　

譲

　　

与

　　

税

区

　　　　　　

分

　　

一一一

　　　　

一一

　　　　　　　　　　

|

　

人口によるあん

　　

制

　　

限

　

額

　　

制限後の額

　　　　　　　　　　　

分額

　　　

(A)

　　　　　　

（Ｂ）

|

（Ａ）－（Ｂ）

東

　　　

京

　　　

都

　　　　　　　　

１９％

　　　　　　　

１９％

　　　　　　　　

Ｃ

大

　　　

阪

　　　

府

　　　　　　　　　

１に35

　　　　　　　

1 135 C

愛

　　

知

　　

県

　　　　　　　　

託7

　　　　　　　

225

　　　　　　　

べ2

神

　

奈

　

川

　

県

　　　　　　　　

71C

　　　　　　　

7!O

　　　　　　　　

C

　

小

　　　　

計

　　　　　　　　　

4708

　　　　　　　

4 066　　　　　　　　乙侃

名

　　

古

　

屋

　

市

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

＿

　　　　　　　　　

＿

大

　　　

阪

　　　

市

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

＿

　　　　　　　　　

＿

　

小

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　

合

　　　　

別‘（Ａ）

　　　　　　　

4 708　　　　　　　4 066　　　　　　　　642

　

総

　　　

額（Ｂ）

　　　　　

19 254　　　　　　－　　　　　　－

　

（Ａ）/（Ｂ）

　

（％）

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

21. 1　　　　　　　　　－
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譲与税の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

都道府県|市

　

町

　

村
|

　　

計（助

　

‰げ
（

押|構成2

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

1

　　　　

％

　　　　　

16 237　　　　　　　　－　　　　　　16 237　　　　　　2 967　　　　　J2. ∂

　　　　　

18 63j　　　　　　　213　　　　　　18 8491　　　　　　6 147　　　　　∂∂.

　　　　　　　

251

　　　　　　

1007

　　　　　　

1 032i　　　　　　　167　　　　　　j.8

　　　　　

34 948!　　　　　　1 220　　　　　　36 168　　　　　　9 281　　　　　100. 0

における譲与制限額の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

地

　　

方

　　

道

　　

路

　　

譲

　　

与

　　

税

鸞付鋲

）

ﾌﾟ惶回訓絲諾諾卜ｌ

（
ｶﾞﾄﾞ胆簡

　　　　　　　

229

　　　　　　　

434

　　　　　　　

663

　　　　　　　

442

　　　　　　

221

　　　　　　　

134

　　　　　　　

177

　　　　　　　

311

　　　　　　　

2C･8

　　　　　　

103

　　　　　　　

368

　　　　　　　

396

　　　　　　　

764

　　　　　　　

に7

　　　　　　

577

　　　　　　　

117

　　　　　　　

167

　　　　　　　

284

　　　　　　　

にｓ

　　　　　　

95

　　　　　　　

848

　　　　　　

1 174　　　　　　2 022　　　　　　1 026　　　　　　9?6

　　　　　　　

22

　　　　　　　

68

　　　　　　　　

90

　　　　　　　

23

　　　　　　

67

　　　　　　　

15

　　　　　　　

51

　　　　　　　　

66

　　　　　　　

44

　　　　　　

22

　　　　　　　

37

　　　　　　　

119

　　　　　　　

156

　　　　　　　

67

　　　　　　

89

　　　　　　　

885

　　　　　　

1 293　　　　　　2 178　　　　　　1 093　　　　　1 085

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

24 996　　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

4.4

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

－

－221－



第26表

　

昭和36年度地方交

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

36

　　　　

年
二

　　　　

ｊ

　　

ﾄ

j

　　

初

　

１

　

miikmjE

　

ｌ

　

第２次補正

　

国

　　　

税

　　

三

　　

税

　　　　　　

366 269　　　　　22 428　　　　　26 000

　　　

所

　　　　

得

　　　

税

　　　　　　

578 162　　　　　51 538　　　　　13000

　　　

法

　　　

人

　　　

税

　　　　　　

274 248　　　　　　　　－ 6000

　　　

酒

　　　　　　　　　

税

　　　　　　　

計

　　

（Ａ）

　　　　

1 218 679　　　　　73 ?66 45 000

　

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　

法定繰入率％（Ｂ）

　　　　　

認.5

　　　　

認.j

　　　　

認.j

　　　　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　　　　　　

347 324　　　　　　21 080 12 825

　　　

過

　

年

　

度

　

精

　

算

　

額

　　　　　　　

5 632　　　　　　　　－　　　　　　　　一

　　　

法第19条第２項にかかる

　　　　　　　　　

ｌ

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　　　

返還金

　　　　　　　

計

　　

（Ｃ）

　　　　

352 957　　　　　21 030　　　　　12 325

　

臨時地方特別交付金

　　

法定繰入率％（Ｄ）

　　　　　

θ.3

　　　　　

∂.J

　　　　　

θ.J

　　　　　

（Ａ）×（Ｄ）（Ｅ）

　　　　　　

3 656　　　　　　　222　　　　　　　135

　　

合

　　　　

計（Ｃ卜(E)(F)

　　　　　

356 613　　　　　21302　　　　　12 960

　

繰入または繰越分（Ｇ）

　　　　　　

20 679　　　　　　　　－　　　　　乙9350

　　

弓．

　　　

（Ｃ）十（Ｇ）

　　　　　　　　　

373 636　　　　　21 080　　　　　　　2975

　

刮

　

（Ｆ）十（Ｇ）

　　　　　　　

377 292　　　　21 302　　　　　3 110

その１

　

配分状況

第27表

　

昭和36年度地

-

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　

和

　　　　

36

　　　　

年

　

区

　　　

分

　　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　

琴含臨詔地方言別交肯金）視‾

　　　　　　　

交

　　

付

　　

額

　

｜

　

構成比

　

|

　

交

　　

付

　　

額

　

１

　

構成比

　

道

　

府

　　

県

　　　　　　　

254 248　　　銘芳　　　　　　　13 4％　　召.j％

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　　

ロ9 580　　　祗∂　　　　　　　14 379　　皿∂

　

大

　

都

　

市

　　　　　　　　　

2 588　　　∂.7　　　　　　　　　334　　72

　　　

|し

　　　　　　　　　　　　

39 503　　　皿∂　　　　　　　　5 679　　即丿

　

町

　　　　

忖

　　　　　　　　　

ﾌﾌ499

　　　

勿.7

　　　　　　　　

8 366　　卸θ

ｌ

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

373 828　　100. 0　　　　　　　27 875　100.0

－222－



付税の算定基礎

(単位

　

百万円)

最

度

矧Ａ)

|

;町ｱ

[

]

?k

)
?5

(

/

）減

;

|四回匹

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　

414 697　　　　　352 827　　　　　　61 970　　　　　　17.ａ　　　　　２８､4

　　　　　

642 700　　　　　552 067　　　　　　90 633　　　　　　j∂.４　　　　　４∂.j

　　　　　

280 248　　　　　246 723　　　　　　33 525　　　　　　13. ∂　　　　　15.3

　　　　

1 337 645　　　　1 151 617　　　　　186 028　　　　　　16.2　　　　　32.∂

　　　　　　　

28.5

　　　　　　

２＆5

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　

一

　　　　　

381 229　　　　　328 211　　　　　　53 018　　　　　　j∂.2　　　　　J2.∂

　　　　　　　

5 632　　　　　　　　－　　　　　　5 632　　　　　　100.0　　　　■^700. 0

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

l

　　　　　　

100.0

　　　　　　　

－

　　　　　

386 362　　　　　328 211　　　　　　58 651　　　　　　　77.∂　　　　　28.7

　　　　　　　　

θ.J

　　　　　　　

θ.J

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

4013

　　　　　　

3 455　　　　　　　558　　　　　　j∂.2　　　　　　　－

　　　　　

390 875　　　　331 666　　　　　59 209　　　　　　17. 9　　　　　28.0

　　　　　　

10 829　　　　^ 20 679　　　　　　31 508　　　　　　　　－　　　　　　　－

　　　　　

397 691　　　　　307 532　　　　　　90 159　　　　　　29.3　　　　　　　一

　　　　　

401 704　　　　　310 987　　　　　　90 717　　　　　　2∂.2　　　　　　　－

方交付税の状況

－223－

(単位

　

百万円)

　　　　

度

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　　　

比

　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　

地方交付税（含臨時地

　　　　　　

計

　　　　　　　

方特別交付金）

　　　　

増

　　

減

　

額

　

増減率

ｙｕ・（Ａ））扉に交付額（刈構台（八）－（ｎ）（ｃ）

ｊ

凛×100

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

267 744　　卵.7　　　　　211 157　　∂7.∂　　　　　　　56587　　　2∂.召

　　　　　　

133 959　　33.3　　　　　　99 830　　32.1　　　　　　　34 129　　　34.2

　　　　　　　

2 922　　　∂.7　　　　　　1 790　　∂.∂　　　　　　　1 132　　　∂J.3

　　　　　　

45 182　　11.2　　　　　　34 450　　11.0　　　　　　　10 732　　　31.2

　　　　　　

85 855　　21.4　　　　　　６３５９０　　20.5　　　　　　　22265　　　35.0

　　　　　　

401 703　　100.0　　　　　310 987　100. 0　　　　　　　90 716　　　29. 2



その２

　

普通交付税算定状況

第27表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

地

　

方

　　　　　　　　　

基

　　

準

　　

財

　　

政

　　

需

　　

要

　　

額

＿

区

　　　　

分

　

丿

　

財源不足団体

　

｜

　

財源超過団体

　

｜

　　　　

十

　　　　

｜

　

帚

　

好

　

苛

　　　　

ｽﾌﾞ

　　　

段言

　　　

ｽﾞﾆ

　

斗宍市

　　　　

ﾊﾞﾂﾞ

　　　　

駕

　　　　

驚

　

町

　　　　

村

　　　　　　　　

124 442　　　　　　　　5 446　　　　　　　ピリ388

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　

713 824　　　　　　253 717　　　　　　　967 541

（注）本表は，一般算定団体分と合併算定替団体分とを単純に合計したものである。

その３

　

交付、不交付団体の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度
ｓ:

　　

川

々

　　　

# I ^　々　ｏ　　ヤ

　　　　　　　　

’

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％
道

　　

府

　　

県

　　　　　　

42

　　

幻,３

　　　　　

４

　　

＆7

　　　　　

46

　

100.0
市

　　

町

　　

村

　　　　　

3 324　　舒.2　　　　　11　　4.∂　　　　3 491　　100.0

　

大

　

都

　

市

　　　　　　

２

　　

お．Ｊ

　　　　　

４

　　

弱．７

　　　　　

６

　

100.0

　　　

市

　　　　　　　　

487

　　

昭.4

　　　　　

64

　　

皿∂

　　　　

551

　

100.0

　

町

　　　　

村

　　　　　

2 835　　卯.∂　　　　　99　　S.4　　　　2 834　100.0

合

　　　　　　

ド

　　　　

3 366　　95う　　　　　171　　4.8　　　　3m 100.0

その４

　

基準財政需要額および収入額の状況

　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

昭

　　

和

ｇ

　

９

　

ｏ尚嬬竺

)

ﾄ

９尚ス

)(

≒を基尚ぢそ

)

ヅ

　

白丁Ｕ]

合

　　　　

計

　　　　　　

967 541　　　　　652 328　　67.4　　　　761 229
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交付税

　

の

　

状況（つづき）

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基準財政需要額

　　　　　　

基準財政収入額

　　　

｜

基準財政収入額

　

比

　

率

　

増

　　　　　

額

　

増減率

　

増

　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　

（丿叫‰

　

（Ａ）
皐

）（Ｅ）

ﾘ

）児

o

　

（Ｅ）

皐

）

制
∩％

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

277 033　　∂∂ノ　　　　　　128 687　　28. 1　　　　　　　99 390　　35.　9

　　　　　　

230 570　　7e.2　　　　　　　77 625　　25.7　　　　　　　45 335　　19.7

　　　　　　　

80 568　　103.8　　　　　　　23 622　　30.4　　　　　　　20 474　　25.4

　　　　　　

100 324　　83.2　　　　　　　28 484　　23.6　　　　　　　19 872　　j∂.召

　　　　　　　

49 678　　47.∂　　　　　　　25 519　　2ｔ j　　　　　　　4 989　　辺.∂

　　　　　　

507 603　　66. 7　　　　　　206 312　　27.1　　　　　　144 725　　28.5

225

　　　　　

昭

　　

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　

交

　

比

　　

付

　　

不

　

尹

　

付

ダ

　　

せｏダ

　

（

　　

計

　　

ﾚ

ｍ（皺

け
ぶ盲‾憚聶こ

　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

　　　

42

　

∂j.3

　　　　

4

　

∂.7

　　　

46

　　

100. 0　　　　－　　　　－　　　－　　　　－

　

3 349　9S.0　　　178　j.∂　　3 527　　100.0　　ム25　°θ.7　　°!1　°∂.2

　　　

3

　

50.0

　　　　

3

　

50.0

　　　　

６

　

扨び.∂

　　

△

　

1

　

△33.3

　　　　

I

　　

33.3

　　

491

　

89.3

　　　

59

　

10.7

　　　

550

　

100.0

　　

A

　

4

　

△

　

∂.8

　　　　

5

　　　

8.5

　

2 855　85. 2　　　116　14.8　　3 349　100.0　“20　" 0.1　　゛17　°14.7

　

3 391　94. 9　　　182　5.1　　3 573　　100.0　　°25　°0.7　　°11　ふ　6.0

　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

収

　

入

　

額

　　　　　　

財

　　　　

源

　　

普通交付税額

財源不足団体|

　

財源超過団体

　

｜

　　　

計

　　　

|

　

超

　

過

　

額

　

|

　

（財原不足額）

　　　　　

206 315　　　　　170108　　　　　376 423　　　　　　43 284　　　　　254 248

　　　　　

133 681　　　　　142 224　　　　　275 905　　　　　　15 331　　　　　119 530

　　　　　　

11 140　　　　　　89 902　　　　　101 042　　　　　　2 385　　　　　　2 588

　　　　　　

75 588　　　　　　44 608　　　　　120 196　　　　　　10 673　　　　　　39 503

　　　　　　

46 953　　　　　　7 714　　　　　　54 667　　　　　　2 263　　　　　　77 489

　　　　　

339 996　　　　312 332　　　　652 328　　　　　58 615　　　　373 828



第28表

　

昭和36年度国庫

36和

町市

　　　　

昭

都

　　

道

　　

府

　　

県

分区

(
＾
J
C
O
　
L
O

C
O

>
^
Ｄ
　
L
O
r
Ｏ

　
　

７
）
４
1
1
1

０１

　　

1

　　

1

　　

６

126

θ
ｊ
ｊ
ｊ
’
ａ
２
ｊ
θ
θ
２
ｊ
θ
θ
θ

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

費
費
費
費
費
費
般
別

育
護
護
１

１

１ １
皿

教
保
保
設
旧
策

務
活
童
心
四
１
１

一
特

炭鉱離贋者緊急就労

3０1

金
費
他
金
他

　

業

　

給

託
事
の
補
の

　

設

　

政

　

建
そ

453計

義
生
児
普
災
失

　
　
　

委

　
　

財
そ

　

合

（注）上記のほか国有提供施設等所在市町村助成交付金が昭和35年度に10億円，昭和36

第29表

　

昭和36年度繰

その１

　

会

　

計

　

別

― 226 ―

区

　　　　　　

分

　　　

ｌ

　

ｔ

　

道

　

府

　

ク

　

ド

市

　

≒

二三二

　　

6T

　

プ

　　

ニ

他会計からの繰入金

　　　　　　　　

9 474　　　品.j　　　　　　　18 094

公営企業会計

　　　　　　　

1437　　　　　　8.∂　　　　　　　　　　1638

白子回

　

，

ﾚｿﾞ

　

よ

］

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

91

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

16258　　　100. 0　　　　　　　26 855

１

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。－
！

Ｊ

－－

｜

－

－

＝



支出金の状況

年度に10億円ある。

入金の状況

227 ―

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

昭和35年度純十額

村

　　　　

｜

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

2∂4

　　　　　　　　

13 839　　　　32.2　　　　　　　　　6 449　　　　22.7

　　　　　　

∂.2

　　　　　　　　

1 656　　　　　J.8　　　　　　　　　1 164　　　　　4.j

　　　　　

∂7.そ

　　　　　　　　

27 568　　　　∂ｔ∂　　　　　　　　　20 776　　　　73.2

　　　　　　

∂.y

　　　　　　　　

3075

　　　　　

7.7

　　　　　　　　　

2 404　　　　　8.5

　　　　　　

∂.J

　　　　　　　　　

390

　　　　　

θ.∂

　　　　　　　　　　

202

　　　　　

θ.7

　　　　　　

4.て

　　　　　　　　

1 831　　　　　4.J　　　　　　　　　1 547　　　　　j.4

　　　　　

56.3

　　　　　　　　

22 181　　　　51.5　　　　　　　　　16 535　　　　58. ２

　　　　　　

∂.J

　　　　　　　　　　

91

　　　　　

∂.2

　　　　　　　　　　　

88

　　　　　

∂.4

　　　　

100.01

　　　　　　　　

43 113　　　　100.0　　　　　　　　　28 389　　　　100. 01

　　　

年

　　　　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和35年度純計額

村

　　　

｜

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

2.θ

　　　　　　　

141 768　　　　24.4　　　　　　　　122 834　　　　25.8

　　　　

26.4

　　　　　　　　

60 094　　　　10.4　　　　　　　　　49 379　　　　10.4

　　　　　

j.∂

　　　　　　　　

10 894　　　　　J.∂　　　　　　　　　8 043　　　　　j.7

　　　　

34.2

　　　　　　　

137 055　　　　32.2　　　　　　　　135 275　　　　28.4

　　　　

13.2

　　　　　　　　

83 051　　　　IS. 2　　　　　　　　　85012　　　　j7.∂

　　　　

12.0

　　　　　　　　

25 868　　　　　4. j　　　　　　　　　22 767　　　　　4. ∂

　　　　

7∂.∂

　　　　　　　　

21 339　　　　　J.7　　　　　　　　　19 725　　　　　4.7

　　　　　

θ.4

　　　　　　　　

2 742　　　　　θ.j　　　　　　　　　3 042　　　　　∂.7

　　　　　

θ.7

　　　　　　　　

1 787　　　　　∂.J　　　　　　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　

7.j

　　　　　　　　

12612

　　　　　

2.2

　　　　　　　　　

14 054　　　　　2.∂

　　　　　

θ.4

　　　　　　　　

7 107　　　　　7.2　　　　　　　　　5 707　　　　　j,2

　　　　　

1.1

　　　　　　　　

5 505　　　　　j.∂　　　　　　　　　8 347　　　　　j. 7

　　　　　

∂.∂

　　　　　　　　

1 019　　　　　θ.２　　　　　　　　　　-831　　　　　θ.２

　　　　　

0.5

　　　　　　　　

52 396　　　　　∂.∂　　　　　　　　　378ら3　　　　　7.∂

　　　

100.0

　　　　　　

579 757　　　100.01　　　　　　　476 058　　　100. 0



その２

　

繰入目的別

その３

　

会計別繰入目的別

第29表

　

昭和36年度繰入

　

区

　　　

分

　　

∩

　

（公営企業会計

　

聯適用公営企業

弊ﾂﾞﾐ

　　

づ

　　

三

　　

1｛X

ぬｊれ

　　　　　

｝

　　　　　

二

　　　　　　

39］

－228－

　

区

　　　　　　

分

　　　

｜

都

　　

道

　　

府

　　

県

昭

　

｜

　

和

　

市

　

36

町

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

y

､

ﾄﾞﾂﾞﾌﾟ

　　

づ1

　

士

　　

づ



金の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

準公営企業会計

　

ｌ

　

収益事業会干

　

1

　

9§M

　　　

戚

　　

づ

　　　

］

　　

］

　　　

プ

　　　　

22T

　　　　　

プ

　　　

言E

－229－

　　　

年

　　　　

度

々

　

｜

　

純

　　　

計

　　　

額

　　　

｜

　

昭和35年度純十額

　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

０．3

　　　　　　　　　　

723

　　　　

2.∂

　　　　　　　　　　

647

　　　　　

3. 1

　　　

87.6

　　　　　　　　　

22 866　　　S2. ∂　　　　　　　　　17 197　　　　82.8

　　　

12. 1　　　　　　　　　3 979　　　14. j　　　　　　　　　2 932　　　　J4. 7

　　

100.0

　　　　　　　　　

27 568　　100.0　　　　　　　　　20ﾌﾌ6　　　　100.0

　　　　　

－

　　　　　　　　　

13 889　　　　　－　　　　　　　　　6 449　　　　　　－

　　　　　

－

　　　　　　　　　　

1６５６　　　　　－　　　　　　　　　　1 164　　　　　　－

　　　　　

－

　　　　　　　　

43 113　　　　－　　　　　　　　28 389　　　　　－



第30表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

画

　　　　　

額

　　

‾

　　　　　　　　

分

　　

｜
政府資余｜

　

公

　　

募

　

｜

　　　

計

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　

1

　　　　

77 900　　　　　　－　　　　　77 900

　　

一

　

般

　

補

　

助

　

事

　

業

　　　　　

15 900　　　　　　－　　　　　15 900

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　　

30800

　　　　　　

－

　　　　　

30 800

　　

義務教育施設整備事業

　　　　　

17 800　　　　　－　　　　　ロ800

　　

高等学校施設整備事業

　　　　　

3000

　　　　　　

－

　　　　　

3000

　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　

9000

　　　　　　　

－

　　　　　　

9000

　　

オリンピック施設整備事業

　　　　　　

1000

　　　　　　

－

　　　　　　

1000

　　

固定資産税減収補てん債

　　　　　　

400

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

400

　　

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　　　　

16000

　　　　　　

－

　　　　　

16000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（800）

　　　　

（800）
準

　

公

　

営

　

企

　

業

　　

債

　　　　　

19 800　　　　14 200　　　　　34000

　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　　

4800

　　　　　

9700

　　　　　　

14 500

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　

3 500　　　　　　　－　　　　　　3 500

　　

と畜場整備事業

　　　　

600

　　　　　　

400

　　　　　　　　

1000

　　

下

　

水

　

道

　　

事

　

業

　　　　　

10900

　　　　

2 6C0　　　　　13 500

　　

宅

　

地

　

造

　

成

　

事

　

業

　　　　　　　

－

　　　　

1500

　　　　　　

1 500

　　

公有林整備事業

　　　　　

－

　　

(800)

　　　

(800)

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　　　

46 700　　　　30 800　　　　　77 500

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　

り000

　　　　

5000

　　　　　

14000

　　

上

　　

水

　

道

　　

事

　　

業

　　　　　

22 400　　　　　　11600　　　　　　34000

　　

工業用水道事業

　　　　

5 000　　　　　　4500　　　　　　9500

　　

地

　　

下

　　

鉄

　

事

　

業

　　　　　

7000

　　　　

7000

　　　　　

14000

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　

1300

　　　　　

900

　　　　　　　　

2 200

　　

その他公営企業

　　　　

2000

　　　

1800

　　　　　　　　

3800

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　　

14000

　　　　　　　

－

　　　　　　　

14000

　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　　　　

2 500　　　　　　－　　　　　2 500

　　

L,談おＪ備事卜

　　

禦

　　　

二

　　

昌

　

合ヽ

　　　　　　　　　　　

十

　　　

」

　　

174 400　　　　　，昌　　　　　ぷ鶏

枠

　　　　　　

外

　　　　　　

債

　

ｉ

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

消防施設整備事業

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

厚

　

生

　

年

　

金

　

転

　

貸

　

偵

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

電

　　

力

　　

出

　　

資

　　

金

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

帝都高速度交通営団出資金

　　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　

母子福祉資金出資金

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

住宅金融公庫借入金

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

外

　　　　　

貨

　　　　　

債

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

ｍ

　　　　　　　　　　

｀十

　　　　

1

　　

174 400　　　　　よ混　　　　　丿監

（注）１

　　　

２

　

準公営企業債中，公有林整備事業の（

　

）は，公営企業金融公庫から貸し付

　

本文中の普通会計債の許可額は，本表の計数より次の加減を行なって計上し

（1）災害復旧事業については上水道事業等公営企業にかかるもの467百万円を

特別地方債については病院事業にかかるもの6,508百万円を除いた。（4）枠外

公営企業偵中の公有林整備事業800百万円を含めた。

　　　　　　　　　　　　　

－230－



地

　

方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況
(単位

　

百万円)

　　　　

許

　　　

可

　　　

額

　　　　

都逼府県・五大市

　　　

市

　　　

町

　　　

村

　　

｜

政廬亘童公

　　

顧

　　

計

　　

|

政府資金|公

　　

募|

　　

計

　　

|
政府資金|公

　　

募1

　　

計

　　

78 828　10 679　　89 507　37 447　　8 113　　45 560　41 381　　2 566　　43 947

　　

15 880　　　　－　　15 880　10201　　　　－　　10 201　　5 679　　　－　　5 679

　　

30 136　　　266　　30 402　20 685　　　266　　20 951　　94引　　　　－　　9 451

　　

17 800　　　974　　18 774　　　　－　　　　－　　　　　－　17800　　　974　　18 774

　　　

2 975　　2 340　　　5315　　2 471　　2 340　　　4811　　　504　　　　－　　　504

　　

10611

　　

6 926　　17 537　　3 090　　5412　　　8 502　　7 521　　1 514　　9 035

　　　

1000

　　　　

－

　　　

1000

　　

1000

　　　　

－

　　　

1000

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

321

　　　　

－

　　　　

321

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　

321

　　　　

－

　　　

321

　　　　

105

　　　

173

　　　　

278

　　　　

－

　　　

95

　　　　

95

　　　

105

　　　

78

　　　

183

　　

14 791　　　　－　　14 791　13 940　　　　－　　13 940　　　851　　　　－　　　851

　　　　　　　　　　

（800）

　

(800)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（800）（800）

　　

19 121　31 785　　50 906　11 084　22 146　　33 23C　　8 037　　9 639　　17 676

　　　

3 960　17 319　　21 279　　3 1 13　15 173　　18 28と･　　　847　　2 146　　2 993

　　　

3 127　　　　－　　　3 127　　　23　　　　－　　　　23　　3 104　　　　－　　3 104

　　　　

602

　　　

404

　　　

1006

　　　

48

　　　

135

　　　　

183

　　　

554

　　　

269

　　　

823

　　

11 432　　3610　　15 042　　7 900　　2 850　　10750　　3 532　　　760　　4 292

　　　　　　

－

　　

10 45?　　10 452　　　　－　　3 988　　　3 988　　　－　　6 464　　6 464

　　　　　　

－

　

(800)

　

（800）

　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　

（800）（800）

　　

47 662　35 873　　83 535　29 163　28 51 1　　57 674　18 499　　7 362　　25 861

　　　

9000

　　

5300

　　

14 300　　9 000　　5300　　14 300　　　－　　　　－　　　　－

　　

23 105　14 500　　37 605　　7 880　10025　　に905　15 225　　4 475　　19 700

　　　

5 401　　5007　　10 408　　4 160　　3 529　　　7 689　　1 241　　1 478　　2 719

　　　

7000

　　

7 220　　14 220　　7000　　7 220　　14 220　　　－　　　　－　　　　－

　　　

1 326　　1 182　　　2 508　　　416　　　544　　　■960　　　910　　　638　　1 548

　　　

1 830　　2 664　　　4 494　　　707　　1 893　　　2 600　　1 123　　　771　　1 894

　　

13 998　　　　－　　13 998　　5 073　　　－　　　5 073　　8 925　　　　－　　8 925

　　　

1 977　　　　－　　　1 977　　1 330　　　－　　　1 330　　647　　　　－　　　647

　　　

6 508　　　　－　　　6 508　　2 169　　　－　　　2 169　　4 339　　　　－　　4 339

　　　

5513

　　　　

－

　　　

5513

　　

1 574　　　　－　　　I 574　　3 939　　　　－　　3 939

　　　　　　　　　　

（800）

　

（800）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（800）（800）

　

174 400　78 337　252 737　96 707　58 770　　155 477　77 693　19 567　97 260

　　　

6000

　

14 602　　20 602　　3 492　12 325　　15 817　　2 508　　2 277　　4 785

　　　　　　

－

　　

2 063　　　2 063　　　　－　　　507　　　　507　　　－　　1 556　　1 556

　　　

6000

　　　　

－

　　　

6000

　　

3 492　　　－　　　3 492　　2 508　　　　－　　2 508

　　　　　　

－

　　

1 863　　　1 863　　　　－　　1 703　　　1 703　　　　－　　　160　　　160

　　　　　　

－

　　　

500

　　　　

500

　　　

－

　　　

500

　　　　

500

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

300

　　　　

300

　　　

－

　　　

300

　　　　

300

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

876

　　　　

876

　　　　

－

　　　

315

　　　　

315

　　　　

－

　　　

561

　　　

561

　　　　　　

－

　　

9000

　　　

9 900　　　－　　9 000　　　9000　　　　－　　　　－　　　　－

　　　　　　　　　　

（800）

　

（800）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（800）（800）

　

180 400　92 939　273 339　100 199　71095　　171 294　80 201　21844　102 045

けるものであり（

　

）外書である。

た。
除いた。（2）一般単独事業については清掃事業にかかるもの3,885百万円を除いた。（3）

債については外貨債9.000百万円および帝都高速度交通営団出資金500百万円を除き，準

－231－



― 232

第31表

　

昭和36年度地

区

　　　　　　

分

　　　

レ

　　

m

　

（

≒

　

j6

　

府

≒

へにづ

　　

回

　　

謁

バ丁囃

　　

牛

　　

牛

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　　　　　　　　　

1017

　　　　　　　　　　　　　　　　

65
≒

　

j

　

グ

　　　　　

二

　　　　　

黛

区 分

使

手

　　

用

　　　　

料

高等学校授業料

その他授業料

保育所使用料

公営住宅使用料

発電水利使用料

そ

　　　

の

　　　

他

　　

数

　　　　

料

法令に基づくもの

条例に基づくもの

合

　　　　　　

計

第32表

　

昭和36年度使用料

　　　　　　　　　　

昭

都

　　

道

　　

府

　　

県

13 221

　　

4に

４

　

４

　

６

13

Ｓ

　

ｊ

び

　

３

７

O
i

*
-
~
i

■
£
>

*
~
H

ｏ
ｎ

Ｏ
ｑ
　
０

　
　
　

ｊ

　

ｊ

　

Ｊ

　

ｊ

　

ｊ

　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

和 36

町

21 03

　

128

　

12?

３

６７１

　

8 362

10 551

　

2 466

　

8085

31

ｉ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

｜
－

｜

－
－

｜

一

一

｜

ｌ

｜



方債発行状況

(単位

　

百万円)

　　　

度

　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　　

年

　　　

度

市

　　

町

　　

村

　

|

　

純

　　

十

　　

額

　

１

　

都

　

道

　

府

　

県

　

１

　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　　　

42 393　　　　　　　　55 276　　　　　　　　25 132　　　　　　　　30 144

　　　　　　　　　

22 052　　　　　　　　18 024　　　　　　　　200　　　　　　　　16013

　　　　　　　　　　

7Q14

　　　　　　　　

22 949　　　　　　　　17 87?　　　　　　　　5070

　　　　　　　　　　　

756

　　　　　　　　

2818

　　　　　　　　

2 116　　　　　　　　　702

　　　　　　　　　　

3 876　　　　　　　　4 235　　　　　　　　174?　　　　　　　　2 436

　　　　　　　　　　

8 695　　　　　　　　7 250　　　　　　　　13771　　　　　　　　5 873

　　　　　　　　　　

8 789　　　　　　　　26 911　　　　　　　　18 9521　　　　　　　　7 959

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

952

　　　　　　　　

3 118　　　　　　　　2 8つ』　　　　　　　　　312

　　　　　　　　　　

4 377　　　　　　　　7 254　　　　　　　　2 201　　　　　　　　5053

　　　　　　　　　　

2 822　　　　　　　　６ 566　　　　　　　　3 372　　　　　　　　3 462

　　　　　　　　　

59 333　　　　　　　99 125　　　　　　52 463　　　　　　　46 930

および手数料の状況

－233－

(単位

　

百万円)

　　　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

昭和35年度純十額

　　　　

村

　　

｜

　　　

純

　　　

計

　　　

額

っ

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

∂∂∂

　　　　　　　　

50 144　　　　∂7.∂　　　　　　　　　45 946　　　　∂＆j

　　　　　　　

j j　　　　　　　　14 509　　　　19.6　　　　　　　　　14 644　　　　21.7

　　　　　　　

4．0

　　　　　　　　　

1 691　　　　　2.J　　　　　　　　　　1 467　　　　　2.2

　　　　　　

10. 7　　　　　　　　　3 392　　　　　j.∂　　　　　　　　　2 737　　　　　4．1

　　　　　　

2J °　　　　　　　10750　　　　14.6　　　　　　　　　9 402　　　　74 θ|

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

4 697　　　　　∂.4　　　　　　　　　4 476　　　　　∂.∂

　　　　　　

２６ 5　　　　　　　　15105　　　　20.4　　　　　　　　　13 170　　　　IB　S

　　　　　　

33 4　　　　　　　　23 664　　　　J2. j　　　　　　　　　21 55b　　　　31.9

　　　　　　　

7S

　　　　　　　　

10 438　　　　U.2　　　　　　　　　9 925　　　　j4. 7

　　　　　　

2S.6

　　　　　　　　

I''226

　　　　

17.9

　　　　　　　　　

11 631　　　　17.2

　　　　　　

100.0

　　　　　　　　

7こ808

　　　　

100.0

　　　　　　　　　

67 502　　　　100. 0.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜



区 分

財

　

産

　

収

　

入

　　

財

　

産

　

収

　

入

　　

財産売払代金

分担金および負担金

寄

　

雑

合

付

　

収

金

　

入

納

　　

け

　　

金

物品売払代金

貸付金回収金

　

転貸債分

　

年度内貸付分

　

そ

　

の

　

他

預金利子収入

延滞金加算金等

受託事業収入

過年度収入

そ

　　

の

　　

他

計

第33表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　　　

昭

都

　　

道

　　

府

　　

県

＼
Ｄ

r
ｏ

１

１３

１Ｂ

９

　

１

　
　
　

０

　
　
　

１

01

81

7 831

54

43

　

3

i
ｎ

Ｕ
-
)

３１

８ ５１

１１

146 51

― 234

和

市

3ろ

町

39

１．１

O
S

C
o
　
つ
り
　
っ
り
　
’
Ｑ

２

0.6

7.5

100.

36 031

　

74釧
・
―

　
　

－
＝

　

７

　

２

　

０

　

９

　

９

　

３

　

４

　

２

　

６

　

１

　

７

　

５

　

１

　

９

　

－

　

－

　

６

　

８

　

２

　

３

　

０

　

４

　

２

　

３

　

５

　

９

　

２

　

１

　

４

　

１

　

１

　

１

　

１

　

４
‘

　
　
　
　
　

１

　
　
　

１

‐
－
ｊ
‐
－
－

　

‐

　

l
.
Ｏ

l
O

Ｃ
~

　

C
O

-
.
f

Ｃ
Ｏ

　

４

　

つ
心

　

４

　

２

　

２

　

６

⊇O･4

112

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’ ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

． ，

ｌ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

，

｜

｜

ｉ

！

－

１

－

一

一

1

1

1

－

』

1

1

1

1



そ

　

の

　

他

　

の

　

収

　

入

　

状

　

況

－235－

(単位

　

百万円)

　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

丿

　　　　　

昭和35年度純干額

村

　　

｜

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　

35.3

　　　　　　　　

55 667　　　　2J. 4　　　　　　　　　47 781　　　　2J. θ

　　　

3.3

　　　　　　　　

7 350　　　　　3. 1　　　　　　　　　　5 142　　　　　2.7

　　

32.0

　　　　　　　　

48 317　　　　20.3　　　　　　　　　42 639　　　　22.3

　　　

∂.∂

　　　　　　　　

14 703　　　　　∂.2　　　　　　　　　12 183　　　　　∂.4

　　

刀.∂

　　　　　　　　

21 771　　　　　∂.2　　　　　　　　　18 954　　　　　∂.∂

　　

44.2

　　　　　　　

145 366　　　　ei.2　　　　　　　　112 104　　　　.5S. r

　　　

2.θ

　　　　　　　　

10 151　　　　　4.J　　　　　　　　　8 998　　　　　ざ.7

　　　

J.2

　　　　　　　　

8 769　　　　　J. 7　　　　　　　　　8 697　　　　　4.∂

　　

12.5

　　　　　　　　

67 958　　　　2S ∂　　　　　　　　　47 377　　　　2j. S

　　　

1.3

　　　　　　　　

2 991　　　　　j.2　　　　　　　　　2 799　　　　　j. j

　　

JO.O

　　　　　　　　

54 838　　　　23. 1　　　　　　　　　37 534　　　　扨.∂

　　　

7.2

　　　　　　　　

10 129　　　　　4.J　　　　　　　　　7 044　　　　　＆7

　　　

2.2

　　　　　　　　

7 758　　　　　3.3　　　　　　　　　6 004　　　　　3.2j

　　　

2.θ

　　　　　　　　

8 042　　　　　J.4　　　　　　　　　6 367　　　　　j.

J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

F

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

5.7

　　　　　　　　

II 991　　　　　j.θ　　　　　　　　　9 427　　　　　ｔや

　　　

θ.j

　　　　　　　　

I 497　　　　　∂.∂　　　　　　　　　　1 870　　　　　1.0

　　

刀.j

　　　　　　　　

29 200　　　　IS. 3　　　　　　　　　23 364　　　　72. 2’

　

100.0

　　　　　　　

237 507　　　　100. 0j　　　　　　　　191 022　　　　100.01



第34表昭和36年度目

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

≒

　

度

　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和35年度
区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

純計決算額

　　　　　　　　

都道府県

　　

市町

　

村

　

|

純十決算額（Ａ

ｊ

　　　

（Ｂ）

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

垢

　　　　　　

％

　　　　　　

％
議

　　

会

　　

費

　　　　

5 858　∂.ざ　19 222　2. ∂　25 073　　7.∂　19 930　　j.θ
庁

　　　

費

　　

127070

　

8.4 194 920 20.3 321 839 掻4 256 851　13.4
警

　

察

　　

費

　　　

95 942　∂.J　　　－　　－　95 927　ざ.θ　81 785　　4.J
消

　　

防

　　

費

　　　

7 575　θ.5　29 040　J.∂　36 292　j. j　31 421　　j.∂
土

　

木

　

費

　

331 714 21.9 129 135 n j 443 340 18.8 333 057　37.3
教

　

育

　

費

　　

448 486 29.81 203 326 21.2] 640 032 26.8 528 473　27J
社会及び労働施設費

　　　

113 693　7. j　126060　月.2　234 666　∂.8　188 596　　∂.a
保健衛生費

　　

33 27の　２.2　31 731　J.3　61 257　2.∂　44 772　2.J
産業経済曹

　　

196 139　皿∂　86 005　∂J 254 731　m7 206 234　皿７
財

　　

産

　　

費

　　　

21 054　J.4　28 320　J,∂　49 138　2. 7　39 197　　2.θ
統計調査費

　　　

630

　　

∂.∂

　　　

456

　　

θバ

　　　

954

　　

θ.∂

　　

2 520　　∂.j
選

　　

挙

　　

費

　　　　

549

　

∂.∂

　　

1 952　∂.2　2 293　∂.j　　3 988　　∂.２
諸

　

支

　

出

　

金

　　　

25 937　j.7　23 024　2.∂　45 924　j. £?　44280　　2．３
公

　　

債

　　

費

　　　

76 353　j. j　47 364　4. ∂　123 603　J.2　100 491　　J.2
繰

　　

出

　　

金

　　　

19 877　1.3　21 603　2.3　41 430　j.7　32 340　　J.7
そ

　　

の

　　

他

　　　

9 754　θ.7　U 192　1.1　　8 926　θ.4　10 972　　θ.∂

　

合

　　

計

　　

1513 901 100.0 958 400 100. 02 391080 100.0 1 924 907　100. 0

その１

　

性質別内訳

第35表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

(単位

　

百万円)

－236－

　

区

　　　

分

　　

ｉ

　　　

昭和36年度純計額

　　　

１

　　　

昭和35年度純計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヨ

　　　　　　　　

９
人

　

件

　　

費

　　　　　　　　

ﾌﾌ167

　　　　

so.j　　　　　　　　65 813　　　80.5

物

　　

件

　　

費

　　　　　　　　

11 444　　　皿∂　　　　　　　1o 362　　　j2. 7

回

　　　　　　　　　

1550

　　　　

j.∂

　　　　　　　　

1400

　　　　

j.7

普通建設事業費

　　　　　　　　　

4 368　　　　J.7　　　　　　　　　　3481　　　　4.J

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

898

　　　

∂.∂

　　　　　　　　

729

　　　

θ.a

　

合

　　　

言十

　　　　　　　　　　

95 927　　　100.0　　　　　　　　81 785　　　100.0



的別歳出決算額の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

　　　

増

　　　

減

　　　

額

　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　　

前年度増減率

(人)づｏ皺川詰

乱

鑓鯛市回|回

乱

鑓叫柵利純十額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　　　

5 148　　　j. j　　　j.２　　25.0　　２∂.7　　2S.8　　J7.∂　　22. 7　　21. S

　　　　

64 988　　13. ∂　　　∂.∂　　24. 1　　2∂.7　　2S.3　　12. 7　　12.8　　12.7

　　　　

14 142　　　J.θ　　　J.∂　　17.3　　　　－　　n.3＼　　16　Ｓ　　　一　　IS　8

　　　　　

4 871　　　j.θ　　　1.1　　15.0　　15.3　　15.5　　2∂.θ　　　∂.9　　11.8

　　　　

115 783　　24. S　　23.6　　3∂.θ　　30.9　　34.8　　J∂.∂　　j∂.θ　　27. 1

　　　　

111 609　　23.9　　26.8　　19. 1　　24. 7　　21. 1　　17.1　　20.5　　18.0

　　　　

４６０７０　　　∂.∂　　　5.;　　2∂.8　　23.3　　24 A　　　ｊ.∂　　∂.∂　　　＆召

　　　　

16 485　　　J. ｊ　　　１∂　　S2.9　　21.5　　j∂.∂　　21.2　　∂.∂　　14.5

　　　　

48 547　　刀.4　　12.7　　２４.0　　19. 7　　23. S　　25.4　　18.3　　22.8

　　　　　

9 941　　　2.j　　　j､j　　30.3　　38.8　　25.4　uo.o　　31.2　　74.3

　　　

5

　

1 566　△　∂.J　　　θ.4　　67.9　△70.7　°62. 1　　89.7　　10.3　　S∂.J

　　　

°1 695　△　∂.4　°θ.J　△7∂.3　△　４.θ　゜42.5　△２∂､∂　゜妬.∂　゜16.5

　　　　　

1 644　　　θ.J　　　j.∂　　13.8　　　4.3　　　J.7　　38. 1　乙30.3　　13. 7

　　　　

23 112　　　j.2　　∂.j　　29.6　　13.6　　23.0　　　j.7　　　θ.7　　　j.4

　　　　　

9 140　　2.∂　　∂.∂　　3S. 1　　22.∂　　２＆3　124.8　　∂＆7　105. 5

　　　

°2 046　°∂.４　　　∂.j　^ 91.2　°14. 1　°召.∂　■* 54.7　　　7.8　　　2.∂

　　　

466 173　　100.0　　100.0　　25.2　　22.3　　24.2　　20.3　　15.6　　18.5

警

　

察

　

費

　

の

　

状

　

況

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

　

区

　　　

分

　　

｜

　　　

昭和36年度純十額

　　　

｜

　　　

昭和35年度純計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

％
国庫支出金

　　　　　　　　

3 824　　　ざ.θ　　　　　　　3 662　　　4. j

使用料、手数料

　　　　　　　　　

3 156　　　3.3　　　　　　　　3 041　　　　J.7

雑

　

収

　

入

　　　　　　　　

1 193　　　j.2　　　　　　　987　　　j.2

その他特定財源

　　　　　　　　　　

685

　　　　

θ.7

　　　　　　　　　

554

　　　　

θ.7

一般財源等

　　　　　　　

87 069　　卯.8　　　　　　73 541　　郎.∂

　

合

　　

計

　　　　　　　　

95 927　　100.0　　　　　　81785　　100.0

－237－



第36表

　

警 察

　　

職

区

　

≪言尹ご譜伴ｽﾉ。自尽

Ｔ］年

　

謡］雌

　

づ

　

］二

　

］

　

］jy

　

］レニ

　

］

　

］シ

　

テ

　

レド
（注）昭和33～35年は５月１日現在，昭和36～37年は５月3旧現在であり，自治省調

　　　　　　　　　　　　　

第37表

　

刑

　

法

　

犯

　

年

　

次

　

主

　

要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　

全

　

刑

　

法

　

犯

　　　

殺

　　　

人

　　

強

　　　

姦

　　

放

　　　

火
ｇ

　

ｿ

ｲ牛

　

削ｍ数

ﾄﾞ

　

数

峠

　

数々

　

ｔ

昭和31年

　　　　

1 410411　　100.0　　　　　2617　　　　　3 749　　　　　1 607

　　

32

　　　　　　

1 426 029　　101.0　　　　　2 524　　　　　4 121　　　　　1 520

　　

33

　　　　　　

1 440 259　扨２ヨ　　　　　2 683　　　　　5 988　　　　　1 720

　　

34

　　　　　　

1 483 258　105.2　　　　　2 683　　　　　6 140　　　　　1 662

　　

35

　　　　　　

I 495 888　106. J　　　　　2 648　　　　　6 342　　　　　1 743

　　

36

　　　　　　

1 530 464　　却＆j　　　　　2 619　　　　　6 487　　　　　I 757

(注) １

２

警察庁刑事局調であり，暦年で調査したものである。

14才未満の件数は除いてある。

　　　　　　　　　

第38表

　

交

　　

通

　　

事 故

　　

等

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　

群講談Ｐ

　

｜

　

交通事故件数

　　

昭

　

和

　

25

　

年

　　　　　　　　　　　　　　

8618

　　　　　　　　　　　　　　

33 212

　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　　　　　　　

36 072　　　　　　　　　　　93 869

　　　　　　　　

31

　　　　　　　　　　　　　　　　　

56 339　　　　　　　　　　　122 691

　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　　　　　

71 600　　　　　　　　　　　146 833

　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　　　　　　

86 329　　　　　　　　　　　168 799

　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

100 466　　　(371 763) 201 292

　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　　　

117071

　　　　　　　　　　　

449 917

　　　　　　　　

36

　　　　　　　　　　　　　　　　

129 5与･ｼ　　　　　　　　　　　4り3 693

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

― 238 ―



員

　　

数 の

　

推 移
(単位

　

人)

察職員または地方警察職員

　　　　　　　

合

　　　　　　　　　　　　　　

計

　

事務職員｜

　　　

計

　　　

警

　

察

　

官｜事務職員｜

　　

計

　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　

65 462　　　　　　57％　　　　　　71258

　　　

15000

　　　　

H0 000　　　　125 000　　　　　31 9551　　　　156 955

　　　

19 244　　　　144 969　　　　125 995　　　　　19 244　　　　145 239

　　　

19 085　　　　141 025　　　　122 200　　　　　19 085　　　　141 285

　　　

ニ

　

ニ

　

二

　

二

　

ニ

　　　

19 833　　　　149 315　　　　129 762　　　　　19 833　　　　149 595

　　　

二

　

器

　

二

　

二

　

器

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
による。

　　

罪

　

種

　

別

　

発

　

生

　

の

　

状

　

況
(単位 件）

強

　　

盗

　　

窃

　　

盗

　　

暴

　　

行

　　

傷

　　　

害

　　

脅

　　　

迫

　　

恐

　　　

喝

件

　　

数

　　

件

　　

数

　

|

　

件

　　

数

　　

件

　　　

数

　

|

　

件

　　　

数

　

|

　

件

　　　

数

　　　　

5 285　　1０07 6４9　　　36 039　　　　６6 883　　　　　7 181　　　　　2773６

　　　　

5 029　　1０05101　　　　38 038　　　　70 023　　　　　６964　　　　28 269

　　　　

5 442　　　990 602　　　45 787　　　　73 985　　　　　8 088　　　　38 684

　　　　

5 192　　1 ０27 992　　　４6 794　　　　73 014　　　　　7 354　　　　41 599

　　　　

5 198　　1 038 418　　　44 250　　　　68 3０4　　　　　6 717　　　　41 060

　　　　

4 491　　1 051 874　　　45 650　　　　68 321　　　　　6807　　　　45 306

　

発

(注)

　　　

生

　　

の

　　

状

　　

況

１

　

警察庁調であり，暦年で調査したものである。

２

　

「業務上等過失致死傷害罪発生件数」の昭和3!年以降の件数には14才未満

　

の者の件数を除いてある。

３

　

「交通事故件数」の昭和35～36年には軽微な事故を含んでいる。なお昭和

34年の（

　

）数は，東京都と大阪府の軽微な事故を含んだ件数である。
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第39表

　

昭和36年度消防費の状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

　

区

　

り

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　　

都道府県

　

｜市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

j･

　

額

　

|

純

　

’ﾄ

　

額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％I

　　　　　　

％

　　　　　　

％
人

　　　

件

　　　

費

　　　

5 667　n.s　16 025　SS. 1　21 692　卯.∂　18 17］５７ 9

物

　　　

件

　　　

費

　　　

504

　

∂.∂

　　

5 205　J7.∂　　5709　15.7　　5510･　17,5

扶助費、補助費等

　　　

105

　

J.４

　　

０００

　

４.j

　　

卜24

　

3.1　　1 133　J.∂

普通建設事業費

　　

1 051　仔∂　5 804　即.∂　6814　18.8　5 922　認.S

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

247

　

3.3

　　　

726

　

2.j

　　　

953

　

2.∂

　　　

676

　

2.2

合

　　　　　　

計

　　　　

7 574 100.0　29 060 100.0　　36292 100.01　31421　100.01

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

その２

　

財

　

源

　

内

　

訳 (単位

　

百万円)

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　

1

都道府県

　

）

　

IJせけ

　

十額

）

　　

１

　

゛

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　

25

　

∂.J

　　

629

　

忿.2

　　

654

　

1.8

　　

620

　

2.0

分担金､負担金､寄附金

　　　　

13

　　

θ.2

　　　

864

　　

J.∂

　　　

869

　　

2.4

　　　

860

1

　

2.7

地

　　　

方

　　　

債

　　　

156

　

2.j

　　

1 678　5.8　　1 834　5. 1　　1 682　5.4

その他特定財源

　　　

卵8

　

∂.J

　　

880

　

J.θ

　

I 236　3.ざ　1 321　j.2

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

6 902　91. 1　24 989　肪.θ　31 699　肘.a　26 933　お.7

合

　　　　　　

計

　　　

7 574 100.0　29 040 100.0　36 292 100.0　31421　100.0

第40表消防職員数の推移

区

　　　

分｜消防職員数

　

昭和８毎

　　　　　　　　

37

お

　　　　

22

　　　　　　　　　

21 683

　　　　

30

　　　　　　　　　

31 194

　　　　

33

　　　　　　　　　

34 771

　　　　

31

　　　　　　　　　

36 222

　　　　

35

　　　　　　　　　

37ﾌ63

　　　　

36

　　　　　　　　　

39012

　　　　

37

　　　　　　　　　

43 928

（注）１

　

自治省調による。

　　　

２

　

昭和33～35年は５月１日現在、

　　　　

昭和36～37年は５月3旧現在

　　　　

の職員数である。
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第41表火災発生の状況

　　　　　　　　　

総出火件数

　　

総損害額

　　

死傷者数
ｇ

　

り

ｲ４=［ｍ

]

・［ｍ

]

人引m m

　　　　　　　

｜

　　　　　

大

　　　　　　　

百万円

　　　　　　　　　

大
昭

　

和

　

31

　

年

　　　　

33 312　100.0　　　37 128　100.0　　　8 151　100.0

　　　　

32

　　　　　　

34 650　　104.0　　　26 251　　70.7　　　　7 939　　∂7.4

　　　　

33

　　　　　　

36 178　　108.6　　　21 750　　j＆∂　　　　8 167　辺り.2

　　　　

34

　　　　　　

36 913　　110.8　　　20 803　　J∂.∂　　　　8592　105. i

　　　　

35

　　　　　　

43 679　　131.1　　　24 434　　65.8　　　　8 893　109. 1

　　　　

36

　　　　　　

47 106　　141.4　　　43 020　115.9　　　　9 580　117,5

（注）消防庁調であり，暦年で調査したものである。

第42表消防施設の状況

(単位

　

台または隻)

区

　

り昭和36年度末

　

|昭和36年度における異動状況

　　　　　　　　

現在保有数

　

取

　

得

　

数｜処

　

分

　

数

ポ

　

ンプ自動車

　　　　　　

12916

　　　　　

1117 604

オート三輪ポンプ車

　　　　　　　

2 377　　　　　　　　84　　　　　　　219

手引動力ポンプ

　　　　　　

13 986　　　　　　204　　　　　1 012

可搬動力ポンプ

　　　　　　

41 512 3 374 816

梯

　　　

子

　　　

車

　　　　　　　　　　

82

　　　　　　　　

12

　　　　　　　　　

－

化

　　　

学

　　　

車

　　　　　　　　

71

　　　　　　　

14

　　　　　　　

11

救

　　　

急

　　　

車

　　　　　　　　　

276

　　　　　　　　

55

　　　　　　　　

18

その他の自動車

　　　　　　

2 397　　　　　　359　　　　　　166

腕

　

用

　

ポ

　

ン

　

プ

　　　　　　　

10 289　　　　　　　118　　　　　　卜92

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　

83 906　　　　　　　5 337　　　　　　　4 328

消

　

め

　

ｌ

　　　　

刀

　　　　

｜

　　　　

，|

（注）自治省調による。
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参考表（１）消防施設整備費補助金による消防施設の整備計画

その１

　

全体計画

　　　　　　　　　

（昭和37年3月3旧現在）（単位

　

台）

種

　　　　　

・

　

ｔ

　

全

（

ﾐ

　　

ｪ

ﾚふ

芸

轟）

ﾄ

j1率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

消

　

消防ポンプ自動車

　　　　　

18 906　　　　　12 573　　　　　6 328　　　　弱.ｊ
防

ポ

　

手引動力ポンプ

　　　　　

4 650　　　　4 543　　　　　107　　　　訂.7
ン

プ

　

小型動力ポンプ

　　　　

65 447　　　　33 222　　　　32 225　　　　50. S

火
災

　

発

　　

信

　　

機

　　　　

22 676　　　　7 946　　　　14 730　　　お.θ
報
知

　

受

　　

信

　　

機

　　　　　　

227

　　　　　　

123

　　　　　　

104

　　　　

jざ､２

機

消防専用無線|

　　　

8 347

・

2 146

｀

6 201

㎜　　　25.7

防

　

火

　

水

　

そ

　

う

　

1

　　　

536 346　　　236 535　　　299 811　　　　お.7

（注）消防庁総務課調による。

その２ 全体計画消防施設整備費

回

　　

＜言づソ

回

（注）消防庁調による。

― 242 ―



第43表水防管理団体の状況

　　　　　　　　　　

(昭和35年３月3旧現在)

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　　

１

　　　

団

　　　　

体

　　　　

数

　

‾

几

　

゛

　

ズ

　　　　　　

二

水防

↓

務組合または水害予防組

7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

167

　　

指

　　　　　　　　　　　　

定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

87

　　

一

　　　　　　　　　　　　

般

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

10

　

合

　　　　　　　　　　　　

十

　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　

3208

（注）１

　

建設省調による。

　　　

２

　

指定とは、水防法により重要な地域にある水防管理団体を都道府県知事が

　　　

指定したものである。

補助金による消防施設の整備状況

　

昭和33年度

　　

昭和34年度

　　

昭和35年度

　　

昭和36年度

　

数量）ｈ

ﾚ

量）９

ﾄﾞ

数ｌ）９．

ﾚ

１こ）あ・

　　　　　　　　

千円

　　　　　　　　　

千円

　　　　　　　　　

千円

　　　　　　　　　

千円

　　　

516

　

269 540　　　581　　　3つ5768　　　55Ξ　　　308569　　　605　　　333 940

　　　　

44

　　

17 oc:　　　25　　　　9 550　　　21　　　　8 140　　　　8　　　　3 140

　　　　

2ろ

　　

4 560　　　0　　　　3 160　　　18　　　　3 460　　　　8　　　　1 550

　　

1 160　　82 090　　1 279　　　91 310　　1 565　　　113 305　　1 571　　　123 661

226

　　

4 520　　　246　　　　4 92D　　　235　　　　3 900　　　264　　　　5 280

　　　　

6

　　　

1200

　　　　

4

　　　　　

800

　　　　

2

　　　　

1200

1

　　　

2

　　　　　

400

　　　

208

　　

11 200　　160　　　11 264　　231　　　14 860　　278　　　22 940

　　

1 883　155 760　　2 425　　　185 549　　2 269　　　168 923　　1 805　　　149 657

　　　　

－

　

545 870　　　－　　612 821　　　－　　622 857　　　－　　645 568
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その１

　

日的別歳出

道
河
砂
港
海
都
水
災
そ

区

合

路

　

僑

市

　

害

り
川
防
湾
岸
計
防
土
の

よ

　

う

画

　

木

分

計

費
費
費
費
費
費
費
費
他

第44表

　

昭 和

　

36

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

　

□454

　

23 074

　

10310

　

ふ?了39

　　　

,1ろ8

　

73031

　　

つ心74

331 714

（注）都市下水路費は，都市計画費に含めてあるっ

その２

　

性質別内訳

区 分

１
　
費
費
費
費
費
他

　
　
　

業
業
業

　
　

計

　

修
経
事
事
事

　
　
　

設
旧
策

件
補
的

　
　
　

の

　
　
　

建
復
対

　

持
資
通
害
業

　
　
　

普
災
失

　
　

合

物
維
投

　
　
　

そ

その３

　

財源内訳

区

　
　
　

｀
産

　
　

他

庫

　

金

　
　
　
　

般

　

用
旦

　
　
　

の

　
　

ま

国
使
分
財
雑
地
そ
Ｉ

合

支
　 １

担

　

収
方
特
財

分

金
料
金
入
入
債
源
等

　
　

附

　
　
　
　
　

計

　　　　　　

昭

都

　

遜

　

府

　

県

2
４
.
7
0
2
4

　

1
０
3
7

　
　

３
２

　　

721

33171

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

七
丿

　

／

　

金
収

　
　

定

142引C

　

2 162

　

13 ｑ４8

　

2 772

　

6 645

　

38 43C

　

9 205

116 042

331714

－244－

34 ｊ

７７「Ｚ

　

ｊノ

０
７
７
ｊ
６
Ｉ

　

Ｃ

７
Ｊ
ｊ
θ
２
（
ぶ

　

０

　
　
　

７

　

９
｀

　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

／
Ｑ
り
ｏ
．
ａ
７
″
ａ
乙
’
‘
～
ｒ
£

　

Ｃ

∂
／
｀
‘

　

’
‘

　

”
‘

　
　

ｊ

　
　

θ
j
2
9
2
7
2

　

0

　
　
　
　
　

タ
ａ
２

　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

C
O
O
~
＊
0
'
＞
)
'
~
~
"
＞
1
'
０

O

／
’

　
　
　
　

７
ｊ

　

Ｊ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

和
一
市

和
一
市

和

一
市

年

　　

度

　　　　　

3ら

　

町

　　

村

４つ２７ﾐ

　

ごCnに

O

―

Ｏ

'
Ｏ

／
１

　

｛
Ｑ

　

Ｉ

　

４1

129 1

町

　

3 936

　

□よ

i03 ｓこら

　

00 444

　

旧冬80

　　

！0乃こ

　　

400こ

129

町

S0 10S

　

2 043

　

4 784

　

33ト

　

フかド

　

111口

　

i0 3S5

　

50 553

129 136

C
v
)

'
Ｏ

>
-
-
.

０
０
Ｊ
θ

Ｑ
リ

･
-
-
1'
-
Ｏ
"
＾

^
．
丿
ｊ

Ｓ
７
り
り
ｙ
ｊ

　
　

r
ｏ

r
-
.

1.00

　

36
一
村

100

,豹

-
村

ｊ
７
ｊ
２
Ｇ
Ｓ
Ｑ
Ｕ
り

０
)

＞
i

100

｜

－ -

１

１

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

’

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

｜

｜

－

1

･

1

｜

ｌ

｜

！

］

｜

！

－

－

１

－

｜

ｊ

｜

－

－

｜

－

－



士

　　

木 費

　　

の 状

　　

況
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一 一

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　　

年

　　　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

純

　

計

　

額

　　　　　　　

純

　　　　

計

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

に2剖3

　　　　　　

J＆j

　　　　　　　　　　

131 723　　　　　　39.5

　　　　　　　　　　　　　　　

4 205　　　　　　　り.∂　　　　　　　　　　　3 505　　　　　　j. j

　　　　　　　　　　　　　　

11 430　　　　　　　2.∂　　　　　　　　　　　7 949　　　　　　2.４

　　　　　　　　　　　　　　　

ら〇Ξ2

　　　　　　　

1.4

　　　　　　　　　　　

5 946　　　　　　7.S

　　　　　　　　　　　　　　

14 490　　　　　　　3.2　　　　　　　　　　　3 899　　　　　　2.7

　　　　　　　　　　　　　　

43 543　　　　　　77.び　　　　　　　　　　43 571　　　　　　刀.7

　　　　　　　　　　　　　　

14こそ2

　　　　　　　

3.3

　　　　　　　　　　　

9 429　　　　　　2.8

　　　　　　　　　　　　　

175 595　　　　　　J∂.j　　　　　　　　　　122 035　　　　　　J∂.∂

　　　　　　　　　　　　　

448 8401　　　　　　100. 0　　　　　　　　　333 057　　　　　100.0

－

年

　　　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

純

　

計

　

額

　　　　

純

　　　　

計

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

5 994　　　　　　　j.4　　　　　　　　　　4≒ﾌ　　　　　　j.4

　　　　　　　　　　

26 130　　　　　　　j.8　　　　　　　　　　20 83ﾌ　　　　　　∂.J

　　　　　　　　　　

406 392　　　　　　90.5　　　　　　　　　2ﾗ9 39?　　　　　　8∂.∂

　　　　　　　　　　

309 979　　　　　　∂汰j　　　　　　　　　21 1 978　　　　　　63.6

　　　　　　　　　　

91 305　　　　　　20.3　　　　　　　　　　32 436　　　　　　24.8

　　　　　　　　　　　

5 108　　　　　　　j. j　　　　　　　　　　4 935　　　　　　j. j

　　　　　　　　　　　

1C324

　　　　　　　

2.3

　　　　　　　　　　

8 074　　　　　　2. 4

　　　　　　　　　　

448 840　　　　　100.0　　　　　　　　333 057　　　　　100. 0

年

　　　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

純

　

十

　

額

　　　　

純

　　　　

計

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

153 361　　　　　　　35.3　　　　　　　　　　111 679　　　　　　33.5

　　　　　　　　　　　

42 206　　　　　　　∂.4　　　　　　　　　　33 063　　　　　　∂.∂

　　　　　　　　　　　

13 546　　　　　　　J.∂　　　　　　　　　　10 335　　　　　　3.1

　　　　　　　　　　　

31 041　　　　　　　∂.∂　　　　　　　　　　22 374　　　　　　∂.7

　　　　　　　　　　　

12 141　　　　　　　2.7　　　　　　　　　　6 374　　　　　　j.∂

　　　　　　　　　　　

85 700　　　　　　19. 1　　　　　　　　　　引498　　　　　　15.5

　　　　　　　　　　　　

1 032　　　　　　　θ.2　　　　　　　　　　　j48　　　　　　θ.7

　　　　　　　　　　　

91 624　　　　　　20.4　　　　　　　　　　83 3?０　　　　　　２５』

　　　　　　　　　　　

13 189　　　　　　　J.∂　　　　　　　　　　13 8?6　　　　　　4.2

　　　　　　　　　　

448 840　　　　　100.0　　　　　　　　333 057　　　　　100. 0



（注）街路事業費を除く。

第45表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

道

　

路

第46表

　

道 路 の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　

道

　　　　　

都

　

道

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

レ

　

れレ

　

川

　

＋

　

ﾚ

石谷

　

実

　　

延

　　

長（Ａ）（ｋｍ）

　　

1

　　

6 687|　　12 204　　18 891　　2 6349

　　

（Ａ）のうち舗装延長（Ｂ）（ｋｍ）

　　　　

3 041　　　3 561　　　6 602　　　4 033

　

舗

　

装率（Ｂ）／（Ａ）ＸＩ００（％）

　　　

お.j

　　

即.２

　　

お.∂

　　　

15.5

　　

（前

　　

年

　　

同

　　

期

　　

％）

　　　

(49. 7)　（21 ４:）　（32.６）　[U. i)

　

（Ａ）のうち改良済延長（Ｃ）（ｋｍ）

　

1

　　

3 943　　　5 598 9 541　　　11868

　

改

　

良

　

率（Ｃ）/（Ａ）×100（％）

　　　　

皿∂

　　　

お.∂

　　　

印.j

　　　

45.0

　

（前

　　

年

　　

同

　　

期

　　

％）

　　　

（62.9）

　

{38. 4)　　(48. 1)　「43」）

　

貧ぱ）且厘卜に皿）

　　　

4

　　　　

76 80　　　　　600

　

自動車交通不能延長率

　　　　　　　　　　　　

θ

　　　　

∂.∂

　　　　

∂バ

　　　　

2.3.

　

（ｏ

　

年

（ＶＡずつ

ﾚ

　　

（の

　　

(1.2)

　

(0.7)

　

（２川

昭和36年度

　　

新設実延長（ｋｍ）

　　　　

122

　　　

35

　　　

157

　　　

73

　　　　　　

舗装延長（ｋｍ）

　　　

327

　　

590 917　　　　　52H
事業量

　

改良延長（ｋｍ）

　　　

275

　　

365

　　

640

　　

490

　

§Uy貪吏豊中に廃止された（ｋｍ）

　

1

　　　　

551

　　　　

211

　　　　

761 44

(注) １
２
３

自治省調による。
地方公共団体が維持管理しているもののみである。
前年同期の比率は道路統計年報による。したがって，国道中には国の直轄管
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昭

　　　　　　

和

　　　　　　

36

　

区

　　

≪

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

｜

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

普

　

通建設事

　

業

　

費

　　　　　

99 303　　屁.S　　　　　36 764　　阿.∂

　　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

74 799　　G. 4　　　　　7 483　　IS. ２

　　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

22 508　　以7　　　　　25 319　　皿４

　　

受

　

託

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

19％

　　

j.7　　　　　3 962　　∂.θ

維

　

持

　　

補

　

修

　　

費

　　　　　　

12 920　　　11.3　　　　　　9607　　j∂.J

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　

2 164　　　j.∂　　　　　　2 907　　　j.∂

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

114 387　100. 0　　　　　49 278　100.0



橋

　

り

　

よ

　

う

　

費

　

の

　

状

　

況

現 況

(単位

　

百万円)

(昭和37年３月3旧現在)

府

　

県

　

道

　　　　　　　　

市

　　

町

　　

村

　　

道

　　　　

βづ

　　

主要地方道

　

罵脊訓

　

＋

　

ﾚ

台皿臨押訓

　

＋

　

ト

　　

り

（再

　

掲）

　　　

90 604　116 953　　　152　829 363　829 515　　　　965 359　　　26 501

　　　

5 337　　　9 470　　　　140　　12 622　　12 762　　　　　28 834　　　　4 223

　　　　

j.∂

　　　　

S. 1　　　∂２.j　　　　1. S　　　　1. 5　　　　　　　J.j　　　　IS. 9

　　　

匯7）

　

(7.6)

　　

（-）

　

（-）

　

（7個

　　　　　

(3.0)

　　　

ト）

　　　

19 048　　30916　　　　142　　127 760　　127 902　　　　　168 359　　　12010

　　　

21.0

　　　

２∂.j

　　　

93.4

　　　

巧.4

　　　

jj.4

1

　　　　　　

17.4

　　　　

45.3

　　　

㈲川

　　

㈲湖

　　

（-）

　

（-）

　

(7.8)

　　　　

巾.∂）

　　　

ト）

-

　　　

9 236　　　9 836　　　　　1　　365 527　　365 528　　　　　375 444　　　　　601

　　　

10.2

　　　　

＆4

　　　　

∂.7

　　　

44. 1　　　14. 1　　　　　　J＆∂　　　　　2.3

　　　

（９．９）

　

（８．３）

　

（-）

　

（-）（４７ ０）　　　（む洲　　　（-）

　　　　

583

　　　　

656

　　　　

－

　　

14 977　　14 977　　　　　　15 790　　　　　73

　　　　

645

　　　

I 166　　　　　3　　　3 189　　　3 192　　　　　　5 275　　　　　524

　　　　

790

　　　

1 280　　　　　1　　　10 130　　10 131　　　　　　12 051　　　　　491

　　　　

334

　　　

378

　　　　

〕

　　

3 433　　　3 433　　　　　　3 88j　　　　　４4

理分を含めてある。
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年

　　　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度

　

純

　

十

　

額

　　　　

純

　　　　

計

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

131 109　　　　　　82.8　　　　　　　　　　88 710　　　　　　79 4

　　　　　　　　　　　

82 282　　　　　　57. ∂　　　　　　　　　　54 848　　　　　　49. 1

　　　　　　　　　　　

42 869　　　　　　27. 1　　　　　　　　　　30 321　　　　　　27.2

　　　　　　　　　　　

5 958　　　　　　　3. S　　　　　　　　　　　3 541　　　　　　3. 1

　　　　　　　　　　　

22 527　　　　　　14.2　　　　　　　　　　18 123　　　　　　ie.2

　　　　　　　　　　　

4 725　　　　　　　J.∂　　　　　　　　　　4 846　　　　　　4.j

　　　　　　　　　　

158 361　　　　　　100.0　　　　　　　　　111679　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－



第47表

　

橋 り よ

　　　　　　　　　　　　　　　

国

　　　　　　　　　　　　　　　　

道

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

１

　　　　　　

級

　　

２

　　　　　　

級

　　　　　　　　　　　　

ｌ

　

引匹

　

長

　

橋

　　

（こ

　

ｿ

石‾‾石

　

全橋りよう（A）（m）

　　

6545

　

12j00B

　　

n30ヮ

　

にS361

　

17854

　　

永

　

久

　

橋（B）（m）

　　　

5749

　

117487

　　

9 943　　162 672　　15 692

　　

本

　　　　

橋（C）（m）

　　　

778

　　

751c

　　

1332

　　

129兄

　　

2 110

　　

混

　　

合

　

僑（Ｄ）（ｍ）

　　　　　

認

　　　　

1011

　　　　

34

　　　

2ジ1

　　　　

52

　

づ具Vｺﾞ（％）

　　　

訂.∂

　　　

認.J

　　　

肘.∂

　　　

匹j

　　　

87.9

　　

（前

　

年

　

同

　

期

　

％）

　　　

（郎.の

　　

（卯.7）

　

（7∂.7）

　

（祗の

　

（82.7）

　

荷重制限橋（E）（m）

　　　

567

　　

5 327　　9y 9365　　　1476

（注）１自治省調による。

　　　

２

　

地方公共団体が維持管理しているもののみである。

　　

めてある。な紅市町村道分については自治省調による。
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Ｗ
つ の 現 況 (昭和37年３月31日現在)

　　　　　　　　　　　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　　　　

道

二

し

ＥＷ４方道

　　　

一^mmmmm

　　　　　　　

十

　　　　

｜

‾ドス‾ｊ‾副延

］

橋（延

/

・（・長

　　

304 369　　23 499　　339 951　　　　78 133　　　942 196　　　101 632　　1 282 147

　　

280 159　　18 884　275 022　　　51 582　　582 440　　　70 466　　857 462

　　　

20 508　　　4 550　　59 166　　　26 189　　　333 039　　　30 739　　　397 205

　　　

3 702　　　　65　　　5 763　　　　　362　　　2四片　　　　　427　　　27 480

　　　

92.0

　　　

80.４×　　　80.9

　　　　

卵､

j

　　　　

肘.s

　　　　

69.3

　　　　

66.9

　　　

(88.6) (７７２) (7S.e)　（６２ 　8）　（認濁　　（66才　　(64. 1)

　　　

14 692　　3 102　　41 934　　　16 268　　216 87c　　　19 3701　　258 804

　　　　

4.8

　　　

13. Z　　　12.3　　　　20.8　　　　23. 1　　　　19. 1　　　　20.2

　　　

(6.2)

　

固.珀

　

(13.6)

　　

㈲.

］

　　

（23 　3）　(19.2)　(20. 7)

　　　

2 128　　　　52　　　2 716　　　　　156　　　　6 347　　　　　208　　　　9 063

　　　　　

－

　　　　　

2

　　　　

21

　　　　　

S己

　　　　

1 553　　　　　60　　　　1574

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

11 219　　　586　　13 209　　　　2 19j　　　37 074　　　　2 779　　　50 283

　　　

7 847　　　31c　　　8 553　　　　1 177　　　25 785　　　　1 487　　　34 338

　　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　

主要地方道（再掲）

　　　　　　　

計

　

橋

　　

数

　

｜

　

延

　　

長

　　

橋

　　　

数

　

｜

　

延

　　　

長

　　

胆

　　

数

　

｜

　

延

　　　

長

　　　

441 599　　3 163 920　　　　561 085　　　4
750 436 23 579　　　　　342 042

　　　

214 462　　1 211 906　　　　300 620　　　2 349
527 18 955 277 035

　　　

220 883　　1 878 676　　　　253 732　　　2 296 389 4 559　　　　　59 244

　　　　　

6 254　　　73 338　　　　　6 733　　　　104 520　　　　　6Ξ　　　　　5 763

　　　　　

48.6

　　　　

38.3

　　　　　

53.6

　　　　　

49.5

　　　　

釦.4

　　　　　

む.∂

　　　　

(46.4)

　　　

(35.9)

　　　

(51.1)

　　　

(48. 8)　　　（-）　　　　（-）

　　　　

79 788　　　629 791　　　　100 634　　　　903
287 3 1C2･ 41 934

　　　　　

18.1

　　　　

19.9

　　　　　

17.9

　　　　　

19.0

　　　　

13.2

　　　　　

認.3

　　　　

(21.7)

　　

(23. 2)　　　(21.0)　　　(21.8)　　　（-j　　　　　（-）

　　　　　

2214

　　　

20 471　　　　　2 563　　　　31662 53　　　　　　2 722

　　　　　　

845

　　　　

9 569　　　　　　905　　　　　1 1 143　　　　　　2 21

　　　　　　

67

　　　　

1316

　　　　　　

67

　　　　　

1316

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

5 858　　　68 392　　　　　9 078　　　　129 894 589　　　　　　13 394

　　　　　

3 586　　　40 660　　　　　5 326　　　　82 845 311　　　　　　8 565

　　　　　　　　　　　

＝

　　

kj.iy/●_=f･._･_●』二､．・-４　●　Ｘゝ?＿．Ｊ　ﾋﾆｺﾞゝ.ゝﾑlk_k¶r-9－JJ-J－－一二八
３

　

前年同期の比率は道路統計年報による。したがって｡
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国道中には国の直轄管理を含



その１ 事業費および整備の目標

参考表(２)道

　

路

　

整

　　　　　

(単位

　

億円)

K

　

分順礼諾諾順礼ゴ諾|備

　　

考

　

一

　

般

　

道

　

路

　　　　　　　　

6100

　　　　　　　

13000

　

旧５ヵ年十画は35

　

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度で打切られ，

　

有

　

料

　

道

　

路

　　　　　　　　

2000

　　　　　　　

4 500　新５ヵ年計画に引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

き継がれた。

　

地方単独事業

　　　　　　

1900

　　　　　

3500

　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　

10000

　　　　　　

21000

　　　　　　　　　　

1

-

　　　　　　　

-
（参考）

１

　

高速自動車国道

　　

名神高速自動車国道の建設を完了。東海道幹線自動車国道および国土開発縦貫白

　　

動車国道中央自動車道の要緊急区間の建設に着手。

２

　

一

　

級

　

国

　

道

　　

５ヵ年間中に改良舗碧を概成。

３

　

二

　

級

　

国

　

道

　　

10ヵ年間中に改良舗装を概成。５ヵ年間中に大都市およびその周辺の路線，重要

　　

産業地帯の路線，国際観光上緊急に整備を要する結線の重点区間整備。

４

　

都道府県道および市町村道

　　

重要地方幹線道路，重要産業地帯の必要路線，都市整備上の要緊急路線，資源開

　　

発および観光上の必要路線，その他国の施策上要整面路線に重点をおいて整闘。

５

　

そ

　　

の

　　

他

　　

首都高速道路の整備。踏切除却事業の推進。積雪寒冷特別地域における道路交通

　　

の確保。

　

（注）建設省調による。

その２

　

道路整備５ヵ年計画刀負担区分および財源

　　　　

（単位

　

億円）

　

区

　　　　　　

分

　

１

　　　

国

　　　

１

　

地

　　　

方

　

１

　

公

　　　

団

　

｜

　　　　

計

‾二万‾コ‾廠道路

　　　

9 825　　　3 175　　　　－　　　　13000

　

事

　

有料道路

　　　　

640

　　　　

250

　　　

3610

　　　　

4 500

　

業

　

地方単独事業

　　　　　　　

－

　　　　　

3500

　　　　　　　

～

　　　　　　

3500

　

費

|

　　　　　

十

　　　　　

10 465}　　　　　6 925　　　　　3 610　　　　　　21 000

　　

揮発油詰

　　　　

9 600　　　　　－　　　　　一　　　　匹CO

j謡禦黙

　　　

二

　　　

］

　　　

：

　　　

二

　　

ま且二回

　　　　　　　

二

　　　　　

二

　　　　　　　

：

　　　　　　

１二

　　

地方一般財源

　　　　　　　

－

　　　　　

3 155　　　　　　－　　　　　　3 155

　　

公団借入金等

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　

3610

　　　　　　

36101

　

合

　　　　

計

　　　　　

10 465　　　　　6 925　　　　　3 610　　　　　　21 000

（注）建設省調による。
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備

　

５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

　

その３

　

道路整備５ヵ年計画実施後の道路整備状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　

昭和36年３月末日現在の状況

　

区

　　　　

分

　

実延長

　　　

改良済延長

　　　　

舗装済延長

　　　　　　　　

(Ａ)

　

｜

　

(Ｂ)

　

｜(Ｂ)／(Ａ)

　　

(Ｃ)

　

｜(Ｃ)／(Ａ)

　　　　　　　　　　

km

　　　　　

km

　　　　　

％

　　　　　

km

　　　　　

％
一級昇格前

　　　

9 894　　　6 143　　　綴J　　　4 843　　　召Ｊ
国

　

道{昇格後

　　　

12 849　　　　　7285　　　　58.7　　　　5 522　　　　42.∂

二級昇格前

　　　

15 024　　　5 669　　　立7　　　3 145　　　即.∂
国

　

道{昇格後

　　　

15 194　　　5 363　　　お.J　　　2 794　　　認.４

主要昇格前

　　

27419

　　

11 704　　　盈7　　　3811　　　皿∂
地方道{昇格後

　　　

24 534　　　10 887　　　お.4　　　3 48舶　　　　34.２

一般r昇格前

　　　

94 705　　　　19337　　　　20.4　　　　　5665　　　　　　∂.θ
地方道t昇格後

　　　

94 465　　　19318　　　　即.4　　　5 665　　　　∂.θ

合

　　　　　　

計

　　　

147 042　　　42 853　　　　29. 1　　　　17464　　　　11.9

　　　　　　　

5ヵ年計画事業量

　　　　

41年３月末日現在の状況

　

区

　　　　

分

　

改

　

良

卜

甫

　

装

|

　

改良済延長

　

l舗装済延長

　　　　　　　　　　　　　　　

(Ｄ)

　

ﾄＤ)／(Ａ)

　

(Ｅ)

　

ｌ(Ｅ)／(Ａ)

　　　　　　　　　

km

　　　

km

　　　

km

　　　　

％

　　　　

km

　　　　

％
一

　

級f昇格前

　　　

3 441　　　　4638　　　9 584　　　96.9　　　q43i　　　∂ｊ.8
国

　

道t昇格後

　　　

4 233　　5 359　　11 518　　　雅∂　　1088!　　咀∂

二級昇格前

　　

3 432　　3 328　　9 101　　卯.∂　　6 473　　盈丿
国

　

道{昇格後

　　　

2 89　　2 819　　8 252　　　j4. J　　5 613　　お.∂

主要昇格前

　　

2 301　　2 703　　14 005　　皿j　　6514　　23.8
地方道{昇格後

　　　

2 078　　2 493　　12 965　　　52.8　　5979　　24.4

一般昇格前

　　

1 924　　1 382　21 261　　認J　　7 04:‘　　7J
地方道{昇格後

　　　

1 898　　1 380　　21 261　　　22.6　　7 042　　　7.ｊ
|

合

　　　　　　　

十

　　　

11 098　　12 051　　53 951　　　36. 7　　29 515　　　20. 1

(注) １

２

建設省道路局道路総務課調による。

昇格前とは道路整備計画実施前（昭和36年３月末日現在）における延長を示

し、昇格後とは道路整備５ヵ年計画終了時の推計である。
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参考表(２)道路整備５ヵ年計画(つづき)

その４

　

主要国の道路整備状況

区

　

ゾヅｏ囃付作楼往古ﾉﾐよ長

　　　　　　　　

km

　　　

km

　　　

％

　　

千人

　　　　　　　　

km2

日

　　　　

本

　　

95・740

　　

23 833　　2.j　89 276　　刀.S　399 661　　2. 印

ベルギー

　　　

即995

　　

67 498　　7∂.4　9 053　　∂.4　　30507　　2.7j

フ

　

ラ

　

ンス

　　

1 232 9刀　　3Q4 205　　認.∂　44 584　　刀.7　　551 208　　J.加

西

　

ドイ

　

ツ

　　

352 854　164 92S　　召.∂　52 150　　∂.8　247 760　　1.42

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　

30? 340　309 340　100.0　51 870　　∂.θ　244 016　　1.27＼

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　

203 941　　90 939　　封.S　48 735　　j.2　301 226　　∂.昭

スウェーデン

　　　

93 304　　13009　　jJ.∂　　7415　　認.∂　　449 682　　0.21

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　

フぐΞ3与

　　

68 740　　　∂.2　17 048　　　と.4　9974 375　　∂.認

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　　

5 643 652　1 914 065　　J3.∂　174 782　　　J.2　9 363 387　　∂.弱

イ

　　

ン

　　

ド

　　

593 318　　73 987　　12.4　397 390　　　l.S　3 263 373　　∂.認

（注）世界道路統計資料(i960頻 による。

その５

　

主要国の自動車保有台数および自動車１台当り人口

国

　　　　

別

　

｜

　

乗

　

用

　

車

　

ﾚヾス・トラック|

　　　

計

　　　

1

　

1台当り人口｀

　　　　　　　　　　　　　　　

千台

　　　　　　　

千台

　　　　　　　

千台

　　　　　　　

人

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　　　　　　

61 S印　　　　　　12 29Q　　　　　　73 868　　　　　’２､４

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　　　

5 237　　　　　　13乱　　　　　　6 603　　　　　　7.∂

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

　　　　　　　

4700

　　　　　　

1 540　　　　　　6 240　　　　　　7. j

カ

　　

ナ

　　

ダ

　　　　　　　

３引2

　　　　　　

1 171　　　　　　4 983　　　　　　J.4

西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　　　　

4 331　　　　　　1 5?S　　　　　　5 929　　　　　　8.8

オーストラリア

　　　　　　　

192ﾌ

　　　　　　　

805

　　　　　　

2 732　　　　　　J.∂

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　　　　　　

１タ4

　　　　　　　

434

　　　　　　

2 078　　　　　23 　3

スウェーデン

　　　　　　

丿00

　　　　　　

12Ξ

　　　　　　

1228

　　　　　

∂.θ

南阿連邦

　　　　　

8Ξも

　　　　　　　

220

　　　　　　　　

1 106　　　　　刀.θ

ブ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　　　　　

482

　　　　　　

532

　　　　　

1014

　　　　　

認.J

日

　　　　　

本

　　　　　　

420

　　　　　　

％2

　　　　　

1 382　　　　　∂4.∂

(注) １

２

世界道路連盟1り60年資料による。

この数字には，二，三輪車，軽自動車および特殊自動車は含まない。
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参考表（３）積雪寒冷特別地域道路交通確保５ヵ年計画

　

事

　

業

　

種

　

別

　　

｜

　

事

　

業

　

量

　

｜

　

事

　

業

　

費

　

｜

　

予

　

算

　

額

一

　

ａ

　

ｌ

　

・

　　　　

１，惚

　　　

帽毘

　　　

ヅ混

　

靉雪害の防万万

　　　　

混

　　　

昌

　　　

謡

ニ。級ｓ言

　　　

丿言

　　

な

　　

言

　

I..。m 7F　　　　　　よ　　　　　ニ　　　　　漂

飛要・たU｝

　　　　

口器

　　　　

ヅ

　　　　

Ｔ

　

‰ｗ。ｍ ７Ｅ　　　　　　岨　　　　　よ　　　　　ニ

詔暦岨阻趾に

　　　　

21142　　　　　　　7453　　　　　　　3830

　

膀

　　　

喜

　　　

回

　　　

言

　　　

言

　

凍雪害の防止

　　　　　　

1330　　　　　6 722　　　　　3 446
‰

　　　

IJ

　　　

ﾂぼ

　　　

2説

　　　

1説

羅尽馬回ﾊﾟaル

　　　　　

ヤ

　　　　

2器

　　　　

り言

（注）建設省調による。
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普

区

通

補

単

受

建

　

設

　

事

　

業

　

助

　

事

　

業

　

独

　

事

　

業

　

託

　

事

　

業

修補

　

の

持維

　

そ

合

分

計

費

費

費

費

　

費

　

他

第48表

　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭

都

　

道

　

府

　

県

L
Ｏ

―
.

C
O

C
Ｏ

　　

621

　

1018

　

1 781

38 657

　

％

92 8

8２　I

∂Ｊ

ｊ∂

２．６

ｊ．∂

100.

第49表

　

河川施設の整備状況

和

市 町

3 571

36

村

％
Ｊ

　

７

　

巧

　

μ

引

　

θ

C
s
)

Ｏ
ｎ

７

100.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

昭和36年度事業量
区

　　　　　　

分

　

|

　

適用河川

　

｜

　

準用河川

　

｜

　

の他の河川|

　　　

十

堤

　

新設延長（ｍ）

　　　

45 225　　　285 581　　　　4 690　　　335 496

防

　

改良延長（ｍ）

　　　

167210

　　　

384 2〕 21 674　　　　　573126

護

　

新設延長（ｍ）

　　　

44 322　　　248 098　　　74 209　　　366 629

岸

　

改良延長（ｍ）

　　　　

56 260 266 803　　　2033％1　　　526 459

星さくおよび浚臨ｽ;y
l　　6

100932　　5 696 1〕　　　566 809　　12 363 911

（注）自治省調による。
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河

　　

川

　　

費

　　

の

　　

状

　　

況

　　　　　　

参考表（４）治山治水事業10ヵ年計画

その１

　

治山治水事業10ヵ年計画投資規模

(単位

　

百万円)

(単位

　

億円)

区

　　

り㈹畿斜対期特○謔

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
治

　

水

　

投

　

資

　　　

65?

　　

4000

　　　

∂.7

　　

5200

　　　

2.∂

　　

9 200　　　7．２

　

治水事業

　　

580

　　

3 650　　11.0　　4 850　　　2.∂　　850つ　　　＆２

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

79

　　　

350

　　　

∂.∂

　　　

350

　　

4.j

　　　

700

　　　

2.8

治

　　

山

　

事

　

業

　　　　

87

　　　

550

　　

皿8

　　　

750

　　　

3.3

　　

1300

　　　

S.7

合

　　　　　　　　

十

　　　

746

　　

4 550　　10.0　　5 950　　2. 9　10500　　　7.41

(注) 治水投資のうち，「その他」は災害関連事業および都道府県単独事業である。
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-

　　

年

　　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和35年度純計額

　　　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

33 580　　　　　91.4　　　　　　　　　　29 791　　　　　∂∂.j

　　　　　　　　　　　

32 494　　　　　77.0　　　　　　　　　　25 240j　　　　　7∂.J

　　　

1

　　　　　　　　　　

5 434　　　　　j2. ∂ 4 048　　　　　　12.3

　　　　　　　　　　　　

652

　　　　　　

7.5

　　　　　　　　　　　　

503

　　　　　　

1.5

　　　　　　　　　　　

1 589　　　　　　3.8　　　　　　　　　　　1 147　　　　　　3.S

　　　　　　　　　　　

2 037　　　　　　4.S　　　　　　　　　　　2 125　　　　　　∂.ざ

　　　　　　　　　　

42 206　　　　　100. 0　　　　　　　　　　33 063　　　　　100.0



　　　　　　　　　　　

参考表（４）治山治水事業

その２

　

治水事業10ヵ年計画に対する実績

　

区

　　　　

分

　　

前期５ヵ

　

後期５ヵ

　

計10ヵ年

　　

実

　　　　　　　　　　

績

　　　　　　

古

年計画計

　

（

jf昭和35年度|昭和訃年度|

　

八ｃ）

　

河

　　　　

川

　　　　　

2040

　　　　

2 760　　4 800　　　330.2　　414.〕 Ｔ↓生フ

　

ダ

　　　　

ム

　　　　　

引0

　　　

960

　　　

1770

　　

134.4

　　

136勺

　　

2ｱ〇つ

　

砂

　　　　

防

　　　　　

ﾌ30

　　　

1 040　　　1770　　　no. 3　　　145〕　　2 6.3

　

建設機械

　　　　

70

　　　　

90

　　　　

昆O

　　　

11.3

　　　　

12.71

　　　　

ﾑご4.0j

　　　

十

　　　　　　

3 650　　4 850　　8 500　　586. 7　　709〕　1 295〕

（注）建設省調による。

その３

　

治山事業10ヵ年計画

　

Ｏ）年次計画 (単位

　

億円)

ｘ

　

り竹縁川々ｲ申乃卜胆茅ﾄ心申グ率合十

民

　　

有

　　

林

　　　　　

550

　　　　

皿∂

　　　　

ﾌつ

　　　　

Jバ

　　　　

つつ0

三］＜］］イ

∧

一

謡

　

でﾌﾞｽﾞ

　

1で

　

ﾌｽT

　

ズ

　

ブ

（注）林野庁調による。
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10ヵ年計画（つづき）

(単位

　

億円)

四辻土煕縦子犬無万

o

　

工ブツブツ
＞］

　

159.8

　　　　　

416.1　　　　　313.9　　　1353.9　　　　57.0　　　　23.5

　

ぷ

　　

∠回

　　

ﾆ

　

ﾊﾟ⊇ﾑ

　　

二

　　

二

（2）事業内訳 (単位

　

億円)

ｇ

　　

川子

１９

]Ｖ

うち

こ)票(

事ｘ９

し

ちＨ

昭和35年度

　　　　　

37

　　　　

55

　　　　

34

　　　　　　

121

　　　　　

39

　　　

36

　　　　　　　　　　

97

　　　　　

62

　　　　　

36

　　　　　

133

　　　　　

98

　　　

Sﾌ

　　　　　　　　　

109

　　　　　

71

　　　　　

36

　　　　　

145

　　　　　

107

　　　

33

　　　　　　　　　

:22

　　　　　

79

　　　　　

36

　　　　　

158

　　　　　

115

れ

√

八

　　　

二

　　

二

　　　

:↓

　　　

こJ

　　

二
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第50表

　

昭和36年度砂防費の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　　

し

道府願市田エゼ）

　

お額

に

　

十額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
普通建設事業費

　　

13 162　∂7.S　　　70　品メ　13207　腔.j　10030　97 ０

　

補助事業費

　　

12 795　お.j　　　11　∂.2　12 806　肘,j　9 661　飢了

　

単独事業費

　　　

327

　

£,4

　　

48

　

必ノ

　　

350

　

2イ

　　

281

　

2.7

　

受託事業費

　　　

40

　

0．3

　　

11

　

∂.2

　　

51

　

θJ

　　

88

　

∂７

そ

　　

の

　　

他

　　　

292

　

2.2

　　　

50

　

む.∂

　　

339

　

2.j

　　

305

　

J.∂

　

合

　　　

計

　　　

13454 100.0　　120 100.0　13 546 100.0　10 335 100.0

第51表

　

治山および砂防施設等の整備状況（都道府県分）

　　　　　　　　　　　　　　　　

（昭和37年3月3旧現在）

　　　　　　　　

治

　　

山

　　

施

　　

設

　　　　

砂

　　

防

　　

施

　　

設

　

ｓ

　　　

ｊ

　

ﾚ

笥所数）積

　

等

　　

箇

　

所

　

（面々等

　

えん堤（m3）

　　　　

270

　　　

919637

　　　

1598　　1 048 847

　

豺回留

　　　

言

　　

，瀧

　　

俎

　

よ昌

　

床

　　

止（m2）

　　　　　

68ら

　　　

135514　　　　791　　　162 802

　

区

　　　　　　　

分

　　

｜

　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　

１

　　

面

　　　

積

　　　

等

海岸保全施設

　

｛雛判

　　　　　　

岨|

　　　　　

回器

第52表

　

昭和36年度港湾費の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　　

へ

むリｏ市町引れ

　

十額

に

　

十額

　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
普通建設事業費

　　

20 705　邱.7　9 158　夕.7　27 573　認.S　18 923　鉦∂

　

補助事業費

　　

14233　皿7　4 466　42マ　18 641　卯.∂　12495　jJ.∂

　

単独事業費

　　

4 672　加Ｊ　４０口　おメ　6 451　切々　5 078　認.7

　

受託事業費

　　

1800

　

77

　　

681

　

∂.j

　

2 481　8.∂　1 350　∂Ｊ
そ

　　

の

　　

他

　　　

2 369　刀.J　　1290　12.3　　3468　n.2　　3 451　巧.ざ

　

合

　　　

計

　　　

23 074 100､0　10 448 100.0　31041 100.0　22 374 100.0
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管理者別港湾数

第53表

　

港湾施設の状況

　　　　　　　　　　　

(昭和37年12月31日現在)

ｇ

　　　

ｊ

　

卜ｏ卜゛水戸外務中

　

十
゜(合

　

゛

　　　　　　　　　　　　　

一

重

　

要

　

港

　

湾

　　　　

59

　　　

19

　　　

3

　　　

3

　　　

84

　　　

1

　　　

85

‰匹

　

トトレトズ

地

　

方

　

港

　

湾

　　　

437

　　

337

　　　

－

　　　

－

　　

774

　　

226

　　

1000

合

　　　　

計

　　　　　

496

　　

356

　　　

3

　　　　

3

　　

858

　　

227

　　

1085

（注）１

　　　

２

運輸省管理課調による。

　

「その他」とは港湾管理者の未定のものである。

第54表

　

港湾施設の整備状況

　　　　　　　　　　　　

(昭和37年３月31日現在)

　　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

｜

総

　

十

|

　

内

　　　　

訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　

都道府県|市町村

防波堤等外かく施設

　

↓総

　　　

延

　　　

長(km)

　　

3 405　2 570　　835

　　　　　　　　　　

1､改

　

良

　

済

　

延

　

長（km）

　　

1 628　　1 339　　289

大型船けい船岸の延長

　　　　　　　　　　　　

（ｋｍ）

　　　　

111

　　　

52 59

小型船けい船岸の延長

　　　　　　　　　　　　

（ｋｍ）

　　　

623

　　

444

　　

179

臨

　　

港

　　

交

　　

通i道

　

路橋り

　

よ

　

う（ｋｍ）

　　

554

　　

295

　　

259

　　　　　　　　　　

鉄

　

道

　

軌

　

道(km)

　　

310

　　

150

　　

160

港湾役務提供用船舶（隻）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

174

　　　

69

　　　

105

　　　　　　　

f防波堤等外かく施設新設延長（ｋｍ）

　　　

46

　　　

25

　　　

21

　　　　　　　

L

昭和36年度事業

|防波堤等外かく施設改良延長（ｋｍ）

　　　

S1

　　　

43

　　　

8

量

　　　　　　

ぐ大型船けい船岸の新設改良延長(km)

　　　　　

９

　　　　

４

　　　　

５

　　　　　　　

じ

ヽ型船けい船岸の新設改良延長(km)

　　　　

12

　　　　

9 3

　　　　　　　　

浚

　　

せ

　　

っ

　　

量（千m3) 23 188　19 024　4 164

（注）自治省調による。
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参考表（5）港湾整備前期5ヵ年計画

その１

　

国民所得倍増計画による港湾事業の行政投資額

　　　　

10ヵ年計画（昭和36～45年度）

　

5,300億円

その２

　

前期５ヵ年計画（昭和36～40年度) 2,500億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）
－

　　

要

　

請

　

別

　　

1

　

5ヵ年計画事業費
|

　　

埠計画関連起債事業費

　

外国貿易港湾の整備

　　　　　　　　　　　　

640
ﾊﾞ

　　　　　　　　　　　　　

33 963

　

産業港湾の整備

　　　　　　　　　　

88 139　　　　　　　　　　　24 204

　

内国貿易港湾の整備

　　　　　　　　　　　　

469

1

　　　　　　　　　　　　　

6四5

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　　　　

8 791　　　　　　　　　　　　　　　　－

　

調

　

整

　

項

　

目

　　　　　　　　　　　

25Cつ〇

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　

小

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

233 000　　　　　　　　　　　　64 662

　

地方単独事業等

　　　　　　　　　　

17000

　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　　

250 000　　　　　　　　　　　　64 662

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

（注）運輸省港湾局計画課調による。

第55表

　

昭和36年度都市計画費の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　　

1

　

都道府県｜市町

　

村

　

｜

　

純

　

十額

〕

　

純

　

十額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　

％
普通建設事業費

　　

46 421　泥.∂　36 395　認.召　80513　認.∂　48 637　おり

　

補助事業費

　　

33 579　砥7　23 969　匹j　，57501　訂リ　S1・D5　∂2で

　

単独事業費

　　

12 190　26.0　口807　釦.j　21 740　25.4　15 820　皿７

　

受託事業費

　　　

652

　

1.3

　　

620

　

7J

　

12ﾌ2

　

jバ

　　

叫2

　

7,7

そ

　　　

の

　　　

池

　　　

２訓8

　

j.∂

　　

2 839　7. 2　　5 137　∂リ　　28引　　Ｊ.∂

　

合

　　　

計

　　　

48 839 100.0　39 235 100.0　85 700 100.0　51498 100.0

（注）都市計両費には，街路事業費および都市下水路費を合ひ。
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第56表

　

都市計画の状況

その１

　

都市計画法適用市町村数 (昭和37年３月3旧現在)

Ｉ

　

種

　　　　　

別

　

1

　

市

　

町

　

村

　

数

　

｜法

　

適

　

用

　

数

　

｜
指

　　

定

　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

回

　

ズ

　　

二

　　

二

　　

二

(注) 東京都の特別区は，23区を１市として計上してある。

その２

　

都市計画地域地区指定状況

　　　　　

地

　　　

域

　　　

地

　　　

区

　　　

名

　　　　　

｜

　

都

　　　

市

　　　

数

　　　　　　　　　　

ｒ用

　　　

途

　　　

地

　　　

域

　　　　　　　　　　　　　　

254

　　　　　　　　　　　

住

　

居

　

専

　

用

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　　　　

工

　

業

　

専

　

用

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　

26

　　

用

　　　　　

途

　　

特

　

別

　

工

　

業

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　　　　　　　　　　　

文

　　　

教

　　　

地

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　　　　

|

　

事

　　

務

　　

所

　　

地

　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　

小

　

売

　

店

　

舗

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　　　　

｜

　

緑

　　　

地

　　　

地

　　　

域

　　　　　　　　　　　　　　　

11

　　

防

　　　　　

火

　

↓防

　　　

火

　　　

地

　　　

域

　　　　　　　　　　　　　　　

109

　　　　　　　　　　　

、準

　　

防

　　

火

　　

地

　

域

　　　　　　　　　　　　　

23C

　　　　　　　　　　　

F空

　　　

地

　　　

地

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　

30

　　

形

　　　　　

態

　

１

　　　　　　　　　　　

｜高

　　　

度

　　　

地

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ど、

＝

　　　　　　　　　　　

｜美

　　　

観

　　　

地

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　

４

ｌ

　

美観風致

　　　　　　　　　　　

1､風

　　

致

　　

地

　　

区

　　　　　　　　　　　

口4

　　　　　　　　　　　

F臨

　　　

港

　　　

地

　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14

　　

そ

　　

の

　　

他

　

４

　　　　　　　　　　　

卜註

　

車

　

場

　

整

　

備

　

地

　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

F

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_._

（注）建設省計画局都市計画課調による。
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第56表

　

都市計画の状況(つづき)

その３

　

都市計画事業の状況

　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ﾚ
6年度事業量卜年度事業量|

　

差

　　

引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（Ｂ）（Ａ）－（Ｂ）

国

　

区画整理実施面積(ha)

　　　　

6 162　　　　15259 ム　9097

庫

　

街

　

路

　

新

　

設

　

延

　

長(km)

　　　　　

446

　　　　　

353

　　　　　

83

補

　

駐

　　

車

　　

場

　　

面

　　

積(m2)

　　　　

4 265　　　8101　　°3 835

助

　

都

　

市

　

下

　

水

　

路

　

延長（ｋｍ）

　　　　

124

　　　　

101 23

分

　

都

　

市

　

公

　

園

　

面

　

積(km2)

　　　

12 656　　　　8184 4 472

単

　

区画整理実施面積(ha)

　　　　

6 722　　　　　803 5 919

独

　　

街

　

路

　

新

　

設

　

延

　

長（ｋｍ）

　　　　　

175

　　　　　　

245

　　

△

　　

170

分

　　

都

　

市

　

下

　

水

　

路

　

延

　

長（ｋｍ）

　　　　　　

32

　　　　　

25 7

(注) 自治省調による。

　　　　　

参考表（６）街路事業５ヵ年計画

その１

　

旧道路整備５ヵ年計画に基づく街路事業５ヵ年計画の進捗状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　

年

　　　　　

度

　　

|

　

街

　　　　　

路

　

|

　

区

　

画

　

整

　

理

　

|

　　　　　

計

５

　

ヵ

　

年

　

計

　

画

　　　　　　　

81 594　　　　　　34091　　　　　　115 685
0ﾐﾄﾞ度

　　

言

　　

ヨ

　　

四

雛欝漬謔

　　　

昌回

　　

よ尽

　　　

お諧

その２

　

新道路整備５ヵ年計画に基づく街路事業５ヵ年計画の工事種別一

　　　　

覧

　

工

　　　　　

種

　　

|

　

事

　　

業

　　

量

　

1

　

事

　　

業

　　

費

　

|

　

摘

　　　　　　

要

藻

　

り

　　

よ

　　

号

　　　　

１ｻﾐ叉

　　　

1
万
?
万万{うち立体交叉約200億円

舗

　　　　　　　

装

　　　　　　　　

1750　　　　　　40110
区

　

画

　

整

　

理

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

65 500　　　　　　　　　　1

　

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　　

3 067　　　　　　279500

（注）建設省都市局街路課調による。
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第57表

　

昭和36年度教育費の状況

その１

　

日的別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

ｓ

　　　

り

あ道府（市町

　

（れ

　

十額

1

　

れ

　

十額

丿

教育委員会費

　　

7 243　7　　14 141　∂.　21 211　J　　　17 960　J.

1

　

幼

　

稚

　

園

　

費

　　　　

36

　

∂.∂

　

3 871　j. 9　3 901　∂.∂　　　3 196　∂.∂

l

　

小・

　

中学校費

　

315 672　忽4　143 205　70.4　449 995　加.J　　380 396　72.0

i，

　　　

小学校費

　　

194 821 43.4　65 9E　32.4　257 213　40.2　　231 835　43.9

｜

　　　　

中学校費

　　

120 851　27.0　　77 267　38.0　192 782　30. 1　　148 561　2＆J

1

　

高等学校費

　　

99 400　毘2　12 775　∂J nO66£　17.3　　87 294　掻ｊ

！

　　　

全日制

　　

83 895　推7　10401　5. 1　93 028 U.5　　　71 703　13. 6

　　　

定時制

　　

15 505　3. 5 2 374　　j.2　　17638　　2.S　　　15591　　2.9

　

盲ろう学校費

　　

6 075　　1.3　　　109　　θバ　　6177 j.∂　　　　4896　　∂.∂

，大

　

学

　

費

　　

6 643　j. j　2 774　j. 4　9 402　1.5　　　8 531　j.∂

，社会教育費

　　

2 343　θ,j　n 570　5.7　13 552　2. j　　lに71　2.J

i

　

保健体育費

　　

3 431　θ.S　9 021　4.4　12 056　j.∂　　4 385　∂.∂

｜

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

7 638　j.7　　5 860　2.9　13 122　2,∂　　10 644　2.∂

，合

　　　　

計

　

448 486 100.0 203 326 100. 0 640 082 100.0　528 473 100. 0

　　　　　　　　　　　　　　　　

i

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

ｓ

　　　

り

都道府（市田丁村｜純お

い

　

れ十額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

Ｉ

　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

言

，人

　

件

　

費

　

388 167 肢j 45 463 毘4 433 630∂7J　369 210 69.9
ｉ

　

物

　

件

　　

費

　　

14 164　J. J　39 101　阻2　53 265　∂.J　　45 609　S. ∂

　

維持補修費

　　

□60

　

θ.J

　

6 581　J.2　7 941　j. J　　6 651　7.J

・扶助費,袖助負等

　　　

4 839　j. 7　11 634　J. 7　14 789　2. J　　　10 985　2.j

　

普通建設事業費

　　

37 981　S. j　95 563　47. ∂　123 503　19.3　　90 729　n.2
;，

　

災害復旧事業費

　　　

1 239　∂.J　　4 466　2. 2　　5 700　θ.∂　　　4 273　∂.8
j

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

736

　

θ.2

　　　

518

　

∂.J

　　

1 254　0.2'　　　1016　∂.j

　　

合

　　　

計

　　　

448 486 100.0　203 3261 100. 0　640 082 100. 01　　528 473 100. 0
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第57表

　

昭和36年度教育費の状況(つづき)

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円J

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度
『Ｘ

　　　

り

都道府（市田こrりれ

　

j･

ﾊﾟ

　

４

　

十額

　　　　　　　　　　　　

％|

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　　　

％

国庫支出金

　

142202　お.7　19 449　∂.∂161 651　25.3　　136 443　2J.召

使用料、手数料

　　

14497　J.2　　3 544　7. 7　18 041　　2.S　　　18080　J.４

笥諾か負担金ヽ

　　

4515

　

j.∂

　　

4 805　2.4　　6 445　j.θ　　　6320　j.２

地

　

方

　

債

　　

5 084　1.1　23 867　皿7　23 951　i. 5　　20 499　J.∂

その他特定財源

　　

12270　2. S　26 835　刀.2　30 250　ざ.7　　　23391　4.４

一般財源等

　

269918　印.2 124826　∂7.4 394 744　引.7　323 740　61.３

　

合

　　

計

　　

448 486 100.0203 326 100.0 640 082 100.0　528 473 100.0

第58表

　

昭和36年度小・中学校費の状況

第59表

　

昭和36年度高等学校費の状況

264

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度
区

　　　

り

ｔ道府叫市町引れ

　

コ

]

　

れ十額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％
人

　　

件

　　

費

　　

68 742　弱.2　　6 305　四.3　75047　67.8　　　64 439　7j. S
物

　　

件

　　

費

　　

5 802　J.∂　　891　7.∂　6 693　∂.θ　　　5 858　∂.7
維持補修費

　　　

948

　

j.び H1　　∂.∂　　1059　　7.∂　　　　931　　1、Ｉ
普通建設事業費

　　

22 504　22.∂　　4 751　夕.2　26 127　23.8　　　14 668　36 　8
災害復旧事業費

　　　

1 161　　j.２　　　４９　θ.4　　1210　7.7　　　　885　J.∂
そ

　　

の

　　

他

　　　

243

　

∂.2

　　

668

　

j.2

　　

530

　

∂.j

　　　　

513

　

∂.∂

　

合

　　

計

　　

99 400 100. 0　12 775 100.0 110 666 100.0　　87 294 100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度
ｓ

　　　

り

ｔ・府削市町お卜

　

十

い

　

純

　

十

　

額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％1

人

　　

件

　　

費

　

302 492　∂5.8　16 920　皿S 319412　77.0　　274 674　72. 2
物

　　

件

　　

費

　　

3 783　j. 2　29 952　釦.∂　33 735　7. j　　29 180　7､７
維持補修費

　　　

９

　

卵ﾉ

　

5 922　ぎり　5 931　1.3　　4 973　　1.31
普通建設事業費

　　　

8 946　2.8　81 326　邱リ　81 868　爪2　　64 665　j7.∂
災害復旧事業費

　　　　　

４

　

∂,∂

　　

4 094　2.∂　　4 094　θ.∂　　　3 146　∂.S
そ

　　

の

　　

他

　　　

438

　

θ,2

　

4 991　3.δ　4 955　1.1　　　3 758　l.Oi

　

合

　　

計

　　

315 672 100. 0 143 205 100.0 449 995 100. 0　380 396 100.01



第60表

　

教員数等の推移（公立学校分）

そZ）1

　

小

　

学

　

校

その２

　

中

　

学

　

校

(各年５月１日現在)

265

-

　　　　　　

教

　　

員

　　

数

　　　

生徒数

　　

学級数

　

１学

　

Ｉ学級

　

ｓｊ二

半

ｴﾌﾟ

･司‾

こ

４

（

ｲ|

）

ﾚ

゛゛

（

万万

）

ﾄ

ｶﾞ

ぎ

　　　　　　

人

　　　　　　　

人

　　　　　

千人

　　　　　　

級

　　　　

人

　　

人
昭和31年度

　

!92 536　　－　　3 094　　－　　5 746　　－　122 939　－　1.57　46. 7

　　

32

　　　

187 734　　扨θ　　2 996　　j∂θ　　5 504　扨∂　119 688 7∂θ　1.57　46.0

　　

33

　　　

179 602　　∂∂　　2 897　　∂7　　5004　　∂J　I 12 788　∂4　1. 59　44.0

　　

34

　　　

180 897　　∂∂　　3 t28　　j∂４　　４９６９　　∂θ　口3554　∂j　I. 59　43. 8

　　

35

　　　

197 589　　jθj　　3 891　　jJ∂　　5 657　刀JI　I2651I　扨∂1　!.56　44. 7

　　

36

　　　

222 554　jj∂　　3 802　　j27　　6 643　認j　144 810 121　1.54　45.9

　　

37

　　　

236 736　　j2∂　　4 173　　jJ∂　　7 031　　j28　154 539 認j　I. 53　45.5

　　　　　　　　

教

　　　

員

　　　

数

　　　　

児

　

童

　

数

　　

学級数

　

１学級１学

　

ｇに

（小

忌|ご

（

ご

（

曾

）

９゛

（

管

）

宍

ｹﾞ

ﾁﾞ

　　　　　　　　

人

　　　　　　　

人

　　　　　

千人

　　　　　　　

級

　　　　

人

　　

人
昭和31年度

　

342 113　　-1　　丿35　　－　12 529　　- 282 836　～　1. 2i　44.3

　　

32

　　　

348 304　　扨∂　　1 325　　j∂θ　128ら6　　jθθ　289 8571 100　1.2C　44.4

　　

33

　　　

360 617　　j∂］　1 752　　J32　13 398　　刀j　301 S33 104　1. 19　44. 4

　　

34

　　　

364 612　　扨j　　1 593　　72∂　13 279　　扨3　3つ4 1C3 j∂j　1. 20　43. 7

　　

35

　　　

357 154　　扨3　　1 453　　jj∂　12 496　　∂7　296 235 102　1.21　42.2

　　

36

　　　

345 391　　∂∂　　1 455　　j刀　11 717　　沢　285 295　∂∂　1. 21　41. I

　　

37

　　　

337 247　　∂7　　1 321　　j∂θ　10 962　　86　276 982　∂∂　1.22　39.6



その３

　

高等学校

第60表教員数等の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数

　　

区

　　　

分

　　

1

　　　

本

　　　　　　　

務

　　　　　　

兼

　　　　　　　

務

　　　　　　　　　　　　

｜

　

数

　　　　　　

値

　

｜

　

指

　

数

　

丿

　

数

　　　　　　

値

　

｜

　

指

　

数

昭和31年度

　　　　　　　　　

929

ぬ

　　　　

］

　　　　　　　　

99

A

　　　　　

－

　　　　

32

　　　　　　　　　　　　

94 579　　　　j∂∂　　　　　　　　10 883　　　　7θθ

　　　　

33

　　　　

1

　　　　　　　　

96 650　　　　1021　　　　　　　　11 258　　　　j∂J

　　　　

34

　　　　　　　　　　　　

98 904　　　　J∂j　　　　　　　　口739　　　　j∂S

　　　　

35

　　　　　　　　　　　　

100 875　　　　7θ7　　　　　　　　11 886　　　　μﾉ∂

　　　　

36

　　　　　　　　　　　　

102 948　　　　7∂伺　　　　　　　　11 306　　　　7∂j

　　　　

37

　　　　　　　　　　　　

107 853　　　　114　　　　　　　　10 947　　　　7∂7

（庄）１

　

文部省学校基本調査による。

　　

２

　

小学校および中学校の指数は，「公立義務教育諸学校の学級編成および教員

　　　

を100としたものである。

　　

３

　

入学率は国立，公立および私立の全体の率で当該年度の高等学校入学者数を

　　　　　　　　　　　　　

参考表（７）各国における

その１

　

各国における義務教育の就学率

国

　　　　　

名

　

|

　

年

　　

度

　

|

　　

就

　

学

　

年

　

数

　　

|始期と終了期|

　

就学率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乍

　　　　　　

才

　　　　　

％
日

　　　　　

本

　　　

1％1

　　　

9

　　　　　　　　　　　　

6～15

　　　　　

昶.S

アメリカ合衆国

　　　

1957

　　　　

9（州により異なる）

　　　

7～16

　　　　　

99.2

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　

1958

　　　

10

　　　　　　　　　　　　　　

5～15

　　　　　

弱.∂

酉

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　

1955

　　　　

8（邦により異なる

）

　　　

６～14

　　　　　

卯.s

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

　　　

1955

　　　　

8

　　　　　　　　　　　　　

6～14

　　　　　

昭.∂

イ

　　

ン

　　

ド

　　　　

1953

　　　　　

5（州により異なる）

　　　

6～11

　　　　　

J7.∂

ビ

　　

ル

　　

マ

　　　

1959

　　　　

5

　　　　　　　　　　　　　　

6～11

　　　　　

卯.θ

インドネシア

　　　

1958

　　　

6

　　　　　　　　　　　　　

8～14

　　　　　

j7.∂

タ

　　　　　

イ

　　　

1958

　　　　

4

　　　　　　　　　　　　　　

7～11

　　　　　　

∂j.∂

（注）文部省調査局調による。

－266－



推移（公立学校分）（つづき）

(各年５月１日現在)

定数の標準に関する法律（昭和33年法律H6号）ｊの施行の年度の前年度（昭和32年度）

前年度の中学校卒業者数で除して得た率である。

義務教育等の状況

その２

　

各国における初等、中等学校の教員１人当り生徒数

，国

　　　　　

名

　

|

　

年

　　　　　

度

　

｜

　

初

　

等

　

学

　

校

　

ｌ

申

　

等

　

学

　

校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　

人

　

日

　　　　　

本

　　　　　　

I960

　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　

25
トアメリカ合衆国

　　　　　　

1960

　　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　

22

　

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　　

1958

　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　

21
’西

　

ド

　

イ

　

ツ

　　　　　

1958

　　　　　　　　　

36 22

　

ソ

　　　　　

連

　　　　　　

1959

　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　　　

13

　

イ

　

タ

　

リ

　

ア

　　　　　　

1958

　　　　　　　　　　

24

　　　　　　　　　　

13

　

イ

　　

ン

　　

ド

　　　　　　

1958

　　　　　　　　　　

34

　　　　　　　　　　

29
1

　

セ

　

イ

　

ロ

　

ン

　　　　　　

1959

　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　

－

　

スウェーデン

　　　　　

1959

　　　　　　　　

19

　　　　　　　　

15

　

デンマーク

　　　　

1959

　　　　　　　

33

　　　　　　　

13

　

ス

　

ペ

　

イ

　

ン

　　　　　　

1958

　　　　　　　　　　

40

　　　　　　　　　　

－

l

　

ブ

　

ラ

　

ジ

　

ル

　　　　　

1960

　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　

15
1

　

アラブ連合（エ

　

・

　

シフト）

　　　　　　　　　

1959

　　　　　　　　　　

38 15

(注) 文部省調査局調による。
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生

　　

徒

　　

数

　

｜

　

学

　　　　　

校

　　　　　

数

　　　　　　　　

うち公立

　　　　　　　　　　　　　

本

　　　　

校

　　　　

分

　　　　

校

　　　

入学率

゛値

卜(

ｔ（ｍｔ

ﾚ

（ｍｔ

　　

入学率

　　　

千人

　　　　　　　　　

校

　　　　　　　　　

校

　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

2 120　　　－　　　　2 401　　　　－　　　　I 239　　　－　　52.5　　Jﾀ.∂

　　　

2 186　　　応C7　　　　2431　　　如∂　　　　1 193　　　応∂　　j2.∂　　　J＆j

　　　

2 242　　　j∂3　　　　2472　　　応2　　　　1 322　　　Ill　　55.7　　　40. 1

　　　

2 299　　　μﾉj　　　　2499　　　j∂J　　　　1099　　　∂2　　j∂.8　　　J∂バ

　　　

2 301　　　応j　　　　2 514　　　j∂J　　　　1040　　　S7　　j∂.9　　　42.4

　　　

2 236　　　刀2　　　　2 543　　　Jθj　　　　　984　　　S2　　e6.3　　　4∂リ

　　　

2 324　　　j∂∂　　　　2619　　　応召　　　　　915　　　77　　64.8　　43.5



その１

　

義務教育学校施設

第61表

　

教

　　

育

　　

施

　　

設

　　　　　　　　

(昭和37年5月旧現在)

｜

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

｜

　

小

　

学

　

校

　

｜

　

中

　　

学

　　

校

　

学

　　　　　　

校

　　　　　　

数(A) (校）　　　　　　26 379　　　　　　　H 951

　　　

本

　　　

校

　　　

数（Ｂ）（校）

　　　　

22 288　　　　　11 309

　　　

分

　　　

校

　　　

数（Ｃ）（校）

　　　　　

3 891　　　　　　　　642

　

学

　　　　

級

　　　　

数(D) (級）　　　276 982　　　　154 539

　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（Ｅ）（千m2）

　　　　

46 684　　　　　　　25 8り4

　　　

木

　　　　　　

造（Ｆ）（千m2）

　　　　

39 95と　　　　　20 766

　　　

非

　　

木

　　

造（Ｇ）（千m2）

　　　　　

6 728　　　　　　　　　5128

　

講堂、屋内運動場面積（Ｈ）（千m2）

　　　　　　

6 306　　　　　　　3 546

　

屋外運

　

動

　

場面積（Ｉ）（干m2）

　　　　

120800

　　　　

86 701

　

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　

積（丿（千m2）

　　　　　　　

4 978　　　　　　　　81C･

　

学校校舎不足面積（Ｋ）（千m2）

　　　　　　

477

　　　　　　

1 577

　

児

　　

童

　　

生

　　

徒

　　

数（Ｌ）（千人）

　　　　　　

10 962　　　　　　　7 031

　

教

　　　　　

員

　　　　　

数（Ｍ）（千人）

　　　　　　　　

337

　　　　　　　　　　

237

　

非木造構造比率（Ｇ）/（Ｅ）×100（％）

　　　　　

仔4

　　　　　　

j∂｡∂

　

危険校舎比率（J）/（Ｅ）×１００（％）

　　　　　

皿7

　　　　　　

J.7

　

児童生徒1人当り校舎面積（Ｅ）/（Ｌ）（m2）

　　　　　　　

4.26

　　　　　　　　　

3.68

　

児童生徒1人当り講堂屋内運動場面積

　　　　　　　　　

（Ｈ）／（Ｌ）（ｍり

　　　　

0.58

　　　　　　　　

0.50

児童生徒1人当り屋外運動場面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

。

　　　　　　　　　

（I）/（Ｌ）（m2）

　　　　

8.42

　　　　　　　

10.89

　

1校当り児童生徒数（Ｌ）／（Ａ）（人）

　　　　　　　

416

　　　　　　　　　　

588

　

1学級当り児童生徒数（Ｌ）／（Ｄ）（人）

　　　　　　　

3ｙ6

　　　　　　　　　

45.2

　

教員1人当り児童生徒数（Ｌ）／（Ｍ）（人）

　　　　　　　

32.5　　　　　　　　　2叫７

　　　　　　　　　　　　　　

~--

　　　

ｆ土地ﾁﾞ取

　　　　　　

得汗゜2）

　　　　　　

3 016　　　　　　　6 448

　　　　　

1処

　　　　　　

分（ﾆFm2）

　　　　　　　　

927

　　　　　　　　　

1 238
特難

ﾄ

　

認築ソ拉帽

　　　　

几

　　　　

言

　　　

半

用途変更による増（ニFm2）

　　　　　　　

152

　　　　　　　　

46

　　　　　

処

　　　　　　

分（ニFm2）

　　　　　　　　

967

　　　　　　　　　　

521

　

町塔《饗言言宦平皿四鸚四謳

　　

３

　

屋外運動場面積および昭和36年度事業量は自治省調査によ乱
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の

　　

状

　　

況

その２

　

高等学校施設 (昭和37年5月１日現在)

　　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

高等学校

学

　　　　　　

校

　　　　　　

数（Ａ）（校）

　　　　　　　

3 534

　　　　

本

　　　　

校

　　　　

数（Ｂ）（校）

j

　　　　　

2 619

　　　　

分

　　　　

校

　　　　

数（Ｃ）（校）

　　　　　　　

915

課

　　　　　

程

　　　　　

数（Ｄ）

　　　　　

7 471

　　　　

通

　　

常

　　

課

　　

程（Ｅ）

　　　　　

4215

　　　　

定

　

時

　

制

　

課

　

程（Ｆ）

　　　　　

3 256

校

　　　

舎

　　　

面

　　　

積（Ｇ）（干m2）

　　　　　　

12 112

　　　　

木

　　　　　　　　

造（Ｈ）（千m2）

　　　　　　

9000

　　　　

非

　　　

木

　　　

造（Ｉ）（千m2）

　　　　　　　

3 112

危

　

険

　

校

　

舎

　

面

　　

積(J) (干m2）　　　　　　　855

生

　　　　　

徒

　　　　　

数（Ｋ）（千人）

　　　　　　　

2 402

　　　　

通

　　

常

　　

課

　　

程（Ｌ）（ニF人）

　　　　　　　

1 903

　　　　

定

　

時

　

制

　

課

　

程（Ｍ）（千人）

　　　　　　

421

　　　　

小

　

計（Ｌ）十（Ｍ）（Ｎ）（千人）

　　　　　　

2 324

　　　　

通

　　

信

　　

教

　　

育（○）（干人）

　　　　　　　　

78

教

　　　　　

員

　　　　　

数（Ｐ）（千人）

　　　　　　　

108

非木造構造比率（I）/（Ｇ）×100 (%)　　　　　　25.7

危

　

険

　

校

　

舎

　

比

　

率（J）/（Ｇ）×100（％）

　　　　　　　　

７．１

生徒人１当り校舎面積（Ｇ）/（Ｋ）（m2）

　　　　　　

5.04

1校当り通常課程生徒数（Ｌ）／（Ａ）（人）

　　　　　　　

538

教員１人当り生徒数（Ｎ）／（Ｐ）（人）

　　　　　　　

22

水

　　

産

　　

実

　　

習

　　

船度）

　　　　　　

59

保

　　　　

有

　　　　

船

　　　　

舶（総トン）

　　　　　　　　　

7 303

　　　　

・

　

土地

　

取

　　　　　　

得（干m2)

　　　　　　

4 673

　　　　　　　

｛
処

　　　　　　

分（干m2）

　　　　　　　

370

麗和36曾ｊ

　　　

ｒ新

　

築、改

　

築（千m2）

　　　　　　　

756

　

事業量l－j泌

　

木口

　

引手砂川

　　　　　

石

　　　　

・「用途変更による増（ニFm2）

　　　　　　　

17

　　　　

E

　　　　　

処

　　　　　　

分（ニFni=)

　　　　　　　　

294

文部省「学校基本調

ｊび危険校舎面積は文部省「公立学校施設の実態調査」による。
｡昭和36年度事業量,水産実習船および保有船舶は自治省調による。
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（注）１

　

字校数，生徒数（通信教育生徒を除く｡）および教員数は

　　　　

査」による。

　　　

２

　

校舎面積および危険校舎面積は文部省「公立学校施設の誘

　　　

３

　

屋外運動場,昭和36年度事業量,水産実習船および保有船舟|



参考表（８）高等学校（公立）生徒急増に伴う施

設整備計画（改定）
(単位

　

億円)

１

　　　　　　　　　　　　　　

全体事

　

全体事

　　　　　

左

　

の

　

年

　

次

　

計

　

画

丿

　　

区

　　　

分

　　

|

業

　

量

|

業

　

費

　

36年度ﾄﾌ年度ﾄ8年度ﾄ9年度140年度

一般校舎屋内運動場

　　

万秤

　　

454

　　　

38

　　　

几3

　　　

140

　　　

108

　　　　

－

　

一

　

般

　

設

　

備

　　　　　　　

38

　　　

－

　　　

15

　　　

14 9　　　　－

　

叢叢諮寫i施

　　

設

　　　

20

　　　

104

　　　　

5

　　　

16

　　　

32

　　　

30

　　　　

21

，整

　　

備

　

設

　　

備

　　　　　　　　

86

　　　　

5

　　　

13

　　　

26

　　　

25

　　　　

17

ド

　　　　　　

ｊ

　　　　　　

（5混

　　

％

　

（詣

　

（吼

　

（％

　　　

％

(注) ド省
3
8
欄

ブ
日閣議了解事業費である。
は、昭和37年１月26日閣議了解事業費である。

第62表

　

昭和36年度社会教育費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位．百万円)

　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

ｇ

　　

ｊ

　

ｌ

ｔ道府帽市町引紅l

　

＋

√

　

れ

　

リ回

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　　

％
物

　　

件

　　

費

　　　

727

　

皿∂

　

3 110　2∂.∂　3 837　認.J　　　3 308　四.∂
補助費等

　　

382 7∂J　1 787 15.4　2 003 U.8　　1 807 16.2
普通建設事業費

　　　

726

　

即.∂

　　

3 826　おり　　4 353　J2. j　　　3 666　J2. S
そ

　　

の

　　

他

　　　

513

　

27メ

　

2 347　24.8　33P　24. 8　　　2 390　21. 4

合

　　　　　

計

　　　

2 348 100.0　11570 100.0　13 552 100.0　　　11 171　100.0

第63表

　

社会教育施設の状況

　　　　　　

（昭和37年３月31日現在）（単位

　

千m2）

　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　

計

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

｜

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　

ﾚ

所数|建物面積箇所数回物面

]

箇所数卜物面積

　

幼

　　　　

稚

　　　　

園

　

1

　

2 756　　878　　　81‾　21　2 748　　876

　

奘

　　

公

　　　

民

　　　

館

　　　

8 155　2 142　　　31　　15　　8 124　　2127

　

岩

　

回

　

昌

　

舘

　

6諮

　

惚

　

?ム

　

ヅ

　

言

　

鸞

　

育

　　

公

　　　

会

　　

堂

　　　　

594

　　

523

　　　

12

　　　

66

　　

5

1

　　

457

　

偕

｜社会体育施設

　　

1 252　　5765　　　124　　5316　　1128　　　454

（注）ｌ

　

自治省調による。

　　　

２

　

図書館および博物館については本館のみである。
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第64表

　

昭和36年度社会及び労働施設費の状況

その１

　

日的別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　

昭和3席度ｌ
ｓ

　　　

ｊ

　

し

道府引

　

市IJゼト

　

十

六

　　　

十

り

生活保護費

　　

35 122　J/t　43 236
詰77

908　詰　64 398
琵!

児童福祉費

　　

10 42=　∂J　12 942　皿J　22 481　∂J　180]　∂Ｊ
住

　

宅

　　

費

　　

23 138　24J　27 119　21. S　54 892　2J. 4　41 32C　27.∂j
災害救助費

　　

2 027　1.8　1 642　1.3　304　1.3　　9琵　∂圃
労

　

働

　

費

　　　

7 835　∂.∂　　1 058　θ.S　8 748　J.7　　5 63C　Jぶ
失業対策費

　　

16 280　li.3　29 374　2J. J　45 651　四.j　39 065　趾７，
そ

　　

の

　　

他

　　

13312

　

IS.1　10 679　1?.j　21 872　∂.3　19 192　皿丿

合

　　　　

計

　　　

113 693 100.0　126 060 100. 0　234 666 100. 0　188 596 100. 01

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

１

　

ｓ

　　　

゛

　

し

道府帽市町お）

　　

＋

バ

　

れ

　

十

　

額

　

ｊ

　　　　　　　　　　　　

」

　

％

　　　　　

％

　　　　　

％|

　　　　　

％
物

　　

件

　　

費

　　

6 851　　∂.∂1　　7830　∂.2　14 681　　∂.2　　12013　∂.ｊ
扶助費、補助費等

　　

46 527　如.∂、　54203　お.θ　96 670　41.2　76 968J　如.馴
投資的経費

　

44 784 J∂.41　59516　4:7.2　103 452　44. 1　　82 190　43.6

　

普通建設事業費

　　

28 064　麗.7　28 332　麗.j　55 555　2J. 7　4に19　21.9

　

災害復旧事業費

　　　

489

　

θ.4

　　

1 980　l.S　　2 462　j.θ　　卜60　7.升

　

失業対策事業費

　　

16231

　

M.3

　

29 204　S.2　45 435　皿4　389ロ　加膜
貸

　　

付

　　

金

　　

13 058　11. 5　　2 082　j.7　　14 959　∂.4　　10 623　j.が
そ

　　

の

　　

他

　　　

2 473　2.2　　2 429　　j.∂　　4904　2. j　　6 802　J.∂

　

合

　　　

計

　　

1 13 693 100. 01 126 060 100.0 234 666 100.0　188 596 100. 0

（注）受託事業費は普通建設事業費に含めてある。

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

１

ｇ

　　

ｊ

　

し

道府（市町せ）

　　

十

バ

　

れ

　

十

石

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％1

　　　　　　

％

　　　　　　

％:

国庫支出金

　　

48 899　4J. ∂　62 847　郷.S 111 746　47.∂　92 404　四.叫
使用料、手数料

　　　

2 445　2.2　　4 881　j. ∂　　7 326　J. j　　6 826　3. 節
雑

　　

収

　　

入

　　　

10 125　8.∂　　5 991　　4.7　16 116　∂.∂　　12 601　　∂.7
地

　　

方

　　

債

　　　

4411

　　

J.∂

　　

5 370　4.2　　9600　4.j　　8818　4.7･
その他特定財源

　　　

9 553　S.4　　8 691　　7.j　14 452　∂.2　　8 735　4.昨
一般財源等

　　

33 260　お.∂　38 280　釦.J　75 426　J2. j　59212　31.4･

　

合

　　

計

　　

113 693 100.0 126 060 100. 0 234 666 100. 0　188 596 100. 01
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第65表

　

昭和36年度生活保護費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

ｇ

　　　

ｊ

　

し

シリド日1=rゼド

　

十

六

　

め

　

十

　

額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

扶助費、補助費等

　　

33 649　∂j.8　41 866　卯.s　75匹　おり　6四万　沢Ｕ

物

　　

件

　　

費

　　　

738

　

2.7

　　

802

　

j.∂

　　

に回

　

2.θ

　　

1 623　2. j

そ

　　

の

　　

他

　　　

735

　

2.7

　　

568

　

1.3

　　

1 211　　7.j　　リ21　　7.7

　

合

　　　

計

　　

35 122 100. 0　43 236 100.0　77 908 100. 0　64 398 100.o

第66表

　

被保護者数の推移

(1ヵ月平均)

　　　　　　　　　

被保護実人員

　　　

生活扶助

　　

住宅扶助

　　

教育扶助

　　

医療扶助

区

　　

分

　

実

　

数|指

　

数|ﾌﾞﾂyｻ ]

ｽﾞ‾ﾘ‾ﾙﾚｽJ

人

　

員|指

　

数人

　

員|指

　

数人員|指

　

数

　　　　　　　　

千人

　　　　　　　

人

　

千人

　　　　　

千人

　　　　　

千人

　　　　

ｒ人

　

昭和30年

　

度平均

　

卜29

　

7卯

　

匹∂に04

　

7卯

　

845

　

y卯

　

585

　

100 386　7卯

　　

31

　　　

1776

　　

∂2

　　

7∂.7

　

1 561　　∂2　748　　S∂　543　　93 372　　∂∂

　　

32

　　　

1 624　　S4　　77. S　1 431　　S4　614　　73　496　　S5 365　　∂5

　　

33

　　　

1 628　　召4　　J7､7　1 438　　S4　629　　7j　500　　86 389　　辺θ

　　

34

　　　

1 66°　　召7　　JS.O　1470　　S∂　664　　7∂　510　　S7 433　　刀2

　　

35

　　　

1 628　　84　　17.4　1 425　　8j　656　　7S　496　　SJ 460　7扨

　　

36

　　　

1 643　　S5　　J7. 4　1 471　　S∂　677　　S∂　513　　88 477　　72j

(注) 生活保護速報（厚生省社会局保護課）による。

第67表

　

昭和36年度児童福祉費の状況

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村｜

　

純

　

十額

|

　

純

　

十

　

癩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一一

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

劉

　　　　　　

％

　　　　　　

％
人

　　

件

　　

費

　　　

口5

　

j.7

　　

％7

　

4.j

　　

田2

　

J.θ

　　

卜92

　

∂､j
物

　　

件

　　

費

　　　

1 336　比8　2 378　掻４　３ﾌ14　拓．ｊ　　３回ら　皿∂
扶助費、補助費等

　　　

6 667　引.∂　　7 632　卯.∂　13 5ｑﾌ　卯.Ｊ　　匹げ　品.j
普通建設事業費

　　　

Ｉフロ

　

河.j

　　

1 947　IS.O　　3j卜　巧.j　　　23麗　13.2
そ

　　

の

　　

他

　　　

598

　

5.7

　　

418

　

J.2

　　

にOつ

　

4.5

　　　

787

　

ざ.J

　

海

　　　

計

　　

10 429 100. 0　12 942 100. 0　22 481 100.0　18 056 100. 0
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第68表

　

児童福祉施設の保護児童数の推移

(単位

　

人)

　　　　　　　　　　　　　

収

　　　　

容

　　　　

定

　　　　

員

　

区

　　　　　

分

|

　

昭和32年

　

｜

　

昭和33年

　

｜

　

昭和34年

　

｜

　

昭和35年

　

１

　

昭和36年

　

助

　

産

　

施

　

設

　　　　

2 690　　　2 662　　　28F　　　2 949　　　3図４

　

乳

　　

児

　　

院

　　　　

3612

　　　

3619

　　　

3 653　　　3 744　　　3 705

・

　

養

　

護

　

施

　

設

　　　　

35 505　　　35817　　　36 6C6　　　36 ﾌ％　　　3・6ら0

日早器

　

∇で

　

二

　

T:

　

二

　

二

ピニユ:

　

二

　

二

　

二

　

二

　

二

　

以

　

盲

　

児

　

施

　

設

　　　　

1 662　　　　り34　　　　リッ　　　　I B14　　　　匹34

　

ろうあ児童施設

　　　　　

2 993　　　　3 058　　　　3 124　　　　3 140　　　　3100

　

教

　　

護

　　

院

　　　　

5 343　　　5 522　　　5 695　　　5 848　　　い95

　

保

　　

育

　　

所

　　　

700 815　　703 786　　716 879　　　733 645　　754 486

　　　

計

　　　　　　

761 914　　766 977　　783 072　　802 688　　826 402

しごこ寮（世帯数）

1

　　　

13 695　　　137〕　　　13 7〕　　　13 7〕 旧ら48

(注)厚生省(各年末現在)調による。
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第69表

　

社会福祉施設の状況

　　　　　　　

（昭和37年３月31日現在）（単位

　

千m2）

　　　　　　　

総

　　　　　

計

　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村
ｇ

　　

ｊ

　

ｌ

Ｈｔｌ詣!離

じ

梢離|離

し

㈱鸚漕

保

　　

育

　　

所

　

6 076 5 710 2 064　38　40　11 6 038 5,670 2 053

母

　　

子

　　

寮

　　

522

　

801

　

338

　　

45

　　

62

　　

40

　

477

　

739

　

298

養

　　

老

　　

院

　

471 3 882　846　49　465　78　422 3 417　768

授

　

産

　

施

　

設

　　

365

　

229

　

120

　　

41

　　

26

　　

19

　

324

　

203

　

101

（注）自治省調による。

第70表

　

昭和36年度住宅費の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

区

　　　　　　

分

　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　

都道府県

　

｜市町村

　

｜純計額

　

純

　

計

　

額

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
普通建設事業費

　　　

21 575　7∂.j　22787　純∂　44210　即.j　33 566　社２

災害復旧事業費

　　　　

435

　

l.s

　　

□17

　

∂.J

　　

2 152　3.∂　　I839　4.5

貸

　

付

　　

金

　　　

4 390　15　e　　1115　ざ.j　5 324　∂.7　2 978　7.２

そ

　　

の

　　

他

　　　

1 783　∂.4　　1500　j.∂　3 206　J.∂　2 937　7. j

合

　　　

計

　　

28 188 100.0　27 119 100.0　54 892 10a 0　41 320 100.0

第71表

　

公営住宅等の建設状況

　　　　　　　　

（昭和37年３月3!日現在）C単位

　

戸）

　

区

　　　　

分

　　　

公

　　　

営

　　　

住

　　　

宅

　　　　

その他

l

合

　

計

　　　　　　　　

第１種｜第２種｜

　　

計

　

住宅戸数

　　

346 477　　253 701　　605 178　　45 745　　650 923

　　

木

　　　

造

　　　

237 740　　21 1650　　449 390　　　39 842　　489 232

　　

非

　

木

　

造

　　　

103 737　　　47 051　　　155788　　　5 903　　　161691

　

WV才蔵

　　　

20 962　　　30 704　　　51 666　　　　13引　　　53 017

-
（注）自治省調による。うち昭和36年度新築戸数の公営住宅分は建設省調による。
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参考表（９）公営住宅建設３ヵ年計画
(単位

　

戸)

　　　　　　　

第１期（昭和27～29年度）

　　　

第２期（昭和30～32年度）
ｇ

　　

り

齢詐|回（（（助匹

し

帽斗田（８）門川旭o

第

　　

１

　　

種

　　

135000

　　

99 051　　　惣t　　100000　　80190　　　郎等

第

　　

２

　　

種

　　

45000

1

　　

24 969　　政j　　S5000　　62 005　　112.7

合

　　　　

計

　　

180 000　124 020　　68. 6　155 000　142 195　　　91. 7

　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　

第３期（昭和33～35年度）

　

｜

　　

第４期（昭和36～38年度）
ｇ

　　　

万

琵副回（（（ｏ帽一回一画|‰架げ４靉

第

　　

１

　　

種

　　　

67000

　　

61 637　　　卯等　　66000　　20 962　　2に００

・，種

　

ヽo000
（濃狩（jｙ105000　　30 704　　32 500

合

　　　　

計

　　

157 000 （11昌?j　（9r9で　171000　　51666　　54 000

(注)

２

３

４

建設省調による。

過年災および予備費補正予算支出当年災の災害公営住宅を含まない。

　

（

　

）は、改良住宅を加算した戸数および率である。

昭和36年度は実績、昭和37年度は計画額である。

第72表

　

昭和36年度災害救助費の状況
(単位

　

百万円)

゛

　

ｊ

ﾚ

．

ﾆﾍﾟぐ

ｽﾞ

ｽご

十額‾

ﾄ宍戸姦

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
物

　　

件

　　

費

　　　　

829

　

初.∂

　　　

679

　

41.4

　　

1508　召.4　　　207　認.j
扶助費、補助費等

　　　　

9ﾌﾌ

　

召

]

　　

887

　

64.0

　　

1 309　42.0　　42s　お.j
積

　　

立

　　

金

　　　　

○

　

θ.∂

　　　

○

　

０．０

　　　

○

　

θ.θ

　　

177

　

圃.9
そ

　　

の

　　

他

　　　

221

　

皿∂

　　　

76

　

4.∂

　　

297

　

∂.∂

　　

126

　

jJ.

J

合

　　　　　　

計

　　　

2 027 100.01 1642 100.0　　3114 100.0　　935 100‘0

　　　　　　　

第73表

　

災害救助法の適用状況

そのＬ

　

適用団体数
）

　

水浴尚瞬言言鵠y

ll

火

　　　　　　

災

　

’

　

10

　　

10

　　

0

　　　

6

　　　

6

　　　

7

　　

16

　　

16

　　

20
戸ドy

北琵バ

ニ

ラ

　

計

　　　　　　

21

　

58

　

787

　

18

　

34

　

87

　

58

　

58

　

512
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その２

　

主な被害状況

第73表

　

災

　

害

　

救

　

助

　

法

　

の

二

|

災種類

|

助適体

|づ

昭和36年６月24日～30日昭和36年梅雨前線豪雨13県115市町村

　

214

　　

35

　

1377

　　

ｲ.24

　　　　　　

豪雨による水害

　

1道2o市町村

　　

９

　　

ご

　　　

フ

　　

8. 20　　　　　　豪雨による水害　1県　４市町村　　－　　－　　35

　　

9.

　

16

　　　　

台風第18号による風水害19府県3oで↑了町村

　

112

　　　

31

　

レ斗54

　　

10. 6　　　　　　豪雨による水害　1道２市　町　　９　　く1　　4

　　

10. 26　　　　　　栗ぐ回による水害（lo月豪　６府県21市町村　　65　　8198

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-j
(注) １

２

厚生省社会局施設課調による。
被害戸数2,000戸以上のもののみである。

　　　

第74表

　

昭和36年度失業対策費の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　

ｎ

　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

唆

　　　　

ｌ

　

昭和35年度

　

区

　　　　　

刀

　　　

都道府県

　

｜

　

市

　

町村｜

　

純

　

計

　

訓純

　

計

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

失業対策事業費

　　

16m

　

叩.7

　

29 204　卯.4　4ろ435　卯.j　33912　卯.∂

　

補助事業費

　　

ﾚﾐ2託

　

訂.4

　

25 963　認ゴ　40 100　銘.7　35 244　卯.2

　

単独事業費

　　　

い・5

　

12.3　3 241　皿θ　‘') 236　11.4　こ乱?　∂Ｊ

そ

　　

の

　　

他

　　　　

フ

　

∂.3

　　　

170

　

θ.∂

　　

216

　

∂に

　　　

卜S

　

りゴ

灸

　　　　　

計

　　

16 280 100.0　29 374 100.0　45 651 100.0　39 065 100.0

　　　　　　

第75表

　

昭和36年度保健衛生費の状況

その工

　

目的別内訳 (単位

　

百万円)

]

　

《

　

回

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和お年度

　

＿．＿

　　

７

　　　

都道,り．堅

　

｜

　

市

　

町

　

付１

　

純

　

-i゛頻

l

　

純

　

↑

　

額

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　

保－健

　

所

　

費

　　　

23るヽ

　

7.2

　　

ﾝに

　

2.2

　　

30う

　

ｊ.θ

　　

乱Oぷ

　

7.8

　

伝染病予防費

　　　

ぷ22↓

　

∂７

　

４７]フ

　

江∂

　

い託

　

皿J

　

4 560　刀.2

　

結核予防費

　　

１レ3に匹び

　

3 46?　皿∂　トニらﾌj　認.7　町う8　.峨∂

　

その他予防費

　　

回心

　

皿∂

　

卜68

　

∂.２

　

ら271

　

＆∂

　

3 126　7.∂

　

清掃事業費

　　

丿匹

　

皿S

　

14 620 祁ノ　i四回匹７　に２に３４ ０

　

その他環境衛生費

　　　

卜お

　

４.∂

　　

3 651　11. 5　　バ詐　7.S　　3 671　S.2

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　

し二回

　

圃.8

　　

2Sり3

　

8.2

　　

匹2P

　

几∂

　　

723?

　

16 2

　

合

　　　　　

計

　　

33 270 100.0　31 731 100.0　61259 100.0　44 772 100. 0

-〃aW〃〃ぺ･-"j-r

　

7●〃-¶Fr●　♂'-'♂　7　　　　　　　■j　'　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-
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適用状況（つづき）

（人）

　　　　　　　　　

住

　　　　

家

　　　　

の

　　　　

被

　　　　

害（戸）

　　

計

　　　

1

全

　　

壊|流

　　

失|半

　　

壊|床上浸水|床下浸水|

　　　

十

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　

1626

　　　

1 112　　　　483　　　2 5:'6　　回託9　　207 326　　　　270 866

　　　　

;2

　

ニ

　

つ

　

2ﾂﾑ

　

翼

　

ニ

　

ニ

　　　

5 569　　15 303　　　　630　　570つ4　　ロフ222　　165 527　　　　355 776

　　　　

ぶ

　

ご

　

ｽｽﾞ

　

言二攬

　

二

その２

　

性質別内訳
(単位百万円)

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市町村｜

　

純計額

|

　

純計額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
物

　

件

　

費

　

11 648 3S.0　13 264 41.8 24 912 匹7　188」匹丿

扶助費、補助費等

　　　

16 330　49. 1　　5 123　j∂.7　18 538　皿J　　9727　匹７

普通建設事業費

　　　

4 182　12.6　1に74　37. 1　15 137　叙.7　10 695　お.∂

そ

　　

の

　　

他

　　　

100

　

3.3

　　

1570

　

j.θ

　　

2 670　-1.3　　匹ロ　２．３

合

　　　　

計

　　

33 270 100.0　31731 100.0　61257 100.0　44 772 100.0

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

3ら

　　

年

　　

度

　　　　　

昭和35年度

　

｜

　　　　　　

|

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

十

　

額

　

|

　

純

　

十

　

額

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
国庫支出金

　　

12 565 夕.8　2 431　7.7　!こそ24J　71ふ3召Ｊ

使用料、手数料

　　　

4 424　掻J　　5 605　17. 7　10029　祁.4　　9075　20.3

地

　　

方

　　

債

　　　　

43G

　

7.4

　　

3 99ご　12.6　　4 475　7.J　　2引6　　j.４

そのぜ特定財源

　　　

2 043　∂.j　　い23　認.∂　　4 937　S.∂　　4 042　∂.∂

一般財源等

　　

13 758 む.j　13:'?丁　お.4　25 320が.∂　22 C3と49.3

合

　　　　　

計

　　

33 270 100.01　31 731 100.0　61257 100.0　44 772 100-0
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その１

第76表

　

保健衛生施設の状況

　

（昭和37年3月3旧現在）

診療所および隔離病舎

区

　　　　　

分

　

|診療所|隔離病舎

施

　　

設

　　

数

　　　

２ご4

　　　

1 650

建物面積（干m2）

　　　　

12丿こ

　　　　

706

　

木

　

造（ニFmり

　　　

11ｼﾞﾌ

　　　　

600

　

非木造（ニFm2）

　　　　　

ｃふ

　　　　

106

病床数（床）

　　

町り

　　

4 240

その２

　

衛生車両

　

（単位台）

｜

　

区

　　　　　

分

　　

｜タ有むｌ

　

レン

　

トゲン車

　　　　　　

306

　

患

　

者

　

輸

　

送

　

車

　　　　　　　

708

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　

1 802

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

2 906

（注）自治省調による。

如77長

　

昭和36年度結核予防費の状況
(単位

　

百万円)

区

　　　　　

分

　　

|

　

昭

　　

和

　　

3ら

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　　　

都道府県

　

１

　

市町村１

　

純

　

十額

l

　

純

　

十額

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
扶助費、補助費等

　　　

9 443　お.j　　2 354　町.∂　10 885　78. S　　5 164　郎.２

物

　　

件

　　

費

　　　

1 723　15.2　　1 025　2∂.∂　　2748　扨.8　　2 04C　27.4

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

150

　

1.3

　　　

88

　

2.j

　　　

238

　　

j.7

　　　

254

　

J.4

合

　　　　　　

計

　　　

11 316 100.0　　3 467 100.0　13 871　100.0　　7 458 100.0

第78表

　

昭和36年度結核健康診断の実施状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

千人)

二

　

川お敷ツド薔馴

(

応品九戸肘馴店祭祀
o

　

定

　

期

　　

分

　　　　

83 132　　　359ぺ　　　銘でlj　　　　目/1　　　　　　麗

　

使

　

用

　

者

|

　　

!Ξ3引

　　　

4 631]　　　Mﾌﾟ　　　19　　　θＪ

　

学

　

校

　

長

　　　　

23 303　　　17613　　　　μ嶋　　　　23　　　　∂､7

　

施設の長

　　　　

891

　　　

472

　　　

jJ
j

　　　　

l

　　　

0､２

　

ヰｺﾞk混声

　　

41 799　11 372　　2パ 71　　　　　θ.∂

　

定

　　

期

　　

外

　　　　

3 673　　　　　1254　　　　34. 1　　　　　　14　　　　　1.1

1

　

合

　　　　

計1

　　　

96 860　　　37 165　　　　38. 4　　　　128　　　　0.3

（注）１

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

　　　

２

　

結核死亡者数および死亡率（10万人対比）は30年度473千人(52.3人）、

　　　　

35年度319千人（34コ人）､36年度278千人(29.5人）である。
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第79表

　

結核医療費公費負担件数等の状況

(単位

　

千人)

　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　

被

　

用

　

者

　

保

　

険

　　　　　　　　

総

　　　　　　

数

　

区

り

　　　　

l

本

　　　　　　

人

　　　

家

　　　　　

族

　　　　　　

1申青|合倒承認

　

申

　

乖･訓承

]

申Ｏ㈲回

昭和29年度

　　

1035

　　

1009

　　　

693 351　　　327　　　119　　160　　14,∧,5

　　

30

　　　　

1 021　　　965　　　60　　　357　　　33心　　　9]　□8　　167　　135

　　

31

　　　　

1006

　　　

回心

　　　

ｙ恰

　　　

3331

　　

315

　　　

ら8

　　

18c

　　

169

　

135

　　

32

　　　　

I 217　　1 16E　　　767　　　3Bj1　　　3ﾖらi　　　30　211　　200　　173

　　

33

　　　　

1310

　　

12ら〇

　　　

'剖

　　　

384

　　　

36ﾘ

　　　

3ﾌ1

　

226

　

217

　　

180

　　

34

　　　　

1 324　　1 283　　　842　　3ろT　　　355 361　　228　218　　194

　　

35

　　　　

1 343　　1 310　　　Ξら6　　　355　　　3j　　　2ﾘ　223　216　　194

　　

36

　　　　

1 277　　1 248　　　833　　　334 3勺　　　1ﾘ　205　　198　　185

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　

国民健康保険

　　

生

　

活

　

保

　

護

　　

そ

　

の

　

他

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

申

　

請|合

　

格|承

　

認

　

申

　

請|合

　

格|承

　

認|申請|合格|承認

ぷ宍二言

度

　　

116

　　

1o?

　　　

99

　　

匹

　　

168

　　

125

　

2引

　

257

　

225

　　

30

　　　　　

140

　　　

13

1

　　　

119

　　　

191

　　　

!B2

　　　

124

　　

155

　　

147

　　

142

　　

31

　　　　　

165

　　　

157

　　　

141

　　　

183

　　　

175

　　　

1日

　　

1d5

　　

140

　　

135

　　

32

　　　　　

233

　　　

224

　　　

204

　　　

234

　　　

22

j

　　

16

　　

に5

　　

150

　　

146

　　

33

　　　　　

288

　　　

27ﾌ

　　　

250

　　　

265

　　　

256|

　　　

177

　　

147

　　

142

　　

137

　　

34

　　　　　

343 333　　314　　　272　　　26,51　　　138　　H4　　02　　00

　　

35

　　　　　

417

　　　

4C6

　　　

384

　　　

2巳8

　　　

2と,3

　　　

186

　　

80

　　

70

　　

76

　　

36

　　　　　

441

　　

43

j

　　

･116

　　　

245

　　　

2丿i

　　　

□3

　　

45

　　

45

　　

42

-
(注) １

　

厚生省公衆衛生局結核予防課調による。

２

　

合格とは結核予防法第34条の規定による公費負担の基準に合格したもので

　

あり，承認とは合格したもののうちから公費負担が承認されたものである。
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第80表

　

昭和36年度環境衛生費の状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　

一

区

　　　　　

分

　　

|

　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　

都道府県

　

１

　

市

　

町

　

村｜

　

純

　

十額

|

　

純計額

　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

物

　

件

　

費

　　　

37タ

　

泳２

　

６夕8

　

お.θ

　

10 345　42.8　8 453　44.8

普通建設事業費

　　　

2 121　砲.S　　9 446　肩.7　ロi82　部.2　　7 033　訂,ｊ

そ

　　

の

　　

他

　　　　

580

　

∂.θ

　　

2 247　j2. J　　2 666　H.θ　　3 345　爪７

合

　　　　　

計

　　　

6 468 100. 0　18 271　100.0　24 193 100.0　18 886 100. 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜
（注）清掃事業費を含む。

第81表

　

環境術生施設の状況

　　　　　　　　　　　　　

(昭和37年３月3旧現在)

　　

（1）し尿処理施設

　　　　　　　　　　　

（2）ごみ処理施設

　　　

区

　　　　　　　　

分

　　

卜

］1

区

　　　　　　　　

分

　　

|事

　

剔

　

特別清掃地域人口（Ａ）（千人）

　　　

53 433特別清掃地域人口（Ａ）（千人）　　　53 438

　

収

　

集

　

人

　

口（Ｂ）（千人

ﾚ

　　

43 038 収　集　人　口（Ｂ）（千人）　　　　47 525
1普及率（Ｂ）/（Ａ）×100（％）

　　　

皿了普及率（Ｂ）/（Ａ）×１００（％）

　　　

認丿

　

年間総排出量（Ｃ）（子ｋ/）

　　

20 420年間総排出量（Ｃ）（子t）　　　10 739
1年間収集量（Ｄ）（子ｋ/）

　　

15 ｙ1　年間収集量山）（子t）　　　9 078!

｜

　　　

下水道マンホール

　　　　　　　　　　

）r焼

　

却

　

施

　

設（ニFt）

　　　

37071
トＤ）

　

投入

　　　

（ニＦｋ/）

　　　

に巧（Ｄ

　

Ｉ高速堆肥化処理施設

　　　　　　

89
1

　

の

　

し尿消化そう等処

　　　　　

っー

　

の

　

！

　　　　　　

（子ｔ）

｜

　

処

　　

理施設

　

（子ｋ/）

　　　

J2到

　

徨

　

農村堆

　

肥汗t）

　　　

277

　

響

　

農村還元呼ｋ/）

　　　

3 592　　　1 埋　　　　立汗t）　　　4 723ﾄﾀy

　

海洋投棄汗川｜

　　

3 928
覆順　　　柳子t）　　　109

　

fJゝ

　　

そ

　

の

　

他（ニFk/)

　　　　

2 955　　’｀　し　　　　　173

　

自家処理（Ｃ）－（Ｄ）（Ｅ）

　　　　　　　　

自家処理

　　　　　　　　　　

汗丿）

　　　

匹49

　　　

（Ｃ）一巾）（Ｅ）汗ｔ）

　　　　

1 861
1 (E)終末処理施設のあろ下，　　　　　収集率（Ｄ）/（Ｃ）×lCO {%)　　　　83.0

　

の

　

于

水道への放流（子ｋ/り

　　　

にΞ4

　

自家処理率｜

　

内

　

①尿浄ｲ七そう（子ｋ/□

　　　　

620

　　　　　　

（Ｅ）バＣ）×100㈲）

　　　

17､０

　

訳

　

しご

　

の

　

他（ニ4ニロ∩

　　　

3 0451 運用材F特列ﾐ運搬車（台）　　　1 294

　

収集率（Ｄ）/（Ｃ））（loo（％川

　　　

7S.3搬器

　

|運搬トラヴク（台）

　　　　

4 332

　

自家処理率

　　　　　　　　　

｜

　　　　

（Ｅ）/（Ｃ）×100内川

　　　

2i.7

　

ごみ焼却施設能力卜／日）（t）

　　　

13 673

　

運器cバキューム車（台）

　　　

2 760　高速堆肥化処理施設能力

　

搬材1運搬用トラック（台）

1

　　　　

614

　　　　　　　　　　

（t/日) (t)　　　　　490

　

用

　

|海洋投棄船（隻）

　　　　

10?昭和36年度巾に処理施設等

　

し尿浄化そう等処理施設

　　　　　　　　　

の新設による処理能力（Ｆ）

　　　　

2 479

　

能力

　　　　

（ｋ//日）（ｋ/）

　　　

4: 054　　　　　　　（ｔ／日) (t)

　

昭和訃年暖中にし尿浄化そう

　　　　　　

（Ｆ）訳c焼却施設（ｔ／日)(t)

　　　　

2 409

　

等処理施設等の新設による処

　　　　　　　

の

　　

4高速堆肥化処理施

　

理能力の増加（ｋ//日バｋ/）

　　　　

6 °3ﾌ　　内　　t設　（ｔ／日）（t）　　　　　　　7C

（注）自治省調による。
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第82表

　

昭和36年度産業経済費の状況

その１

　

日的別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

区

　

I

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

１

　

純

　

十

　

額

　　

純

　

十

　

額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

恂

　　　　

％

　　　　

％
農

　　

業

　　　

費

　　

2七45

　

圧7

　

23 678　刀.j　屁ヽ43　認.4　4C 513　皿∂

耕地事業

　

費

　　

に31ｙ　27. 7　24 578　認.∂　ら4 341　2j. J　56 140　刀.２

開

　

拓

　

事

　

業

　

費

　　　

Ξ74T

　

4.j

　　

912

　

7.J

　　

B町3

　

3.S

　　

6O57

　

J.4

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

丿23

　

J.∂

　　

3461

　　

4θ

　　

匹84

　

J.∂

　　

6 839　3.3

治

　　　

山

　　　

費

　　

10 ^'51　　j.∂　　　391　　∂.ｊ　ロ312　4.J　　8842　4. J

林

　　　

業

　　　

費

　　

1叩へ

　

皿ｊ

　　

フフ80

　

∂.0 . 24 005　∂.4　20 616　皿θ

水

　

産

　

業

　

費

　　

i3付二

　

∂.S

　　

6 903　8. ∂　18 60斗　7.3　17 009　∂.J

商

　

工

　

業

　

費

　　

認32!

　

匹2

　

18 302　2]. 3　70 838　刀.8　4つ318　23.9

合

　　　　　

計

　

196 139 100. 0　86 005 100.01 254 781 100. 01 206 234 100.01

（注）農業費には蚕業費を含め，林業費は造林費，林道費およびその他林業費の合計

　　

額とし。水産業費には漁港費を含めてある。

その２

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

　

・

《

　

昭

　　

和

　　

3つ

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市

　

町村｜

　

純

　

寸額

|

　

純

　

十額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

物

　　　

件

　　　

費
1

　

16 905　s.∂　　6 757　　7.9　23に1　　∂.J　20Q82　皿２

補

　

助

　

費

　

等

　　

I・546

　

皿∂

　

15 089　淳.j　2丿T0　11.4　24 234　j7. S

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

106 511　54.3　47 70・ss.s　132 511　毘.θ　112 402　J4. j

　　

普通建設事業費

　　

81 394　41.5　26 60り　お丿　98 8?5　認.S　81 350　叔７

　　

災害復旧事業費

　　

24 842　認.7　21 103　麗.∂　333]　忍j　30 251　μ.7

　　

失業対策事業費

　　　

275

　

∂.j

　　　　

f

　

∂.∂

　　

231!

　

∂.7

　　　

301

　

θ.j

貸

　　　

付

　　　

金

　　

48 819　鉛.∂　9四　皿7　58 010　麗.S　38 434　召.∂

そ

　　　

の

　　　

他

　　

こ3兄

　

２.2

　

7 259　S. 4　11 629　4.5　10 182　4.∂

合

　　　　　　　

|計

　

196 139 100. 0 86 005 100‘O1 254 781　10010　206 234 100. 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－－

－281－



　　　　

第82表

その３

　

財源内ｊ

区 分

昭和36年度産業経済費の状況(つづき)

第83表

人

　　　

件

　　　

費

物

　　　

件

　　　

費

補

　

助

　

費

　

等

普通建設事業費ｉ

貸

　　　

付

　　　

金

そ

　　　

の

　　　

他

合

　　　　　　　

計

第84表

区 分

普通建設事業費

　

補助事業費

　

単独事業費

災害復旧事業費

そ

　

合

の 他

　

計

　　　　

昭

都道府県

29 645 100-

和

　　

36

　　

年

市

　

町

　

村

　　

％

2j j

J5」

25. 7

23

４

　

Ｊ

　

δ

　

０

２

　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

昭和36年度

昭

　　

和

　　

36

　　

年

都道府県

θ

　

７

　

Ｊ

　

７

ａ

　

ｊ

　
　
　

ｊ

　

7

100.

市

　

町

　

村

６

　

２

　

３

　

し

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

24

ｌ
ｊ

　

一

　
　

甲

　
　

一

　
　

甲

　
　

一

　
　

■

　
　

ａ

　

７

　

Ｊ

　

δ

　

ぴ

　

０

　
　

２

　

７

　

７

　

δ

　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　

８

　

４

　

４

　

Ｉｎ

1ｎ

Ｃ
Ｏ

　
　

４

　

６

　

Ｂ

　

石

　

７

　

７

　
　

５

　

７

　

７

　

３

　

i
n

282

の状況
一

一
純

　

計

―
－
－
－
－
－
－
１
・
－
―
ｊ
ｌ
Ｆ

　
　

１
ｊ

　

／
い

　

つ
乙

　

へ
・

　
　

■ｎ

c
^

ｎ

C
O

　
　

■
-
Ｏ

<
_
:
■

o

ｃ
-

　
　

／
0
　
o

o
o

ｒ
｡

　
　
　
　
　

Ｉ

　

Ｉ

額

-

　

％|

14. 0

ｊ

　

７

２

　

２

扨

46 943 100.

の状訳
一

一
紳計

７

　

２

３

　

３

　

--

Ｅ

　

2 -iQl

64 341

額

-

j7

邱

銘

100.

昭和3乙年度
純

　

計

　

額

6 423'

　　　

1
028プ

11０81

う
り

　

１

　

１

７

　

４

　

２

40 51

巧

　

認

27

Ｑ
り

　

θ

７

　

ｊ

　

j

100.

昭和35年度
純

　

計

　

碩

32

2° 13~

　

3 331

2t 548

　

2 !2

56 14

　

j7.

　

j7

　　

J

　

認

　

J

100.

」

｜

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円）

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　

1

　

都道府県

　

｜

　

市

　

町村｜

　

純

　

十

　

頷

　

|

　

純

　

↑

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
国庫支出金

　

E2旧9皿∂

　

5 435　∂メ　37 624　おＪ　"76985 37 3

諮畳金ヽ負担金ヽ寄

　　

6 119　Jリ　　6o夕　7.7　1い45　j.7　　'?045　-i. 4

雑

　　

収

　　

人

　　

46 104　23.S　1C360　12.0　うレ↓う４　22.1　42フア　弱.S

その他特定財源

　　

丿引４

　

ｊ∂

　

３に90

　

お.7

　

20 302　S.θ　13 752　∂.7

一般財源等

　

50 113　2j∂　33 051　認J　73 44ら　弱S　5a ':55　認.j

合

　　　　　

計

　

196 139 100.0　86 005 100.0 254 781 100.0 206234 100.0

　　

ｌ

　　

％|

　

う32

　　

7メ

　　

60ド･

r 44ｿﾞ　27.ﾘ　　3 537

二二心:

j 231　14.

J　　ﾌﾌ1

2 232J　711 ト535

32 154

30 372

　

i "32

20 115

　　

ﾖ･35

53 104

Ｉ

　　　　

・

　　

＿．Ｉ

　　　　

Ｉ

　　　

Ｉ

　　　　

・

　　　　

１

　　　　　　　　

１

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

｜

｜

　 　 　 　 　 　 　 　 　

ｊ

　 　 　 　 　 　 　

ａ

｜

Ｊ

｜

｜

｜

－

！

｜

｜

－
！

－

－

」

｜

－

－

ｊ

｜

！

－

－

！

－

－

－

ｊ

－



第85表

　

農

　

業

　

生

　

産

　

指

　

数

　　　　　　　　　　　　　　

(昭和25～27年平均＝100)

　

区

　　　　　

分

　

1

　

34

　　

年

　

1

　

35

　　

年

　

1

　

36

　　

年

　

1

　

35/34

　

1

　

36/35

純農業生産指数

　　　　

7皿∂

　　　

7鉦3

　　　

j紅∂

　　　

102. 1　　　7皿∂

粗農業生産指数

　　　　

734.2

　　　

7以２

　　　

143. 4　　　j佩7　　　7の∂

　

耕

　　　　

種

　　　

128.6

　　　

jおJ

　　　

j2∂J

　　　

7のＪ

　　　

卵７

　　　　

米

　　　　　　　

125.∂

　　　　

72∂.∂

　　　　

125.2

　　　　

102.∂

　　　　

屁.∂

　

麦

　　　　　

類

　　　　

104. 9　　　108.　3＼　　　　106.2＼　　　103.2　　　　昭.j

　

豆

　　　　

類

　　　

128.8

　　　

j置2

　　　

135.8

　　　

705.7　　　卵７

　

雑

　　　　　

穀

　　　　　

叙2

　　　　

100.0

　　　　

卯.J

　　　　

100.8

　　　　

お.3

　

い

　　

も

　　

類

　　　　

121｡j

　　　　

116.8

　　　　

120.4

　　　　

卵.7

　　　　

7咀丿

　

野

　　　　　

菜

　　　　

丿加.∂

　　　　

133.0

　　　

]30.8

　　　　

7皿３

　　　　

認.J

　

果

　　　　　

実

　　　　

２０３.２×　　　225.1　　　234. 0　　　　7μ7.召　　　　104.0

　

工

　

芸

　

作

　

物

　　　　

143.7

　　　　

MJ.∂

　　　　

150.4

　　　　

卯.∂

　　　　

7収７

養

　　　　　　

蚕

　　　　

12j』　　　　121.8

　　　　

126.3

　　　　

100.4

　　　　

103.7

畜

　　　　　　

産

　　　　

224.3

　　　

247.3

　　　

お∂.7

　　　　

110.3　　　　128. 1

（注）農林省「農林水産業生産指数」調による。

　　　　　　　　　

第86表

　

土地改良事業実績の状況

　　　　　　　　　

35

　　

年

　

度

　　　　　　　　

36

　　

年

　

度

　

ｇ

　　　　　

９

　

し

皿lｔ額（９４面積）

ﾚ

回引金額曖ｕ扉ア‾

雪

　

禁

　　

則

　

7半．議ぷ副

　

7拶し．議京

棄

　　

完

　　　　

了

　

1

　　　

71

　　　　　　

12 730町1　　　81　　　　　　ドフo町

訂

　

禁

　　　

引

　　

ｿ）庫補シり

　　

万卜庫補助二7胞円

蒙
業

　

完

　　　　

了

　

1

　　　

311

　　　　　　

33 397町1　　　271　　　　　　34 033町

課

　

゛

　

禁列

　

ド斗m m m flii4iり　こい庫補助卵胞円

|§

　　

助

　　

完

　

了

　

1

　

1 048　　　　　　92 400町1　1 172　　　　　　G2 300町

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

_
業

　　

わ甫ｏ融（

　

瑠,諸賢業金啜制

　

回り賢簾標示‰

（注）ｌ農林省調による。

　

２

　

完了の数値は継続および新規の内数である
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区 分

第87表

　

昭和36年度開拓事業費の状況

昭

　　

和

　　

3ら

　　

年

普通建設事業費

　

補助事業費

　

単独事業費

そ

　

合

の 他

　

計

都道府県

　

６ふ⊃
］

几

　　　　

i

　

635

」

麗

２

　

８

市

　

町

　

村

４６１

74 6

j∂.∂

　

度

純

　

計

　

額

6 601

6 2０C

　
　
　
　

２

　

８

θ

　

４

　

０

４

　

ｊ

　

ｏ

２

　

２

　

０

　
　
　
　
　
　
　

１

９

　

（
。
乙
（
ノ
″

Ｉ

　

Ｃ
Ｏ

―
■

つ
乙
（
。
乙

　

Ｑ
／

３１１

　

7J.

　

70.

　　

J

　

昂

100.

第88表

　

昭和36年度畜産業費の状況

(単位

　

百万円)

昭和35年度
純

　

計

　

額

ｒ
Ｊ

　

４

６

　

％

72.6

卵

　

。
。

　

27

100.

㈲.位

　

百万円）

　

区

　　　　　

分

　

|

　　　　

昭

　　

和

　　

乱

　　

年

　　

厦

　　　　

ｉ

　

昭和35年度

　

‾

　　　　　　　　

都道府片

　

｜

　

市

　

町

　

村｜

　

純

　

計額

　

|

　

純

　

計

　

額

物

　　

件

　　

費

　　

四万如詣

　　

485

　

14.0＼　33ｱ3　J√1　2び石　詰

袖

　

助

　

費

　

等

　

へ

〕

即イ

　

い27J2

1

　

2匹匹∂

　

レバ認Ｊ

普通建設事業費

　　

八三2∂.j

　　

i 363　39.4　　313^　J2丿　　ドト1　21.8

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

ニこ

　

∂.j

　　

心5

　

爪j

　　

ヽ1と

　

∂バ

　　

42こ

　

∂.J

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

ごこ

　

J.∂

　　　

31

　

∂丿

　　

240

　

2.4

　　

2ごに3.6

合

　　　　　

計1

　

7 123 100,0　　3461　100.0　　9784 100.0　　6839 100.0

284 ―

ｌ

－

－

｜

ｉ

－

－

｜

－－

｜

｜



第89表

　

昭和36年度治山費の状況

(単位

　

百万円)

区

　

り

　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　

都道府県

　

１

　

市町村｜

　

純

　

十額

|

　

純

　

十額

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
普通建設事業費

　　

9 802　即1　　300　7ﾀ.7　1007り　邱.j　フフ26　釘.４

　

補助事業費

　　

9 579　肘.j　　273　卯.S　9 352　釘.j　7 611　肪バ

　

単独事業費

　　

223

　

2.θ

　　

27

　

6．９

　　

２２７

　

２.θ

　　

115

　

1.3

災害復旧事業費

　　　

％5

　

S.8

　　

51

　

皿ヱ

　

1010

　

8.∂

　　

864

　

∂.召

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

184

　

7.7

　　　

40

　

皿2

　　

223

　

2.∂

　　

252

　

2.8

合

　　　　　　　

計

　　

10 951　100.0　　391　100.0　11312 100.0　　8 842 100.0

第90表

　

昭和36年度林業費の状況
(単位

　

百万円)

　

区

　

《

　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市

　

町村

　

１

　

純

　

十額

|

　

純

　

十額

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
普通建設事業費

　　

13 203　邸.7　49％　肘J　16019　匹7　13 393　邸Ｊ

　

浦助事業費

　

10 521　皿j　3 117 40.1　120び　印丿　四とB祉４

　　

造

　　

林

　　

費

　　

S 140　2j.∂　　218　2.S　5C01　加.8　4 548　認バ

　　

林

　　

道

　　

費

　　

5 201　部.J　2 828　お.4　6 809　認.j　　5 122　24.8

　　

その他林業費

　　　

180

　

0．9

　　　

71

　

θ.∂

　　

521

　

7リ

　　

298

　

7.j

　

単独事業費

　　

2 682 掻∂　1 879 24J　3町8　祁J　3 430 16.∂

　　

造

　　

林

　　

費

　　

1 180 ∂.∂　　　491　　∂.J　　1650　∂.∂ トS34　　7.7

　　

林

　　

道

　　

費

　　　

532

　

2,7

　　

12ｙ

　

址8

　　

1 213　5.θ　　821　4,∂

　　

その他林業費

　　　

970

　

4.∂

　　

159

　

2θ

　　

10巧

　

4.∂

　　

1 025　j.∂

災害復旧事業費

　　

1 744　8.8　1 335　皿2　2315　£に　2 234　刀Ｊ

　

補助事業費

　　

に01

　

8.∂

　

1に

　

15.0

　

2 121　8. S　2ジ1　鼠∂

　

単独事業費

　　

43

　

∂Ｊ

　　

ロ0

　

2.2

　　

!≒

　

θそ

　　

い3

　

θう

貸

　　　

付

　　　

金

　　　

028

　

4.7

　　　

11

　

θ.7

　　

ヽｙ

　

j.∂

　　

684

　

3.3

そ

　　　

の

　　　

他

　　

3 92?　皿8　　1 438　爪j　4 733　扨.7　　1 330　20　9

合

　　　　　　　

計

　　

19 804 100.0　　7 780 100〕　24 006 100. 0　20 616 100.0

　　　　　　　

j
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第91表造林事業の実施状況

(単位

　

千町歩)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　

訳

区

　　

分

　　

事

　　　　　

項

　

総数

　　　　　

国営内訳

　　　　　　

公営内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　

゛

ﾚ

％㈲他

ﾄﾔ

鱗㈱

｣

尚

昭和30年

　

総

　　　　

数

　　　　

587

　　

131

　　

130

　　　

1

　　

60

　　

17

　　

43

　

396

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

383

　　

56

　　

55

　　

1

　　

45

　　

13

　　

32

　

282

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

204

　　

75

　　

75

　　

0

　　

15

　　

4

　　

11

　　

114

　

31

　　　

総

　　　　

数

　　　　

561

　

144

　

1利

　　

3

　　

56

　　

17

　　

39

　

361

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

361

　　

63

　　

削

　　

２

　　

屁

　　

j6

　　

30

　

252

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

200

　　

81

　　

80

　　

1

　　

10

　　

1

　　

Q

　

109

　

32

　　

総

　　　　

数

　　　　

521

　

137

　

135

　　

1

　　

53

　　

18

　　

35

　

331

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

337

　　

70

　　

69

　　

1

　　

42

　　

15

　　

27

　

225

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

184

　　

67

　　

67

　　

0

　　

11

　　

3

　　

8

　

106

　

33

　　

総

　　　　

数

　　　　

507

　

125

　

124

　　

1

　　

51

　　

16

　　

35

　

331

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

361

　　

76

　　

75

　　

1

　　

42

　　

i4

　　

28

　

243

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

146

　　

49

　　

49

　　

0

　　

9

　　

2

　　

7

　　

88

　

34

　　

総

　　　　

数

　　　　

498

　

114

　

03

　　

1

　　

48

　　

19

　　

29

　

336

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

屁4

　　

76

　　

75

　　

1

　　

42

　　

17

　　

25

　

246

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

134

　　

38

　　

38

　　

0

　　

6

　　

2

　　

4

　　

90

　

35

　　

総

　　　　

数

　　　　

544

　

133

　

131

　　

2

　　

57

　　

19

　　

38

　

354

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

395

　　

斜

　　

82

　　

2

　　

47

　　

16

　　

31

　

264

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

149

　　

49

　　

49

　　

0

　　

10

　　

3

　　

丁

　　

90

　

36

　　

総

　　　　

数

　　　　

536

　

132

　

129

　　

3

　　

57

　　

21

　　

36

　

347

　　　　　　

人

　

工

　

更

　

新

　　

3兄.

　　

8ﾌ

　　

84

　　

3

　　

49

　　

19

　　

30

　

260

　　　　　　

天

　

然

　

更

　

新

　　

140

　　

45

　　

45

　　

0

　　

8

　　

2

　　

ら

　　

87

（注）農林省統計調査部調による。

第92表

　

昭和36年度水産業費の状況

(単ｲ立

　

百万円)

　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和ご年度

　

ｇ

　　　

ｊ

　

ﾚ

Ｊ府（市町お）

　

十

六

純

　

十

　

額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
物

　　　

件

　　

費

　　

に74

　

皿7

　　

□4

　　

2.j

　　

1 743　　∂.J　　1743　10.2
普通建設事業費

　　

3 253　肘J　3 792　54:.9　10 456　邱J　8 936　S2. 5

　

補助串業費

　　

7 133 53バ　2 576 37丿　丿52 48.1　7707石丿

　　

漁

　　

港

　　

費

　　

6 345　j7. 2　2 120　訪.7　　'33S　42. 1　6 733　卯.∂

　　

その他水産業費

　　　

788

　

j.∂

　　

456

　

召.∂

　　

丿14

　

∂.∂

　　

974

　

j.7

　

単独事業費

　　

円20

　

8.3

　

1 216　刀.∂　　150･j　　8.j　　1229　7.2

　　

漁

　　

港

　　

費

　　　

365

　

27

　　

8ｱ２

　

比∂

　　

j4引

　

２.J

　　

300

　

1.8

　　

その他水産業費

　　　

75卜

　　

j.∂

　　　

344

　

j.θ

　　

10713

　

5.8

　　

929

　

5.4
災害復旧事業費

　　

し匹

　

∂Ｊ

　

卜86

　

認J

　

3 258　77. j　3418　即.7

　　

漁

　　

港

　　

費

　　

10二丿

　

ﾌ.∂

　　

1 958　認.j　2 95?　石∂　22日　刀.θ

　　

その他水産業費

　　　

2≒

　　

2.∂

　　　　

28

　　

θ.4

　　　

301

　　

7.∂

　　

1 207　7. 7
貸

　　

付

　　

金

　　

に･詞

　

7.S

　　

213

　　

3. ]　　12て　　び.S　　I 134　∂.7
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

に≒

　

∂.j

　　　

ﾌ38

　

皿７

　　

に3ぶ

　

皿ｊ

　　

に78

　

皿了

合

　　　　　　　

計

　　

13 444ﾚ00.0　　6 903 100.0　18 604 100.0　17009 100.0
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その１

　　　

第93表

　

漁

　

港

　

施

　

設

　

の

管理者別漁港数

状

　

況

(昭和37年11月１日現在)

　

区

　　　　　　

分

　

|第１種漁港1第２種漁港|第３種漁港|第４種漁港|

　

合

　　　

計

漁港管理者指定済漁港

　　　

2 172　　　402　　　　94　　　　71　　　　　　2739

　

漁港管理者
t席道府

　　　　

224

　　　　

213

　　　　

88

　　　　

63

　　　　　　

583

　　　　　　　

,市町村

　　　　

1943　　　　189 6　　　　　8　　　　　2156

漁港管理者未指定漁港

　　　　　

11

　　　　　

1

　　　　　

－

　　　　　

－ 12

合

　　　　　　　

計

　　

（2謐

　

恰（叉（吻

　

（2毘

　

（注）１

　　　　

２

その２

水産庁漁港部計画課調による。

　

（

　

）は昭和37年３月31日現在である。

漁港施設の整備状況 (昭和37年３月31日現在)

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

ト

　

リお

課）

ごソ

　

ドサタロが÷昌則

　

で

　

プ|

　

づ

ヨ尹胆聯胆

　

丿卜］』

（注）自治省調による。

　　　　　　　

参考表（10）漁

　

港

　

整

　

備

　

計

　

画

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

第２次整備計画（30～37）

　

昭和30～36年度支出額

　　

進捗率
ｓ:

　　　

ｊ

巾

刈驚引う四

万

四回ﾄﾞ驚引うち

劉

首×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
内

　　　　　　

地

　　　　

510

　

42 668　25 084　　　469　24 898　14 803　　　認.4

　

本

　　　　

土

　　　

387

　

33 025　15 844　　348　19 491　　9 721　　卯.∂

　

離

　　　　　

島

　　　

123

　

9 643　9 240　　121　　5 407　5 082　　品.j

北

　　

海

　　

道

　　　　

94

　

12 397　11 り59　　　90　7 144　6 992　　j7. ∂

監

　　

督

　　

費

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

166

　　　　

83

　　　　

一

合

　　　　　

計

　　　

604

　

55 065　37 043　　559　32 208　21 878　　58. 5

(注) 水産庁漁港部計画課調による。

－287一



第94表

　

昭 和

　

36 年

　　

度 商

第95表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

性

　

質

　

別

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

区

　　　　

分

　　　

都道府県

　

|

　

市

　

町

　

村

　

ﾄ

ｊwに

)

幄miB)

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

人

　　

件

　　

費

　　

592 867 39.2　　239 737 25.0　　832 604 34.8　　704 536 36.∂

物

　

件

　

費

　　

73 681 j.2　113018皿8　191699 8.0　i 64 7 17 S.∂
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j､、.

　

･㎜■■瀞Ｊ---●．－　　．Ｊ-． －－．．（注）一部事務組合の職員は便宜上一般職員の企画総務部門に含めてある。
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参考表（11）最近の地方公務員数の状況

(単位

　

千人)

　　　　　　　　　

昭和37年５月3旧現在

　　　

昭和3ら年

　

比

　　　　　　

較
ｓ

　　　

ｊ

　

‰

)
馴回四卜田J

]

飯沼恋

－[
剽構成比

一

　

般

　

職

　

員

　　　　

698

　　　

278

　　　

420

　　　

643

　　　　

55

　　　

郎
町

教育関係職員

　　　　

830

!

　　　

723

　　　

107

　　　

8o

]

　　　

22

　　　

32.4

　

義務教育関係

　　　　

6591

　　　

589

　　　　

70

　　　　

646

　　　　

13

　　　

j∂.j

　

そ

　

の

　

他

　　　　

171

　　　　

134

　　　　

37

　　　

162

　　　　

9

　　　

13.31

警

　

察

　

職

　

員

　　　　

153

　　　

1

]

　　　　

－

　　　

14?

　　　　

4

　　　

5. 9

消防職員

　　　

44

　　

10

1

　　

34

　　

39

　　　

5

　　

7.J

臨

　

時

　

職

　

員

　　　　　

47j

　　　　

9

　　　　

38

　　　　

65

　　　

△18

　　

△２６.5

合

　　　　　

計

　　　　

17721

　　　

1 173　　　　5¬ 1704　　　　68　　　100.0

第100表

　

昭和36年度物件費の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

3ら

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

ｇ

　　　

ｊ

　

し

道府（市町せ）

　　

十

い

純

　

１馴

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　

匹｢匹I

　

旅費，費用弁償

　

20 224 匹7　10 345　∂,2　30 569　15.8　26 605　河イ

　

賃

　　　　　　

金

　　

3 129　4.θ　5 114　i.5　8 243　4J　　7 332　貳う

　

交

　　　

際

　　　

費

　　　

739

　　

∂.∂

　　

4800

　

4.2

　　

5 539　2. ∂　　4兄こ　3. o'

　

消

　

耗

　

品

　

費

　

10 487　73J　14 147　12.5　24 634　12. 9　21 253　72.∂|

，食

　　

糧

　　　

費

　　

3 156 4.θ　　6635　　j.∂　　9791　　5.1　　8 820

ニ

　

印

　

刷

　

製

　

本

　

費

　　

4 003　　5.1　　5 631　　J.θ　　9639　　J.∂　　8058　　ニ

　

光

　

熱

　

水

　

費

　　

2 599　3. 3　5 746　j. j　8 345　4. j　7 253　4ソ

　

通

　

ｲ言

　

運

　

搬

　

費

　　

7312

　　

∂.3

　　

6 587　5.8　　13 899　7. 3　　12161　7.y

　

備

　　

品

　　

費

　　

8 476　皿s　23 584　加.∂　32 060　16.7　26 345 拓.θ|

　

そ

　　　

の

　　　

他

　

18 551　2J.∂　30 429　部.∂　48 980　5.j　41 912　認う
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第101表

　

昭和36年度維持補修費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　

k=昭和35年度

　　　　

り

．道府県

　

ｏ回Jお）

　

ttｓ

l

純

　

｜゛

　　　　　　

‥

　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
土

　

木

　

施

　

設

　　

14961

　

70.5

　

11 375　四.4　26 336　砥j　20 952　邱.£

建

　　　　　　　

物

　　

4 793　22.∂　　9 128　卯.7　13 921　お.j　10 835　お.∂

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1 456　∂.∂　　2516　皿∂　　3 972　∂.θ　　3619　10.2

合

　　　　　　

計

　

21210 100.0　23 019 100.0　44 229 100.0　35 406 100.0

第102表

　

昭和36年度扶助費の状況
(単位

　

百万円)

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　

|

都道府県

　

Ｏ回J

　

（れ

　

１額

卜

゛゛

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　

33 124　72.5　41 611　即.J　74 735　7∂.7　608Ξ〇　屁.j

児

　

童

　

保

　

護

　

費

　　

4 990　皿∂　6 077　皿７　１に)57　皿4　7 334　皿∂

そ

　　　

の

　　

他

　　

7 577　扨.∂　4 115　&.θ　11 692　H. ∂　5 842　7. ∂

合

　　　　

計

　

45 691 100. 0 51803 100.0　97 494 100,0　74 076 100.0

第103表

　

昭和36年度普通建設事業費の状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度・

り

都道府県

　

｜

　

市

　

町

　

村

　

｜

　

純

　

↑

　

額

　　

純

　

十

　

額

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
補助事業費

　

250 296 62.5 135 765 ざ7J 376 894 67.9 276 095 57.9

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

113 494　認.J　137893　認.∂227 652　お.∂　167829　お.2

国直轄事業負担金

　　

24213

　

∂.j

　　

3 230　1.1　27 443　4.2　19019　4.∂

受

　

託

　

事

　

業

　

費

　　

12 337　J. j　　6955　2.j　19 292　2.∂　14 062　2.∂

合

　　　　　

計

　

400 340 100.0 283 843 100.0 651 281 100.0 477 005 100.0
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その２

　

日的別内訳

第103表

　

昭和36年度普通

　

ｓ

　

り

都道府

を

|

≒Ｊ√

|

三

額（人）

‾

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

％
土

　　

木

　　

費

　　　

230 488　　J7.∂　　　90 444　　肘.召　　309 979　　47. ∂

　

道路橋りよう費

　　　

99 303　　S.∂　　　36 764　　j2. ∂　　　131 109　　即.j

　

河

　

川

　

費

　　　

35 858　　∂.θ　　　3 571　　7. 3　　　38 580　　j.∂

　

砂

　　

防

　　

費

　　　

13 162　　3.3　　　　　70　　∂.θ　　　13 207　　2.∂

　

港

　

湾

　　

費

　　　

20 705　　j.2　　　9 158　　j. 2　　　27 573　　4.3

　

都市計画費

　　　

46 421　11.6　　36 395　j2. 8　　80 513　12.4

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

15 039　　J.7　　　4 486　　j. ∂　　　18 997　　2. ∂

教

　　

育

　　

費

　　　

37 981　　∂.j　　　95 563　　お.7　　　123 503　　皿∂

　

小学校費

　　

3 507　∂J　　28 415　皿θ　　28 614　4. ４

　

中学校費

　　　

5 438　j.4　　52 912　皿7　　53 254　S,2

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　

22 504　　j.δ　　　4 751　　7.7　　　26 127　　4．０

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

6 532　　　j.∂　　　　9485　　　3.3　　　　15508　　　2.4
社会及び労働施設
費

　　　　　　　　　

23 064　　7.θ　　　29 332　　皿θ　　　55 555　　S. j

　

住

　

宅

　

費

　　　

21 575　　j,4　　　22 787　　S. θ　　　44210　　6．８

　

そ

　　

の

　

他

　　　　

6 489　　j. ∂　　　5 545　　2. ∂　　　口345　　j.7

保健衛生費

　　　

4 182　　j.∂　　11 774　　4.j　　15 137　　2.J

産業経済費

　　

81 394　加.3　　25 60こ　　∂り　　98 895　泣２

　

耕地事業費

　　　

32 154　　8. ∂　　　6 548　　2. J　　37 132　　j.7

　

治

　　

山

　　

費

　　　　

9 802　　2.4　　　　300　　∂バ　　　10079　　1. 5

　

林

　

業

　　

費

　　　

13 203　　3.J　　　4 996　　7. S　　　16019　　2.j

　

水産業費

　　　

8 253　2.j　　3 792　j.4　　10 456　　7イ

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

17 982　　4. j　　　10 964　　J.8　　　25 209　　J.∂

庁

　　　　　　

費

　　　　

3 909　　j.θ　　　11 634　　j. j　　　15531　　2.4
財

　　

産

　　

費

　　　　

5000

　　

j.3

　　　

9 078　　j.2　　　14 068　　2.2
そ

　　

の

　　

他

　　　　

9 322　　2.j　　　10 418　　J.7　　　18 613　　2. S

合

　　　　　

計

　　

400 340　100.0　　283 843　100.0　　651 2811　100. 0

その３

　

財源内訳

― 298 -

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　　　　　

36
区

　

《

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　

｜

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　

％
国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　

143 558　　　砧.S　　　　　　43 208　　　35 　２

分担金、負担金、寄附金

　　　　　　　　

23 445　　　　J. ∂　　　　　　　14 478　　　　5. 1
財

　

産

　

収

　

入

　　　　　　　

5 990　　　1.5　　　　　　15 989　　　j.∂
地

　　　

方

　　

債

　　　　　　　

33 156　　　8.3　　　　　　44 926　　　7j. S
その他特定財源

　　　　　　

34 940　　　S.7　　　　　56 099　　　19　8
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　　　　

159 251　　　皿S　　　　　109 143　　　認､ｊ

合

　　　　　　

計

　　　　　　

400 340　　100.0　　　　　283 843　　100. 0



建設事業費の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

― 299 -

(単位

　

百万円)

年

　　　　　　

度

　　　　　

ノ

　

昭和35年度純計額

　　

純

　　　　　

計

　　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

186 766　　　　　　2S. 7　　　　　　　　　136 206　　　　　　2∂.∂

　　　　　　　　　　　

29 565　　　　　　　4. j　　　　　　　　　20 744　　　　　　　4.3

　　　　　　　　　　　

21 979　　　　　　　3.4　　　　　　　　　20 093　　　　　　　4.2

　　　　　　　　　　　

78 0S2　　　　　　12.0　　　　　　　　　59 659　　　　　　12.5

　　　　　　　　　　　

69 868　　　　　　10.7　　　　　　　　　49 237　　　　　　10.3

　　　　　　　　　　　

265 021　　　　　　40. 7　　　　　　　　　191 066　　　　　　4び.j

　　　　　　　　　　　

651 281　　　　　　100.0　　　　　　　　　477 005　　　　　　100. 0

昭和35年度純計額(Ｂ)

　

1

　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

．

較

　　　　　　

！

　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　

増減額(Ａ)‾(Ｂ)(Ｃ)|((??／(萱)〉j?ool前年度増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　　　

2H 978　　44.4　　　　　　98001　　S6.2　　　　　4∂.2　　　　　32.2

　　　　　　　　　

88 710　　18.6　　　　　　42 399　　24.3　　　　　47.8　　　　　23.6

　　　　　　　　　

29 791　　　∂.2　　　　　　8 789　　　j. θ　　　　　2∂.j　　　　　∂5.3

　　　　　　　　　

10030

　　　

2.j

　　　　　　

3 177　　　j.8　　　　　31.7　　　　　24. 0

　　　　　　　　　

18 923　　　4. ∂　　　　　　8 650　　　j.∂　　　　　45.7　　　　　40.3

　　　　　　　　　

48 637　　10.2　　　　　　31 876　　18.3　　　　　65.5　　　　　37.2

　　　　　　　　　

15 887　　　3.3　　　　　　3 no　　　j.8　　　　　四.∂　　　　　認.J

　　　　　　　　　

90 729　　79.0　　　　　　32 774　　18.8　　　　　J∂.j　　　　　27.4:

　　　　　　　　　

27 331　　　j. 7　　　　　　1 283　　　θ.7　　　　　　4.7　　　　△　∂.7

　　　　　　　　　

37 334　　　7. 8　　　　　　15 920　　　∂.7　　　　　42∂　　　　　75. 1

　　　　　　　　　

14 668　　　J. j　　　　　　11 459　　　∂.∂　　　　　78. 1　　　　　23.6

　　　　　　　　　

11 396　　　2.4　　　　　　4 112　　　2.4　　　　　J∂ヱ　　　　　34.2

　　　　　　　　　

41 319　　　8.7　　　　　　14 236　　　＆2　　　　　3i.5　　　　　　7.∂

　　　　　　　　　

33 566　　　7. j　　　　　　10 644　　　∂.j　　　　　31.7　　　　　　5. 1

　　　　　　　　　　

7 753　　　j. ∂　　　　　　3 592　　　2. j　　　　　4∂.Ｊ　　　　　22.0

　　　　　　　　　

10 695　　　2.2　　　　　　4 442　　　2.j　　　　　41.5　　　　△　J8

　　　　　　　　　

81 850　　17.2　　　　　　17 045　　　∂.8　　　　　20.8　　　　　22.∂

　　　　　　　　　

32 468　　　∂.∂　　　　　　4 664　　　2.7　　　　　14.4　　　　　J∂.∂

　　　　　　　　　　

7 726　　　j. ∂　　　　　　2 353　　　j. 3　　　　　30. S　　　　　2∂.∂

　　　　　　　　　

13 398　　　2. S　　　　　　2 621　　　J.5　　　　　j∂.∂　　　　　17.0

　　　　　　　　　　

8 936　　　j. ∂　　　　　　1 520　　　θ.∂　　　　　17.0　　　　　　S.7

　　　　　　　　　

19 322　　　4. j　　　　　　5 887　　　J.4　　　　　30.5　　　　　27.4

　　　　　　　　　

H004

　　

2.3

　　　　　　

4 527　　　2.∂　　　　　41. 1　　　　　j＆∂

　　　　　　　　　

11 439　　　2.4　　　　　　2 629　　　J. 5　　　　　23.0　　　　　71.4

　　　　　　　　　

17 991　　　J. S　　　　　　　622　　　θ.4　　　　　　3.5　　　　　2j.∂

　　　　　　　　

477005

　　

100.0

　　　　　

174 276　　100. 0　　　　　36.5　　　　　26.2

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１



第104表

　

昭和36年度普通建設事業費中の単独事業費の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位

　

百万円)'
-

　　

区

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

3ら

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　

分

　　

都道府県

　

１

　

市

　

町村

　

｜

　

純

　

十額

|

　

純計額

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　

土

　　　

木

　　　

費

　　

46 656　む.2　37 446　5.S　82 145　J∂.j　61 436　訪.∂

　　

うち

　　

道路橋りよう費

　　

22 357　19.7　21 466　17. 1　42 869　認.＆　30 321　18. 1

　

教

　　

育

　　　

費

　　

27 386　麗.2　36 473　雅∂　57 568　2J. J　37 895　認.∂

　　

うち

　　

高等学校費

　

15 926　j4. j　2513　2.θ　18 429　∂.j　9 592　j. 7

　　

小・中学校費

　　

6 540　j7　27 389　27メ　27 939　12. 3　19 612　皿７

　

社会及び労働施設費

　　

9 390　S.3　　6 769　j.4　15 683　∂.∂　12 490　7.ｊ

　　

うち

　　

住

　　

宅

　　

費

　　

6 19Ξ　s.s　3 869　J. 7　9 964　4. 4　8 573　j. 7

　

保健衛生費

　

3 028　2.7　6 650　S.3　9 302　4.7　5 953　J. J

　　

うち

　　

清掃事業費

　　

1 553　j.ざ　4 597　3.7　6101　2.7　3 543　2. j

　

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　

12 096　皿∂　11 452　∂バ　22 079　∂.7　16 694　∂.∂

　　

うち

　　

耕地事業費

　　

I 779　7.∂　3 600　2J　4 828　2. j　3 331　2.∂

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

14 779　n θ　26 822　匹4　40 875　n.9　33 361　扨.∂

lj

　　　　　　　

言十

　

113 335 100. 0　125 612 100. 0　227 652 100. 0　167 829 100. 0

第105表

　

普通建設事業費の人口１人当り額の状況

　　　　　　

人

　

口

　　

普通建設事業費(百万円)

　

人口1人当り額(円)

　

ｇ

　　

ｊ

ﾚ

息)

ﾄ

♂情暫レ

Ａ
ﾚげ浜讃奈り13ﾄﾞﾚo7

791 45
り62り1　7り　3り　4

544

　

静岡県

　

兵庫県

Ｂ

　

傍冒藻

　

濤でRIぼ

　　

1905

ﾘ

101483　490ﾘ　52 446　5 327　　2574　2 753

　

た皿識

Ｆ

　

昌ｽ|呉

　

ぷWU

　

聯戮

　　　　　　　

84 298　578699　317521　261178　　6865　　3767　　3098
全

　

国

　

平

　

均

　

ﾚ

4 285)じ4 184)ﾚ)03](283 8川卜7 257)ト246)ﾚ30Il)j

１

　

人口は，昭和36年10月１日現在の推計人口である。
２

　

グループの選定は，一般財源等の人口１人当りの額の基準による。
３

　

全国平均の（

　

）は東京都を含む平均である。
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第106表

　

昭和36年度災害復旧事業費の状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　

|

都道府県

　

｜市町お）

　

お

√

純

　

‾t．

　　　　　　　　　

％

　　　　　

％

　　　　　

％

　　　

1

　

％
補助事業費

　

88 396 認J　37 087 79.4＼ 113 110 84.4 103 4351 86.8

単独事業費

　

7 968　S. θ　9 574 加J　17 115 12.8　14 2E 比θ

国直轄事業負担金

　　

1 493　　1.5　　　－　　－　　1 493　　j.7　　　239　　∂.２

受

　

託

　

事

　

業

　

費

　　

2 256　2.2　　　29　θバ　　2 285　7.7　　1 227　　j.θ

合

　　　　　

計

　

100 113 100. 0　46 690 100. 0 134 003 100.0 119 236 100. 0

その２日的別内訳 (単位

　

百万円)

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　　　　

し

おり（市田Jれ）

　

お額

　

純

　

十

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
土

　　　

木

　　　

費

　　

72 989　72.∂　18 480　J∂.∂　91 305　砥j　82 435　弱.7

教

　　　

育

　　　

費

　　　

1 239　7.2　　4 466　∂.∂　　5700　4.J　　4 273　J.∂

社会及び労働施設費

　　　

489

　

θ.j

　　

1 98°　4.J　　2 471　j.召　　卜60　1．６

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　

24 842　24. ∂　21 103　45.2　33 335　24.∂　30 257　部.4

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

554

　

θ.∂

　　

652

　

1.3

　　

1 192　θ.∂　　311　∂.3

合

　　　　　

計

　

100 113 100. 0　46 690 100.0 134 003 100. 0 119 236 100. 0

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

・

　　　　　　

し

おりｏ市町お）

　　

十額

卜

　

｜゛

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％
国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

71 686　7j.∂　16308　お.∂　87994　邸.7　84 335　惣.7

地

　　

方

　　　

債

　　

18686　認.7　8 399　認.θ　27085　加.2　24 433　加.j

その他特定財源

　　

3005

　

J.θ

　

14676　汀4　7 583　j.∂　4 423　J.7

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

6 736　∂.7　7 307　以7　U 341　8.j　6 04C　5．ｊ

合

　　　　　

計

　

100 113 100.0　46 690 100.0 134 003 100.0 119236 100.0
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その１

第107表

　

災害復旧補助事業の進捗状況

公共土木施設 (単位

　

百万円)

ｚ

　　　　　

り総事１費(人Ｕ

　

鸚蒜勧箭

　

|逮率(B)/(や1．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

32

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　　

16005

　　　　　　　　

16005

　　　　　　　

100.0

33年

　

災害

　　　　　

42 178　　　　　42 178　　　　J皿∂

34年

　

災害

　　　　　

102 572　　　　　88 622　　　　　おり

35

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

34 233　　　　　　　23 587　　　　　　　匹∂

36

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

97 509　　　　　　　26 947　　　　　　　刀.∂

（注）１

　　　

２

建設省調による。

昭和36年度第２次補正予算までの額である。その２，その３も同じ。

その２

　

港湾施設 (単位

　

百万円)

言〉

　

川ｓ事jHに∩鸚談笑稲川九)計)ポ

　

33

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

1 782　　　　　　　I 782　　　　　　，詰

　

34年

　

災害

　　　　　　

4 379　　　　　　3 763　　　　　砧∂

1

　

36 年　　災　害　　　　　　　　8 922　　　　　　　2 264 25.4＼

（注）運輸省調による。

その３ 農地および農業用施設 (単位

　

百万円)

　

ｚ

　　　

り総事業費（Ａ）

　

U詣畿胆百川九
）計）ポ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

32

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

8 101　　　　　　　8 111　　　　　　100.0

　

33

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

11 786　　　　　　　0601　　　　　　　98 4

　

34

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

31 537　　　　　　　26 594　　　　　　　混､3

.

　

35

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

3 697　　　　　　　5 973　　　　　　　卵.7

　

Sろ

　

年

　　

災

　

害

　　　　　　　　

32 261　　　　　　　　8 76う　　　　　　　刀.２

（注）農林省調による。
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第108表

　

昭和36年度失業対策事業費の状況

その１

　

性質別内訳 (単位

　

百万円)

区

　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

コ

　　　　　　　

l

都道府県

　

｜市HI

　

（純

　

十

八

　

純

　

十

　

額

　

、

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％I
補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

18497　邱.∂　26988　即.J　45 485　叙j　40 539　幻.が

　

一

　　　　　

般

　　

13158　吠∂　24 777　82.0　37 935　74.∂　35051　7∂･JI

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　

特

　　　　　

別

　　

5 339　2j.∂　22H　7.3　7 550　址∂　5 438　12.4

単独事業費

　

2097 10.2　3 242 皿7　5 339皿ぶ　3 671　∂Ｊ

合

　　　　　

計

　

20 594 100.0　30 230 100.0　50 824 100.0　44 210 100.0

その２

　

日的別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　

分

　　

｜

　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

丿

　

区

　　　　　　　

都道府県

　

｜

　

市町村｜

　

純

　

計

　

額

　　

純

　

計

　

額

　

ｌ

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

刎
道路橋りよう費

　　

1 574　7.∂　　133　∂.4　1 707　Jメ　1 490　J.4

河

　　

川

　　

費

　　

1 410　∂.∂　　　－　　－　I 410　2.S　1 560　J. ぷ

港

　　

湾

　　

費

　　　

450

　

2.2

　　

248

　

θ.8

　　

698

　

j.4

　　

146

　

∂.J

都市計画費

　　

203

　

j.θ

　

592

　

2.∂

　

795

　

1.5

　

269

　　

∂.∂!

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

l
失業対策費

　

16 231 78.8　29 204 9S.6　45 435 89. 4　38 911 88. Of

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

726

　　

3.J

　　　

53

　

∂.2

　　　

779

　　

1.5　　1 834　4.斑

合

　　　　　

計

　

20 594 100.0　30 230 100.0　50 824 100. 0　44 210 100.0

その３

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

　

区

　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　　　　　　

ｊ

　

し

・府鯛市田丁村）

　

お

い

゛十

　

額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％i
国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

10714

　

52.0

　

15074　4∂.＆　25788　印.∂　22687　jJ個

その他特定財源

　　　

883

　

貳J

　

1 168　3.∂　2 051　4.∂　1 542　3.j

皿=･

　

般財源等

　

Ｓ９９１　43.7　13988 部.2　22 985 4j.2　19 98j 妬丿

合

　　　　　

計

　

20 594 100.0　30 230 100.0　50 824 100.0　44 210 100.0
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第109表

　

昭和36年度繰出金の状況

その１

　

会計別内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和3S年度

　

ｇ

　

ｊ

ﾚ

Ｊ府（市町引め十額

卜

1ﾌﾟし

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

公営企業会計

　　

8 628　43.4　　2 109　∂.8　!〇737　2j､∂　6 424　19. 8
受襲用外の公営企業

　　　

719

　

J.∂

　　

1 851　　＆∂　　2570　∂.2　　1 999　∂.2ｚ計
準公営企業会計

　　

10475

　

皿7

　

□699

　

54.1　　221ﾌ4　53. 5　19 390　60.0

収益事業会計

　　　

55

　

∂.∂

　　

36

　

∂.2

　　

91

　

θ.2

　　

122

　

θ.４

回民健康保険事業会

　　　　

－

　　

－

　　

5 654　26. 2　　5 654　13.6　　4 191　招.∂計
公益質屋事業会計

　　　　

－

　　

－

　　

176

　　

び.∂

　　　

1ﾌ6

　　

θ.4

　　　

16ﾌ

　　

∂.ｊ

農業共済事業会計

　　　　

－

　　

－

　　　

79

　　

∂.3

　　　　

79

　　

θ.２

　　　　

仙

　　

θ.7

合

　　　　　

計

　

19 877 100. 0　21604 100.0　41 481 100.0　32 339 100.0

その２

　

日的別内訳 (単位

　

百万円)

　　

ゝ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和語年度

，

ｇ

　　　

ｊ

　

ﾚ

・府（市町りれ計

ﾊﾞ

純

　

卜ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　

運

　

転

　

資

　

金

　　　

850

　

4.3

　　

ﾌ93

　

3.7

　　

1 643　工∂　　にヽ3　j.∂

　

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　

661

　

J.3

　

4 058　阻S　4 719　11.4　　3 912　j2. 7

　

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　

13667　銘J　3 793　邦.7　22 465　54. j　!702ヽj27

　

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　

3 186　扨.θ　3 285　IS. 2　6471　15.6　54ら7　7∂.∂

　

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　

551

　

2.S

　

2 574　n.∂　3 125　7.j　2 282　7. 7

　

そ

　　

の

　　

他

1

　　

9

1

　

4.8　2o％　∂ノ　3 058　7,4　23％　7J

　

合

　　　　　　　

|汁

　　

19 877 100.0　21 604 100.0　41 481　100.0　32 339 100.0

その３会計別、繰出目的別内訳 (単位

　

百万円)

区

　

りゾ釧綴本別席ド雛到東ﾀﾌ

討濠論ご回示詣

　

ミムぷ

　

ソ

　

ニ

建設費財源

　　

22 465　　705　　1 021　14 149　　　－　　　ロI　　　　F5　　　　4

　　

y

　　

□

　

ﾌﾞ

　

]

　

子

　　

□
ﾏ

　　　　　

犬

合

　　　

j

　　

41 481　10 737　　2 570　22 174 91，　　5654　　　176　　　79

”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

㎜
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第110表

　

昭和36年度積立金の状況

その１

　

増加状況 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　

昭

　

和

　

35

　

年

　

度
ｇ

　　　

ｊ

　

ﾚ

回中i回ド

　

]

回叫市回卜

　

十

歳出積立金

　　

13 785　11 578　25 363　11 227　8 500　1? 727

歳計剰余金積立金

　　　

1 568　　　16　　　1 584 2 738　　1 118　　　3 856

　

小

　　

計(Ａ)

　　

15 353　1 1 594　26 947　13 965　9618　23 583

積゛呂ゾげ

　

6 734　　7 105　　1 3 889　　1 988　　4 184　　　6 02

糾積立額(Ａ)－(Ｂ)

　　　

8 569　　4 489　　13 058　11 977 5 434　　174口

その２

　

現在高の状況 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭和36年度末現在高

　　　　

昭和35年

　　

比

　　　　

較
ｓ

　　　　

ﾔ

回府列市町削几戸

す

雪

り

冴遭⑤諜(皐太

扁政調整資金¨

　　

22 916　　　5 806　　28 722　　13 569　　10 153　　　　詰

減債基金＿

　　

7 447　　　1002　　　8 449　　11刀３　ム3 264　　i 27.∂

基

　

本

　

財

　

産

　　　　　

561

　　　

3 747　　　4 308　　　4 049　　　　259　　　　∂.４

その他特定目的

　　　　

7 438　　13 528　　20 966　　15 055　　　59ロ　　　39 　3

合

　　　　

計

　　　

38 362　　24 083　　62 445　　49 386　　13 059　　　26. 4

その３

　

現在高の推移 (単位

　

百万円)

　

Ｅ

　

ｊ

ゴ乱工

E

I計蕊

ヤ

９具

年

・木具

９

ｴﾕ絲

年

　　　　

積
与Ｐｱ与Ｐｱ与Ｐｱ与野ｱ立犬

　

翼戸川二八

し

二言二三土工

］

　　

35

　　　　

1

938

j

　

50.7 18 569 170.∂11 713△４.θ　4 049　37.2 15 055　J∂.∂
,

1

　　　

36

　　　　　

62 44£　2∂.428 722　u.y　8 449△27.∂　4 30S　　o 20O66 Jワ|
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第111表

　

昭

その１

　

日的別出資金の状況

和

　　

36 年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　　　　　

36

　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

お

産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　　　　　　　　　

2 775　　　　　　　　　　　　　　622

　　

商

　　

工

　　

業

　　

費

　　　　　　　　　　　

775

　　　　　　　　　　　　　　

486

　　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

2000

　　　　　　　　　　

136

財

　　　　

産

　　　　

費

　　　　　　　　　　　

S40

　　　　　　　　　　

988

庁

　　　　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　　

281

　　　　　　　　　　

92

土

　　　　

木

　　　　

費

　　　　　　　　　　

1 171　　　　　　　　　　　　　　454

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　　　

712

　　　　　　　　　　

1 183

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

5 226　　　　　　　　　3 339

（注）一部事務組合分を含む。

その２

　

出資金現在高の状況

　

区

　　　　　　　　　　

昭和35年度末

　　　

昭和36年度出資額

　　　　　

昭和36

　　　　　　　　

分

　

|

現在高（Ａ）都道府県|市町村|

　　

計

　　

|

都道府県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
公社等に対するもの

　　　　

4 951　圃.θ　　982　　1 249　　2 231　　　　－

　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　　

1 537　j.∂　　　　5　　　99　　　　104　　　　－

　

観光交通関係

　　　

2 099　7,∂　　529　　683　　1 212　　　－

　

開

　

発

　

関

　

係

　　　　　

468

　

j.7

　　　

158

　　　

93

　　　

251

　　　　　

－

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

847

　　

J.7

　　　

290 374　　　　664　　　　　－

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　

22 609　砲.∂　　4 244　　2 090　　　6 334　　　　129

　

商

　

工

　

関

　

係

　　　　

4 749　爪2　　699　　　341　　　1040　　　　85

　

農林水産関係

　　　

2 165　7丿　1 999　　184　　2 183　　　30

　

電

　

力

　

関

　

係

　　　

10 208　立∂　　535　　184　　　719　　　　－

　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　　　

470

　

j.7

　　　

15

　　　

18

　　　　

33

　　　　

－

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

5017

　

掻2

　　

9?こ

　　

1 363　　　2 359　　　　14

合

　　　　　　　　

言十

　　　　

27 560 100. 0　　5 226　　3 339　　　8 515　　　　129

（注）一部事務組合を合む。
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出

　　

資 金

　　

の 状

　　

況

－307－

(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　

年度回収額

　　　　　　

昭和36年度末現在高

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

市醐|お

|

回鯛市回|

　

計（Ｂ）

　　

|

泉?皆
）
|

『c)/(a)xioo|M ^

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

689

　　　

689

　　

4 683　　1 810　　　6 493　忍∂　　　1 542　　　お.J　100. 1

　　　　

－

　　　　

－

　　

1 028　　　613　　　　1 641　　4.∂　　　　104　　　　∂.a　　6』

　　　

581

　　　

581

　　

2 441　　　289　　　2 730　7.∂　　　　631　　　30. 1　611.5

　　　　

－

　　　　

－

　　　

558

　　　

161

　　　　

719

　

2.J

　　　　

251

　　　

53.6

　

817.6

　　　

108

　　　

108

　　　

656

　　　

747

　　　　

1 403　4.7　　　　556　　　∂J.∂　　２４.∂

　　　

905

　　

1 034　14 258　13 651　　　27 909　81.1　　　6300　　　27.∂　　7∂.2

　　　

109

　　　

194

　　

3 732　　1 863　　　5 595　16.3　　　　846　　　17.8　　Ｊ.∂

　　　　

12

　　　

42

　　

3 676　　　630　　　4 306　12.5　　　2 141　　　∂S.∂　　15. 1

　　　　

48

　　　

48

　　

3 077　　7 802　　　10 879　31. ∂　　　　671　　　　∂.∂　　24.7

　　　　

－

　　　　

－

　　　

180

　　　

323

　　　　

503

　　

1.5

　　　　

33

　　　　

7.θ

　　

7.∂

　　　

736

　　　

750

　　

3 593　　3 033　　　6 626　j∂.2　　　1 609　　　3S.1　　12.2

　　

1 594　　1 723　18 941　15 461　　　34 402 100. 0　　　6 842　　　24.8　　25.6

年

　　　　　　

度

　　　　　　

．

　

≫

和

　　

35

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

|

　　　　　　　　

3 397　　　　　　39.7　　　　　　　　　　1 287　　　　　　22.3

　　　　　　　　

1 261　　　　　　　14.7　　　　　　　　　　1008　　　　　　77.5

　　　　　　　　

2 136　　　　　　2j. θ　　　　　　　　　　　279　　　　　　　4.∂

　　　　　　　　

1 528　　　　　　　17.8　　　　　　　　　　　902　　　　　　jj.∂

　　　　　　　　　

120

　　　　　　　

7.4

　　　　　　　　　　

1031

　　　　　　　

77.∂

　　　　　　　　　

1 625　　　　　　　j∂.θ　　　　　　　　　　　784　　　　　　13.6

　　　　　　　　　

1 895　　　　　　22. 7　　　　　　　　　　1 764　　　　　　50.6

　　　　　　　　　

8 565　　　　　　100. 0　　　　　　　　　　5 768　　　　　　100. 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－



その1‥目的別貸付金の状況

区

そ
業
商
そ

　

産

　
　

そ

　

合

分

計

（注）一部事務組合分を含む。

その２

　

貸付金現在高

都

第U2表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

昭
一
道

３
４
２
ら
８
１

１

　
　
　

４
４

７
３

　

＼
Ｄ

　

１

　

７

和

一
府 県

36

C
5
K
>
O
C
＾
Ｏ
ｏ
＼
+
|
>
!
ｊ
Ｈ
Ｏ
ｌ
Ｃ
ｏ

　

ｊ

　
　
　

召
Ｊ

　

ｊ

100.

　　　　　　　　　　

昭和35年度末

　　　　

昭和36年度貸付額

　　

ｇ

　　　

ｊ

　

ｌ

ｍ在あ（人）

し

皿帽市田丁り

　　

＋

　

｜｜

｜

　

転貸債にかかるもの

　　　　

30 633　　42.8　　　　2 308　　　　21ら2　　　　りﾌ０

　

預託金にかかるもの

　　　　　

3 188 4.4　　　35う32　　　　7 235　　　42 817

　　

商

　

工

　

関

　

係

　　　　

2 358　　3.J　　　29 510　　　5 914　　　35 424

　　

農林水産関係

　　　　

329

　　

θ.j

　　　

3 635　　　　668　　　4 303

　　

社会及び労働施設関係

　　　　　　

452

　　　

∂.∂

　　　　

り19

　　　　　

375

　　　　

2 094

　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　　　　

15

　　　

∂.θ

　　　　　

278

　　　　　

93

　　　　　

371

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

34

　　　

∂.∂

　　　　　

440

　　　　　

185

　　　　　

625

　

預託金以外のもの

　　　　

37807

　　

52.8　　　38 432　　　61ら　　　44 538

　　

公社等に対するもの

　　　　

3 024　　11.2　　　　7 774　　　　1 781　　　　o 555

　　　

住

　

宅

　

関

　

係

　　　　

6 504　　9バ　　　　3 338　　　　627　　　　3 ％5

　　　

観光、交通関係

　　　　　

299

　　

∂.ざ

　　　　

200

　　　　　　

2

　　　　　

202

　　　

開

　

発

　

関

　

係

　　　　

i 019　　7.4　　　3 803　　　　210　　　　4 018

　　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

202

　　

∂.3

　　　　

428

　　　　

942

　　　　

ロフ0

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

29 733　　社∂　　　30 658　　　4 325　　　34 983

　

合

　　　　　

計

　　　　

71628

　

100.0

　　　

76 322　　　15 503　　　91825

（注）一部事務組合を含む。

308－

教

　　　

育

　　　

費
社会及び労働施設費

　　

住

　　

宅

　　

費

　　

労

　　

働

　　

費

　　

そ

　　

の

　　

他
産

　

業

　

経

　

済

　

費

　　

商

　

工

　

業

　

費

　　

そ

　　

の

　　

他
そ

　　　

の

　　　

他

１

　　　　　　　　　　　　　　

゛

　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

．．１

｜

-

一

一

－

｜

－

－



貸

　

付

　

金

　

の

　

状

　

況
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(単位

　

百万円)

(単位 百万円）

　　　

昭和36年度回収額

　　　　　　

昭和36年度末現在高

　　　　　　

比

　　　　

較

都道府県|市町村|

　

十

　

し

道府県|市町村|

　　

十

　

(Ｂ)

　

k

)

薦

)(

悶

/(a)x 100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　

601

　　

671

　　

1 272　18 326　15 505　33 831　　討.7　　3 198　　　扨.4

　　

32 528　　7 128　39 656　　5 977　　　372　　6 349　　　∂.j　　　3 161　　　　99.2

　　

26 712　　5 853　32 565　　4 994　　　223　　5 217　　　j. J　　　2 359　　　121.2

　　　

3414

　　　

653

　　

4 067　　　509　　　56　　　565　　　θ.∂　　　　236　　　　71.7

　　　

1 719　　　358　　2 077　　　439　　　30　　　469　　　θ.j　　　　17　　　　J.S

　　　　

243

　　　

87

　　　

330

　　　

35

　　　

21

　　　

56

　　　

θ.j

　　　　

41

　　　

273.3

　　　　

440

　　　

J77

　　　

617

　　　　

－

　　　

42

　　　

42

　　　

θ.θ

　　　　　

8

　　　　

23.5

　　

19 913　　5008　24 921　52 908　　4 516　57 424　　38.8　　19617　　　　SI. 9

　　　

2 612　　1 747　　4 359　12 765　　　455　13 220　　13.5　　　5 196　　　　∂ざ.S

　　　

1075

　　　

600

　　

I 675　　8 550　　　244　　8 794　　　∂.∂　　　2 290　　　　3S.2

　　　　

200

　　　　

1

　　　

201

　　　

300

　　　　

0

　　

.300

　　　

θ.j

　　　　　

l

　　　　

3.3

　　　

1 301　　　208　　1 509　　3 523　　　　5　　3 528　　　J.∂　　　2 509　　　24∂.2

　　　　　

36

　　　

938

　　　

974

　　　

392

　　　

206

　　　

598

　　　

θ.∂

　　　　

396

　　　

j∂∂.θ

　　

17 301　　3 261　20 562　40 143　　4 061　44 204　　45.3　　14 421　　　　48.4

　　

53 042　12 807　65 849　77 211　20 393　97 604　　100. 0　　25 976　　　　36. 3

-

　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｌ

　　

昭和35年度純計額

　　

市

　　　

町

　　　

村

　　

１

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

_

　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

506

　　　

J.2

　　　　　　　

1 214　　　7.J　　　　　　　　933　　　j.∂

　　　　　　

2 082　　13.3　　　　　　　14 959　　16.3　　　　　　　10890　　18. 5

　　　　　　

105

　　　

7.j

　　　　　　　

5 324　　　j.S　　　　　　　2 978　　　j. j

　　　　　　　

317

　　　

2.θ

　　　　　　　

2 543　　　2.8　　　　　　　1 055　　　1.8

　　　　　　　

650

　　　

4.2

　　　　　　　

7 092　　　7 7　　　　　　　6 857　　11.6

　　　　　　

9 191　　58. ∂　　　　　　　58010　　∂J.2　　　　　　　38 434　　65.2

　　　　　　

7 678　　49.0　　　　　　　49 387　　S3. 8　　　　　　　31 579　　53. 6

　　　　　　

1 513　　　∂.∂　　　　　　　8623　　　∂.4　　　　　　　6 855　　11.6

　　　　　　

3 905　　24.∂　　　　　　　に642　　j∂.2　　　　　　　8 690　　14.7

　　　　　　

15 684　　100. 0　　　　　　　91825　　100.0　　　　　　　58 947　100. 0



その１

　

性質別内訳

第113表

　

昭

　

和

　

36年度

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和35年度

　

区

　　　　

分

　　

し

・府叫市町おト

　

十額

に

　

十ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

％
通常債元利償還金

　　

68 572　89.8　42 121 S＆∂　□0693　8∂.∂　91 542　91.6

　

元

　　　　　

金

　　

42 994　56.3　25 328　S3. 5　68 322　55.5　52 772　j2. J

　

利

　　　　　

子

　　　

25 578 33.5　　16793　35.4　42 371 34.3　　38770 38.6
借替債元利償還金

　　　　

513

　

∂.7

　　

107

　

θ.2

　　

620

　

θ.J

　　

697

　

θ.7

繰上價還元利價還金

　　　

5 261　　∂.∂　　556　j.2　　5817　ざ.7　　2 076　2.j
転貸債元利償還金

　　　

1700

　

2.2

　　

1 508　J.2　　3 094　2.j　　2 773　2. 7
一時借入金利子

　　　

307

　

θ.4

　

3 072　∂.j　3 379　2.7　3 403　J.4

　

合

　　　

計

　　　

76 353 100.0　47 364 100.0 123 603 100. 0 100 491 100.0

第114表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

36

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　

し

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

総

　　

額（Ａ）

普

　　　

通

　　　

偵

　　　　　　　

18475　　　　　　13578　　　　　32o53

　　

教

　　

育

　　

偵

　　　　　　　

1400

　　　　　　

6213

　　　　　

7613

　　

警

　　　

察

　　　

債

　　　　　　　　　　

57

　　　　　　　　　

360

　　

消

　　　　　　　

債

　　　　　　　　　

4

　　　　　　　

278

　　　　　　

282

－310－



公

　

債

　

費

　

の

　

状

　

況

　

その２

　

財源内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　

昭和3,5年度

区

　　　　

分

　　

ﾄ

回府（市む帽４

　

十額

に

　

十

　

額

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

　　　　　　

％

国庫支出金

　　　

301

　

∂.4

　　

718

　

l.S

　

l c19　∂.s　1 166　7リ

使用料、手数料

　　　　

６６１

　　

θ.∂

　　　

17

　

θ.∂

　　

678

　

θ.∂

　　

2291

1

　

2.J

その他特定財源

　　　　

6 066　7.∂　　4 850　扨.3　10 802　日.7　　5800　5.8

一般財源等

　　

69 325　卯.S　41 779　銘.2 111 104　甜.∂　91 234　卯.S

　

合

　　　

計

　　　

76 353 100. 0　47 364 100. 0 123 603 100. 0 100 491 100. 0

地

　

方

　

債

　

償

　

還

　

額

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

昭和35年度総額

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

(Ｂ)

　　　　　　

ﾄ

Ａ)

遭

)(ｃ

馴

(C)/(B)xic

引

　

四回皿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　

22 546　　　　　　　　9 507　　　　　　　　　42. ２　　　　　　　ＡＪ∂.∂

　　　　　　　　　　

4 269　　　　　　　　3 344　　　　　　　　　7＆31　　　　　　　“ 31.4

　　　　　　　　　　　　

57

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

3.3

　　　　　　　

“ 35.2

　　　　　　　　　　　

205

　　　　　　　　　　

77

　　　　　　　　　

37.6

　　　　　　　

△7∂.θ

　　　　　　　　　　　

683

　　　　　　　　　

129

　　　　　　　　　

7∂.∂

　　　　　　　

" 46.∂

　　　　　　　　　　

9 362　　　　　　　　2 564　　　　　　　　　27. 4　　　　　　　° 2J.∂

　　　　　　　　　　

3 191　　　　　　　　　926　　　　　　　　　29.0　　　　　　　゜２＆j

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

3913

　　　　　　　　

1 907　　　　　　　　　48. 7　　　　　　　　°3∂.4

　　　　　　　　　　　

866

　　　　　　　　　

537

　　　　　　　　　

62.0

　　　　　　　

゜74.∂

　　　　　　　　　　

9 571　　　　　　　　14 639　　　　　　　　153. θ　　　　　　　゜∂.2

　　　　　　　　　　

7 534　　　　　　　　1 1 015　　　　　　　　j4∂.２　　　　　　　　　U. 1

　　　　　　　　　　　

694

　　　　　　　　

1 576　　　　　　　　227.]1　　　　　　　°４:3 i

　　　　　　　　　　　

262

　　　　　　　　　

582

　　　　　　　　

222. 1　　　　　　　　乙7＆∂

　　　　　　　　　　

1081

　　　　　　　　　

1 466　　　　　　　　135. 6X　　　　　　　° ２４　6

　　　　　　　　　　

8 976　　　　　　　　2 337　　　　　　　　　26.0　　　　　　　゜32. 1

　　　　　　　　　　　

679

　　　　　　　　　

174

　　　　　　　　　

25.6

　　　　　　　　

乙25.2

　　　　　　　　　　

1007

　　　　　　　　　

227

　　　　　　　　　

22.5

　　　　　　　　

乙Jj.∂

　　　　　　　　　　

6213

　　　　　　　　

1 441　　　　　　　　　幻.郎

　　　　　　　　　　　　

91

　　　　　　　　　

777

　　　　　　　

853. 8＼＼　　　　　　・ 17.0

　　　　　　　　　　　

９８６

　　　　　　　　

° 282　　　　　　　　■^ 28. 8 i

　　　　　　　　　　　

636

　　　　　　　　

°口2

　　　　　　　

△17.6

　　　　　　　

ム68.8

　　　　　　　　　　

3 390　　　　　　　　　820　　　　　　　　　24.2　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　　　

1 622　　　　　　　　1 955　　　　　　　　720.5　　　　　　　　　　一

　　　　　　　　　

46 741　　　　　　　29 146　　　　　　　　62. 4　　　　　　　乙19.5

311－



その１

　

日的別内訳

第115表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　

末

　　

区

　　　　　　　

分

　　

臨

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

町

　　

村

　

｜

　

総

　　

額（Ａ）

　

普

　　　

通

　　　

債

　　　　　　

200 907　　　　　221 123　　　　422 030

　　　

教

　　

育

　　　

債

　　　　　　　

17 866　　　　　1に148　　　　135014

　　　

警

　　

察

　　

債

　　　　　　　　

944

　　　　　　　　

5

　　　　　　

949

　　　

消

　　　

防

　　

債

　　　　　　　　

25

　　　　　　　　　　

868

　　　　　　　

893

　　　

保健衛

　

生債

　　　　　　　

2 903　　　　　　10008　　　　　129ロ

　　　

土

　　

木

　　

債

　　　　　　

121 284　　　　　37 430　　　　158 714

　　　

産業

　

経済債

　　　　　　

23 057　　　　　　5 176　　　　　33 233

　　　

公有林整備事業債

　　　　　　　　　

94

　　　　　　

2 141　　　　　2 235

　　　

社会及び労働施設債

　　　　　　　

23291

　　　　　　

29 220　　　　　52 511

　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　

6 443　　　　　　　19 127　　　　　　25 570

災

　

害

　

復

　

旧

　

債

　　　　　　

12つ382

　　　　　

50 401　　　　170 783

　　

土

　　　　　　

木

　　　　　　

ロ1 209　　　　　19 550　　　　130 759

　　

農林水産（農地を除く）

　　　　　　　　　　

2 300　　　　　　　　II 330　　　　　　13 630

　　

農

　　　　　　　

地

　　　　　　　　

863

　　　　　　

4 161　　　　　　5 024

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　

6010

　　　　　　

15 360　　　　　21 370

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　

24 147　　　　　　26 882　　　　　51 029

　　

戦

　

災

　

復

　

旧

　

債

　　　　　　　　

1 910　　　　　　3 549　　　　　　5 459

　　

転

　　　

貸

　　　

債

　　　　　　　

13 313　　　　　　　16 043 34 361

　　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

　　　　　　　

2 265　　　　　　4 503　　　　　6 76a

　　

歳入欠かん債

　　　　　　

に）12

　　　　　

2 034　　　　3 046

　　

退職手当債

　　　　　　

647

　　　　　　　　

748

　　　　　　　　

1 39S

借

　　　　

替

　　　

債

　　　　　　　　

8B6

　　　　　　　

120

　　　　　

1006

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　　　　

らﾌ501

　　　　　　　

4 806　　　　　　　72307

枠

　　　　

外

　　　

債

　　　　　　　

5 720　　　　　　14 778 20 493

　

j

　　　　　　　

剖･

　　　　　　　　

419 543　　　　　　318 110　　　　　737 653
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地方債現在高の状況

(単位

　

百万円)

昭和35年度末

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

゛゛(゛

ﾄ

Ａ)一

泡

)(Ｃ

馴灸

)Ｚ(
管

)
ポ

　

前年度増減率

　　　　　　　

379 202　　　　　　　　　　42 828　　　　　　　　　jjy1　　　　　　　　　7で1

　　　　　　　

115 808 19 206　　　　　　　　　　　16.6　　　　　　　　　　　扨.∂

　　　　　　　　　

988

　　　　　　　　　

°

　

39

　　　　　　　　

乙

　

J.∂

　　　　　　　　　　　

J3

　　　　　　　　

1 031　　　　　　　　　°138　　　　　　　乙13.4　　　　　　　△13.9

　　　　　　　　

9 548 3 363 35.2　　　　　　　　　　　四.7

　　　　　　　

143 287 15 427 刀.召　　　　　　　　　　　∂.7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙

　　　　　　　

34 435　　　　　　　　△1 202　　　　　　　　　3.S　　　　　　　△　7∂

　　　　　　　　

1 470　　　　　　　　　　　765　　　　　　　　　　　52.0　　　　　　　　　　104.3

　　　　　　　

52 177 334　　　　　　　　　θ.∂　　　　　　　△　7.2

　　　　　　　

20 458　　　　　　　　　　5 112 25.0　　　　　　　　　　　15.2

　　　　　　　

165 597 5 186 3.j　　　　　　　　　　　10.2

　　　　　　　

126 209 4 550　　　　　　　　　　　3.∂　　　　　　　　　　　jjθ

　　　　　　　

13 523 107　　　　　　　　　　　θ.∂　　　　　　　　　　　9.∂

　　　　　　　　

4 984 40　　　　　　　　　　　θ.8　　　　　　　　　　　7＆7

　　　　　　　

20 881　　　　　　　　　　　489　　　　　　　　　　　2.3　　　　　　　　　　　貳2

　　　　　　　

56 968　　　　　　　　△5 939　　　　　　　乙jﾛ.４　　　　　　　△　∂.4

　　　　　　　　

6312

　　　　　　　

△

　

853

　　　　　　　

乙jJ.j

　　　　　　　

△H

　　　　　　　

31 157　　　　　　　　　3 204　　　　　　　　　　10.3　　　　　　　　　　　jj∂

　　　　　　　

14 408　　　　　　　　°7 640　　　　　　　°jJ.び　　　　　　　a 34.2

　　　　　　　　

3 254　　　　　　　　△　208　　　　　　　乙　∂.4　　　　　　　　　　　17.6

　　　　　　　　

1 837　　　　　　　　° 442　　　　　　　・24.　1＼　　　　　　゛ 18　fi

　　　　　　　　

1 530　　　　　　　　△　524　　　　　　　° 34.2　　　　　　　△29.6

　　　　　　　

75500

　　　　　　　　

△3 193　　　　　　　△　４.２　　　　　　　°θ4

　　　　　　　

18 496　　　　　　　　2 002　　　　　　　　　　　10.8　　　　　　　　　　38.0

　　　　　　

697 293　　　　　　　40 360 5.8　　　　　　　　　　6.6
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その２

　

利率別内訳

第115表

　

昭

　

和，36

　

年

　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　

｜

　　　　　

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

６

　

分

　

３

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　　　　

257 994　　　　　∂7.j

6

　

分

　

５

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　　　　　

128 769　　　　　昶．７

７

　

分

　

６

　

厘

　

以

　

下

　　　　　　　　　　　　　

26 742　　　　　　∂.ざ

８

　　

分

　　　

未

　　　

満

　　　　　　　　　　　　　　　　

3 960　　　　　　　0.9

8

　　

分

　　　

以

　　　

上

　　　　　　　　　　　　　　　　

2 078　　　　　　　∂.j

9

　　

分

　　　

以

　　　

上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

419 543　　　　　100. 0

その３

　

借入先別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

36

　　　

年

　

区

　　　　　　　

分

　　　

|

都

　

道

　

府

　

県

　

｜

　

市

　　

田こr

　　

せ

政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　　　　　　　　

318 570　　　　　　　　　278 845

　　

資金運用部

　　　　　　　

169 336 161 051

　　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　　　　　　　　

126 748　　　　　　　　　Q6 412

　　

雖催物責白

　　　　　

21 326　　　　　　　　　　19077

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　　　

1 160　　　　　　　　　　2 305

公営企業金融公庫

　　　　　　　　　　

388

　　　　　　　　　　　　　　

169

市

　　

中

　　

銀

　　

行

　　　　　　　　　　

i8 515　　　　　　　　　16 922

保険会社その他金融機関

　　　　　　　　　　　　

1 324　　　　　　　　　　5 757

交

　　

付

　　

公

　　

債

　　　　　　　　　　　　

67 501　　　　　　　　　　　4 806

市

　

場

　

公

　

募

　

債

　　　　　　　　　　　　　　

II 040　　　　　　　　　　　　　6595

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　　　　　

2 205　　　　　　　　　　　　　5016

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

419 543　　　　　　　　318 110

－314－



地方債現在高の状況（つづき）
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(単位

　

百万円)

(単位

　

百万円)

　　

度

　　　　

末

　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

総

　　　

額（Ａ）

　　

ﾄ

fP35flHg末劈

］

毀

）一

潜
）（

剽四則偏諜

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

597 415　　∂j.∂　　　550 653　　79.0　　　46 762　115.9　　8 5　　∂.∂

　　　

330 387　　44. ∂　　　309 262　　4!Z.4　　　21 125　　52.3　　　∂.∂　　　∂.J

　　　

223 160　　30.3　　　204 541　　2∂.J　　　18619　　4∂.２　　∂.j　　　∂.2

　　　　

40 403　　　5.5　　　　34 074　　　j.∂　　　　6 329　　7j. 7　　jS.∂　　19.7

　　　　　

3 465　　　∂.4　　　　2 776　　　∂.4　　　　　689　　　j.７　　24.8　　　＆j

　　　　　　

557

　　　

∂.7

　　　　　

475

　　　

θ.j

　　　　　

82

　　　

θ.j

　　

17.3

　　　

∂.4

　　　　

35 437　　　4.S　　　　40 918　　　j.∂　　゜5 481　° 13. S　^ 13.4　こ13.6

　　　　　

7 081　　　j.θ　　　　6 553　　　∂.∂　　　　　528　　　7.J　　　∂.j　ふ　＆J

　　　　

72 307　　　∂.∂　　　　75500　　10. 8　　△　3 193　° 7.∂　△　4.2　°θ.4

　　　　

17 635　　　2.4　　　　15 906　　　2.J　　　　I 729　　　4.3　　7θ.∂　　　∂.J

　　　　　

7 221　　　∂.∂　　　　7 288　　　7.θ　　゜　　67　°θ.２　乙　∂.∂　　24.7

　　　

737 653　　100.0　　　697 293　　100. 0　　　40 360　　100.0　　　5.8　　6､6

市

　　　　　　

町

　　　　　

村

　　　

｜

　　　

総

　　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　

219 368　　　　　69.0　　　　　　　　　　477 362　　　　　64.7

　　　　　　　　　　　　

66 911　　　　　21.0　　　　　　　　　　195 680　　　　　2∂.j

　　　　　　　　　　　　

22 469　　　　　　7. j　　　　　　　　　　49 211　　　　　　∂.7

　　　　　　　　　　　　　

4 116　　　　　　7.J　　　　　　　　　　　8 076　　　　　　7.7

　　　　　　　　　　　　　

4 743　　　　　　7. j　　　　　　　　　　　6 821　　　　　　θ.∂

　　　　　　　　　　　　　　

503

　　　　　　

∂.J

　　　　　　　　　　　　

503

　　　　　　

∂.j

　　　　　　　　　　　

318 110　　　　　100. ０　　　　　　　　　　７３７ 653　　　　　100. 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜



第116表

　

地

　

方

　

債

　

現

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　　

・

　

心ﾐ

　

あ
ト

　

ｔ昨甘到竺回祗

昭

　

和

　

31

　

ソ

　　

575700

　　　　　　

－

　　　　　　　

竺

　　

詰

　　　

32

　　　　　

！

　　　　　　　

599 481　　　　　　－　　　　　４.1×　　　　４４.6

　

二

．
√

　　

二:

　

ニ

　

プ

　

フ

　　　

35

　　　　　　

1

　　　　　

697 294　　　　　116　　　　　∂.∂3∂.1

　　　

36

　　　　　

1

　　　　　　　

737 653　　　　　123　　　　　5.8　　　　30.8

第117表

　

庁

　

舎

　

お

　

よ

　

び

　　　　　　

鋤

白

木九)

ﾚ
木Ｕ尚にol(言゛

　

本

　　　

庁

　　　

舎

　　　　

5 829　　　2887　　　2942　　　四.j　　　四.3

白詐轟扉張所ヽ

　　　

8017

　　　

5 527　　　2490　　　銘.∂　　　如.４

舎

　

フヽｏブ

　

二才

　

二

　

二

　

二7

　

二

りここに二

　

二

　

二

　

ｽｽﾞ

　

二

　

二

八で肖Ｔ

　

⊃

　

，

::

　

ﾑﾑｽ

　

二

　

二

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

19 876　　13 450　　　6426　　　67.7　　　100.0
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在

　

高

　

の

　

推

　

移

(単位

　

百万円)

　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

訳

　　　

交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　　　　　　

交

　

付

　

公

　

債

　

以

　

外

‥聯袖到質問い斤目聯雛:拶

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％I

　　　　

42 526　　　　－　　　　－　　J.∂　　　　533 174　　　－　　　－　　44.2

　　　　

50 552　　　　－　　jS.∂　　J.S　　　　548 929　　　－　　J.θ　　40.8

　　　　

61 014　　　　－　　20.7　　4.j　　　　558 855　　　｀　　　j.∂　　37. 1

　　　　

51 414　　　100　　　　－　　　　－　　　　547156　　　100　　　一　　　一

　　　　

75 906　　　150　　24.4　　４.j　　　　576 597　　　106　　J.2　　34.3

　　　　

75 499　　　147　△　θ.j　　3.∂　　　　621 795　　　H4　　7.S　　52.3

　　　　

72 307　　　141　° ４.2　　3.o＼　　　　665 346　　　122　　7. ∂　　27.8

公

　

舎

　

の

　

状

　

況

- 317 ―

昭和36年度末現在（単位1,000m2）

　　　　　　　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　　　

内

　　　

訳

　　　

比

　　　　

率

　

|

　　　　　

内

　　

訳

　　

比

　　　　

率

　

Ｉ

自でこ

木

(

諺

ﾄ

幣

仁

3)X 100阻゜構兼ﾂﾞ木(語ﾄ僣(白)づ謳昆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

1 197　　231　　966　　　j∂.3　　11.2　　4 632　2 656　1 976　　j7. J　　50.4:

　　　

5 852　3 795　2 057　　　64. 3　　54.7　　2 165　1 732　433　　80.0　　2J.∂

　　　

1380

　　

819

　　

561

　　　

J∂.J

　　

j2.∂

　　　

393

　

243

　　

150

　　

61.8

　　　

4.3

　　　

巳与こQ

　

4 845　3 584　　　j7. j　　7＆∂　　7 19C　4 631　2 559　　64.4　　78.3

　　　

1 136　1 022　　H4　　　∂∂.∂　　jθ.∂　　　482　452　　30　　∂J.8　　　j.2

　　　　

274

　　

270

　　　

4

　　　

98.6

　　

2.∂

　　

1 452　1 430　　22　　98.5　　15.8

　　　　

ら54

　　

743

　　

1H

　　　

87.0

　　

S.θ

　　　

59

　　

57

　　　

2

　　

∂∂.∂

　　　

θ.7

　　　

2 264　2 035　　229　　　S∂.∂　　21.2　　1 993　1 939　　54　　97.3　　21.7

　　

10 693　6 880　3 813　　64. 3　100.0　9 183 6 570 2613　71.5　100.0



その１

　

総 括

第118表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　

区

　　

ｊ

　

ｏ

１・４

　

半

　

期

　　

丿

　　

第

　

２・４

　

半

　

期

　　

歳

　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　　

468 500　　　　　　　　　464 115

　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　　　　

189 600　　　　　　　　　209 147
ほ

　

紫詣税および地

　　　　　　　　　　

173 072　　　　　　　　　　106 021

　　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　　

57 168　　　　　　　　　88 485

　　　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　　　　　　

48 660　　　　　　　　　60 462

　　

歳計金貸付金回収金およ

　　　　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　　　　　

゛
入

　

び他会計繰出金返還金

　　　　　　　　　　

９

　

４

　　　　　　　　　　

こ)２２０

　　

一時借入金借入額

　　　　　　　　

42 044　　　　　　　　28 126

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

520 078　　　　　　　　497 461

　　

歳

　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　　

365 202　　　　　　　　　455 679

支

　　　

庁

　　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

62 557　　　　　　　　　59 161

　

|

　　

土

　　　

木

　　　

費

　　　　　　　　　　

22 676　　　　　　　　　63 983

　

｜

　　

教

　　　

育

　　　

費

　　　　　　　　　　

126 155　　　　　　　　　127 926

　　　

公

　　　

債

　　　

費

　　　　　　　　　　

9 431　　　　　　　　　　39 400

　

l

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　

144 383　　　　　　　　　160 209

　　

ﾀﾞ承殲生篁付金および他会

　　　　　　　　　　

16 791　　　　　　　　　　　9 239

〕

一時借入金返済額

　　　　　　　　

17 906　　　　　　　　22 840

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

399 899　　　　　　　　　487 758

　

，

　

r歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　　　　　　

皿丿

　　　　　　　　　　　

忍Ｓ

構ﾄﾞ町一時借入金借入額

　　　　　　　　　　

21.4]　　　　　　　　　　　Ｈ．４

成i入|ヽ収

　

入

　

合

　

計

　　　　　　　　　　　

扨.j

　　　　　　　　　　

jい
比プ

示釘歳

　　　　

出

　　　　　　　　　　　　

召.∂

　　　　　　　　　　　

忍７

∩(‾時借入金返済額

　　　　　　　　　　　

∂.j

　　　　　　　　　　

皿７

　　　

ヽ支

　

出

　

合

　

計

　　　　　　　　　　　

Ｕ.８＼　　　　　　　　　18.1

318 ―



資金収支の状況（一般会計）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

第３・４半期

　

|

第４・４

　

半期

|

出納整理期

|

合

　　　　

計

　　　　　　　　

616819

　　　　　　　

583 081　　　　　　　330 255　　　　　　　2 462 770

　　　　　　　　

245 745　　　　　　　209 305　　　　　　　　52 678　　　　　　　906 475

　　　　　　　　

106 891　　　　　　　　60 561　　　　　　　　　608　　　　　　　447 153

　　　　　　　　

179 676　　　　　　　180 489　　　　　　　109 749　　　　　　　615 567

　　　　　　　　　

84 507　　　　　　　132 726　　　　　　　167 220　　　　　　　493 575･

　　　　　　　　　

10200

　　　　　　　　

14 536　　　　　　　　23 524　　　　　　　　63 014

　　　　　　　　　

58 901　　　　　　　　64 526　　　　　　　　2 608　　　　　　　196 205

　　　　　　　　

685 920　　　　　　　662 143　　　　　　　356 387　　　　　　2 721 989

　　　　　　　　

695 427　　　　　　　555 615　　　　　　　368 431　　　　　　　2 440 354

　　　　　　　　　

90 696　　　　　　　　59 988　　　　　　　　15 527　　　　　　　287 929

　　　　　　　　

132 143　　　　　　　　95 147　　　　　　　130 297　　　　　　　449 246･

　　　　　　　　

204 047　　　　　　　133 732　　　　　　　　50 121　　　　　　　641 981

　　　　　　　　　

14 297　　　　　　　　62 806　　　　　　　　　757　　　　　　　126 691

　　　　　　　　

254 244　　　　　　　203 942　　　　　　　171 729　　　　　　　934 507

　　　　　　　　　

10 744　　　　　　　　14 554　　　　　　　　H 783　　　　　　　　63 1 □

　　　　　　　　　

29 568　　　　　　　　83 412　　　　　　　　42 340　　　　　　　196 066

　　　　　　　　

735 739　　　　　　　653 581　　　　　　　422 554　　　　　　2 699 531
，

　　　　　　　　　　

25.0

　　　　　　　　　

23.7

　　　　　　　　　

13.4]　　　　　　　　J00.0

　　　　　　　　　　

30.0

　　　　　　　　　

J2.∂

　　　　　　　　　

1.3

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

25.2

　　　　　　　　　

24.3

　　　　　　　　　

13. 1　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　

28. S　　　　　　　　　22.8　　　　　　　　　15. 1　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　

15. 1　　　　　　　　　42.5　　　　　　　　　21.6　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　

27.3

　　　　　　　　　

24.2

　　　　　　　　　

15.6

　　　　　　　　

100.0
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その２

　

都道府県

第118表

　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

　　

第

　

ト４

　

半

　

期’｜

　　

第

　

２・４

　

半

　

期

　　

ご歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　　

305050

　　　　　　　

278 976

　

収|

　　

地

　　

方

　　

税

　　　　　　　　

110 752　　　　　　　105 437

　　

i

　

悩誼oJ大

　　　　　

120 346　　　　　　　　　　"5 565

　　　　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　　　

46 075　　　　　　　　　-0 398

　　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

27 877　　　　　　　　　27 076

　

元質鉾聞澱註恰

　　　　　

回

　　　　　

，・

　　

ｉ一時借入金借入額

　　　　　　　　　　

4 753　　　　　　　　　　　ふ550

　　

l

　　

｀

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

313 264　　　　　　　　283 130

　　

|’歳

　　　　　　　

出

　　　　　　　　

224 361　　　　　　　　　　274 428

　　

l

　

支

i

　　

庁

　　　　　　

費

　　　　　　　　　

23 903　　　　　　　　21 782

　　　　　

土

　　

木

　　

費

　　　　　　　　　　

14 176 引161

　　

i

　　

i

　　

教

　　

育

　　

費

　　　　　　　　　　

98 518　　　　　　　　88 426

　　

く

　　

公

　　

債

　　

費

　　　　　　　　　　　

4 950　　　　　　　　　2s 167

　　

1

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

82 814 39 892

　　

！y?詰丿回E付金および他会

　　　　　　　　　　　　

4 578　　　　　　　　　　　! 373

　

町

一時借入金返済額

　　　　　　　　　　

3 357　　　　　　　　2 460

　　

｜

　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

232 796　　　　　　　　　278 261

1

　　

l

　

li歳

　　　　　

入 20. 1　　　　　　　　　　　　　j＆3

構ﾄﾞﾄ二時借入金借入額

　　　　　　　　　　

ｎ∂

　　　　　　　　　

皿４

　

成1入|収

　

入

　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　

扨.∂

　　　　　　　　　　

認.θ

　

比Ｉ

Ｉ

　

－ｊ

　　

’歳

　　　　　　　

出

　　　　　　　　　　　　

14_91　　　　　　　　　　　18 ２

　

％｜支Ｉ

　

‾ｉ

　

’,一時借入金返済額

　　　　　　　　　　　

皿Ｊ

　　　　　　　　　　

７．２

　　

１出Ｉ

　　

’

　

Ｉ支

　

出

　　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　　　　

14､９×　　　　　　　　　　　17 　9

320 ―



資金収支の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　

第３・４半期

|

第４・４半期

|
出納整理期

|

　

合

　

‘’十

　　　　　　　　　　　

385 005　　　　　　　375 570　　　　　　　06 286　　　　　　　レ弓20?37

　　　　　　　　　　　

134 520　　　　　　　116 667　　　　　　　　30 349　　　　　　　4Pﾌ丁25

　　　　　　　　　　　　

74 117　　　　　　　　41 549　　　　　　　　　106　　　　　　　こ□683

　　　　　　　　　　　

139 403　　　　　　　　138 476　　　　　　　　51 633　　　　　　　446 485

　　　　　　　　　　　　

36 965　　　　　　　　78 878　　　　　　　　?4 198　　　　　　　2らこっ94

　　　　　　　　　　　　

3 768　　　　　　　　4 476　　　　　　　　6 134　　　　　　　　13 443

　　　　　　　　　　　　

11 315　　　　　　　　14512　　　　　　　　　　－　　　　　　　　34 130

　　　　　　　　　　　

400 088　　　　　　　394 558　　　　　　　182 420　　　　　　　1 573 460

　　　　　　　　　　　

437 792　　　　　　　348 974　　　　　　　221 122　　　　　　　1 ら･ニ677

　　　　　　　　　　　　

35 196　　　　　　　　21 763　　　　　　　　4ﾌ58　　　　　　　107 402

　　　　　　　　　　　　

97 564　　　　　　　　69 800　　　　　　　　90 534　　　　　　　323 235

　　　　　　　　　　　

143 324　　　　　　　　92 930　　　　　　　　21 175　　　　　　　444 373

　　　　　　　　　　　　

9 409　　　　　　　　42 477　　　　　　　　　205　　　　　　　　80 208

　　　　　　　　　　　

152 299　　　　　　　122 004　　　　　　　104 450　　　　　　　弓削459

　　　　　　　　　　　　

2 422　　　　　　　　6050　　　　　　　　4 076　　　　　　　　18 499

　　　　　　　　　　　　

2 936　　　　　　　　22 420　　　　　　　　2 427　　　　　　　　34 100

　　　　　　　　　　　

443 150　　　　　　　377 444　　　　　　　227 625　　　　　　　1 559 276

　　　　　　　　　　　　　

2S.3

　　　　　　　　　

2i.7

　　　　　　　　　

n.6×　　　　　　　　１００ 0

　　　　　　　　　　　　　

33.2

　　　　　　　　　

42.5

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

100 ０

　　　　　　　　　　　　　

25.4

　　　　　　　　　

25. 1　　　　　　　　　11.6　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　

２∂.θ

　　　　　　　　　

23.2

　　　　　　　　　

瓦.7

　　　　　　　　

JOO.O

　　　　　　　　　　　　　　

＆∂

　　　　　　　　　

65. 8　　　　　　　　　7.J　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　

2＆４

　　　　　　　　　

24.2

　　　　　　　　　

14.6

　　　　　　　　

100.0

”

　　　

■-=

　

＝==･･=W-&･=a---■¶-

　　　

-Ua ･･=　.=.
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その ３

　

市町村

第118表

　

昭

　

和

　

36年度

　　　

区

　　

ｊ

　

）

１・４

　

日
）

２・４

　

半

　

期

　　

・歳

　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　　　　

163 450　　　　　　　　　　185 139

　　

！

　　

地

　　　

方

　　

税

　　　　　　　　　　

78 848　　　　　　　　103 710

　

叫

　

碧談誕税および地

　　　　　　　　　　　

52 726　　　　　　　　　　30 456

　　　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　　　　　　　　

11 093　　　　　　　　　17 587

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

20 783　　　　　　　　　33 386

　

八靉謬詰皿監１

　　　　

゛･

　

6 073　　　　　　　　　　　4616

　　

i一時借入金借入額

　　　　　　　　　

37 291　　　　　　　　　　24 576

1

　　

l

　

白

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

206 814　　　　　　　　　214 331

　　

歳

　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　　　

140 841　　　　　　　　　181 251

　　

｜

　　

庁

　　　　　　

費

　　　　　　　　　　

38 654　　　　　　　　　　37 379

　

支1

　　

土

　　

木

　　

費

　　　　　　　　　

8500

　　　　　　　　

17 822

　　

！

　　

教

　　

育

　　

費

　　　　　　　　　

27 637　　　　　　　　　　39 500

　　

J

　　

公

　　　

債

　　　

費

　　　　　　　　　　　

4 481　　　　　　　　　16 233

　　

！

　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　　　　　　

61 569　　　　　　　　　70 317

　

丿郎皿台尚尚会

　　　　　

12213

　　　　　　　　　　　

7 866

　　

|一時借入金返済額

　　　　　　　　　

14 049　　　　　　　　20 380

　　

し

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

167 103　　　　　　　　209 497

　　　　

歳

　　　　　　　

入

　　　　　　　　　　　

控.４

　　　　　　　　　　

皿７

　　

収
１一時借入金借入額‘

　　　　　　　　　

３.∂

　　　　　　　　　　

μ.２

　

蔑叫ａ

　

入

　

む

　

n

l

　　　　　　

18.0

　　　　　　　　　　　

18.7

　

ｻﾗ1

　　

’歳

　　　　　　　

出

　　　　　　　　　　　　

技j

　　　　　　　　　　　

j∂.4

　

％

　

支

　

一

　　

，一時借入金返済額

　　　　　　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　　

j2.∂

　　

出1支

　

出

　

合

　

計

　　　　　　　　　　　　

征∂

　　　　　　　　　　　

78.4
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資金収支の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

第3・4

　

半

　

期

　

1

　

第

　

４・４

　

半期
|

出納整理期

|

　

合

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　

231 814　　　　　　　207 511　　　　　　　　153 969　　　　　　　941 883

　　　　　　　　

111 225　　　　　　　　92 638　　　　　　　　22 329　　　　　　　403 75C

　　　　　　　　　

32 774　　　　　　　　19012　　　　　　　　　502　　　　　　　135 470

　　　　　　　　　

40 273　　　　　　　　42 013　　　　　　　　58 116　　　　　　　169 082

　　　　　　　　　

47 542　　　　　　　　53 848　　　　　　　　73 022　　　　　　　228 581

　　　　　　　　　　

6 432　　　　　　　　10060　　　　　　　　17 390　　　　　　　　44 571

　　　　　　　　　

47 586　　　　　　　　50014　　　　　　　　2 608　　　　　　　162 075

　　　　　　　　　

285 832　　　　　　　267 585　　　　　　　173 967　　　　　　1 148 529

　　　　　　　　　

257 635　　　　　　　206 641　　　　　　　　147 309　　　　　　　933 677

　　　　　　　　　

55 5C0　　　　　　　　38 225　　　　　　　　10 769　　　　　　　180 527

　　　　　　　　　

34 579　　　　　　　　25 347　　　　　　　　39 763　　　　　　　126 011

　　　　　　　　　

60 723　　　　　　　　40 802　　　　　　　　28 946　　　　　　　197 608

　　　　　　　　　　

4 888　　　　　　　　20 329　　　　　　　　　552　　　　　　　　46 483

　　　　　　　　　

101 945　　　　　　　　81 938　　　　　　　　67 279　　　　　　　383 048

　　　　　　　　　　

8 322　　　　　　　　8 504　　　　　　　　7 707　　　　　　　　44612

　　　　　　　　　

26 632　　　　　　　　60 992　　　　　　　　39 913　　　　　　　161 966

　　　　　　　　

292 589　　　　　　　276 137　　　　　　　194 929　　　　　　1 140 255

　　　　　　　　　　

24.∂

　　　　　　　　　

22.0

　　　　　　　　　

16.3

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

２∂.4

　　　　　　　　　

Jび.S

　　　　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

2貳∂

　　　　　　　　

23.3

　　　　　　　　　

15. 1　　　　　　　　100.0

　　　　　　　　　　

27.6

　　　　　　　　

22. 1　　　　　　　　　15.8　　　　　　　　200.0

　　　　　　　　　　

j∂■A.

　　　　　　　

37.7

　　　　　　　　　

24.6

　　　　　　　　

100.0

　　　　　　　　　　

25.7

　　　　　　　　

2貳2

　　　　　　　　　

j7,1　　　　　　　　100､０

－323－



第119表

　

昭和36年度純計決算額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　

入

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

純十決算額

　

｜

　　

十

　

画

　

額

　

｜

　

差

　　　

引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　

（Ｂ）

　

(A)-(B)

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　

906 475　　　　761 969　　　　144 506

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　　　

866 623　　　　　724 832　　　　　141 791

　　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　

39 852　　　　　37 137　　　　　　2715

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　

45 449　　　　　42 371　　　　　　3 078

地

　　

方

　　

交

　　

吋

　　

税

　　　　　　

40に04

　　　　　

377 292　　　　　24 412

　

小

　　　　　　　　

計

　　　　　　

1 353 623　　　　　1131 632　　　　　□1 996

国

　　

庫

　

支

　　

出，

　

金

　　　　　

580757

　　　　

497 546　　　　　83 211

　　

義務教育費国庫負担金

　　　　　　

141 768　　　　　　131846　　　　　　9 922

　　

その他の普通補助負担金

　　　　　　

129 90?　　　　　126 340　　　　　　3 568

　　

公共事業費補助負担金

　　　　　　

282 2に　　　　212490　　　　　69 723

　　

失業対策事業費補助金

　　　　　　

25飴巳

　　　　　

25 370　　　　　A　　2

　　

騎胆耀奏を爽

　　　

1 COC　　　　　　1000　　　　　　　　C

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　　

115 044　　　　　ｱﾌ000　　　　　33 O'H

繰

　　　　　

越

　　　　　

金

　　　　　　

107 692　　　　　　　　－　　　　　107 692

繰

　　　　　

入

　　　　　

金

　　　　　　　

43 113　　　　　　　　－　　　　　43 113

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

311 316　　　　156 494　　　　154 822

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　　　

2 511550　　　　1912 672　　　　　598 878

（注）

　

不交付団体における平均水準をこえる必要経費については、純計決算額では各
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と地方財政計画との比較

(単位

　

百万円)

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　

純十決算額

　

｜

　

計

　

画

　

額

　

｜

　

差

　　　

引

　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｃ）

　　　　　

（Ｄ）

　

（Ｃ）－（Ｄ）

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　　　　

832 604　　　　722 732　　　　　109 822

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　　　

478 767　　　　385 901　　　　　92 866

　

物

　　　

件

　　　　

費

　　　　　　

191 699　　　　　　　　－　　　　　　　　一

　

扶助

　

費、補助費等

　　　　　

186 678　　　　　　　－　　　　　　　－

。

出資之゛”：

　　　　

二:

　　　

。

］

　　　

二

維

　

持

　

補

　

修

　　

費

　　　　　　

44 229 51 363　　　　　A7139

≒゛U二八:

　

二

　

二

　

二

　

普通建設事業費

　　　　

623 837　　　479 931　　　　143 906

　

:ここに:こ

　　　　　　　

二

　　　　　

二

　　　　　　

二

こ

　　　　　

こ

　　　　　

こ

　　　　　　　

二

　　　　　　　　

：

　　　　　　

二

繰

　　

上

　　

充

　　

用

　　

金

　　　　　　　

8 926　　　　　　　　－ B 926

　

歳

　　

ｍ

　　

合

　　

計

　　　　　　　

2 391 080　　　　1 912 672　　　　　478 408

科目に含まれている。
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第120表

　

地方財政と国

　　　　　　　　

分配国民所得

　　

歳

　　

出

　　

総

　　

額

　　

国から地

　　　

地方から

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

方に対す

　　　

国に対す

　

’

　　　　　　　　

実

　　

数

　

1

指数

　　

国

　　

l

　

地

　　

方

　　

る支出

　　　　

る支出

　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　　

旧）

　　

（ｃ）

　　

（Ｄ）

　　　

（Ｅ）

昭和lo年度

　　　　

14 440　～　　　　2 206　　　　2 117　　　　　255　　　　　　13

　　　

j6

　　

1

　　　

35 835　－　　　　8 134　　　　3 088･　　　　I063　　　　　　23

　　　

31

　　　　　

7 627 557　－　　1 082 275　　1 206 069　　　483 814　　　　　2 286

　　　

32

　　　　　

8 285 802　－　　1 225 599　　1 342 52J　　　553 918　　　　　3 416

　　　

33

　　　　　

8 518 966　－　　1 364 001　　1 455 578　　　606 663　　　　　3 895
31～33平均

　　

8 144 108 100　　1 223 959　　1 334 725　　　526 736　　　　3 199

　　　

34

　　　　

10 037 208 123　　1 527 725　　1 623 883　　　705 381　　　　　6 287

　　　

35

　　　　

11 903 700 14∂　　1 758 637　　1 924 907　　　824 211　　　　　7 302･

　　　

36

　　　　

14 117 700 173　　2 120 003　　2 391 030　　1 028 166　　　　　9 915

（注）１各年度の分配国民所得は，経済企画庁の推計によるものである。

　　

２国の歳出額は，一般会計，交付税および譲与税配付金特別会計（昭29設定）と

　　

３地方の歳出額は，普通会計純計決算額である。

　　

４「国から地方に対する支出（Ｄ）」は地方交付税（地方分与税，地方財政平衡交

　　　

の歳出計数による｡）ならびに国庫支出金（地方の歳入計数による｡）の合算額で

　　

５「地方から国に対する支出（Ｅ）」は地方財政法第17条の２の規定による地方公

　　　

数による｡）。

第121表

　

国 民

　　

総 生

　

区

　　　　　　　

分

　　　

1

　

(A

]

　

９３４年貴

]

　

83尚罷]

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　　　　

85 190　　　　100373　　　　118217
回万こい

　

ニ

　

且

　

］

翰か贈ぬ

　

白

　

説

　

鏃

噛ニナ，二万

　

三

　

三

－326－



の財政の累年比較

(単位

　

百万円)

の純計決算額である。

付金および臨時地方財政特別交付金を含む。国の歳出計数による｡）および地方譲与税（国

ある。

共団体の負担金をいう（国の歳入のうち公共事業費負担金および地方債証券償還収入の計

産

　　

と 総

　　

支 出

(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　

対

　　

前

　　

年

　　

比

　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比

９て

り

言（Ａ）言押|ﾂｿﾞ）

ﾚ

人)
I

(B)
I

(C)
I

(・）

　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

141 177　　117. 8　　117.8　　118.6　　　82.0　　　7∂.∂　　　8び.∂　　　79.8

　　　　　

11 623　　112.8　　118.7　　118.4　　　10. 1　　　　∂.４　　　　∂.∂　　　　9.4

　　　　　

20 566　121.8　　121.2　　134.5　　　扨.∂　　　20.0　　　10.4　　　11.6

　　

△

　

1 351　　　　－　　　　－　　　　－　　△　2.j　　　　∂.8　　°θ.∂　　　△0.8

　　　　

177 015　　121.0　　116.6　　120.7　　　100.0　　　100.0　　　100.0　　　100.0

　　　　

89 201　　109.3　　in.9　　115.9　　　∂∂.j　　　54. 7　　　ぶ2.j　　　50.4

　　　　

15 899　　Jθ∂.∂　　114.∂　　118.4　　　10.3　　　　∂.4　　　　∂.2　　　　9.0

　　　　

75 420　155.ぶ　１２７.3　　134.5　　　27.3　　　35.0　　　38.2　　　42.6

　　　　

19 035　　Jj∂.2　　112.8　　104.5　　　13.0　　　72.∂　　　72.4　　　10.8

　　　　

199 555　　721. ∂　　117. 0　　121.2　　　in. 1　　　112.0　　　112.3　　　112. 7

　　　　

22 540　129.4　　120.0　　125. 1　　　J7.j　　　12.0　　　12.3　　　12. 7

　　　　

177 015　　121.0　　116.6　　120.7　　　100.0　　　100.0　　　100.0　　　100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-
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歳

　　　

出

　　　

純

　　　

計

　　　

額

　　　　

純計構成比

　　

WU回

　　　

国

　　　　

地

　　　　

方

　　

合

　　　　

計

　

（Ｆ）（Ｇ）（Ｆ）（Ｇ）（Ｈ）

--一一

　　　　

｜

　　　　

面

|

面四

|

で可万

〇）づＯがｃ）づ非計川非数

　

×100

　

×100

　

×100

　

×100

　

×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　

％

　　　

1 951　　－　　　2 104　　－　　　4 055　　－　48. 1　jj.∂　13.5　j4.∂　２＆j

　　　

7071

　　

－

　　　

3 065　　－　　10 136　　－　69. S　30.2　19.7　∂.∂　28.3

　　

598 461　　－　1 203 783　　－　1 802 244　　－　33.2　∂∂.S　7.S　15.8　23.6

　　

671 681　　－　1 339 112　　－　2010793　　－　33.4　66.6　＆j　7∂.2　24.3

　　

757 338　　－　1 451 683　　－　2 209 022　　－　34.3　∂j.7　＆∂　27.0　25.9

　　

６９７223　7θθ　1 331 526　　j∂j　2 028 749　　7∂∂　34.4　85. e　s.∂　16.3　24.9

　　

822 344　118　1 617 596　　121　2 439 940　j2∂　3Jノ　∂∂.3　S.2　j∂.j　24.3

　　

934 426　134　1 917 605　　144　2 852 031　　j47　J2.剖　∂72　7.∂　7∂.J　24.0

　

1 091 837　157　2 381 165　　771　3 473 002　　77j　Jj.41　∂∂.∂　7.7　埓.∂　24.6



第122表

　

国 民

｜

区

　　　　　　　

分

　　　

|

　

昭和33年こ

］

　

昭和34年でU

）

　

昭和35年こ

）

≒管内

　

灘

　

詣

　

示

　

在

　

庫

　

品

　

増

　

加

　　　　　　　

172

　　　　　

8 431　　　　　8 549
サ聶ダヅ

　

づ

　

辻

　

謝

　

合計（国民総支出）

　　　　　　　　

103 947　　　　　125725 146649

第123表

　

国民所得に

　　　　　　　　　　　　

分配国民所得

　　　　　　　　　

租

　　　　

税

　　　　

負

区

　　

分

丿

実

　　

額

丿

指数

!

国

　　

税

|

指

　

数

|

地方税

　

ﾚ

hi数

昭和lo年度

　　　　　　

14 440　　　－　　　　　1 202　　　　－　　　　　　635　　　　－

　　　

16

　　　

j

　　　　

35 835　　　－　　　　　4 931　　　　－　　　　　879　　　－

　　　

31

　　　　　　　

7 627 557　　　－　　　1 086 773　　　　－　　　449 924　　　－

　　　

32

　　　　　　

8 2S5 802　　　－　　　1 201 775　　　　－　　　527 190　　　－

　　　

33

　　　　　　

8 518 966　　　　－　　　1 l°08I8　　　　－　　　543 932　　　－

　

31～33平均

　　　

8 144 108　　扨∂　　　に59 789　　j卯　　　507015　　jθ∂

　　　

34

　　　

j

　　

10 037 203　　　722　　　1 372 371　　　118　　　610 937　　　j2∂

　　　

35

　　　　　　

11 903700　　　j4∂　　　1 801 467　　　ISS　　　744 236　　　j47

　　　

36

　　　

1

　　

14 117700　　　173　　　2 227 728　　　192　　　906 475　　　179。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

(注)
１

租税の限界負担率は，つぎのとおりである．

　　　　　　

2,545.703- 1.983.308　（租　　　税）－30　％

　　

35年度

　

11,903,700―10,037,208 (国民所得）‾　.1°

　　　　　

r. 3.134.203- 2,545,703 (租　　税）

　　

36年度

　

141117, 700-11,903,700 (国民所得）゜26.6%

２

　

租税の国民所得に対する弾性値は，つぎのとおりである。

　　　　　　　　

2.545,703　－1（租　税）

　　　

35年度

　

い83･308

　　　　　　　　　

= 1.53

36年度

11.903,700

10,037,208

　

3、134,203

14.

-
11.

117.

-
903,

700

-
7０0

－1（国民所得）

－１（租

　　

税）

－１（国民所得）

－328－

= 1.24
2, 545, 703　　　　｀I“　　｀'‘'



総 文 幽

(単位 億円）

　　　　　　　　　　　　　

対

　　

前

　　

年

　　

比

　　　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比

９翼万

丿

（呪川（呪川（呪夕

|

（（（（（ｃり（ｐ）

　　　　　　　　　　　　　　　

％|

　　　　

％

　　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　

％

　　　　　

S∂.201　　　J∂∂.3　　　111. 9　　　115.∂　　60. S　　54.7　　52.5　　J∂4

　　　　　

58. 142　　　172.8　　　129.7　　　136.3　　認.J　　2∂.2　　29.0　　32.8

　　　　　　

4.495

　　　

110.5

　　　

124. 1　　　131.2　　　2.J　　　2.２　　　２.3　　2j

　　　　　

40. 504　　　131.6　　　141.4　　　132.0　　jj.∂　　17.3　　2∂.∂　　22∂

　　　　　

13. 134　　4 901. 7　　　jの.4　　　153.7　　　∂.J　　　∂.7　　　5.8　　7.4

　　　　

乙

　

3. 50,5　　　58.4　　　認.j　　　　　－　　　j.∂　　　θ.∂　　　θ.j　°２.θ

　　　　　

33 j77　　　114. 5　　　117.0　　　]23. 7　　扨.3　　認.2　　認.4　　j8召

　　　　　

17. 427　　　119.0　　　115.2　　　123. 0　　扨.∂　　　∂.S　　　∂.ア　　∂.∂

　　　　　

15. 750　　　jθ∂.7　　　119.2　　　124. 3　　　∂.3　　　＆4　　　∂.7　　＆∂

　　　　　

177.015

　　　

121.0

　　　

116.6

　　

120.7

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　

100.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

対する租税負担率

うち国税

　

23.0%,　地方税　7. 1%

うち国税

　

19.3%,

　

地方税

　

7.3％

うち国税

　

1.68,

うち国税

　

1.27

地方税

　

1.17

地方税

　

1.17

(単位

　

百万円)

― 329 ―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-

　　

担

　　　

額

　　　　　　　　　　

租税負担率（％）

．

ね

（市

黒）

１

卜

゛９

卜

戒
彭

|

声1

　

1

　　

256

　　　　　

379

　　　　

1 337　　－　8.3　4.4　　7.S　2.∂　　　　12.7

　　

229

　　　　　

650

　　　　

5810

　　

－

　

13.8

　

2.J

　

θ.7

　

1.8

　　　　

拓.J

　

185 116　　　264 803　　1 536 697　　－　74. J　J.∂　２.4　3. S　　　　20.2

　

230 195　　　296 995　　1 72巳965　　－　14.5　∂.4　2.∂　3.∂　　　　２θ.∂

　

227 382　　　316　550　　1 734 750　　－　μ.θ　∂.４　２.7　J.7　　　　20.4

　

214 231　　　292 784　　1 666 804　　扨∂　14.2　∂.２　２.∂　3.∂　　　　20.5

　

263 863　　　347 074　　1 983 308　　7j∂　13.7　∂.7　2.∂　＆j　　　　19.8

　

348 948　　　395 288　　2 545 703　1S3　15. 1　∂.J　2.∂　J.4　　　　21.4

　

444 178　　　462 297　　3 134 203　　認8　15.8　6.3　3.1　　3.3　　　　22.2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　

，



第124表

　

租税収入の

　　　　　　　　　　　　　　

租

　　　　

税

　　　　

内

　　　　

訳

区

　　　

分

　　　

租税総額

　　　　　　　　　　

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　　　　　　　　

国

　

（

ﾂ

）

　

道府県税

　

｜

　

市町村税

　

｜

　

小十（Ｂ）

昭和10年度

　　　　

呪gy（ﾂ孟（ヅと（２憐

　

固烈

　　

16

　　　　　　　　

言ﾌﾑ（ガ

　

（憐（ゾム（j言

　　

。

　　

ズ漂

　

ぷ波

　

言工

　

三万ﾑ

　

三jと

　　

。

　　

づ足

　

ぷ‰

　

三gt

　

仏乱

　

ﾌﾞｽﾞﾑ

　　

。

　　

，留足

　

よ鼎

　

具弘

　

摺足

　

ﾆｽﾞﾑ

　

31~33平均

　　　

言穣

　

言工

　

三万1

　

舅足

　

畿でも

　　

。

　　

言言

　

言訟

　

四足

　

三宍と

　

ニズy

　　

。

　　　　　　

，留波

　　

謡言

　　　

四足

　　　

言上

　　　

瑠足

　　

。

　　

，苛裂

　

よ帽

　

ごＡ

　

あで万

　

ニﾌﾞﾙ

（注）「国から地方への交付額」中「地方交付税」は，国税のうち所得税，法人税およ

　

譲与税は国の歳入決算額によった。

第125表

　

地方財政の財貨

　

区

　　　　　　　

分

　　　

１

　

昭和34年度

　

｜

　

昭和35年度

　

１

　

昭和3ら年度

国幣秋消費支出

　　　　

68770

　　　

76 942　　　D 201

　

鴛

　

点

　

E｛

　

否

　　　

，謡

　　

詣ﾑ

　　

鵬万

　

在

　　

庫

　　

投

　　

資

　　　　　　

8 431　　　　　8 549　　　　　13 1j3

　

‰長呼輿森で?

　　

，言

　　

言宍

　　

〉ブ

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　

125 725　　　　　146 649　　　　　回7 015

政府Wt貨サ‾ビス購入

　　

央

　　　　　　

12 298　　　　　　14 164　　　　　　I■'427

　　

tレ1

　

姦

　

農

　　　

言

　　　

言

　　

詣

　

地
経

　　

常

　　

支

　　

京

　　　

ﾂ呂

　　

ﾜ諧

　　

1言

　　

資

　

本

　　

形

　

成

　　　　　　

4 073　　　　　5 078　　　　　6 333

　

合
経

　　

常

　　

支

　　

詰

　　　

で漂

　　

総?

　　

?回

　　

資

　

本

　

形

　

成

　　　　　　

11 153　　　　　13 401　　　　　17 278

－330－



実質的配分状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　　

国から地方への交付額

　　　　　　

地方から国

　　

実

　

質

　

的

　

分

　

配

地方交付

り

４ヨ

ヨ

ヨ巾４

ﾄ

］

へ・回額（Ａ）ﾖ（Ｃ）
ﾚじよ

）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　　　　

十（Ｄ）

　　

一巾）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

田川

　　　

口丿

　　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

255

　　　　

255

　　　　

13

　　　　　

560

　　　　　

877

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（∂7.0)

　　

（叔の

　　　　　

423

　　　　　

－

　　　　

640

　　　

1 063　　　　23　　　　3 891　　　　1 919

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

田淵

　　

（匹の

　　　

172 591　　21 777　　295 1 1 1　　489 479　　　2 286　　　599 580　　　937 1□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(38. 1)　（61-9）

　　　

195 178　　29判2　　321 422　　546 012　　　3 416　　　659 179　　1 069 786

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

田Ｊ）

　

（65.４）

　　　

212 213　　32 648　　350 214　　595 075　　　3 895　　　599 638　　1 135 02

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

{37. 2)　（６２　8）

　　　

193 327　　27 946　　322 249　　543 522　　　3 199　　　619 466　　1 047 338

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(34. 5)　（∂s.s)

　　　

246 976　　32 689　　413 608　　693 453　　　6 287　　　685 205　　1 203 103

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(37. 9)　（62. 1）

　　　

331 666　　36 218　　477 056　　844 940　　　7 302　　　963 829　　1 581 874

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(39. 1)　（60.９）

　　　

385 242　　45 253　　580 757　1 on 252　　　9 915　　1 22６ 391　　1 907 812

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

び酒税の最終予算額に対する当該年度繰入率による額におきかえたものである。また地方

サービス購入額
(単位

　

億円)

　　　

区

　　　　　　　

分

　　　

｜

　

昭和34年度

　

｜

　

昭和35年長

　

｜

　

昭和36年度

　

地方財政財貨サービス購入額

　　

普通会計

　　　　

歳

　　　

出

　　　

額

　　　　　　

16 239　　　　　19 249　　　　　23 91 1

　　　　

控

　　

除

　

項

　　

目

　　　　　　

6 422　　　　　7 753　　　　　9 743

　　　　

差引財貨サービス購入額

　　　　　　

9817

　　　　　　　

□496

　　　　　　　

14 168

　　　　　

経

　

常

　

支

　

出

　　　　　　

6 362　　　　　7 373　　　　　8 680

　　　　　

j

　　　　　　　

4 123 5 488

　　

収益会計

　　　　　　　　　　　　　　　　

191

　　　　　　　　　

215

　　　　　　　　

237

　　

事業会計

　　　　　　　　　　　　　　　　

618

　　　　　　　

955

　　　　　　　　

1 345

　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

10 626　　　　　12 666　　　　　15 750

；

　　　　

経

　　

常

　　

支

　　

出

　　　　　　　

6 553　　　　　　7 588　　　　　　8 917

　　　　

資

　

本

　　

形

　

成

　　　　　　

4 073　　　　　5 078　　　　　6 833

　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

― 331 ―



その１

　

歳

　

出

第126表

　

昭

　

和

　

37

　

年度

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

計

　

画

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　　　　　　　　　

843 389　　　　J∂.∂

　　

給

　　　　

与

　　　　

費

　　　　　　　　　　　　

802 645　　　　お.7

　　

恩給および退隠料

　　　　　　　　　　

41 344　　　　j.8

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　　

費

　　　　　　　　　　　　　　

466 134　　　　　即.4

　　

国庫補助金を伴うもの

　　　　　　　　　　　　

231 598　　　　皿２

　　

国庫補助金を伴わないもの

　　　　　　　　　　　　　

234 536　　　　　皿２

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　　　　　　　　　　　

95 312　　　　　　4.２

維

　　

持

　　

補

　　

修

　　

費

　　　　　　　　　　　　

57 368　　　　　2. j

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　　　　　　　　　　

794 430　　　　お.7

　　

直

　

轄

　

事

　

業

　

負

　

担

　

金

　　　　　　　　　　　　　　

35 255　　　　　　j. j

　　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　　　　　　　　　　

477 092　　　　　即.∂

　　　

公

　

共

　

事

　

業

　

費

　　　　　　　　　　　

432 335　　　　7S. ∂

　　　　　

普通建設事業費

　　　　　　　　　　　

343 012　　　　　jj∂

　　　　　

災害復旧事業費

　　　　　　　　　　　　

8? 323 J.∂

　　　

失業対策事業費

　　　　　　　　　　

44 757　　　　　　2．０

　　　　　

一般失業対策事業費

　　　　　　　　　　　　　　

35 975　　　　　　j.∂

　　　　　

特別失業対策事業費

　　　　　　　　　　　　　　

59臼

　　　　　　

θＪ

　　　　　

膳背節・o

　　　　　　　

2 841　　　　　　θ.j

　　

器庫補助負担金を伴わないも

　　　　　　　　　　　　　

232 033　　　　　12.3

　　　

普通建設事業費

　　　　　　　　　　

253 861　　　　皿了

　　　

災言復旧事業費

　　　　　　　　　　

23 222　　　　　　j.∂

地方交付税の不交付団体における
平均水準をこえる必要経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

27 340　　　　　1．２

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

2 285 073　　　100. 0

－332－



地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画

(単位

　

百万円)

前年度

増減率

較比

×100

昭和36年度計画額

即

　

釦

８

　

叙

C
＼
l

Ｃ
ｏ

c
v
^

Ｊ

　

２

訂

　

お

722

ｊ

o
:
)

"
-
H

r
ｏ

"
―
I

27

7j

385 901

2∂

T
~
-

T
-
-
<

･
-
-
I

C
V
J

θ

　

２

　

ｊ

　

Ｊ

ｊ

　

△

　
　
　
　

Ｊ
曾

△

188 81S

197 086

105 961

ｇ

　

加

ｊ

22

４

　

Ｊ

３

　

Ｊ

　
　
　

△

２

　

２

;;

ｊ

　

４

　

δ

　

７

　

ｊ

Ｃ
ｏ

C
M

1
-
１

90 397

62 442

ｊ

27 95E

　

4 751

　

4 32E

∂

．

ss.s

７４ 　1

37. 1△

Ｊ

　
　

４

<
＾

Ｏ
)

△■
o

'
-
^

＼
ｈ

Ｑ
)

■
＾

Ｃ
ｏ
　
　
０

<
O

O

Ｏ
ｏ

C
o

C
M

v
~
i

Ｏ

　
　
　
　
　
　
　

ｊ

　

ｊ

　
　
　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

△△

j.7

0.3

∂.j

C
Ｏ

０
~

C
O

L
Ｏ

６

　

L
Ｏ

１

　

４

　

８

　

Ｉ

　

Ｉ

　

０

　

１

　

０

　

１

５

　

２

　

２

　

８

　

４

　

８

　

６

　

４

　

３

　
　
　

６

　
　
　

３

　

３

　

２

5 971

2 388

372

ｊ

　

θ

　

θ

　

ｊ

　
　

ｏ

ｊ

　

ｊ

　
　
　
　
　
　

ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

213 791

199 361

1
4

　

２
１

1912

－333－



その２

　

歳

　

入

第126表

　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

｜

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

十

　

画

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　

930 862　　　　　如.7

　　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　

886 822　　　　銘.∂

　　　

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　

44 040　　　　　1．９

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

31 206　　　　　　7.j

　　　

入

　　

場

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　　　　　　　　　

29 956　　　　　　j. 3

　　　

特

　

別

　

と

　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　　　　　　　　　　

1 250　　　　　　　0．Ｊ

　

響戸交付税（含臨時地方特別交付

　　　　　　　　　　　　　

453 071　　　　　，20.1

　

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　　　　　　　　　　

618 585　　　　27. 7

　　　

詣賛芸戸費国庫負担金（給与

　　　　　　　　　　　　　

だり2363　　　　　　∂.7

　　　

その他の普通補助負担金

　　　　　　　　　　　　

155 954　　　　　∂.S

　　　

公共事業費補助負担金

　　　　　　　　　　　

279 863　　　　　12.2

　　　　

普通建設事業費補助負担金

　　　　　　　　　　　　　

209 656　　　　　∂.j

　　　　

災害復旧事業費補助負担金

　　　　　　　　　　　　　　

70207

　　　　　　

J.7

　　　

失業対策事業費補助負担金

　　　　　　　　　　　　　

29 205　　　　　1.3

　　　　

ご宍失業対策事業費補ｏ負

　　　　　　　　　　　　　　

23 582　　　　　　7.θ

　　　　

7jtl果失業対策事業費補助負

　　　　　　　　　　　　　　

3 350　　　　　　∂.２

　　　　

詣鴛グ訪白湊事

　　　　　　　

2 273　　　　　　∂.7

　　　

晟蔓蒋IU施設等所在市町村助

　　　　　　　　　　　　　　　

1 200　　　　　　∂.7

　

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　　　　　　　　　

87900

　　　　　　　

3.8

　

雑

　　　　　

収

　　　　　

入

　　　　　　　　　　　　

158 449　　　　　　　∂.∂

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　

2 285 073　　　　100.0

334 ―



地

　

方

　

財

　

政

　

計

　

画（つづき）

(単位

　

百万円)

前年度較比

昭和36年度計画額

増減率
×10つ

額
ぐ

減

Ｂ）

認

　

刀

印

　

お

四

万
ｔ

　

訂

肘

　

毘

2 ２
　

　

匹

扨

　

お

妬

２

　

Ｊ

７

　

Ｊ

θ
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∂.
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θ
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２

'
-
Ｖ
'
-
＼
^
r
~
i
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＜
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＜

･
O

r
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>
-
(

c
r
j

M
l

1
-
｡

Ｑ
)

＾

　
･
<
＊

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

０

　

△

８

　

１

　

６

６

　

６

Ｉ

　

Ｉ

761 9

72４ 8

△

　

１１

1621

492

△

37 137

42 371

16217

25 034

　

1 120

刀

　

お

8
0

　

２
１

　
　

１

″
｀
リ

　

７
（
χ
）

　
　
　
　
　
　

≫
-
l

20 517

29 614

c
＼
i
t
o
c
:
)
O
O
C
)
d
c
-
j

o

1
-
1

67 3?

45 21

３

　

２

C
＼
)

T
-
i

1
-
H

<
>

d

1０ざ．

７

　

７

　

１

　

６

　

２

７

　

９

　

３

　

２

　

１

３

　

４

　

１

　

１

　

２

1 955
∂

　

77

156

24.19.100.372 4011001912
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その１

　

道府県税

第127表

　

昭

　

和

　

37年度

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

|

　　

昭

　

和

　

37

　

年

　

度

　

見

　

込

　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
普

　　　　　

通

　　　　　

税

　　　　　　　　　　　

4 306　　　　　　93.3

　　

道

　　

府

　　

県

　　

民

　　

税

　　　　　　　　　　　　　

919

　　　　　　

扨.∂

　　　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　　　　　　　

26

　　　　　　　　　

∂.∂

　　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　

∂．７

　　　　

所

　　　　

得

　　　　

割

　　　　　　　　　　　　　　

50

　　　　　　　

11.1

　　　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　　　　　　　　　

376

　　　　　　　　　

＆7

　　

事

　　　　　

業

　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　

2 257　　　　　　召.∂

　　　　

個

　　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　　　　　

149

　　　　　　　

J.2

　　　　

法

　　　　　　　　　

人

　　　　　　　　　　　　　

2 108　　　　　　お.7

　　

不

　

動

　

産

　

取

　

得

　

税

　　　　　　　　　　　　　

ロ4

　　　　　　　

3.8

　　

道府県たばこ消費税

　　　　　　　　　　

343

　　　　　　　　　

7j

　　

娯

　

楽

　

施

　

設

　

利

　

用

　

税

　　　　　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　

j.7

　　

料理飲食等消費税

　　　　　　　　　　

291

　　　　　　　　　

∂.J

　　

自

　　　

動

　　

車

　　　

税

　　　　　　　　　　　　

200

　　　　　　

J.3

　　

鉱

　　　　　

区

　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

0．２

　　

狩

　　　

猟

　　　

者

　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

５

　　　　　　　

∂．７

　　

法定外普通税及び旧法税収入

　　　　　　　　　　　　　　

４

　　　　　　　

∂リ

　　

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

税

　　　　　　　　　　　　　

斜

　　　　　　　

7.2

日

　　　　　　

的

　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　

310

　　　　　　　　

6．７

　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　

4616

　　　　　　

100.0
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地方税収入見込状況
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(単位

　

億円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

昭和36年度見込額

　　

丿

　　　　　　　　　　　　　　

増減率

　　　　　　　　　　　　　　　

(Ｂ)

　　　　　

(

ｽﾞ?

－

?t

3)

額

(Ｃ)

|

(Ｃ)/
(Ｂ))(100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　

％

　　　　　　　

3 392　　　　　認.θ　　　　　　　　914　　　　M.3　　　　　27S

　　　　　　　　

550

　　　　　

IS. 1　　　　　　　　369　　　　3S. 1　　　　　67. 1

　　　　　　　　　

26

　　　　　　

∂.7

　　　　　　　　　

0

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

4

　　　　　　

θ.j

　　　　　　　　　

O

　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

216

　　　　　　

j.∂

　　　　　　　　

297

　　　　

30. 7　　　　　137 j

　　　　　　　　

304

　　　　　　

∂.4

　　　　　　　　　

72

　　　　　

7.i＼　　　　　23　7

　　　　　　　

1900

　　　　　

52. 1　　　　　　　　357　　　　36.8　　　　　18.8

　　　　　　　　

155

　　　　　　

4.2

　　　　　　　

°６

　　　　

^0.6

　　　　　

゜3.S

　　　　　　　

1 745　　　　　47.∂　　　　　　　　363　　　　37.4　　　　　2∂8

　　　　　　　　

138

　　　　　　

3.8

　　　　　　　　　

36

　　　　　

3.7

　　　　　

2∂7

　　　　　　　　

264

　　　　　　

7.2

　　　　　　　　　

79

　　　　　

＆2

　　　　　

2∂∂

　　　　　　　　　

44

　　　　　　

7.2

　　　　　　　　　

5

　　　　　

θ.j

　　　　　

41.7

　　　　　　　　

273

　　　　　　

7.5

　　　　　　　　　

旧

　　　　　

j.∂

　　　　　

∂j∂

　　　　　　　　

164

　　　　　　

4.5

　　　　　　　　　

孔

　　　　　

J.7

　　　　　

22.0

　　　　　　　　　

1

]

　　　　　

０.3

　　　　　　　　　

O

　　　　　　

θ

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

4

　　　　　　

θ.j

　　　　　　　　　

l

　　　　　

∂.7

　　　　　

25.0

　　　　　　　　　

4

　　　　　　

θ.J

　　　　　　　　　

O

　　　　　　

∂

　　　　　　　

一

　　　　　　　　　

41

　　　　　

7.j

　　　　　　　

13

　　　　

j.3

　　　　

討7

　　　　　　　　

255

　　　　　　

7.θ

　　　　　　　　　

5Ξ

　　　　　

ｊ.7

　　　　　

27.∂

　　　　　　　

3 647 100.0　　　　　　　　969　　　　100.0　　　　　26.6



その２

　

市町村税

第127表

　

昭

　

和

　

37年度

　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(Ａ)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

普

　　　　　　

通

　　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

4 562　　　　　　∂7.2

　　

市

　　

町

　　

村

　　

民

　　

税

　　　　　　　　　　　　　

1 599　　　　　　34. 1

　　　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　　　　　　　　

89

　　　　　　

j.∂

　　　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　　　　　　　　　　　

13

　　　　　　

θ.J

　　　　

所

　　　　

得

　　　　

割

　　　　　　　　　　　　　

933

　　　　　

j∂.∂

　　　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　　　　　　　　　　

564

　　　　　

12.0

　　

固

　　

定

　　

資

　　

産

　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

1 961　　　　　　41.8

　　　　

純

　

固

　

定

　

資

　

、産

　

税

　　　　　　　　　　　　　

1 818　　　　　　38､8

　　　　　　

土

　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　　　

516

　　　　　　

11.0

　　　　　　

家

　　　　　　　

屋

　　　　　　　　　　　　　　

754

　　　　　　

j∂.ヱ

　　　　　　

償

　

去り

　　

資

　

産

　　　　　　　　　　　　　　　

548

　　　　　　

11.7

　　　　

交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　　　　

2C

　　　　　　

∂.4

　　　　

納

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　　　　　　　　　　

123

　　　　　　

2.∂

　　

軽

　　

自

　　

動

　　

車

　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　

61

　　　　　　

1.3

　　

市町村たばこ消費税

　　　　　　　　　　　

458

　　　　　

∂.S

　　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　　　　　　　　

438

　　　　　　

∂.J

　　

鉱

　　　　　

産

　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　

21

　　　　　　

0．４

　　

木

　　

材

　　

引

　　

取

　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　

18

　　　　　　

∂.4

　　

貰定外普通税および旧法税収

　　　　　　　　　　　　　　　

６

　　　　　　

∂．ｊ

目

　　　　　　

的

　　　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　

131

　　　　　　　　

2.S

　　

入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

７

　　　　　

∂．２

　　

都

　　

市

　　

計

　　

画

　　

税

　　　　　　　　　　　　　　

121

　　　　　　

2.∂

　　

水利地益税、共同施設税

　　　　　　　　　　　　　　

３

　　　　　　　

－

　　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

4 693　　　　　100.0
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地方税収入見込状況（つづき）

(単位

　

億円)

一
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和
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第128表

　

昭和37年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

37

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　

分

　　

|

　

見む額㈲

　

交付団体分

　

｜不交付団体分

入場譲与税

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

地方道路譲与税

　　　　　　　　

29 956　　　　　　　29 006　　　　　　　　　950

特別とん譲与税

　　　　　　　　　

1 250　　　　　　　　　602　　　　　　　　　648

　

合

　　

計

　　　　　　　　

31 206　　　　　　29 608　　　　　　　1 598

(注j 入場譲与税は，昭和36年法律第74号［地方税法の一部を改正する法律］により昭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第129表

　

昭和37年度地方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

37

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　

|

当

　　　　

ご
）

|第１次補正

　

｜第２次補正

　

国

　　

所

　　

得

　　

税

　　　　　　

497 933　　　　　26 227　　　　　47 132

　

税

　　

法

　　

人

　　

税

　　　　　　

699 964　　　　　-27 931　　　　　35000

　

三

　　

酒

　　　　　　

税

　　　　　　

292 387　　　　　　　－　　　　　　　－

　

税

　　　　　　

計

　

（Ａ）

　　　　　

1 490 284　　　　　　54 158　　　　　　32 132

　　　　

法定繰入率％（Ｂ）

　　　　　　　　

28.9

　　　　　　

28.9

　　　　　　　

28.9

　

地

　　　　　　

（Ａ）×（Ｂ）

　　　　　　　

430 692　　　　　15 652　　　　　23 736

　

方

　

＿

　

過年度精算額

　　　　　

17 347　　　　　　　　－　　　　　　　　－

　

父

　　

法第19条第項にかか

　

付

　　

る返還金

　　　　　　　　　　　　　　　

‾

　　　　　　　　

‾

　　　　　　　　

‾

　　　　

繰

　　　　　　　

越

　　　　　　　　

9850

　　　　　　　　

－

　　　　　

・10000

　

税

　　　　　　　

計

　　

（Ｃ）

　　　　　　

457 889 15 652 13 736

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

J

　

臨

　

時

　　

法定繰入率％

　

価）

　　　　　　　　　　

つ

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

一

　

地

　

方

　　　

（Ｃ）×（Ｄ）

　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　

特

　

別

　

過年度精算額

　　　　　　

!82

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

－

　

交

　

貧

　　　　　　

十

　　　

（Ｅ）

　　　　　　　　

182

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

｜合

　　

計(C) + (E)　1　　　　　458 071　　　　15≒ 13 736
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譲与税収入見込状況
(単位

　

百万円)

　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

見込額(B)

　

交付団体分

　

｜不交付団体分

　

し

馴?
）

‰|

（
丿

（
爪‰

　　　　　

16 217　　　　　　15 712　　　　　　　505　　　　△　16217　　　　　　　　　サ

　　　　　

25 034　　　　　　23 886　　　　　　1 148　　　　　　4 922　　　　　　　19.7

　　　　　

1 120　　　　　　　272　　　　　　　848　　　　　　　130　　　　　　　11、6

　　　　　

42 371　　　　　　39 870　　　　　　2 501　　　　° 11 165　　　　　　　　－

和3席度をもって廃止された。

交付税の算定基礎

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　　　　　　

較

゛

　

終

ト

　　

引最

　　

終

じ

馴゛

　

゛

　

率

　　　　　

（ｂ）

　　　　　

（ｃ）

　　　　　

（ｄ）（ｂ）－（ｄ）（ｅ川ｅ）/（d）×100

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

％

　　　　

571 292　　　　　366 269　　　　　414 697　　　　　156 595　　　　　　　37. 8

　　　　

762 895　　　　　578 162　　　　　642 700　　　　　120 195　　　　　　　認.7

　　　　

292 387　　　　　274 248　　　　　280 248　　　　　　12 139　　　　　　　43.3

　　　

1 626 574　　　　1 218 679　　　　1 337 645　　　　　288 929　　　　　　　27. ∂

　　　　　　

28.9

　　　　　　

28.5

　　　　　　

23.5

　　　　　　　

0.4

　　　　　　　

u.o

　　　　

470080

　　　　　

347 324　　　　　381 229　　　　　　88 851　　　　　　　23.3

　　　　　

17 347　　　　　　5 632　　　　　　5 632　　　　　　11 715　　　　　　208.0

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

1

　　　　　

△

　　

1

　　　　　　

△100.0

　　　　　

9 850　　　　　　　　　　　　　　　20 679

　　

（

△

　

10000

）

　　　　　

20 679　　　　（△9850）　　　　゜10 979　　　　△　101.4

　　　

△

　　

150

　　　　　　　　　　　　　　　

10 829

　　　　

487 277　　　　　373 636　　　　　397 691　　　　　　89 586　　　　　　　22. j

　　　　　　　　

0

　　　　　　　

0.3

　　　　　　　

0.3

　　　　　

△

　

０.3

　　　　　　

企J∂∂,θ

　　　　　　　　

0

　　　　　　

3 656　　　　　　4013　　　　　°4013　　　　　　°100.0

　　　　　　　

182

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

182

　　　　　　　　

－

　　　　　　　

182

　　　　　　

3 656　　　　　　4013　　　　　△3 830　　　　　°∂J.4

　　　　

487 459|　　　　377 292|　　　　401 704|　　　　　85 755　　　　　　21.3
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第130表

　

昭

　

和

　

37年度

　　　　　　　　　　

昭和37年度当初計画

　　　　　　　

追

　

区

　　　　　　　

分

　　　　

総

　　

額

　

|

　

政府資金

　

|

　

公

　　

募

　

丿

　

総

　　

額

一

　　

般

　　

会

　　

計

　

債

　　　　　

720

　　　　　　

720

　　　　　　

－

　　　　　　

80

　

ムLLI入IE

　

Uﾐ

　

UE

　

］号

　

ずなぐ幄I

　

EU

　

Eぐ

　

］Ｔ

　

こぬ詰罰1業

　　　　　

1回

　　　　　

1言

　　　　　　

三

　　　　　　

三

でク∴≒；

　　　

1:

　　

ﾌﾟ:

　　

，

:

　　　

:

　

轄巍膳1

　

2ﾂ

　

1叉

　

1ｽ

　

］

　

ぶ／よ‰苓糞

　　　

回

　　

1こ

　　

呂§

　　　

二

公

　　

営

　

企

　　

業

　　

債

　　　　　

961

　　　　

530

　　　　

431

　　　　　

＿

　

≒《果λ1

　

｛U

　

，五万

　

ﾐﾐ

　

｝

　

ﾌﾙﾌ資ﾐ

　

回

　

Ｕ

　

ミ

　

］

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　

2 275　　　　1 604 671　　　　　　　80

ﾍﾌﾞ

　

ご

　

Ｊ

　　

で

　　　　　　

1万万

　　　　　

1:ｽ

　　　　　　

：

　　　　　　

：

　

‰

｜
姦ａぬ事子

　　

詣

　　

諮

　　

二

　　　　　

二

　

総

　　　　　　　

訓一

　　　　　　　　　

2

（樹

　　　

1779

　　　　　

（捌

　　　　

80
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目的別歳出予算の状況

性質別歳出予算の状況
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466 51 1　　　74 694　　　19. 1　　　316 210　　　373 925　　57 715　　　18. 3

（昭和37年９月末現在）（単位

　

百万円）

　　　　　　

定

　　　　

額

　　　　　　　　　　　　

収

　　　

入

　　　

済

　　　

額

昭和37年度|増減額|増減率

|

昭和36年度|昭和37年度|増減額|増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

176 426　　　37 166　　　2∂.7　　　63 625　　　77 459　　13 834　　　2j. 7

　　　　

36 917　　　　4 488　　　j3. S　　　25 799　　　28 813　　　3 014　　　11. 7

　　　　

12 036　　　　476　　　　4.j　　　　4 578　　　　4 719　　　　141　　　　J. j

　　　　

127 473　　　32 202　　　33.8　　　33 248　　　43 927　　10 679　　　32. 1

　　　　

228 002　　　18 218　　　　＆7　　　95 868　　　104 027　　　8 159　　　　＆j

　　　　

21 746　　　　3 107　　　7∂.7　　　18 472　　　21 528　　　3 056　　　j∂.j

　　　　

22 486　　　　2 036　　　10.0　　　19 864　　　21 945　　　2 081　　　10.5

　　　　

25 486　　　　2 528　　　11. θ　　　12 274　　　　14 353　　　2 079　　　16.9

　　　　

474 146　　　63 055　　　15. 3　　　210 103　　　239 312　　29 209　　　13. 9

- 349 ―



第136表昭和37年度普通

入＜

回

こ;尚こ

（注）１

　

本表は，一般算定団体分と合併算定替団体分とを単純に合計したものであ

　　　

２

　

東京都の特別区については，地方交付税法第21条（都等の特例）の規定に

　　　　

なるが財源超過団体とみなして算入した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第137表

　

昭和37年度地方

　

「7゛

《

１

言‰げゴ⊇ご

レ

度

十（人）

一

　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　　　　

311 728　　　　　　　　　14476　　　　　　　326 204

　

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　

144216

　　　　　　

17 039　　　　　　161 255

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　　

3 829　　　　　　　　413　　　　　　　4 242

　　　

市

　　　　　　　　　　　

47 482　　　　　　　丿D　　　　　　54 241

　

町

　　　　　　

村

　　　　　　　

92 9C5　　　　　　　　　9367　　　　　　　107.　７７７.

　

合

　　　　　　

計

　　　　　　　

455 944　　　　　　31 515　　　　　　437 459

（注）特別交付税には臨時地方特別交付金を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－350－



交付税の算定状況

(単位

　

百万円)

るっ

基づき，東京都分と合算した場合財源超過団体となるので，単独では財源不足団体と

交付税の交付状況
(単位

　

百万円)

　　　　　

昭

　　　

和

　　　

36

　　　

度

　　

年

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

普通交付税

　

）Ｅ対ｍｏ計[Ｅ

]

(
Å胤瓢|

(
漂

(

瓢‰

　　　　　

254 248　　　　　　13 496　　　　　267 744　　　　　58 460　　　　　　21.8

　　　　　

119 580　　　　　　14 379　　　　　133 959　　　　　27 296　　　　　　20.4

　　　　　　　

2 589　　　　　　　334　　　　　　2 922　　　　　　1 320　　　　　　45.2

　　　　　　

39 503　　　　　　5 679　　　　　　45 182　　　　　　9059　　　　　　20. 1

　　　　　　

77 489　　　　　　8 366　　　　　　85 855　　　　　16 917　　　　　　19.7

　　　　　

373 828　　　　　　27 875　　　　　401 703　　　　　85 756　　　　　　2j､3

－351－

ﾆご

団

ぎ

I

Aｸ

　

ﾄ

湊“

卜

呂湊

ﾚ

ﾚｄ
卜

成．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　　

210 385　　　　　443 066　　　53 229　　　311 728　　　311 728　　　　68.4

　　　　

134417

　　　　　

323 063　　　10 448　　　144 216　　　144 216　　　　31. ∂

　　　　　

71 982　　　　　H8030　　　△3 851　　　　3 829　　　　3 829　　　　　∂.∂

　　　　　

,54 137　　　　　143 110　　　12 1 17　　　47 482　　　47 482　　　　10.4

　　　　　

3 298　　　　　　61 928　　　　2 182　　　92 905　　　92 905　　　　20. i

　　　　

344 802　　　　　766 134　　　63 677　　　455 944　　　455 944　　　　100. 0



第138表

　

昭 和

　　

37 年

　　

度 地

　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　　

許

　　　　

可

　　

ｇ

　　　　　

ｊ

　

ﾚ

自作到

　

計

　

し

四則公

　

募

　

一

　

搬

　　

会

　　

計

　　

債

　　

81 500　3000　　84 500　　67 880　　7155

　　

一

　

般

　

補;助

　

事

　

業

　　

15 500　　　－　　15 500　　14815　　　　－

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　

29 800　　　－　　29 300　　17 204　　　45

　　

義務教育施設整備事業

　　

15500

　　　

－

　　

15 500　　15 330　　　　－

　　

高等学校施設整備事業

　　

8000

　

3000

　　

11000

　　

8 170　　700

　　

清

　　

掃

　　

事

　　　

業

　　

4000

　　　

－

　　

4000

　　

3 861　　　　－

　　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　

6500

　　　

－

　　

6500

　　

6500

　　　　

－

　　

辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　　

1000

　　　

－

　　

1000

　　　

1000

　　　　

－

　　

オリンピック施設整備事業

　　

1000

　　　

－

　　　

1000

　　　

1000

　　　　　

－

　　

固定資産税減収補てん債

　　　

200

　　　　

－

　　　　

200

　　　　　

一

　　　　　

一

　

直

　　

轄

　　

事

　　

業

　　

債

　　

13000

　　　

－

　　

13000

　　

11 715　　　　－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（1200）（1200）

　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　　

22 400　24 000　　46 400　　20 394　　26 219

　　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　

4 400　17600　　22 000　　3 609　　リ％9

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

3700

　　　

－

　　

3700

　　

3 587　　　　－

　　

と畜場整備事業

　　

600

　　　

400

　　　　

I 000　　　　593　　　　396

　　

下

　

水

　

道

　　

事

　　

業

　　

13 700　3 800　　17500　　12 605　　　3 72S

　　

宅

　

地

　

造

　

成

　

事

　

業

　　　　

－

　

2 200　　　2 200　　　　　－　　　2 129

　　

公有林整備事業

　　　

－（1200）（1200）

　　

－

　

（1200）

　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　

53 000　43 100　　96 100　　52 185　　43 284

　　

電

　　　

気

　　　

事

　　

業

　　

9700

　

5300

　　

15000

　　

9 460　　5 260

　　

上

　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　

25 900　16600　　42 500　　25 190　　1J000

　　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

6000

　　

9000

　　　

15000

　　　

6410

　　　

<?057

　　

地

　　

下

　　

鉄

　　

事

　　

業

　　

8 400　8 600　　17000　　8 400　　3600

　　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　

1 400　　1000　　2 400　　1 281　　　909

　　

その他公営企業

　　

1600

　

2 600　　　4 200　　　1 444　　　3 458

　

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　

17 500　　　－ 17500　　17 473　　　　　－

　　

住

　　

宅

　　

事

　　

業

　　

4000

　　　

－

　　

4 00C　　3 330　　　　－

　　

病

　　

院

　　　

事

　　　

業

　　

フフ00

　　　

－

　　

・・00

　　

7 864　　　　－

　　

厚生福祉施設整備事業

　　

5800

　　　

－

　　　

5300

　　　　

6 279　　　　　－

　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　

182 900　70100　253 000　　169 647　　76 658

　

枠

　　　　　

外

　　　　　

債

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

6 186

　　

消防施設整備事業

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 330

　　

百石2
祉

轡．答せ則

　　

二

　　　

二

　　　

二

　　　

二

　　

３言

１

　

゛

　　　　　　　　

゛

　

ﾄ

7400

（ぶ昌

　

獅談

　

169 647　（び貳

（注）公有林整備事業の（

　

）は，公営企業金融公庫から貸し付けるものであり外書で

　　　　　　　　　　　　　　　　

－352－



方

　　

債 許

　　

可

　

状

　　

況

（昭和38年１月31日現在）（単位 百万円）

　　

額

　　　　　　　　　

都道府県・五大市

　　　　　　　　

市

　　　　

町

　　　　

村

ヱ

ﾚ

四則公

　

則

　

お

　

ﾚ

回金ト

　

（

　

お

　　　　　

75 035　　34 637　　　6 845　　　41 482　　33 243　　　　　310　　　33 553

　　　　　

14 815　　　9 155　　　　　－　　　　9 155　　　5 660　　　　　　－　　　　5 660

　　　　　

17 249　　13 040　　　　45　　　13 085　　　4 164　　　　　　－　　　　4 164

　　　　　

15 330　　　　475　　　　　－　　　　　475　　　14 855　　　　　　－　　　　14 855

　　　　　

15 280　　　7 747　　　6800　　　14 547　　　　423　　　　　310　　　　　733

　　　　　　

3 861　　　1080　　　　　－　　　　1080　　　2 781　　　　　　－　　　　2乃1

　　　　　　

6500

　　　

2 140　　　　　－　　　　2 140　　　4 360　　　　　　－　　　　4 360

　　　　　　

1000

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

1000

　　　　　　

－

　　　　

i 000

　　　　　　

1000

　　　

1000

　　　　　

－

　　　　

1000

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

11 715　　　9 295　　　　　－　　　　9 295　　　2 420　　　　　　－　　　　2 420

　　　　　

46 613　　11 853　　20 722　　　32 575　　　8 541　　　　5 497　　　　に038

　　　　　

23 578　　　2 663　　18 016　　　20 679　　　　946　　　　1 953　　　　2 399

　　　　　　

3 587　　　　　－　　　　　－　　　　　　－　　　3 587　　　　　　－　　　　3 587

　　　　　　　

989

　　　　　

－

　　　　

116

　　　　　

116

　　　　

593

　　　　　

280

　　　　　

873

　　　　　

16 330　　　9 190　　　2 300　　　11 490　　　3 415　　　　1 425　　　　4 840

　　　　　

,2 129　　　　　－　　　　290　　　　　290　　　　　－　　　　1 839　　　　I 839

　　　　　

(1 200)　　　－　　　　－　　　　　－　　　　－　　(1 200)　（1200）

　　　　　

95 469　　32 231　　32017　　　64 248　　19 954　　　　1 1 267　　　31 221

　　　　　

14 720　　　9 460　　　5 260　　　14 720　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　

41 190　　　9 647　　　9 873　　　19 520　　15 543　　　　6 127　　　21 670

　　　　　

15 467　　　3 680　　　5 398　　　　9 078　　　2 730　　　　3 659　　　　6 389

　　　　　

17 000　　　8400　　　8 600　　　17000　　　　　－　　　　　　－　　　　　　－

　　　　　　

2 190　　　　420　　　　340　　　　　760　　　　861　　　　　569　　　　1 430

　　　　　　

4 902　　　　624　　　2 546　　　　3 170　　　　820　　　　　912　　　　1 732

　　　　　　

17 473　　　7 676　　　　　－　　　　7 676　　　9 797　　　　　　－　　　　Ｑ 　707

　　　　　　

3 330　　　2 510　　　　　－　　　　2510　　　　820　　　　　　－　　　　　820

　　　　　　

7 864　　　3 250　　　　　－　　　　3 250　　　4614　　　　　　－　　　　4 614

　　　　　　

6 279　　　1 916　　　　　－　　　　1 916　　　4 363　　　　　　－　　　　4 363

　　　　　

246 305　　95 692　　59 584　　　155 276　　73 955　　　　17 074　　　01029

　　　　　　

6 186　　　　　－　　　4 259　　　　4 259　　　　　－　　　　1921　　　　1 927

　　　　　　

2 330　　　　　－　　　　599　　　　　599　　　　　－　　　　1 731　　　　L 731

　　　　　　

3 556　　　　　－　　　3 360　　　　3 360　　　　　－　　　　　196　　　　　196

　　　　　　　

300

　　　　　

－

　　　　

300

　　　　　

300

　　　　　

-|

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

{1 200)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1200）　　(1 200)

　　　　　

252 491　　95 692　　63 843　　　159 535　　73 955　　　19 001　　　92 956

ある。

― 353 ―



その１

　

種

　

類

　

別

第139表財 政 再

　　　　　

昭和30年当初(昭昭苧36急度昭和37年

　

昭和37年度中

　

昭和38年

　

ｇ

犬

芽顛報節二謳良幣哲|
肛

言

議

‰ｎｍ撮

　　

芒

　　

1サ

　

リ

　

Ｊ

　　

ズ

　　

宍

　　

二

　　

１

　

一部適用団体

　　　　

－

　　　　

１

　　　

１

　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　

一

　　　

－

市
準昌町

　

全部適用団体

　　　　

－

　　

536

　

340

　　

－

　　　

1％

　　　

64

　　　

－

　　

132

　

4i鸞苛tE

　　

二

　

3ｽﾞ

　

1呂ぷ

　

ｊ

　

元

　

；

　

ｊ

合

　　　　　

計

　　

1555

　　

596

　

415

　

148

　　

329

　　　

93

　　　

8

　　

244

　

全部適用団体

　　　　

－

　　

553

　

349

　　

－

　　

204

　　　

69

　　　

－

　　

135

　

泳苛習篠

　　

二

　

3宍

　

1レ扁

　

ぷ

　

友

　

ｊ

　

ｊ

（注）「昭和37年度中」および「昭和38年４月１日現在団体数（見込）」欄の数について

　　

は，再建期間の短縮等により変動することがある。

第140表

　

歳

　

入

　

欠

　

か

　

ん

　

補

回

（注）昭和37年度分については，繰上償還により変動することがある。

第141表

　

財

　

政

　

再

　

建

　

債

　

利

　

子

区

　　　

分

　

｜

　

昭和3t年度

　

｜

　

昭和32年度

　

｜

　

昭和33年度

府

　　　　　

県

　　　　　　　　　　

289

　　　　　　　　　

459

　　　　　　　　　

608

市

　　

町

　　

村

　

1

　　　　　　　　　

214

　　　　　　　　　

733

　　　　　　　　　

622

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

503

　　　　　　　　

1 192　　　　　　　　1 230

－354－



　

建

その２

　

団

　　

体

　　

数

完了年度別

　　　　　　　　　　　

全部適用団体

　　

一部適用､準用団体

　　　　　

計
ｇ

　　　

ｊ

ﾚ

中体附卜

|

祥司研‾ｱ

ﾚ

中巾お）

昭和37年度

　　

5 27 35 67　　1 2　21　　24　6　29　56　　91

　　　　

38

　　　　　　　

1

　

20

　

49

　　

7C

　

－

　

4

　

16

　　

20

　　

1

　

24

　

65

　　

90

　　　　

39

　　　　　　　

1

　

13

　

15

　　

29

　

－

　

4

　

14

　　

認

　　

1

　

17

　

29

　　

47

　　　　

40

　　　　　　　

1

　　

6

　

10

　　

17

　

－

　

6

　

14

　　

20

　　

1

　

12

　

24

　　

37

小

　　　　

計

　　

8 66 109　183　1　16 65　82　9 82 174　265

　　　　

41

　　　　　　　

－

　

4

　

5

　　　

9

　

－

　

5

　

15

　　

20

　

－

　

9

　

2C

　　

29

　　　　

42

　　　　　　　

－

　　

1

　　

4

　　　

5

　

－

　

4

　

6

　　

10

　

－

　　

5

　

10

　　

15

　　　　

43

　　　　　　　

－

　

－

　

2

　　　

2

　

－

　　

3

　　

7

　　

10

　

－

　

3

　

9

　　

12

　　　　

44

　　　　　　　

－

　

2

　

2

　　　

4

　

－

　

－

　　

3

　　　

3

　

－

　

2

　

5

　　　

7

　　　　

45

　　　　　　　

－

　

－

　　

1

　　　

1

　

－

　

］

　

－

　　

－

　

－

　

－

　　

1

　　　

1

小

　　　　　　

計

　　　

－

　

7

　

14

　　

21

　

－

　

12

　

31

　　

43

　

－

　

19

　

45

　　

64

合

　　　　　

計

　　

8

　

73

ﾚ

23

1

　

204

　

1

　

28

1

96　125　9 101 219　329

（注）昭和37年４月１日現在の団体数による。

　

て

　

ん

　

債

　

償

　

還

　

状

　

況
(単位

　

百万円)

二言乖百ふに回轟仁心

ｸﾞ

a

‾
T

　

二

　

二

　

驚

　

二

　

二

　

巾
二

　

7 648　　21066　　　7 141　　13 925　　　7335　　　6590　　3 400　　3190

補

　

給

　

金

　

交

　

付

　

状

　

況
(単位

　

百万円)

昭和34年度

　

ｌ

　

昭和35年度

　

｜

　

昭和36年度

　

i昭和37年度(見込)

　　　　　　　　

397

　　　　　　　　　

3C3

　　　　　　　　　

213

　　　　　　　　　

66

　　　　　　　　

４86

　　　　　　　　　

361

　　　　　　　　　

247

　　　　　　　　　

148

　　　　　　　　

883

　　　　　　　　　

664

　　　　　　　　　

460

　　　　　　　　

214

－355－



第142表公共事業にかかる国

　

ｙ

　

ｿ

Ｕ回

あ

制

ﾙ

欧

三

回

;

１

/Ａづ

　

I

Uゴ々

ﾆ

皿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

道

　

府

　

県

　　　　　　

8 803　　　　　8 282　　　　　17 035　　　　　15 723

　

補助事業

　　　　　　　

4 952　　　　　　4 682　　　　　　9 634　　　　　　3 062

　

直轄事業

　　　　　　　

3 851　　　　　　3 600　　　　　　7 451　　　　　　7666

市

　

町

　

村

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

347

　　　　　　　

347

　　　　　　　　

－

　

二こ

　　　　　　　　　

：

　　　　　　　

ブ

　　　　　　　

万万で

　　　　　　　　

］

合

　　　

1汁

　　　　　　　

8 803　　　　　　8 629　　　　　　17 432　　　　　　15 728

　

補助事業

　　　　　　　

4 952　　　　　　4 9'-'5　　　　　　9877　　　　　　3 062

　

直轄事業

　　　　　　　

3 8511 3ﾌ04　　　　　　7 555　　　　　　7 666

（注）１

　

道府県分の36年度は実績，37年度は37年11月１日現在における各省庁配分

　　

２

　

市町村分の36年度は実績，37年度は36年度実績から京都市にかかる分を除

　　

3

　

36年度府県の財政再建団体中，指定事業および重要事業制度を適用される

　　　　

山県，山口県，佐賀県および長崎県である。

　　

4

　

37年度府県の財政再建団体中，重要事業制度を適用される団体は和歌山県
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庫負担の引上額の状況

(単位

　

百万円)

和

　

37

　

年

　

度（Ｂ）

　　　　　　　

差

　　　　　

引

　

（Ｂ）－（Ａ）

ｉ定事業重要事業|

　　　　

十

　　　

し

進地域特例制度|指定事業重要事業|

　　　

十

　　　　　　　　　

227

　　　　　　

15 955　　　　　　6 925　　　　　a 3 055　　　　△　1 130

　　　　　　　　　　

65

　　　　　　

8 127　　　　　　3 110　　　　　△4617　　　　△　1507

　　　　　　　　　

162

　　　　　　

7 828　　　　　　3 815　　　　　a 3 438　　　　　　377

　　　　　　　　　

178

　　　　　　　

178

　　　　　　　　

－

　　　　　

a

　

169

　　　　

△

　

169

　　　　　　　　　

163

　　　　　　　

163

　　　　　　　　

－

　　　　　

△

　　

80

　　　　

a

　　

80

　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　

1F

　　　　　　　　

－

　　　　　

△

　　

8つ

　　　　

△

　　

89

　　　　　　　　　

405

　　　　　　

16 133　　　　　　6 925　　　　　△8 224　　　　△　1299

　　　　　　　　　

228

　　　　　　

8 290　　　　　　3 00　　　　　△4 697　　　　△　1 587

　　　　　　　　　

177

　　　　　　

7 843　　　　　　3815　　　　　△3 527　　　　　　288

実績における見込みである。

いたものである。

団体は，青森県，宮城県，山形県，福島県，千葉県，新潟県，長野県，京都府，和歌

のみである。なお，指定事業制度が適用される県はない。
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その１

　

歳

　　

出

第143表

　

昭 和

　　

38 年

　　

度

(単位

　

億円)

　

区

　　　　　　　　　　　　　

昭和38年度|昭和37年度

　

増

　

減

　

額

　

増

　

減

　

率

　　　　　　　　　　

分

　

｜

　

(Ａ)

　　

(Ｂ)

　

１

(Ａ)－(Ｂ)(Ｃ)

|

(Ｃ)／(Ｂ)×１００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

給

　

与

　

関

　

係

　

経

　

費

　　　　　

9 821　　　　8 440　　　　1 381　　　　扨.4

　

給

　　　　

与

　　　　

費

　　　　

9 569　　　8 174　　　1 395　　　　j7. 7

　　

議員委員の報酬

　　　　

130

　　　　　

127

　　　　　　　

3

　　　　　

2.４

　　

義務教育関係職員

　　　　

3 664　　　3 132　　　　532　　　j7. θ

　　

警

　　

察

　　

職

　　

員

　　　　　　

928

　　　　　

777

　　　　　

151

　　　　

j∂.4

　　

誘鸚おj匹義務秘

　　　

4 847　　　　4 133　　　　　709　　　　17.1

　

恩給および退隠料

　　　　

252

　　　

266

　　

△

　

14

　　

乙j.2

一

　

般

　

行

　

政

　

経

　

費

　　　　

5 416　　　4 661　　　　755　　　　瓜２

　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　　

2 929　　　　2 316　　　　613　　　　認.j

　　

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　　　　　

902

　　　　　

763

　　　　　

139

　　　　

掻２

　　

結

　

核

　

医

　

療

　

費

　　　　　　

304

　　　　　

197

　　　　　

107

　　　　

54.3

　　

児

　

童

　

保

　

護

　

費

　　　　　　

221

　　　　　

183

　　　　　

38

　　　　

加.8

　　

精

　

神

　

衛

　

生

　

費

　　　　　　

134

　　　　　

105

　　　　　

29

　　　　

27.6

　　

吽;省舎晏奇曾4NJy
j
手套

)

　　　　　　

129

　　　　　

95

　　　　　

34

　　　　

35.8

　　

その他の一般行政経費

　　　　　

1 2ｙ　　　　973　　　　266　　　　刀.J

　

でﾂj補助負担金を伴わない

　　　　　

2 437　　　　2 345　　　　　142　　　　　∂.θ

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　　　

1 044　　　　953　　　　　91　　　　∂.j

維

　

持

　

補

　

修

　　

費

　　　　　

634

　　　　

574

　　　　　

60

　　　　

刀.j

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　　

9 143　　　7 944　　　　1 199　　　　15, j

　

直轄事業負担金

　　　　

421

　　　　　　

353

　　　　　

68

　　　　

19.3

　

国庫補助負担金を伴うもの

　　　　　

5 512 4 771　　　　　741　　　　15.6

　　

公

　

共

　

事

　

業

　

費

　　　　

5 02C･　　　4 323　　　　697　　　　皿丿

　　　

普通建設事業費

　　　　

4318

　　　　　

3 430　　　　　888　　　　25.∂

　　　

災害復旧事業費

　　　　　

702

　　　　

893

　　

△

　

191

　　

△叙ノ

　　

失業対策事業費

　　　　

492

　　　

448

　　　　

44

　　　

∂.8

　　　

一般失業対策事業費

　　　　　

401

　　　　　　

360

　　　　　　

41

　　　　　

11.4

　　　

特別失業対策事業費

　　　　　　

60

　　　　　　

60

　　　　　　

0

　　　　　

0．０

　　　

渠警察賢者緊急就労対

　　　　　　

31

　　　　　

28

　　　　　　

3

　　　　

70.7

　

で彦補助負担金を伴わない

　　　　　

3210

　　　　

2 320　　　　　390　　　　13.8

　　

普通建設事業費

　　　

3 10"?　　　25田　　　521　　　即丿

　　

災害復旧事業費

　　　　

101

　　　

232

　　

・131

　　

△品４
地方交付税の不交付団体にお
ける平均水準をこえる必要経

　　　　　　

278

　　　　　

2ワ3

　　　　　　

0

　　　　　

0．０
費

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　

26 336　　　22 850　　　　3 486　　　　15. 3
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地

　　

方

　　

財

その２

　

歳

　　

入

政

　　

計 画

(単位

　

億円)

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

け鸞門|門詐外胆剽所乳

（
胆気

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　　

10 582　　　　9 309　　　　1 273　　　　刀.7

　　

普

　　　　

通

　　　　

税

　　　　

10 068　　　8 868　　　　1 200　　　　23. J

　　

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　　

514

　　　　

441

　　　　　

73

　　　　

皿∂

　

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　

358

　　　　　

312

　　　　　

46

　　　　

址７

　　

地方道路譲与税

　　　　

345

　　　

300

　　　

45

　　　

M.∂

　　

特別とん譲与税

　　　　

13

　　　　　

12 1　　　　　∂.3

　

殷詣玖呻地方特別交

　　　　　

5 503 4 58;　　　　　922　　　　20.1

　

国

　

庫

　

支

　　

出

　　

金

　　　　

7 224　　　6 185　　　1 039　　　　7∂.8

　　

J111教育職員給与費国庫負

　　　　　

1 786　　　　1 524　　　　　262　　　　17.2

　　

その他の普通補助負担金

　　　　　

1 973　　　　1 559 414　　　　26.5

　　　

生活保護費負担金

　　　　

719

　　　　　

608

　　　　　　

111

　　　　

18.3

　　　

結核医療費負担金

　　　　

227

　　　　　

145 82　　　　55,5

　　　

児童保護費負担金

　　　　　

174

　　　　　

144 30　　　　20､8

　　　

精神衛生費負担金

　　　　　

107

　　　　　

83 24　　　　2＆∂

　　　

中小企業近代化促進費補

　　　

助金（含高度化資金貸付

　　　　　　

65

　　　　　

48

　　　　　　　

17

　　　　

35.4

　　　

金）

　　　

その他の補助負担金

　　　　　

681

　　　　

531

　　　　

150

　　　

認.2

　　

公共事業費補助負担金

　　　　

3 132　　　　2 798 334　　　　j7.∂

　　　

普通建設事業費補助負担

　　　　　

2 585　　　　2 096　　　　　489　　　　23.3

　　　

奥
害復旧事業費補助負担

　　　　　

547

　　　　　

702

　　　

△

　

155

　　　

△22. 1

　　

失
棄対策事業費補助負担金

　　　　　　

321

　　　　　

292 29　　　　　　∂.∂

　　　

一般失業対策費補助負担

　　　　　

263

　　　　　

236

　　　　　

27

　　　　

11.4

　　　

1
別失業対策費補助負担

　　　　　　

34

　　　　　

34

　　　　　　

0

　　　　　

∂.θ

　　　

蒜鸚詰台t９策

　　

●

　　

22

　　　　　　

2

　　　　　

∂.J

　　

眉蔑雲欝雲設等所在市町村

　　　　　　

12

　　　　　

12

　　　　　　

C

　　　　　

∂.θ

　

地

　　　　　

方

　　　　　

債

　　　　　

997

　　　　

879

　　　　　

08

　　　　

13.１

　

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　　　

605

　　　　

549

　　　　　

56

　　　　

皿２

　

雑

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　

1 067　　　　1 035　　　　　32　　　　3. 1

I

　　

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　　

26 336　　　22 850　　　　3 486　　　　15. 3

－359－



その１

　

道府県税

第144表

　

昭

　

和

　

38

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　

・

　　　　　　　　

目

　　

|賢行啓)炭行?F]

諾

戈

c剽為

涙

‰

≒

府

1

‥ミ

;1

　

二

　

二

　

二

　

づ

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

2 724　　　2 649　　　　　75　　　　2.S

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

425

　　　　

399

　　　　

26

　　　　

∂Ｊ

レシレレ]ハ]ド]

言ミレヰレト]ド]

道府県たばこ消費税

　　　

36 422 34 272　　　　2150　　　　　∂.J

ドデド

　　

デシン]レヨ

鉱

　　　　

区

　　　　

税

　　　　　

867

　　　　

1027　　　△　160　　　△技∂

狩

　　

猟

　　

者

　　

税

　　　　　　

－

　　　　　

503

　　　

△

　

503

　　　

ム100.0＼

狩

　

猟

　

免

　

許

　

税

　　　　　

380

　　　　　　

－

　　　　　　

380

　　　　　　

一

戸千懺]∧レ☆]

軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　　

36 367　　　　30930　　　　5387　　　　17.4

入

　　　　

猟

　　　　

税

　　　　　

317

　　　　　

0

　　　　

317

　　　　　

－

　

合

　　　　　　　　

言十

　　　　　

524002　　　461555　　　62 447 13.5
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方

　

税

　

収

　

入

　

見

　

込

　

状

　

況

その２

　

市町村税 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　

昭和38年度

　

昭和37年度

　　　

比

　　　　　　

較

　

ｇ

　　　　

ｊ

　

問診゛

ﾄﾞ

雪ぶ

じ

＼)-(B)(C)|(C)/置‰

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％
普

　　　　

通

　　　　

税

　　　

519 449　　456 247　　　63 202　　　　jJ.∂

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　　　

184017

　　　

159 878　　　24 13g　　　　N. j

　　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

9 327　　　8 916　　　　4L1　　　　4. ∂

　　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　　

1 443　　　　1 342　　　　101　　　　7.j

　　

所

　　　　

得

　　　

割

　　　　

1t2 166　　　93 263　　　18 9C3　　　　加.J

　　

法

　　

人

　　

税

　　

割

　　　　

61 081　　　56 357　　　4 724　　　　S.４

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

223 340　　　196 099　　　272乱　　　　jJ.∂

　　

土

　　　　　　　　　

地

　　　　

53 245　　　51 567　　　　1 678　　　　　J J

　　

家

　　　　　　　　

屋

　　　　

86 840　　　75 446　　　1 1 394　　　　13.1

　　

償

　　

却

　　

資

　　

産

　　　　

67 804　　　54 852　　　12 952　　　　236

　　

交

　　　　

付

　　　　

金

　　　　　

1 933　　　　1 962　　　乙　2つ　　　△　1 5

　　

納

　　　

付

　　　　

金

　　　　

13 518　　　12 272　　　　1 246　　　　皿２

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

7 653　　　6 087　　　I 566　　　お７

　

市町村たばこ消費税

　　　

53 782　　　45 794　　　7 98B　　　17.4

　

電

　

気

　

ガ

　

ス

　

税

　　　　

45 797　　　43 820　　　1 977　　　　4.j

　

鉱

　　　　

産

　　　　

税

　　　　

2 185　　　2 142　　　　　43　　　　2.θ

　

木

　

材

　

引

　

取

　

税

　　　　

2 035　　　　　1815　　　　　220　　　　12』

　

談貰外普通税および旧法税

　　　　　

640

　　　　　

612

　　　　　

28

　　　　　

4.∂

目

　　　　

的

　　　　

税

　　　　

14 741　　　13 06C　　　1 631　　　12.9

　

入

　　　

湯

　　　

税

　　　　

874

　　　

657

　　　

2ロ

　　　

JJ∂

　

都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　　

13 536　　　12 104　　　1 432　　　皿∂

　

水利地益税共同施設税

　　　　　

331

　　　　　

29?

　　　　　

32

　　　　

10.7

　　

合

　　　　　　

計

　　　　　

534 190　　469 307　　　64 883　　　　13. 8
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第145表

　

昭

　

和

　

38年度

　

地

　

方

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　

1
昭和38年度

　

|

　

昭

　　　　　　

和

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ａ）

　　　

当

　　

初（b）｜

　

第１次補正

国

　　

税

　　

三

　　

税（Ａ）
1

　　　

1 700 638　　　　1 490 284　　　　　54 158

　　

所

　　　　

得

　　　　

税

　　　　

636 130　　　　497 933　　　　　26 227

　　

法

　　　　

人

　　　　

税

　　　　

760 517　　　　699 964　　　　　27 931

　　

酒

　　　　　　　　　

税

　　　　

303 991　　　　292 387　　　　　　　－

地

　

方

　

交

　

付

　

税（Ｂ）

　　　　

539 756　　　　448 039　　　　　15 652

　　

（Ａ）

　

×

　　

28.9

　　

％

　　　　

491 484　　　　430 692　　　　　15 652

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　　

48 269　　　　　17 347　　　　　　　－

　　

返

　　　　

還

　　　　

分

　　　　　　　　

３

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

臨時地方特別交付金精算分（Ｃ）

　　　　　　

508

　　　　　　　

182

　　　　　　　

－

合

　　

計（Ｂ）十（Ｃ）（Ｄ）

　　　　

540 264　　　　448 221 15 652

　　

（Ａ）

　

×

　　

28.9

　　

％

　　　　　

491 484　　　　　430 692　　　　　15 652

　　

精

　　　　

算

　　　　

分

　　　　　

48 777　　　　　17 529　　　　　　　－

　　

返

　　　　

還

　　　　

分

　　　　　　　　

３

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

一

前年度からの繰越分（Ｅ）

　　　　

10000

　　　　　

9 850　　　　　　－

翌年度への繰越分（Ｆ）

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

総

　　　

計（Ｄ）十（Ｅ）－（Ｆ）

　　　　　

550 264　　　　　458 071　　　　　　15 652
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交

　

付

　

税

　

の

　

算

　

定

　

基

　

礎
(単位

　

百万円)

　

37

　　　　　

年

　　　　

度

　　　　　　　　　　　

比

　　

較

　　

増

　　

減

　　

額

　　　

’

第２次補正

　

）

　　　

m (c)　対‰ツ゛　ドlｖぱ終

　　　　　　　　　

82 132　　　　　　　1 626 574　　　　　　　21C 354　　　　　　　74 064

　　　　　　　　　

47 132　　　　　　　571 292　　　　　　　138 197　　　　　　　64 838

　　　　　　　　　

35000

　　　　　　　

762 895　　　　　　　　60 553　　　　　　△　2 378

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

292 387　　　　　　　　1 1 604　　　　　　　11 604

　　　　　　　　　

23 736　　　　　　　487 427　　　　　　　　91 717　　　　　　　52 329

　　　　　　　　　

23 736　　　　　　　470080　　　　　　　　60 792　　　　　　　21 404

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

17 347　　　　　　　　30 922　　　　　　　30 922

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

182

　　　　　　　　　

326

　　　　　　　　

326

　　　　　　　　　

23 736　　　　　　　487 609　　　　　　　　92 043　　　　　　　52 655

　　　　　　　　　

23 736　　　　　　　470080　　　　　　　　60 792　　　　　　　21 404

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

17 529　　　　　　　　31 248　　　　　　　31 248

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　

3

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

9 85C　　　　　　　　　150　　　　　　　　　150

　　　　　　　　　

10000

　　　　　　　　

10000

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　

△

　

1０000

　　　　　　　　　

13 736　　　　　　487 459　　　　　　　92 193　　　　　　62 805
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第146表

　

昭 和

　　

38 年

　　

度

　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

38

　　

年

　　

度

　

ｇ

　　　

９

し

額(八〇ａ府資回公

　　

ｇ

一

　　

般

　　

会

　　

計

　

債

　　　　　　　

930

　　　　　　　

904

　　　　　　　　　

26

　

バご

　

に

　

呂

　

れ

　　　　　　　　

じ叉

　　　　　　　

;ﾌﾞ宍

　　　　　　　

二

　

貿回診雛釜

　　　　　　　　

ヅ

　　　　　　　

ヅ

　　　　　　　

ニ

　

≒≒ム:

　　

2ﾐ

　　

こ

　　

二

　

Jミリンピック施設整備事

　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

10

　　　　　　　　

－

　

レ∵Ｖリ

　　

ぷ

　　

ぷ

　　

：

゛よ∴≒jでL:

　　　　

7ﾐｽﾞ

　　　

言

　　　

勺

　

Ｎよ∴Ｕ

　　　

ヅ

　　

こ

　　

ス

　

に几マご:

　　

二

　　

Ｔ

　　

二万

公

　　

営

　　

企

　　

業

　

債

　　　　　　　

1 261　　　　　　　　　664　　　　　　　　　597

　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

165

　　　　　　　

10T

　　　　　　　

5Ξ

　

才轟で∴：

　　　

翼

　　

言

　　

謡

　

地

　

下

　

鉄

　

事

　

業

　　　　　　　

200

　　　　　　　　　

10つ

　　　　　　　　　

100

　

ゴ∴1しな：

　　

ｽﾞ宍

　　

1ｽﾞ

　　

ｙ

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　

2 950　　　　　　　　1巳Sこ　　　　　　　　11に

≒≒m 15 :　　　言　　工　　　：

　

‰こ
。高言

　　　

;ﾌﾟ

　　　

ｽﾞﾌﾞ

　　　

：

総

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

昌

　　　　　　

，o。|

　　　　　　

晶

（注）１

　

準公営企業偵の区分欄中「地域開発事業」については，従来の宅地造成事業

　　　　

分においてもこれに併せて所要の組み替えを行なってある。また，当該事業

　　　

２

　

総計欄の（

　

）は，公有林整備事業分であって，公営企業金融公庫から貸し
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総

地

　　

方

額

昭

一

(Ｂ)

２

１

債

　　

計

和
一

　

政

画

37

　　　　

年
-

府

　

資

　

金

１
１

13

　

度

一
公 募

(単位

　

億円)

額

　

丿

　

旧

減
一

　

ｊ

　

Ａ

　

ぐ

増

△

３

　

Ｒ
）

１

　

３

　
　
　

て
）

　　　　　　　　

(12)

　　　　　　　　　　　　　

(12)

　　　　　

（;

　　　　　　　　

2 5401　　　　　　　　1 779　　　　　　　　　761　　　　　　　　　6

および港湾整備事業のうちの臨海用地造成分をもこれに合算計上し，なお，昭和37年度

には外債によるもの（昭和37年度90億円，同38年度162億円）を含むものである。

付けるものであり，外書である。
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第147表

　

地

　

方

　

公

　

営

　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　

年

　　

度

　　

末

　

ｇ

　　　　　

ｊ

　

ﾄ

ｉＨｔ（モ

　

・

　

（合

　

十（Ａ）

　

≒/1≒尹：

　　　　

ニ

　　　

ヅ

　　　

二

望

m 7K M m m　　　　ニ　　　プ　　　で

　

こ

　　

１

　　

：

　　

：

　　　　　　　　

ｽで

　　　　　　　

Vで

　　　　　　　

1こｽﾞ

　

；

　

；

　

：

　

１

　　　

又又

　　

二

　　

二

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

16

　　　　　　　

139

　　　　　　　

155
1

　　

その他の地方公営企業

　　　　　　　

53

　　　　　　　

883 936

・

　

収

　　　

益

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　

358

　　　　　　　

358！

国民健康保険事業

　　　　　　

－

　　　　

4 705　　　　　　　　4705

　

雲

　

１

　

頁

　

；

　

:

　

w.

　　　　　　　　

：

　　　　　　

二

　　　　　　　

二

第148表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

l

　

一

　　

般

　　

職

　　

員

　

|

　

臨

　　

時

　　

職

　　

員

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　　　　　　　

203 316　　　　　　　　　　　　16905

　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

40 538　　　　　　　　　4 402

　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

2 169 779

　

工業用水道事業

　　　　　　　　

1 102　　　　　　　　　　　　　　178

　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　

66 802　　　　　　　　　795

　

電

　　　

気

　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　　

3 525　　　　　　　　　　　548

　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　　

1 203　　　　　　　　　　　147

　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

74 352　　　　　　　　　6 885

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

6 396 974

　

その他の地方公営企業

　　　　　　　　　　

7 229　　　　　　　　　　　　　2197

収

　　

益

　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

2 039　　　　　　　　　5 161

国民健康保険事業

　　　　　　　　

34 880 1 994

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　　

1006

　　　　　　　　　　　　　　

179

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

□26

　　　　　　　　　　　

44

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

242 567　　　　　　　　24 283

366 ―



事

　

業

　

の

　

事

　

業

　

数

事

　

業

　

の

　

職

　

員

　

数
(単位

　

人)

ヱ

　

計（Ａ）

　　

l
前年度職員数（Ｂ）

　

∩

（Ａ）－（Ｂ）
減

　　　　　　　　　　　　　　　　

220 221　　　　　　　　　　　201 464　　　　　　　　　　　18 757

　　　　　　　　　　　　　　　　　

44 940　　　　　　　　　　　42 188　　　　　　　　　　　　2 752

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2 948　　　　　　　　　　　　2 640　　　　　　　　　　　　　308

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

:280

　　　　　　　　　　　　　

555

　　　　　　　　　　　　　

725

　　　　　　　　　　　　　　　　　

67 597　　　　　　　　　　　64 981　　　　　　　　　　　　2 616

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4 073　　　　　　　　　　　　3 937　　　　　　　　　　　　　136

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 350　　　　　　　　　　　　1 221　　　　　　　　　　　　　129

　　　　　　　　　　　　　　　　　

81 237　　　　　　　　　　　72 728　　　　　　　　　　　　8 509

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7 370　　　　　　　　　　　　6 552　　　　　　　　　　　　　割8

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

9 426　　　　　　　　　　　　6 662　　　　　　　　　　　　2 764

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

7 200　　　　　　　　　　　　2 493　　　　　　　　　　　　4 707

　　　　　　　　　　　　　　　　　

36 874　　　　　　　　　　　36 794　　　　　　　　　　　　　80

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 185　　　　　　　　　　　　1 236　　　　　　　　　　　△　51

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 370　　　　　　　　　　　　　971　　　　　　　　　　　　　399

　　　　　　　　　　　　　　　　

266 850　　　　　　　　　　　242 958　　　　　　　　　　　23 892

367－

　　　　　　

昭

　　　

和

　　　

35

　　　

年

　　　

度

　　　

末

　　　　　　

・
（

法適用企業）

　　

ｏ

　

゛ト

　　

1（ll）

|

（Ａ）‾（８）
｜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

d

　　　　　　　　　　　　

402

　　　　　　　　

4 369　　　　　　　　4 771　　　　　　　　3糾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜

　　　　　　　　　　　　

160

　　　　　　　　　

803

　　　　　　　　　

963

　　　　　　　　　

6引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　

1 764　　　　　　　　1 768　　　　　　　　130l

　　　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　

5

1

　　　　　　　　　　　　　

69

　　　　　　　　　　

87

　　　　　　　　　

156

　　　　　　　　　

6’

　　　　　　　　　　　　　

28

　　　　　　　　　　

23

　　　　　　　　　　

51

　　　　　　　　

△

　

3

1

　　　　　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　

9

　　　　　　　　　　

41

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　　　　

49

　　　　　　　　　

760

　　　　　　　　　

809

　　　　　　　　　

32

　　　　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　　

128

　　　　　　　　　

139

　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　　　　

29

　　　　　　　　　　　

780

　　　　　　　　　

80つ

　　　　　　　　

12弓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

279

　　　　　　　　　

279

　　　　　　　　　

79

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

4 689　　　　　　　　4 689　　　　　　　　　16

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

651

　　　　　　　　　

651

　　　　　　　　

△12

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

27４

　　　　　　　　　

274

　　　　　　　　

134

　　　　　　　　　　　　

402

　　　　　　　　

10 262　　　　　　　　10 664　　　　　　　　601



第149表昭和36年度地方

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　　

年

　

度（Ａ）

　　　　　

昭

　

和
ｇ

　　　　

ｊ

ト

　

川々

　

出）

　

ノ

ベ

　

入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

地方公営企業

　　　

499 030　　490418　　　8612　　3つ〇図

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　　

284 979　　　295 5％　　ヤ0617　　　204 288

　

法非適用公営企業

　　　　　

25012

　　　　

25 5S7　　　△　　575　　　　　31336

　

法非適用準公営企業

　　　　　

189 039　　　　169 235　　　19 804　　　　123 390

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　　　　

198 388　　　　193 528　　　　4 860　　　　卜4 426

国民健康保険事業

　　　　

109 594　　　103 946　　　5 648　　　　81 943

公益質屋事業

　　　　

3800

　　　

3莉5

　　　

315

　　　

ジ回さ

農業共済事業

　　　　

1 644　　　に06　　　1麗　　　　949

　

合

　　　　　

計

　　　　　

812 456　　　792 883　　　19 573　　　600 270

その１

　

収益および費用の状況

第150表昭和36年度法

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　

|水道事業|工業用水道事業|交通事業

　

総

　　　　　

収

　　　　　

益（Ａ）

　　　　　

59 543　　　　　3 754　　　　56 690

　　

営

　　

業

　　

収

　　

益（Ｂ）

　　　　　

57 584　　　　　2 556 54 335

　　

営

　

業

　

外

　

収

　

益

　　　　　　　　　

卜59

　　　　　

1 193　　　　　1 355

　

総

　　　　

費

　　　　

用（Ｃ）

　　　　

55 052　　　　3 522　　　　ら20ト1

　　

営

　　

業

　　

費

　　

用（Ｄ）

　　　　

斗4899　　　　り22　　　　Sﾌ剖2

　　

営

　

業

　

外

　

費

　

用

　　　　　　　　

10 153 1 800　　　　　<I402

1

　

差

　　　　　　　　

引（Ａ）－（Ｃ）

　

(322)り91

　　　

(21) 232 (川　゛う32丿

　　

純

　　　

利

　　　

益

　　　

(240) 5 315　(11) 397 (川　683

1

　　

純

　　　　

損

　　　　　

失

　　　　　　

（74）゛8聡

　　　

（ﾌ）゜165

　

ぴ,0）･｀らooﾌ

j

総収益対

　

費用比率（Ａ）／（Ｃ）

　　　　

７卵.2

　　　　

刀∂.∂

　　　　

匹丿

　

営業収益対営業費用比率（Ｂ）/（Ｄ）

　　　　　

]28.3

　　　　　

7爪占

　　　　　

郷.2

ぐ注）１

　　　

２

　

（

　

）は事業数を示す。

差引欄の事業数には，損益計算書を作成していない事業を含まない。

純利益。純損失欄の事業数には，損益計算書を作成していない事業および
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公営事業決算の状況
(単位

　

百万円)

　　

35

　　

年

　　

度

　

（Ｂ）

　　　　　　　　

比

　　　　　

較

　

（Ａ）－（Ｂ）

支

　　　　

出

　

｜

　

差

　　　　

引

　　

収

　　　　

入

　

｜

　

支

　　　　

出

　

｜

　

差

　　　

引

　　　　　　

356 006　　　　　　3008　　　　　140016　　　　　134 412　　　　　5 604

　　　　　　

206 629　　　　　* 2 341　　　　　　80 691　　　　　　33 967　　　　°3 276

　　　　　　　

31 799　　　　　△　４６３　　　　　△6 324　　　　　゛ 6212　　　　△　112

　　　　　　　

117 578　　　　　　5 812　　　　　　65 649　　　　　　51 657　　　　　旧つ92

　　　　　　　

151 101　　　　　　3 325　　　　　　43 962　　　　　　42 427　　　　　ト53F

　　　　　　　

78 557　　　　　　3 386　　　　　　27 651　　　　　　25 389　　　　　2 262

　　　　　　　　

3ころ?

　　　　　　　

34Q

　　　　　

△

　

旧8

　　　　　　

ム

　　

1リ

　　　　

２

　　

丿

　　　　　　　　　

B71

　　　　　　　　

78

　　　　　　　

695

　　　　　　　

635

　　　　　　

６0

　　　　　　

590 1241　　　　　10 146　　　　212 186　　　　202 7591　　　　9 427

適用企業決算の状況
(単位

　

百万円)

ぼ気事業1ガス事業|病院事業|下水道事業

　

|その他の事業|

　　

計

　　　

14 165　　　　2 803　　　10890　　　　　5 086　　　　　7巧4　　　　160 385

　　　

13618

　　　　

2 434　　　10 654　　　　　3 876　　　　　7 294　　　　152 851

　　　　

547

　　　　　

369

　　　　　

236

　　　　　

1 210　　　　　　1 60　　　　　7 534

　　　

12 502　　　　2 709　　　II 013　　　　　5 072　　　　　6 786　　　　158 670

　　　

5 888　　　　2 100　　　10 474　　　　　389ﾌ　　　　　6 494　　　　133 086

　　　

66図

　　　　　

609

　　　　　

539

　　　　　

1 175　　　　　　292　　　　　25 584

(31) 1 663　(38)　94　(67)゜123　（16）　　　Ｍ　　　（川　668　(623) 1 715

(29) 1 714　(20) 153 (38)　206　　　（2）　235　　　価）　733　　(397) 9 436

　

（2）゛51

　　

聯）勺9（2つ）゜329

　　

（8）゛221

　　

（・）八　び

　　

（207け7721

　　　

113.3

　　　　

103. 5　　　　98.9　　　　　100.3　　　　　109.9　　　　　lOJ. 1

　　　

231.3

　　　　

775.9

　　　　

Jの.7

　　　　　

99.5

　　　　　

n2.3

　　　　　

114.∂

損益Ｏの事業を含まない。
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その２

　

費用の性質別構成状況

第150表

　

昭和36年度法適用

　

区

　　　　　

分

　

｜

　

水道事業

　

|工業用水道事業|

　

交通事業

　

｜電気事業

　

職

　

員

　

給

　

与

　

費

　　　　　

17 370　　　　　316　　　　35 532　　　　1 025

　

減価償却費

　　　　

7282　　　41　　　6 095　　　3 326

　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　　

9 525　　　　　728　　　　3 335　　　　6 516

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

20 875　　　　2 066　　　　17 052　　　　1 635

＿＿_____＿
計

　　　　　　　

55 0521 3 522　　　　62 014　　　　12 502

(注) １

　

職員給与費には退職給与金を含まない。

２

　

ガス事業は，製造原価により作成しているので，Fその１収益および費用

その３

　

資本的収支の状況

１

　

区

　　　　　

分

　

｜

　

水道事業卜業用水道事業i

　

交通事業

　

｜

　

電気事業

　

資本的収入（Ａ）

　　　　

36 53」　　　10 2P5　　　　21 697 16 281

　　　　　　　　　　　　　　　

(647)

　　　　

に?）

　　　

(103)

　　　

(450)

　　

企

　

業

　

債

　

剛

　　　　　

30 798　　　　64％　　　　17 762　　　　14 481

　　

国庫補助金

　　

，

　　　　

275

　　　　

1 909　　　　　　ぼ　　　　　123

　　

工事負担金

　　　　　　　　

835

　　　　　

532

　　　　　

100

　　　　　

352

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　　　　

4 627　　　　　1 358　　　　　3 820　　　　　020

　

資本的支出（Ｂ）

　　　　　

50 697　　　　　　10556　　　　　　25961 20 654

　　

建設改良費向

　　　　　

45 24?　　　　　9 499　　　　　　21747 15 130

　　　

新

　

設

　

費

　　　　　　　

38 544　　　　9 168　　　　19 908　　　　14 583

　　　

改

　

良

　

費

　　　

1

　　　　

6 69Q　　　　　331　　　　　1 839　　　　　547

　　

企業混信還金

　　　

l

　　　　

480つ

　　　　　　

43ﾖ･

　　　　　

2 072　　　　　　4C･37

　　

そ

　

の

　

他

　　　　　　　　　

654

　　　　　

619

　　　　　

2 142　　　　　1 437

　

差

　　　　　

引

　　　　　　　

゜14 162　　　　　4 261　　　　・4 264　　　　△4373

　　

（Ａ）/（Ｂ）×100

　　　　　　　　

72リ

　　　　　

肘.j

　　　　　

お.∂

　　　　　

阻召

　　　

困/㈱×100

　　　　　　　　　

祗７

　　　　　

認.4

　　　　　

紅7

　　　　　

∂j.7

（注）（

　

）は借換債分の内書である。
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企業決算の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

ガス事業

　

｜病院事業

　

｜

　

下水道事業｜

　

その他の事業

　

｜

　　　

計

　　　　　

428

　　　　　　

5 089　　　　　　1 427　　　　　　　412　　　　　　61599

　　　　　

272

　　　　　　

403

　　　　　　

887

　　　　　　

120

　　　　　

18 797

　　　　　

293

　　　　　　

470

　　　　　　

丿51

　　　　　　　

６9

　　　　　

22 087

　　　　

1 837　　　　　　5 051　　　　　　1 607　　　　　　6 185　　　　　　56 308

　　　　

2 830　　　　　　11 013　　　　　　5 072　　　　　　6 786　　　　　158 791

の状況」の同事業の総費用と符合しない。

(単位

　

百万円)

ガス事業

　

｜病院事業

　

｜下水道事業｜

　

その他の事業１

　　　

計

　　　　　　

941

　　　　　　

1 649　　　　　　12 030　　　　　　25 166　　　　　124 594

　　　　　

（－）

　　　　　

（－）

　　　　　

（－）

　　　　　

（100）

　　　　

(1 429)

　　　　　　

786

　　　　　　　

983

　　　　　　

7 692　　　　　　1 422　　　　　　80 420

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

49

　　　　　　　

753

　　　　　　　

187

　　　　　　

3 316

　　　　　　

57

　　　　　　　

15

　　　　　　　

39

　　　　　

14 678　　　　　16 608

　　　　　　

98

　　　　　　　

602

　　　　　　

3 546　　　　　　8 879　　　　　　24 250

　　　　　

1 384　　　　　　2414　　　　　　14 067　　　　　　31 185　　　　　156 918

　　　　　

円43

　　　　　　

1 662　　　　　　13 810　　　　　　24 905　　　　　133 139

　　　　　

1 056　　　　　　1 309　　　　　　13 199　　　　　　24 843　　　　　122 610

　　　　　　

87

　　　　　　

353

　　　　　　

60

　　　　　　　

62

　　　　　

10 529

　　　　　　

213

　　　　　　

387

　　　　　　

220

　　　　　　

132

　　　　　

12 299

　　　　　　

28

　　　　　　　

365

　　　　　　　　

37

　　　　　　

6 148　　　　　　11 480

　　　　

゛４４３

　　　　　　

°765　　　　“ 2 037　　　　　° 6 019　　　　　°32 324

　　　　　

認.∂

　　　　　　

銘.J

　　　　　　

砧.j

　　　　　　

釦.7

　　　　　　

79.4

　　　　　

銘.S

　　　　　　

j∂.j

　　　　　　

55.7

　　　　　　　

J.7

　　　　　　

卯.4

－371－



　　　　　　　　　　　　　　　

第150表

　

昭和36年度法適用

その４

　

資産負債および資本に関する調

区

　　

○・道事業ドÅ到々通事こい気事業

資

　

産

　

総

　

額

　　　　

343 254　　　　30 303　　　119 422　　　　13° 121

　

固

　

定

　

資

　

産

　　　　

316 109　　　　27 056　　　　1 12 394　　　　129 323

　

流

　

動

　

資

　

産

　　　　　

26 694　　　　　3 229　　　　6 807　　　　　o 283

　

繰

　

延

　

勘

　

定

　　　　　　

451

　　　　　　

18

　　　　　

221

　　　　　

515

資

　　　　　　

本

　　　　

325 777　　　　26419　　　102 584　　　132 463

　

自己資本金

　　　

145 8ﾌ3　　　2 362　　　39 507 11 581

　

借入資本金

　　　

に6 674　　　IS 292　　　62 756　　　115018

　

資本剰余金

　　　　

16 450　　　6 171　　　3 850　　　3 428

　

利益剰余金

　　　　

6780

　　　　　　

乙406

　　　　

こ3 529　　　　　2 436

負

　　　　　　

債

　　　　　

17 477　　　　3 884　　　　16 838　　　　6 658

　

固

　

定

　

負

　

債

　　　　　

2 276　　　　　ﾌ52　　　　2 054　　　　2 302

　

流

　

動

　

負

　

債

　　　　　

15 201　　　　3 132　　　　14 784　　　　4 356

固定資産構成比率

　　　　　　

昶.j

　　　　　

雅丿

　　　　　

討.j

　　　　　

∂J,り

自己資本構成比率

　　　　　　

辿.J

　　　　　

河.8

　　　　　

お.４

　　　　　

12.5

固定負債構成比率

　　　　　　

面丿

　　　　　

面.S

　　　　　

征丿

　　　　　

紅丿

流

　

動

　

比

　

率

　　　　　

175.∂

　　　　

7佩丿

　　　　　

邦.∂

　　　　

２故ｊ

― 372



企業決算の状況（つづき）

際位百万円）

ガス事業

　

|
病院事業

　

|下水道事業

　

|

　

その他の事業
|

　　　

計

　　　　　

6 330　　　　　　14 842　　　　　　65 206　　　　　　56 590　　　　　775 068

　　　　　

5 550　　　　　　12 059　　　　　　60 836　　　　　25 499　　　　　688 876

　　　　　　

761

　　　　　　

2 737　　　　　　斗３図　　　　　24 685　　　　　　78 510

　　　　　　　

19

　　　　　　　

46

　　　　　　　　

6

　　　　　　

6 406　　　　　　7 682

　　　　　

5 297　　　　　　10 141　　　　　　61 393　　　　　　10 771　　　　　674 845

　　　　　　

984

　　　　　　

3 313　　　　　　35 261　　　　　　1 169　　　　　240 050

　　　　　

4 208　　　　　　6 205　　　　　　22 218　　　　　　7 990　　　　　393 361

　　　　　　

159

　　　　　　

1 137　　　　　　4 177　　　　　　　403　　　　　40 775

　　　　　

°54

　　　　　

°514　　　　　° 263　　　　　　1 209　　　　　　659

　　　　　

1 033　　　　　　4 701　　　　　　3 813　　　　　　45 819　　　　　100 223

　　　　　　

104

　　　　　　

517

　　　　　　

121

　　　　　

26 710　　　　　34 836

　　　　　　

929

　　　　　　

4 184　　　　　　3 692　　　　　　19 109　　　　　65 387

　　　　　

87.7

　　　　　　

81.3

　　　　　　

93.4

　　　　　　

45.]　　　　　　88.9

　　　　　

17.2

　　　　　　

26. S　　　　　　60. 1　　　　　　　4.∂　　　　　　36.3

　　　　　

∂＆j

　　　　　　

45.3

　　　　　　

34.3

　　　　　　

∂7.J

　　　　　　

55.2

　　　　　

81.9

　　　　　　

65.4

　　　　　　

116.9

　　　　　　

j2∂.2

　　　　　　

120.1

－373－



第151表昭和36年度法非適

　

区

　

り

水道事業

　

回到

交通事業

　　　　　　

左

　　　　　　　　　　　　　

水道事業

　　　　　　　

|

軌道事業

　

収益的収入

　　　　

8 142　　　　567　　　1066　　　　44

　　

直接収入

　　　　

6 843　　　　516　　　857　　　　25

　　

間

　

接

　

収

　

入

　　　　　　

444

　　　　　　　　　

5

　　　　　　

37

　　　　　　　

3

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

554

　　　　　　

43

　　　　　

132

　　　　　　

4

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

301

　　　　　　　

3

　　　　　　

40

　　　　　　

12

　

資本的収入

　　　　

ヽ994

　　　

2 57C　　　　162 17

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　　　

匹67

　　　　

2 019　　　　　　70　　　　　　－

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　　

に75

　　　　　

349

　　　　　　

51

　　　　　　

－

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

952

　　　　　

202

　　　　　　

41

　　　　　　

17

　

繰

　　

越

　　

金

　　　　　　

800

　　　　　

404

　　　　　　

13

　　　　　　

一

歳入合計（Ａ）

　　　

18 936　　　3 541　　　　1 241　　　　61

　

収益的支出

　　　　

7081

　　　　

414

　　　　

902

　　　　

37

　　

人

　

件

　

費

　　　　　　

1 918　　　　　　　　27　　　　　　443 15

　　

支払利息

　　　　

2 133　　　　287　　　　63　　　　1

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

2 930　　　　　100　　　　　396　　　　　　21

　

資本的支出

　　　　

11 263　　　2 897　　　　293　　　　27

　　

普通建設事業

　　　　　

゜417

　　　　

2 118 208　　　　　　　　25

　　

災害復旧事業

　　　　　　

232

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　

地方債償還金

　　　　　

1 044　　　　　126　　　　　65　　　　　　2

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　

570

　　　　　　

653

　　　　　　

20

　　　　　　　

－

　

前年度繰上充用金

　　　　　　

1 334 11　　　　　　262 7

歳出合計（Ｂ）

　　　　

1°678

　　　　　　

3 322 1 457　　　　　　　　71

差引残高（Ａ）－（Ｂ）

　　　　

゜742

　　　　　

219

　　　　　　

乙216

　　　　　

△1０
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用公営企業決算の状況

の

ｌ

△□

内

　　　

訳

一
索道事業

△

31

゜１□

電気事業

－375－

１

(単位

　

百万円)

ガス事業

１

　

１

ふ

１

　

１

９

　

４

計

８

13

10

l
Ｏ

Ｃ
Ｏ

(
M

C
Ｍ

Ｃ
Ｍ

C
Ｏ

L
Ｏ

　
　
　

１

12

１

１

１

L
O

O
]

-
1



第152表昭和36年度法非適

　

区

　　

分

|

簡易水道事業

|

病院事業

|

下水道事業

|;二；

　

収益的収入

　　　　

S 291　　　53 636　　　3 549　　　26 522

　　

直接収入

　　　　

2 706　　　49 191　　　2 003　　　23 461

　　

間接収入

　　　　

118

　　　　　　

1 112　　　　　　77 700

　　

繰

　　

入

　

金

　　　　　　

273

　　　　

2 626　　　　1 434　　　　　903

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

194

　　　　　

707

　　　　　　

35

　　　　　

1 458

　

資本的収入

　　　　

6 877　　　8 789　　　15 050　　　60 746

　　

国庫支出金

　　　　　

j 233 399　　　　　2 570 163

　　

地

　　

方

　

債

　　　　　

2 715　　　　4 126　　　　7 225　　　　30 739

　　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

1 247　　　　3 636　　　　4 491　　　　　8 885

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

1 632　　　　　628　　　　　764　　　　20 909

　

繰

　　

越

　　

金

　　　　　　

399

　　　　　

に315

　　　　　

298

　　　　

8 567

歳入合計（Ａ）

　　　　

105ら7

　　　　　　

63 740 18 897 95 835

　

収益的支出

　　　　

2216

　　　

51・91

　　　

3 466　　　12 036

　　

人

　　

件

　　

費

　　　　　　

592

　　　　　　

25 056　　　　　　1313　　　　　　3184

　　

支

　

払

　

利

　

息

　　　　　　

833

　　　　　

1 703 964　　　　　　2803

　　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

に91

　　　　

25 232　　　　1 189　　　　6 049

　

資本的支出

　　　　

穴35

　　　

10 4ｑ5　　　M 988　　　61 84!

　

普通建設事業

　　　　　

６削O

　　　　　　

8013

　　　　　

I443I

　　　　　

54 677

　

災害復旧事業

　　　　　　

四

　　　　　

ロ8

　　　　　

161

　　　　　

470

　

地方債償還金

　　　　　　

382

　　　　　　

1/固1

　　　　　　

366 3 321

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

236

　　　　　

873

　　　　　　

30

　　　　　

3 373

　

前年度繰上充用金

　　　　　　

2引

　　　　　　

3 300　　　　　　　5 59!

歳出|合計（Ｂ）

　　　　

10 432　　　　　　65876　　　　18 45°　　　　　74468

差引残高（Ａ卜（Ｂ）

　　　　　

t35

　　　

乙･2 136　　　　　438 21 367
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用準公営企業決算･の状況

　　　

左

　　　　

の

　　　　

Fり

Ｆ゛堕

　

｜市場事業｜ぶ畜轡|墾光『

５

　

４

１

　

１

　

１

４１

３１

41

22 597

　

2 553

16 227

　

6 574

63

３

　

1 287

42 935

38 951

1 521

46

16

３
－
。
２

１

5 ０91

１

４

１

２

２

2017

1 851

△

－377－

訳

2 701

１３

４

　

４

3 961

１７

1 131

２

　

０

１

　

１

14 038

３

(単位

　

百万円)

二

計

２

3 871

２

３１

■86 998

77 361

<
Ｎ

l
Ｏ

２

9
1

　

４

4
4

　

1
8

2
3

　

1
0

8
9

　
　

7
0

１

3
0

　

６

33 861

94659

83 731

ｒ
｀
り

　

４

Ｑ
／

　
　

９

＼
Ｏ

―
'

１



第153表昭和36年度収

　　　

経

　　　

営

　　　

収

　　　

入

　　　　　　　　

43 325　　　　　　100 860i
・

　　　　　　　　　　　　

｜

　　　

繰

　　　

入

　　　

金（Ａ）

　　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　

35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

j

　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　　　

411

　　　　　　　　　　　

514

入

　　　

歳

　　

入

　　

合

　　

計（Ｂ）

　　　　　　　　

44 575　　　　　　　103 330

　　　

経

　　　

営

　　　

支

　　　

出

　　　　　　　　

38 881　　　　　　　38 545

歳

　　

建

　　

設

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　　　　　　　

132

　　　　　　　　　　　

348

　　　

繰

　　　　

出

　　　

金（Ｃ）

　　　　　　　　

4 446 11 812

　　　　

普

　

通

　

会

　

計

　

の

　

分

　　　　　　　　

4 431　　　　　　　　　　11 762

　　　　

その他の会計の分

　　　　　　　

15

　　　　　　　　　　　　

50

出

　

前年度繰上充用金

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　

歳

　　

出

　　

合

　　

計（Ｄ）

　　　　　　　　

43 459 100705

収

　　

歳入歳出差引（Ｂ）－（Ｄ）（Ｅ）

　　　　　　　　　

1 n6　　　　　　　　2 625

　　　

翌年度に繰り越すべき財源（Ｆ）

　　　　　　　　　

j5

　　　　　　　　　

273

　　　

繰

　　　　

入

　　　　

金（Ａ）

　　　　　　　　　　　　　

33

　　　　　　　　　　　　

35

　　　

繰

　　　　

出

　　　

金（Ｃ）

　　　　　　　　

4 446　　　　　　　11 812!
支

　　

再差引（Ｅ）－（Ｆ）－（Ａト（Ｃ）

　　　　　　　　　

5 434　　　　　　　　　　14 129'

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
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益事業決算の状況

(単位

　

百万円)

jにぷ了－ぶﾄ型自四回事（宝くじ事業|

　

・l

　　　　

35 818　　　　　　　n 576　　　　　　　204　　　　　　1917831

　　　　

,ﾑ

　　　

ｽﾂ

　　　

ﾑ

　　　

ﾆ|

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　

639

　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　

1 603　　　　　　　　3187

　　　　

36 793　　　　　　　　11855　　　　　　　1835　　　　　　　198388

　　　　

⊃

　　

二

　　　

：

　　

驚1

　　　　

二

　

二

　

二

　

士

　　　　　

ｽﾑ

　　

Ｔ

　　

：

　　

こ|

　　　　

36 123　　　　　　　11 426　　　　　　　1引5　　　　　　193 528

　　　　

670

　　　　　　　　　

429

　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　

4 860l

　　　　　

6

　　　　　　　　　　

15

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

339

1

　　　　

31

ﾆ

　　　　　　　　

ﾛ

ｽﾞ

　　　　　　　

18

ﾆ

　　　　　　　

22 312

　　　　

3 768　　　　　　　　1569　　　　　　　　1829　　　　　　　　26779!

－379－



その]．収 支

第154表昭和36年度国民

　　

ｇ

　　　　　　

゛

　

「

大都司

　

で

　

卜

≒

ぶ

§

lt

歳

　　　　　　　　　　　

入（Ａ）

　　　

6 621　　40 877　46 247　　　　143

歳

　　　　　　　　　　　

出（Ｂ）

　　　

7004

　　

39 681 11　　41248　　　　148

歳入歳出差引（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

　　　

゜383

　　

1 196' 4 999 △　5

翌年度へ繰り越すべき財源（Ｄ）

　　　　　

71

　　　　

84 68　　　　　一

繰

　　　　　

入

　　　　　

金（Ｅ）｜

　　

1 268　　　1 971 2 034　　　　11

繰

　　　　　　

出

　　　　　　

金（Ｆ）

　　　　　　　

6

　　　　

192 404　　　　　1

再差

　

引（Ｃ）－（Ｄ）－（Ｅ）十（Ｆ）

　　

゜1 716　　° 66理 3 301　　　　△15

実

　　

施

　　

団

　　

体

　　

数

　

ﾚ

　　

5
1

　　

り

　

2 893　　6
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健康保険事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　

定

　　　　　　　　　　　　　

直

　　　　　

診

　　　　　

勘

　　　　　

定

回に|

　

お

　

ﾄ

都削

　

市

　

卜

　

川丿割回剛

　

お

　　　

7 363　　101 251　　　　－　　　1 666　　　6 665　　　　12　　　　－　　　8 343

　　　

7 120 95 201　　　　－　　　1 859　　　6 875 ロ　　　　ー　　　　8745

　　　　

243

　　　　

6 050　　　　－　　゜ 193　　° 210　　　　1　　　　－　　△402

　　　　　

－

　　　　

223

　　　　

－

　　　　　

3

　　　　

13

　　　　

0

　　　　

－

　　　　

16

　　　

1 535　　　6 819　　　　－　　　　238　　　　910 1　　　　－　　　　□49

　　　　　

－

　　　　

603

　　　　

－

　　　　　

3

　　　　

19

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

22

　　

°1 292　　° 389　　　　－　　゜ 431　　° H14　　　　0　　　　－　　゜1545

　　　　

23

1

　　　

34

〕

　　　　

-

1

　　　

240

　　　

983

　　　　

4

1

　　　　

-

1

　　　

1 228

― 381 ―



その２

　

歳入歳出内訳

第154表

　

昭和36年度国民健康

　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

事

　

業

　

勘

　

定

　　　　　

昭

　

和

　

ｇ

　　

ｊ
大都市|市卜刈講割制則お[Ａ

]

35筒

保険料、診料収入

　　

2 568　19 429　18 761　　　64　2 469　43 291　34 463

一部負担金

　　　

－

　　

15

　

329

　　

2

　　

－

　

346

　

425

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

2 633　17519　21 302　　　59　3 071　44 584　30 928

都道府県支出金

　　　

109

　　

228

　　

118

　　　

0

　　　

－

　　

455

　　

118

繰

　　　

入

　　　

金

　　

1 268　　1 971　　2 034　　　11　　1 535　6819　4％1

　

普通会計からの分

　　　

1 268　　1 833　　1 936　　　7　　1 535　　6 579　　4 873

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　

－

　　

138

　　　

98

　　　

4

　　　

－

　　

240

　　　

88

繰

　　　

越

　　

金

　　　　

5

　　

1 177　　3 250　　　7　　253　4 692　2 889

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

38

　　

538

　　

453

　　　

0

　　　

35

　　

I 064　　936

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

6 621　40 877　46 247　　　143　　7 363　101 251　74 720

役場費、施設費

　　　

987

　　

4 071　　4 081　　　19　　715　9 873　　7 746

　

人

　　

件

　　

費

　　　

625

　　

3 50　　3 433　　　1ﾌ　　　571　　8 157　　6 392

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　　

362

　　　

560

　　　

648

　　　　

2

　　　

144

　　

り16

　　

1 354

保

　

険

　

給

　

付

　

費

　　　

5 876　32 361　33 459　　　107　　6 333　78 136　、56ﾌ01

給

　　　

食

　　　

費

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

保

　

険

　

施

　

設

　

費

　　　　

74

　　　

862

　　

1 475　　　　7　　　22　　2 440　　1 913

公

　　　

債

　　　

費

　　　　　

0

　　　

143

　　　

106

　　　　

2

　　　　

0

　　

251

　　　

252

前年度繰上充用金

　　　　

－

　　

939

　　

410

　　　

10

　　　　

1 359　　1 587

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

67

　　

1305

　　

に17

　　　

3

　　　

50

　

3 142　2 711

歳

　

ｍ

　　

合

　

計

　　　

7 004　39 681　41 248　　　148　　7 120　95 201　70 910

－382－



保険事業決算の状況ぐっづき）

－383－

(単位

　

百万円)

　

差

　

引

　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　

直

　

診

　

勘

　

定

　　　　　

昭

　

和

　

差

　

引

(人)づ

]

大都市1市卜列認割回剛お(

ﾊﾟ

35劈

臨

一(８)

　　　　　　　

j

　　　　

8 828　　　　－　　　948　　3 617　　　　7　　　　－　　4 572　　3 948　　　　624

　　　

△

　

79

　　　　

－

　　　

322

　　

1 475　　　　2　　　　－　　1 799　　1 530　　　　269

　　　

13 656　　　　－　　　17　　　73　　　　－　　　　－　　　90　　　76　　　　14

　　　　　

337

　　　　

－

　　　　

3

　　　

16

　　　　

－

　　　　

－

　　　

19

　　　　

16

　　　　　

3

　　　　

1 358　　　　－　　　238　　910　　　　1　　　　－　　1 149　　1020　　　　129

　　　　

1 706　　　　－　　　68　　543　　　　0　　　　－　　　611　　　583　　　　28

　　　　　

152

　　　　

－

　　　

170

　　

367

　　　　

1

　　　　

－

　　　

538

　　　

437

　　　　

101

　　　　

1 303　　　　－　　　49　　259　　　　0　　　　－　　　308　　　254　　　　54

　　　　　

128

　　　　

－

　　　

89

　　

315

　　　　

2

　　　　

－

　　　

406

　　　

379

　　　　

27

　　　

26 531　　　　－　　1666　　6 665　　　12　　　　－　　8 343　　7 223　　　1 120

　　　　

2 127　　　　－　　1 511　　6 037　　　　8　　　　－　　7 556　　6 668　　　　888

　　　　

1 765　　　　－　　　833　　2 834　　　　5　　　　－　　3 672　　3 189　　　　483

　　　　　

362

　　　　

－

　　　

678

　　

3 203　　　　3　　　　－　　3 834　　3 479　　　　405

　　　

21 435　　　　－　　　　－　　　－　　　　－　　　　－　　　　一　　　　一　　　　　一

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　

25

　　　

86

　　　　

1

　　　　

－

　　　

112

　　　

75

　　　　

37

　　　　　

527

　　　　

一

　　　　

一

　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－.

　　　

゜

　

1

　　　　

－

　　　

30

　　　

94

　　　　

1

　　　　

－

　　　

125

　　　

114

　　　　

11

　　　

°228

　　　　

－

　　　

231

　　　

494

　　　　

0

　　　　

一

　　　

725

　　　

591

　　　　

134

　　　　　

431

　　　　

－

　　　

62

　　　

164

　　　　

1

　　　　

－

　　　

227

　　　

200

　　　　

27

　　　

24 291　　　－　　1859　6 875　　　11　　　－　8 745　　7 648　　1097



第155表昭和36年度公益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　　　　　

和

　　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

ト

　

・

　

市１

　　

市

　　　　

経

　　　　

営

　　　　

収

　　　　

入

　　　　　　　　　

215

　　　　　　　

1 911

歳

　　

繰

　　　　　

入

　　　　　

金（Ａ）

　　　　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　

121

　　　　

繰

　　　　　　　

越

　　　　　　　

金

　　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

261

　　　　

地

　　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　　　　　　　　

一

　　　　　　　　

10

入

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　　　　　　　　

4

　　　　　　　　　

43

　　　　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計（Ｂ）

　　　　　　　　　

241

　　　　　　　

2 346

　　　　

人

　　　　　　

吽

　　　　　　

費

　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　　　

283

歳

　　

貸

　　　　　　　

付

　　　　　　　

金

　　　　　　　　　

ロ0

　　　　　　　

1 643

　　　　

繰

　　　　　

出

　　　　　

金（Ｃ）

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

25

　　　　

元

　　　

利

　　　

價

　　　

還

　　　

金

　　　　　　　　　　

5

　　　　　　　　　

72

出

　　

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　

他

　　　　　　　　　　

11

　　　　　　　　

1つ5

　　　　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計（Ｄ）

　　　　　　　　　

240

　　　　　　　

2 128

収

　　

歳入歳出差引（Ｂ）－（Ｄ）（Ｅ）

　　　　　　　　

１

　　　　　　　

２１８

　　　　

翌年度へ繰り越すべき財源（Ｆ）

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

31

　　　　

繰

　　　　

入

　　　　　

金（Ａ）

　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　

121

　　　　

繰

　　　　　

出

　　　　　

金（Ｃ）

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　

25
支

　　　　

再差引（Ｅ）－（Ｆ）－（Ａ）十（Ｃ）

　　　　　　　　

ｊ 14　　　　　　　　91

－384－



質屋事業決算の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　

36’

　　　　　　　

年

　　　　　　

度

　　　　

昭和35年度

　　

比

　　　　

較

　

町

　　　

村｜特

　

別

　

区1.計

　

(A)決算額（Ｂ）

l

（Ａ）‾（Ｂ）

　　　　　　　

454

　　　　　　

584.

　　　　　

3 164　　　　　　3 266　　　　　　° 102

　　　　　　　　

24

　　　　　　　

18

　　　　　　　

179

　　　　　　　

171

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

75
，　　　　42、　　　　3翁　　　　　381　　　　　　3

　　　　　　　　

6・

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

16

　　　　　　　　

64

　　　　　　

£

　

斗8

・

　　　　　　

8i

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　

57

　　　　　　　　

56

　　　　　　　　

1

　　　　　　　

567 ・　　　　　646　　　　　　3 860　　　　　　3 938　　　　　° 138

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i

　　　

l

　　　　　　　　

521

　　　　　　

50「

　　　　　　　

4ﾜ

　　　　　　　

394

　　　　　　　　

44

，

　　　　　

406 1　　　　　　534　　　　　　2 753　　　　　　2 341　　　　　　｀　38

　　　　　　　　

51

　　　　　　　

6

　　　　　　　　

57

　　　　　　　　

38

　　　　　　

ﾆ゛

　

1

　　　　　　　

29 1　　　　　　　‾j　　　　　　　ﾂ6　　　　　　　146　　　　　　二　40

　　　　　　　

24 j　　　　　　11 i　　　　　　　1P　　　　　　　170　　　　　　こ　19

　　　　　　　

516

　　　　　　

601;

　　　　　

3 485　　　　　　3 589　　　　　2 104

　　　　　　　　

51

1　　　　　　451　　　　　　　3ﾄ　　　　　　　349　　　　　　°

34;

　　　　　　　　

12
1　　　　　　　‾，　　　　　　ﾑ3　　　　　　　　75　　　　　　°

321

　　　　　　　　

2十

　　　　　

18

　　　　　

巾

　　　　　

171

　　　　　　

j

　　　　　　　　

51

　　　　　　

61

　　　　　　　

37

　　　　　　　

38

　　　　　　

°1

i

　　　　　　　

20

‘　　　　　　33.

130　　　　　　　141　　　　　　ふ11

　　　　　　　　　　

l

　　　　　　　

｀

　　　　　　　　　

l

― 385 ―



その１

　

収 支

第156表昭和36年度農業

　　　　　　　

(単位百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　　

和

　　

36

　　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

｜

　

市

　

卜

　

削

　

お

歳

　　　　　　　　　

入（Ａ）

　　　　　　

441

　　　　　

1 203　　　　　　　　1644

歳

　　　　　　　　　

出（Ｂ）

　　　　　　

397

　　　　　

1 109　　　　　　　　1506

歳入歳出差引（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

　　　　　　　　

44

　　　　　　

94 138

未

　　　　

収

　　　　

入（Ｄ）

　　　　　　　

12

　　　　　　

54 66

未

　　　　

払

　　　　

金（Ｅ）

　　　　　　　

24

　　　　　　

40 64

差

　

引（Ｃ）十（Ｄ）－（Ｅ）（Ｆ）

　　　　　　　　

32

　　　　　　

108

　　　　　　　　　

140

剰余金の措置額（Ｇ）

　　　　　

20

　　　　　　

47 67

　　

支

　　　

払

　　　

備

　　　

金

　　　　　　　　

9

　　　　　　　

12 21

　　

責

　　

任

　　

準

　　

備

　　

金

　　　　　　　　

3

　　　　　　　

10 13

　　

法

　　

定

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　　

4

　　　　　　　

13 17

　　

無

　

事

　

戻

　

積

　

立

　

金

　　　　　　　　

２

　　　　　　　

６

　　　　　　　　　　

８

　　

特

　　

別

　　

積

　　

立

　　

金

　　　　　　　　

２

　　　　　　　

６

　　　　　　　　　　

８

準

　

備

　

金

　

繰

　

入

　

金（Ｈ）

　　　　　　　　

５

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　

６

積

　

立

　

金

　

繰

　

人

　

金（Ｉ）

　　　　　　　　

２

　　　　　　　

２

　　　　　　　　　　

４

繰

　　　　

入

　　　　

金（J）

　　　　　　　　

19

　　　　　　

58 77

繰

　　　　

出

　　　　

金（Ｋ）

　　　　　　　

１

　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

１

再差引（Ｃ）－（Ｇ）－（Ｊ）十（Ｋ）

　　　　　　　

６

　　　　　

６日

　　　　　　

・５

実

　　

施

　　

団

　　

体

　　

数

　

1

　　　　　　

8２
1

　　　　　

326

　　　　　　　

408

― 386 ―



共済事業決算の状況

その２

　

歳入歳出内訳 (単位

　

百万円)

　　　　　　　　　

昭

　

和

　

36

　

年

　

度

　　

昭和35年度

　

差

　　

引
ｇ

　　　　

55-

　

市

　

匯

　

則いＡ

］

　

（Ｅ）

ﾌﾟ

)-(B)

共済勘定収入

　　　

277

　　

746

　　

1 023　　　570　　　453

　

共

　

済

　

掛

　

金

　　　　

104

　　　

276

　　　

380

　　　　

277

　　　　

103

　

保

　　

険

　　

金

　　　　

164

　　　

433

　　　

597

　　　　

264

　　　　

333

　

繰

　　

入

　　

金

　　　　　

２

　　　　

６

　　　　

８

　　　　　

４

　　　　　

４

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

7

　　　　

31

　　　　

38

　　　　

25

　　　　　

13

業務勘定収入

　　　

148

　　

394

　　

542

　　　

332

　　　

21C

　

賦

　　

課

　　

金

　　　　　

52

　　　

136

　　　

188

　　　　

142

　　　　　

46

　

都道府県支出金

　　　　

58

　　　

186

　　　　

244 126　　　　　118

　

繰

　　　

入

　　　

金

　　　　　

18

　　　　

51

　　　　

69

　　　　　

44

　　　　　

25

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

20

　　　　

21

　　　　

41

　　　　　

20

　　　　　

21

共通勘定収入

　　　　

16

　　　　

63 79　　　　　　47　　　　　32

　

繰

　　

越

　　

金

　　　　　

15

　　　　

57

　　　　

72

　　　　

44

　　　　　

28

　

雑

　　　

収

　　　

入

　　　　　　

１

　　　　　

６

　　　　　

７

　　　　　　　

３

　　　　　　

４

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　

441

　　　

1 203　　　1 644　　　　949　　　　695

　　　　　　　

一一一一-
共通勘定支出

　　　

249

　　

725

　　

974

　　　

539

　　　

435

　

保

　　　

険

　　

料

　　　　　

78

　　　

203

　　　

281

　　　　

212

　　　　　

69

　

共

　　　

済

　　

金

　　　　

154

　　　

453

　　　

607

　　　　

272

　　　　

335

　

診療関係費

　　　

13

　　　　　

50

　　　　

63

　　　　　　

43

　　　　　

20

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

4

　　　　

19

　　　　

23

　　　　　

12

　　　　　

ロ

業務勘定支出

　　　

147

　　

377

　　

524

　　　

322

　　　

202

　

役所役場費

　　　

108

　　

293

　　

401

　　　

247

　　　

154

　

損害関係費

　　　

13

　　

36

　　

49

　　　

26

　　　

23

　

連合会支払賦課金

　　　　　

12

　　　　

37 49　　　　　37　　　　　12

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

14

　　　　

11

　　　　

25

　　　　　

12

　　　　　

13

共通勘定収入

　　　　

１

　　　　　

７

　　　　　

８

　　　　　

１ｏ△２

　

支

　

払

　

利

　

子

　　　　　

０

　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　

１

　　　　

△１

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

１

　　　　

７

　　　　

８

　　　　　

９

　　　　

'^ 1

歳

　　

出

　　

合

　　

計

　　　　　

397

　　　

０09

　　　

1506

　　　　

871

　　　　　

635

― 387 ―



第157表

　

昭和36年度企業債等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位
百万円）

　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　　

昭和36年度償還額

　　

昭和36

　

ｓ

　　　　　

ｊ

　

ﾘ

§昌盾

ﾄ

　

到利

　

司

　

お

　

|

§ilド

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　

136 164　　19 147　　29 793　　48 940　　556 670

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　

80 432　　12 299　　21 589　　33 888　　379 577

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

30 793　　4 800　　8 863　　13 663　　152 235

　　

工業用水道事業

　　　

64％

　　　

438

　　　

704

　　

1 142　　17 992

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　

17 770　　2 072　　3 359　　5 431　　59 361

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

14 481　　　4 037　　6 845　　10 882　　114 666

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　

786

　　　

213

　　　

248

　　　

461

　　　

4 131

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

983

　　　

387

　　　

317

　　　

704

　　　

5 265

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

76％

　　　

220

　　　

I 092　　　1 312　　22 365

　　

その他の事業

　　　

1 422　　132　　161　　293　　3 562

　

法非適用企業

　　

55 732 68詔　　　8 204　　15 052　　177 093

　　

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　　

10877

　　　

1 288　　　2 483　　3 771　　52 462

　　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

7 967　　　1 044　　　1％8　　3012　　40 469

　　

工業用水道事業

　　　

2018

　　　　　

126

　　　　

365

　　　　

491 8 929

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　

71

　　　　

65

　　　　

43

　　　

108

　　　

763

　　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　

697

　　　　

53

　　　

105

　　　

158

　　

2 162

　　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

124

　　　　

－

　　　　

2

　　　　

2 13'3

　　

準

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　

44 855　　5 560　　5 72t　　ロ281　　124 631

　　

簡易水道事業

　　　

2715

　　　

382

　　　

758

　　

1 140　　14 420

　　

港湾整備事業

　　

22 597　　1 520　　1 867　　3 387　47 252

　　

病

　

院

　

事

　

業

　　　

4 126　　M・1　　　1 299　　2 790　　23 1託

　　

市

　

場

　

事

　

業

　　　

1 102　　　3ぼ　　　326　　　631 5 460

　　

と畜場事業

　　　

960

　　　　　

にﾌ

　　　　

M4

　　　　　

301

　　　　

2 9,化

　　

観光施設事業

　　　

1 199　　　シ1　　　75　　　129 2 291

　　

宅地造成事業

　　　

4 931　　　1 285　　　　323 1 608　　　7 394

　　

下水道事業

　　

7 225　　366　　929　　1 295　2t 712

収

　　

益

　　

事

　　

業

　　　　　

－

　　　　

１

　　　　

０

　　　　　

１

　　　　　　

５

国民健康保険事業

　　　

111

　　　

164

　　　

胚

　　　

219

　　　

853

公益質屋事業

　　　

16

　　　　

70 33　　　　103　　　　477

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

＿

　

合

　　　　　　　

計

　　　

136 291　　19 382　　29 881　　49 263　558 005

－388－



第158表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位百万円)

　

区

　　　

分

　

|

昭和36年度

丿

　　　　

内

　　　　　　　　　　　

訳

　　　　　

貸

　　

付

　　　　　　

貸

　

付

　

額回府剛

　

市

　

卜

　

引認可

巾

お額

上水道事業

　　　

5 382　　　450　　3 690　　　365　　　877　　19614

工業用水道事業

　　　

2 360　　　1 575　　　585　　　　－　　　200　　　5 901

電気事業

　　

4 525　　4 525　　　－　　　－　　　－　15 575

交

　

通

　

事

　

業

　　　　

651

　　　　

80

　　　

559

　　　　

10

　　　　

2

　　　

3 018

港湾整備事業

　　　

3 126　　2 138　　　665　　　23　　　300　　6 321

病院事業

　　　

53

　　　

10

　　

23

　　

20

　　　

－

　　

1 802

市場事業

　　　

128

　　　

5

　　

117

　　　

6

　　　

－

　　

977

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　

413

　　　　

－

　　　

353 60　　　　　－　　　　1692

観光施設事業

　　　　

321

　　　　

45

　　　　

80

　　　

1％

　　　　

－

　　　

809

と畜場事業

　　　

284

　　　

25 231　　　　21 7　　　　654

宅地造成事業

　　　

120

　　　

130

　　　

917

　　　

164

　　　　

－

　　

21託

公共下水道事業

　　　　

554

　　　　　

－

　　　　

554

　　　　　

－

　　　　　

－ 959

貸付額合計

　　

19008

　　

8 983　　7 774　　　865　　13託　　　　－

累計貸付額

　　　　

－

　　

26 961　　25 986　　2 840　　3 883　　59 670

（注）昭和37年３月31日現在の貸付額である。

389 ―



その１

　

国民総生産等

第159表

　

主

　

要

　

経

　

済

　

区

　　

0

31

　　

・032

　　

‥|33

　　

‥0

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　　　　

9 292 902　　　　10 149 752　　　　10 394 709

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　　　　

7 627 557　　　　　　8285 802　　　　　8 518 966

政府財貨サービス購入額

　　　　　　

1 628 184　　　　　1 822 158　　　　　2 002 328

欠la財政財貨サービス購

　　　　　　

789 072　　　　　　892 315　　　　　　969 096

国内民間総資本形成

　　　　　

2 263 500　　　　　　2401 600　　　　　　1903 700

設

　　

備

　　

投

　　

資

　　　　　

1 372 600　　　　1 693 200　　　　1 649 600

゛臨誰玉‰京
)゛

　　　　　

57.5

　　　　　　　

67.9

　　　　　　　

66.7

　　　　　　　　　　

31

　　

年

　

度

　　　

32

　　

年

　

度

　　　

33

　　

年

　

度

　

ｓ

　　

゛

ﾚ

四率）ｔ

し

誠回ｍ

]

四則m w

国

　

民

　

総

　

生

　

産

　　　

12.i?　　　∂J　　　　∂.2　　　j∂2　　　2.j　　　j∂j

国

　　

民

　　

所

　　

得

　　　

13.5

　　　

討

　　　

8.∂

　　　

jθ2

　　　

2.召

　　　

丿弱

政府財貨サービス購入額

　　　　

7.j

　　　

卯

　　

皿∂

　　

j卯

　　　

∂.９×　　　110

欠席財政財貨サービス購

　　　　

7.∂

　　　

S∂

　　

昂.j

　　　

扨7

　　　

S.∂

　　　

j刀

国内民間総資本形成

　　　

砧.∂

　　

7の

　　

∂.j

　　

jj∂

　　

△20. 7　　　S7

設

　　

備

　　

投

　　

資

　　　

7∂.∂

　　　

釘

　　

昂.4

　　

j卵

　

△

　

2.∂

　　　

jの

゛謳入玉％|ｦ
)゛

　　

22.3

　　　

∂θ

　　

認.7

　　　

扨∂

　

△

　

1.8　　　j∂Ｊ
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指

　

標

　

と

　

の

　

比

　

較

(単位

　

百万円)

　

31～33年度平均

　

｜

　

34

　　

・

　

り

35

　　

・

　

0

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

9 945 788　　　　　　12 572 477　　　　　　14 664 828　　　　　　17 701500

　　　　　　　　

8 144 108　　　　　　10 037 208　　　　　　11 903 700　　　　　　14 117 700

　　　　　　　　

1 817 557　　　　　　2 292 357　　　　　　2 682 997　　　　　　3 317 700

　　　　　　　　　

883 494　　　　　　1 062 556　　　　　　1 266 601　　　　　　1575000

　　　　　　　　

2 189 600　　　　　　3 289 400　　　　　　4 267 100　　　　　　5 814 200

　　　　　　　　

□

　　　　　　　　　　　

64.0

　　　　　　　　

80. 1　　　　　　　　100.0　　　　　　　　119.4

　

31～33年度平均

　　　

34

　　

年

　　

度

　　　

35

　　

年

　　

度

　　　

36

　　

年

　　

度

増減率）

　

ｔ

じ

減率）

　

数

じ

減鮒指

　

数

じ

減率）

　

ｔ

　　　　　　

一

　　　

刀∂

　　　

21.0

　　　

j2∂

　　　

j∂.∂

　　　

j47

　　　

20.7

　　　

j7∂

　　　　　　

－

　　　

j∂θ

　　　

17.8

　　　

123

　　　

jS.∂

　　　

j4∂

　　　

j∂.∂

　　　

173

　　　　　　

－

　　　

j∂θ

　　　

U.5

　　　

j2∂

　　　

17.0

　　　

148

　　　

23.7

　　　

j∂J

　　　　　　

－

　　　

１００×　　　9.∂

　　　

j2∂

　　　

j∂.2

　　　

j43

　　　

24.3

　　　

j7∂

　　　　　　

一

　　　

j∂θ

　　　

72.8

　　　

jjθ

　　　

２∂.7

　　　

j∂j

　　　

36.3

　　　

2∂∂

　　　　　　

－

　　　

j∂θ

　　　

31.2

　　　

刀S

　　　

41.4

　　　

j∂j

　　　

32.0

　　　

258

　　　　　　

－

　　　

j∂

1

　　　

20.0

　　　

125

　　　

24.8

　　　

jj∂

　　　

19.4

　　　

j∂7

　　　　　　　　　　　　　　　

1
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その２

　

予算および地方財政計画

第159表主

　

要

　

経済

・

　

O31

　　

‥|32

　　

‥|33

　　

年

　

度

国の一般会計（当初予算）

　　　　　　

1034923　　　　　1137465　　　　　1312131

財政投融資計雨

（注）地方債計画欄の（

　

）は特別地方債を含めたものである。
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指標

　

と

　

の

　

比較（つづき）

(単位

　

百万円)

　

31～33年度平均

　

｜

　

34

　　

・

　

0

35

　　

・

　

（

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

1 161 506　　　　　　I 419 248　　　　　　1 569 675　　　　　　1 952 776

　　　　　　　　　

313 020　　　　　　　431 000　　　　　　　482 600　　　　　　　605500

　　　　　　　　

1 143 319　　　　　　1 334 107　　　　　　1 538 155　　　　　　1 912 672

　　　　　　　　　

436 576　　　　　　　515 009　　　　　　　575 485　　　　　　　695 678

　　　　　　　　　

302 461　　　　　　　374 468　　　　　　　473 648　　　　　　　624 720

　　　　　　　　　

213 658　　　　　　　281 417　　　　　　　343 337　　　　　　　508 739

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(155 500）　　　　(200 000）

　　　　　　　　　

106 667　　　　　　　110000　　　　　　　150000　　　　　　　186 000

　

31～33年度平均

　　　

34

　　

年

　　

度

　　　

35

　　

年

　　

度

　　　

36

　　

年

　　

度

・ｓ率）

　

数

じ

減率）

　

数

じ

減率）

　

ｔ

じ

減率）

　

数

　　　　　　

一

　　　

扨∂

　　　　

∂.2

　　　

j22

　　　

刀.∂

　　　

135

　　　

24.4

　　　

j∂∂

　　　　　　

－

　　　

7θ∂

　　　

20.7

　　　

jJ∂

　　　

12.0

　　　

154

　　　

25.5

　　　

j∂J

　　　　　　

－

　　　

7θ∂

　　　　

7.8

　　　

777

　　　

15.3

　　　

135

　　　

24.3

　　　

j∂7

　　　　　　

一

　　　

扨θ

　　　　

S.8

　　　

j認

　　　

11.7

　　　

j32

　　　

2θ.∂

　　　

7j∂

　　　　　　

－

　　　

1倣　　　13. i　　　j24　　　26. S　　　157　　　む.∂　　　２∂7

　　　　　　

－

　　　

j∂∂

　　　

15. 7　　　刀２　　　22.0　　　7∂7　　　48.2　　　23S

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(41. 4)　（j到　（認洲　(188)

　　　　　　

－

　　　

j∂θ

　　　

10.0

　　　

jθ3

　　　

38.4

　　　

jむ

　　　

24.0

　　　

j74

－393－



その３

　

決

　

算

第159表

　

主

　

要経

　

済

　

区

　　

∩

31

　　

‥り32

　　

‥|33

　　

年

　

度

国の一般会計歳入

　　　　　

1 232 514　　　　1 399 858　　　　1 453 747

国の一般会計歳出

　　　　　

1 069 205　　　　1 187 676　　　　1 331 562

普通会計歳入

　　　　

1 250 979　　　1 407 888　　　1 504 250

普通会計歳出

　　　　

1 206 069　　　1 342 528　　　1 455 579

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　

449 924　　　　　527 190　　　　　543 931

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　　　　　

638 603　　　　　759 683　　　　　800 380

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　　　　　

599 053　　　　　652 9％　　　　　701 784

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　　　

477 625　　　　　561 028　　　　　551 077

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　　　　　

330 283　　　　　398 470　　　　　446 405

　

普通建設事業費

　　　　　

244 641　　　　306 558　　　　343 247

国と地方との純計規模

　　　　　

1 802 244　　　　2 0107931　　　　2 209 022

　　　　　　　　　　

31

　　

年

　

度

　　　

32

　　

年

　

度

　　

33

　　

年

　

度

　

K

　　

゛

|

回率）ｔ

ﾚ

自蛸指ｔ

ﾚ

誠利指数

国の一般会計歳入

　　　

∂.４

　　

∂j

　　

13.e　　j∂J　　3. 8　　j政

国の一般会計歳出

　　　

J.θ

　　

邱

　　

11.1

　　

弱

　　

以Ｊ

　　

Ill

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

入

　　　

む.J

　　　

卯

　　

２．ｊ

　　　

刀2

　　　

∂,∂

　　　

J卵

普

　

通

　

会

　

計

　

歳

　

出

　　　　

∂.∂

　　　

叩

　　

ｎ.3

　　　

jの

　　　

S.噺　　　１０９

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　

j7.∂

　　　

即

　　

皿2

　　　

104

　　　

J.2

　　　

j∂7

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　　

13.3

　　　

混

　　

皿θ

　　　

刀４

　　　

ｊ.4

　　　

j卯

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　　　

∂,∂

　　　

認

　　　

∂.θ

　　　

j卯

　　　

7.J

　　　

j昭

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　　

j.∂

　　　

g

　　　

S.θ

　　　

j卯

　　　

∂.S

　　　

刀7

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　　　　

5.S　　　お　　加.∂　　　j∂2　　12.0　　　114

　

普通建設事業費

　　　

Ｈ.3

　　

S2

　　

25.5

　　

j伺

　　

阻θ

　　

115

国と地方との純計規模

　　　

S.8

　　　

即

　　

皿∂

　　　

卯

　　　　

∂.９×　　　10９
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指標

　

と

　

の

　

比較（つづき）

(単位

　

百万円)

　　

31～33年度平均

　

1

　

34

　　

・

　

0

35

　　

・

　

0

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

1 362 040　　　　　　□

　　　　　　　　　　

I 196 148　　　　　　1 495 040　　　　　　1 743 148　　　　　　2 063 468

　　　　　　　　　　

1 387 439　　　　　　1 689 352　　　　　　2 025 802　　　　　　2 51 1 550

　　　　　　　　　　

1 334 725　　　　　　1 623 883　　　　　　1 924 907　　　　　　2 391 080

　　　　　　　　　　　

507 015　　　　　　　610 937　　　　　　　744 236　　　　　　　906 475

　　　　　　　　　　　

732 889　　　　　　　902 710　　　　　　1 091 391　　　　　　1 353 628

　　　　　　　　　　　

651 277　　　　　　　767 024　　　　　　　879 153　　　　　　1 053 701

　　　　　　　　　　　

514 910　　　　　　　601 021　　　　　　　704 586　　　　　　　832 604

　　　　　　　　　　　

391 719　　　　　　　520 484　　　　　　　640 451　　　　　　　836 108

　　　　　　　　　　　

298 149　　　　　　　377 874　　　　　　　477 005　　　　　　　651 281

　　　　　　　　　　

2 028 749　　　　　　2 439 940　　　　　　2 852 031　　　　　　3 473 002

　　

31～33年度平均

　　　

34

　　

年

　　

度

　　　

35

　　

年

　　

度

　　　

36

　　

年

　　

度

　

・ｓ率）

　　

j

l減率）

　　

数

じ

減率）

　　

．

じ

減率）

　　

数

　　　　　　　

一

　　　

扨θ

　　　　

∂.∂

　　　

117

　　　

22.8

　　　

j44

　　　

28.3

　　　

185

　　　　　　　

－

　　　

j∂∂

　　　

12.3

　　　

12S

　　　

j∂.∂

　　　

Ｍ∂

　　　

認.４

　　　

173

　　　　　　　

－

　　　

jθ∂

　　　

12.3

　　　

j22

　　　

j∂.

j

　　　

M∂

　　　

24.0

　　　

j町

　　　　　　　

－

　　　

1(尨　　　１１.∂

　　　

j22

　　　

認.j

　　　

j44

　　　

24.2

　　　

j7∂

　　　　　　　

－

　　　

jθ∂

　　　

12.3

　　　

121

　　　

21.8

　　　

μ7

　　　

21.8

　　　

j7∂

　　　　　　　

一

　　　

刀∂

　　　

12.8

　　　

123

　　　

20.9

　　　

Ｍ∂

　　　

24.0

　　　

認j

　　　　　　　

－

　　　

jθθ

　　　　

∂.j

　　　

j認

　　　

Ｍ.∂

　　　

13S

　　　

j∂.∂

　　　

妬２

　　　　　　　

－

　　　

j∂∂

　　　　

∂.j

　　　

7j7

　　　

17.2

　　　

137

　　　

認.2

　　　

j∂2

　　　　　　　

一

　　　

却θ

　　　

扨.∂

　　　

133

　　　

23.0

　　　

j∂4

　　　

30.5

　　　

213

　　　　　　　

－

　　　

jθθ

　　　

10.1

　　　

j27

　　　

2e.2

　　　

j∂θ

　　　

3∂.j

　　　

27S

　　　　　　　

一

　　　

扨θ

　　　

扨.j

　　　

j2θ

　　　

弱.∂

　　　

141

　　　

21.8

　　　

j72

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1
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その４

　

租税（決算）

第159表

　

主

　

要

　

経

　

済

　　

・

　

∩

31

　　

‥|32

　　

‥り33

　　

年

　

度

　

租

　　　　　　　　

税

　　　　　

1 536 697　　　　　1 728 ％5　　　　　1 734 750

　

国

　　　　　　　　

税

　　　　　

1 036 773　　　　　1 201 775　　　　　1 190 818

　　

法

　　　

人

　　　

税

　　　　　　

259 808　　　　　364 066　　　　　308 320

　

地

　　　　

方

　　　

税

　　　　　　

449 924　　　　　527 190　　　　　543 931

　　

道

　　

府

　

県

　　

税

　　　　　　

185 116　　　　　230 195　　　　　227 382

　　

法人事業税

　　　　

79 197　　　　108 422　　　　97 337

　

市

　　

町

　　

村

　　

税

　　　　　　

264 808　　　　　296 995　　　　　316 550

-

　　　　　　　　　　　

31

　　

年

　

度

　　　

32

　　

年

　

度

　　　

33

　　

年

　

度

　

区

　　　　　　

分

　　

ﾚ

諒

　

租

　　　　　　　　　

税

　　　

j∂.∂

　　　

卯

　　

皿j

　　　

104

　　　

θ.J

　　　

j∂j

　

国

　　　　　　　　

税

　　　

7∂.∂

　　　

お

　　

皿∂

　　

j肘

　

゜∂.∂

　　　

j卯

　

法

　　　

人

　　　

税

　　　

お.2

　　　

叙

　　

如.j

　　　

in

　

°瓦.J

　　　

卯

　

地

　　　

方

　　　　

税

　　　

J7,∂

　　　

邱

　　

17.2

　　

104

　　　

J.2

　　　

j∂7

　

道

　　

府

　　

県

　　

税

　　　

器∂

　　　

屁

　　

24.4

　　　

7a

　

°j.2

　　　

j弱

　　

法

　

人

　

事

　

業

　

税

　　　

社ｊ

　　　

お

　　

訪.∂

　　　

114

　

°皿２

　　　

刀丿

　

市

　　

町

　　

村

　　

税

　　　

13.0

　　　

叩

　　

以2

　　

7∂7

　　　

∂.a

　　　

108
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指標

　

と

　

の

　

比較（つづき）

(単位

　

百万円)

　　

31～33年度平均

　

l

　

34

　　

・

　

（

35

　　

・

　

（

36

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

1 666 804　　　　　　1 983 308　　　　　　2 545 703　　　　　　3 134 203

　　　　　　　　　

1159789

1

　　　　　　

1 372 371　　　　　　1 801 467　　　　　　2 227 728

　　　　　　　　　　

310 731　　　　　　　390 552　　　　　　　573 353　　　　　　　714 265

　　　　　　　　　　

507 015　　　　　　　610 937　　　　　　　744 236　　　　　　　906 475

　　　　　　　　　　

214 231　　　　　　　263 863　　　　　　　348 948　　　　　　　444 178

　　　　　　　　　　　

94 985　　　　　　　121 730　　　　　　　173 524　　　　　　　221 538

　　　　　　　　　　

292 784　　　　　　　347 074　　　　　　　395 288　　　　　　　462 297

　　

31～33年度平均

　　　

34

　　

年

　　

度

　　　

35

　　

年

　　

度

　　　

36

　　

年

　　

度

ｌｓ率卜

　

数

じ

減率卜

　

数

じ

減率）

　　

数

じ

ｓ率）

　　

ｔ

　　　　　　

―

　　　

扨θ

　　　

U.3

　　　

jj∂

　　　

28.4

　　　

J品

　　　

23.1　　　188

　　　　　　

－

　　　

jθ∂

　　　

15.2

　　　

118

　　　

31.3

　　　

155

　　　

23.7

　　　

扨２

　　　　　　

－

　　　

jθθ

　　　

26.7

　　　

j2∂

　　　

4∂.∂

　　　

瑠J

　　　

24.6

　　　

23∂

　　　　　　

－

　　　

j∂∂

　　　

12.3

　　　

121

　　　

21.8

　　　

Jざ7

　　　

21.8

　　　

j7∂

　　　　　　

－

　　　

j∂θ

　　　

j∂.∂

　　　

123

　　　

32.2

　　　

j∂J

　　　

27.3

　　　

2∂7

　　　　　　

－

　　　

j∂θ

　　　

25. 1　　　128　　　42.5　　　認J　　　27.7　　　233

　　　　　　

－

　　　

jθθ

　　　　

∂.∂

　　　

jj∂

　　　

jJ.∂

　　　

135

　　　

17.0

　　　

158
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